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1 食育基本法
「食育基本法」（平成17年法律第63号）は、食育に関し、基本理念を定め、国、地方公共団

体等の責務を明らかにするとともに、食育に関する施策の基本となる事項を定めることによ
り、食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健康で文化
的な国民の生活と豊かで活力ある社会の実現に寄与することを目的として、平成17（2005）
年６月に公布され、同年７月に施行されました（図表１）。

同法においては、食育を、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべ
きものと位置付けるとともに、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力
を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる食育を推進することが求められ
ています。

また、食育の推進に当たっては、国民一人一人が「食」について改めて意識を高め、「食」 
に関して信頼できる情報に基づく適切な判断を行う能力を身に付けることによって、心身の健
康を増進する健全な食生活を実践することが重要とされています。

さらに、国民の食生活が、自然の恩恵の上に成り立っており、また、「食」に関わる人々の
様々な活動に支えられていることについて、感謝の念や理解が深まるよう配慮されなければな
らないと定められています。

図表1 食育基本法の概要

食育基本法の概要
1．目的
国民が健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進し、施策を総合的かつ

計画的に推進すること等を目的とする。
2．関係者の責務等
（1）�基本理念及び国、地方公共団体、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業者、国民等の

責務を定める。
（2）政府は、毎年、食育の推進に関して講じた施策に関し、国会に報告書を提出する。
3．食育推進基本計画等
（1）食育推進会議は、以下の事項について食育推進基本計画を作成する。
①食育の推進に関する施策についての基本的な方針
②食育の推進の目標に関する事項
③国民等の行う自発的な食育推進活動等の総合的な促進に関する事項
④施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

（2）都道府県は都道府県食育推進計画、市町村は市町村食育推進計画を作成するよう努める。
4．基本的施策
（1）家庭における食育の推進
（2）学校、保育所等における食育の推進
（3）地域における食生活の改善のための取組の推進
（4）食育推進運動の展開
（5）生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等
（6）食文化の継承のための活動への支援等
（7）食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進
5．食育推進会議等
（1）�農林水産省に食育推進会議を置き、会長（農林水産大臣）及び委員（関係大臣、有識者）

25人以内で組織する。
（2）都道府県は都道府県食育推進会議、市町村は市町村食育推進会議を置くことができる。

食育推進施策の基本的枠組みはじめに
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2 食育推進基本計画
「食育基本法」では、農林水産省に設置される食育推進会議において、食育推進基本計画

（以下「基本計画」という。）を作成することと定められています（第16条）。
これに基づき、令和３（2021）年３月には、それまでの食育に関する取組の成果と課題を

踏まえ、「第４次食育推進基本計画」（以下「第４次基本計画」という。）が決定されました。
この第４次基本計画は、令和３（2021）年度からおおむね５年間を対象とし、食育の推進に
当たっての基本的な方針や目標を掲げるとともに、食育の総合的な促進に関する事項として取
り組むべき施策等を提示しています。

基本的な方針としては、３つの重点事項（（１）生涯を通じた心身の健康を支える食育の推
進、（２）持続可能な食を支える食育の推進、（３）「新たな日常」やデジタル化に対応した食
育の推進）が定められています（図表２）。

図表2 第4次食育推進基本計画（概要）

第4次食育推進基本計画（概要）
（令和3（2021）年度からおおむね5年間）

第1　�食育の推進に関する施策についての基本的
な方針

1．重点事項
（1）�生涯を通じた心身の健康を支える食育の推

進
（2）持続可能な食を支える食育の推進
（3）�「新たな日常」やデジタル化に対応した食育

の推進
2．基本的な取組方針
（1）国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成
（2）食に関する感謝の念と理解
（3）食育推進運動の展開
（4）�子供の食育における保護者、教育関係者等

の役割
（5）食に関する体験活動と食育推進活動の実践
（6）�我が国の伝統的な食文化、環境と調和した

生産等への配慮及び農山漁村の活性化と食
料自給率の向上への貢献

（7）食品の安全性の確保等における食育の役割
第2　食育の推進の目標に関する事項
1．目標の考え方
国民運動として食育を推進するにふさわしい
定量的な目標値を設定

2．食育の推進に当たっての目標
（1）食育に関心を持っている国民を増やす
（2）�朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」

の回数を増やす
（3）�地域等で共食したいと思う人が共食する割

合を増やす
（4）朝食を欠食する国民を減らす
（5）�学校給食における地場産物を活用した取組

等を増やす
（6）�栄養バランスに配慮した食生活を実践する

国民を増やす
（7）�生活習慣病の予防や改善のために、ふだん

から適正体重の維持や減塩等に気をつけた
食生活を実践する国民を増やす

（8）ゆっくりよく噛んで食べる国民を増やす
（9）�食育の推進に関わるボランティアの数を増

やす
（10）農林漁業体験を経験した国民を増やす
（11）�産地や生産者を意識して農林水産物・食品

を選ぶ国民を増やす
（12）�環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国

民を増やす
（13）�食品ロス削減のために何らかの行動をして

いる国民を増やす
（14）�地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料

理や作法等を継承し、伝えている国民を増
やす

（15）�食品の安全性について基礎的な知識を持ち、
自ら判断する国民を増やす

（16）�推進計画を作成・実施している市町村を増
やす

第3　食育の総合的な促進に関する事項
1．家庭における食育の推進
2．学校、保育所等における食育の推進
3．地域における食育の推進
4．食育推進運動の展開
5．�生産者と消費者との交流の促進、環境と調和
のとれた農林漁業の活性化等

6．食文化の継承のための活動への支援等
7．�食品の安全性、栄養その他の食生活に関する
調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進

第4　�食育の推進に関する施策を総合的かつ計画
的に推進するために必要な事項

1．多様な関係者の連携・協働の強化
2．�地方公共団体による推進計画に基づく施策の
促進とフォローアップ

3．積極的な情報提供と国民の意見等の把握
4．�推進状況の把握と効果等の評価及び財政措置
の効率的・重点的運用

5．基本計画の見直し
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3 食育に関する施策の推進体制
農林水産省は、基本計画の作成及び推進に関する事務を担っています1。そして、食品安全委

員会、消費者庁、文部科学省、厚生労働省等の関係府省庁等との連携を図りながら、政府とし
て一体的に食育の推進に取り組んでいます。

国、地方公共団体による取組とともに、地域においては、学校、保育所等、農林漁業者、食
品関連事業者、ボランティア等の様々な立場の関係者の緊密な連携・協働の下、食育を国民運
動として推進しています（図表３）。

図表3 食育推進体制

1　平成27（2015）年９月に公布、平成28（2016）年４月に施行された「内閣の重要政策に関する総合調
整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第66号）によ
り、内閣府で担当していた基本計画の作成及び推進に関する事務は、平成28（2016）年４月１日に全て農
林水産省に移管
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新型コロナウイルス感染症（以下本項において「感染症」という。）による影響は、人々の
生命や生活のみならず、行動・意識・価値観にまで波及しました。接触機会低減のためのテレ
ワークの増加、出張機会の減少等により、在宅時間が増加するとともに、外出の自粛等により
飲食業が甚大な影響を受けるなど、我が国の農林水産業や食品産業にも様々な影響を与えまし
た。また、在宅時間や家族で食を考える機会が増えることで、食を見つめ直す契機にもなって
おり、家庭での食育の重要性が高まっています。

ここでは、感染症による影響が長期化する中での国民の意識等の変化や、感染拡大の状況に
応じた関係省庁における取組に加え、子供宅食における食育活動やオンラインを用いた食育の
事例について紹介します。

1 共食に対する考え方や行動の変化 
～「食育に関する意識調査」から見た新型コロナウイルス感染症の影響～

農林水産省が実施した「食育に関する意識調査」によると、地域や所属コミュニティー（職
場等を含む。）での食事会等の機会があれば「参加したいと思う」（「とてもそう思う」又は「そ
う思う」）と回答した人の割合は、令和元（2019）年度は43.3％であったのに対して、令和
２（2020）年度は30.8％、令和３（2021）年度は36.7％でした（図表1-1-1）。

また、「参加したいと思う」と回答した人のうち、過去１年間に食事会等に「参加した」と
回答した人の割合は、令和元（2019）年度及び令和２（2020）年度は70％を超えていたも
のの、令和３（2021）年度は42.7％と大幅に減少しました（図表1-1-2）。

令和２（2020）年度から調査方法を変更したため、単純に比較することはできませんが、
感染症の感染拡大下において、共食に対する人々の考え方や行動に変化が見られたことがうか
がえます。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大と食育第1部

図表1-1-1 地域等で共食したいと思う人の
割合の推移

43.3
30.8 36.7

0
20
40
60
80
100

令和元
（2019）
（1,721人）

（年度）2
（2020）
（2,395人）

3
（2021）
（2,447人）

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」
注：１）�地域や所属コミュニティー（職場等を含む。）での食

事会等の機会があれば「参加したいと思う」（「とても
そう思う」又は「そう思う」）と回答した人の割合

　　２）設問への回答者数を（　）内に記載
　　３）�令和２（2020）、令和３（2021）年度調査については、

設問の冒頭に「新型コロナウイルス感染症の感染防止
対策が十分にとられているという前提でお伺いしま
す。」との文言を追記している。

　　４）�令和元（2019）年度は「調査員による個別面接聴取」、
令和２（2020）、令和３（2021）年度調査は「郵送及
びインターネットを用いた自記式」で実施

図表1-1-2 地域等で共食したいと思う人が
共食する割合の推移

73.4

42.7

0
20
40
60
80
100

令和元
（2019）
（745人）

（年度）2
（2020）
（738人）

3
（2021）
（899人）

（％）

70.7

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」
注：１）�地域や所属コミュニティー（職場等を含む。）での食

事会等の機会があれば「参加したいと思う」（「とても
そう思う」又は「そう思う」）と回答した人のうち、
過去１年間に「参加した」と回答した人の割合

　　２）設問への回答者数を（　）内に記載
　　３）�令和２（2020）、令和３（2021）年度調査については、

設問の冒頭に「新型コロナウイルス感染症の感染防止
対策が十分にとられているという前提でお伺いしま
す。」との文言を追記している。

　　４）�令和元（2019）年度は「調査員による個別面接聴取」、
令和２（2020）、令和３（2021）年度調査は「郵送及
びインターネットを用いた自記式」で実施
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2 関係省庁における取組 
～家庭での食育や子供食堂等への支援、デジタル化に対応した食育の推進等～

感染症による影響が長期化する中で、関係省庁においては、学校等の臨時休業等の際に生じ
る未利用食品の利用を促進する取組、家庭での食生活改善の重要性を普及・啓発するための
ツールの作成、子供食堂・子供宅食やフードバンク等への支援、デジタル化に対応した食育の
推進等を実施しました。

（文部科学省、厚生労働省、農林水産省　学校等の臨時休業等の際に生じる未利用食品の利用促進）
文部科学省、厚生労働省及び農林水産省は、オミクロン株の感染拡大に伴う小学校、中学校

等の臨時休業等により、学校給食で使用される予定であった食品が未利用となり、やむを得ず
廃棄されることが懸念されたため、地域の実情に応じながら、学校における未利用食品の利用
促進等に取り組めるよう、教育委員会が他部署等と連携し、未利用食品をフードバンクや社会
福祉施設等へ提供した取組事例等を示した事務連絡を令和４（2022）年２月に連名で発出し
ました。

（文部科学省　給食実施に当たっての留意点等を記した衛生管理マニュアルの作成）
文部科学省では、学校の衛生管理に関するより具体的な事項について、学校の参考となるよ

う、令和２（2020）年に「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュ
アル～「学校の新しい生活様式」～」を作成し、情勢等を鑑みながら改訂を行っています。本
マニュアルにおいて、学校給食は児童生徒の健やかな育ちを支える重要な機能である一方、感
染のリスクが高い活動でもあるため、給食を実施するに当たっての留意点等を記しています。
また、地域の感染レベルに応じた学校給食の提供方法についても例示しています。

（厚生労働省　家庭での食生活改善の重要性を普及・啓発するためのツール作成）
感染症の感染拡大に伴う外出自粛等により、自宅で食事をとる機会が増加したことから、厚

生労働省では、毎年９月に実施している食生活改善普及運動において、家庭での食生活改善の
重要性を普及啓発するためのツールを作成し、ウェブサイトに掲載するとともに、地方公共団
体や関係団体等に周知しました（第２部第３章第２節１「健康寿命の延伸につながる食育の推
進」参照）。また、「おうち時間」が「健康づくり」のきっかけになるよう、感染症の感染拡大
下での「新・健康生活」におけるポイントを紹介したリーフレットを作成し、厚生労働省ウェ
ブサイトに掲載しました。

食生活改善普及運動　普及啓発ツール
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（農林水産省　感染症の影響を受けた国産農林水産物等の学校給食や子供食堂等への提供を支援）
農林水産省は、「国産農林水産物等販路多様化緊急対策事業」により、感染症の感染拡大に

よる外食需要の減少等の影響を受け、在庫の滞留等が生じた国産農林水産物等を学校給食や子
供食堂、子供宅食等へ提供する際の食材調達費や輸送費、インターネット販売を行う際の送料
等への支援を行いました。例えば愛知県では、感染症の感染拡大による需要減少の影響を受け
在庫が増加していた「名

な
古
ご

屋
や

コーチン」が、親子丼やひきずり鍋1などとして、県内の小・中
学校で学校給食として提供されました。提供時には、「名古屋コーチン」の特徴や歴史等を紹
介したパンフレットを配布し、子供たちからは「初めて食べたが美味しかった。」、「地元の特
産品や地産地消について考える機会になった。」などの感想がありました。

提供された給食を食べる子供たち「名古屋コーチン」の説明資料

（農林水産省　フードバンクへの支援強化）
令和３（2021）年は、感染症対策に伴う緊急事態宣言や営業自粛等に伴い食品関連事業者

において活用できなくなった未利用食品が、やむを得ず廃棄されることが懸念されました。こ
のような状況を踏まえ、令和２（2020）年３月から行っていた、食品関連事業者がフードバ
ンクに寄附することを希望する未利用食品の情報を集約し、全国のフードバンクに対してこれ
らの情報を一斉に発信する取組を、令和３（2021）年も継続して行いました。この取組によ
り、感染症対策に伴って食品関連事業者から発生する未利用食品のフードバンクへの寄附を促
進しました。また、令和３（2021）年３月から12月までの間、緊急事態宣言の再発令の影響
を踏まえた緊急対策として、フードバンクに対して、子供食堂等向けの食品の受入れ、提供を
拡大するために必要となる経費を支援しました。

（農林水産省　子供食堂や子供宅食等に対する政府備蓄米の無償交付）
令和２（2020）年度に引き続き、子供食堂や子供宅食等における食育の一環として使用で

きるよう、政府備蓄米の無償交付を行いました。この、子供食堂等での食育の取組を支援する
ため、農林水産省のウェブサイトでごはん食や食育に関する啓発資料（チラシ、パンフレット
等）を掲載しています。

1　鶏肉を使ったすき焼きのこと（農林水産省：うちの郷土料理「かしわのひきずり」https://www.
maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/k_ryouri/search_menu/menu/kashiwanohikizuri_aichi.html）
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（農林水産省　「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進）
農林水産省では、「新たな日常」における食育体験やオンライン体験の可能性について考え

るセミナーとして、令和３（2021）年２月に「食育推進フォーラム2021 新しい時代の食育
を考える ～コロナ時代の食育とは～」、令和３（2021）年６月に「令和３年度食育月間セミ
ナー ～「新たな日常」でも実践！持続可能な食を支える食育の推進～」を開催し、先進事例
紹介やパネルディスカッションを実施しました。また、令和２（2020）年度は、感染症の発
生状況を踏まえ、食育推進全国大会の開催を中止しましたが、令和３（2021）年度は、岩手
県において令和３（2021）年６月26日、27日に「第16回食育推進全国大会 in いわて」を
オンラインで開催しました。

さらに、令和３（2021）年度は、「こども霞が関見学デー1」の一環として公開されたウェブ
サイト「マフ塾」にて、食育に関するコンテンツ「おうち時間で 学ぼう♪ 調べてみよう♪ 
作ってみよう♪」として、かまどでごはんを炊く様子や、うがい薬を使ってビタミンCが多
い野菜や果物を調べる様子の動画等を掲載しました。

くわえて、「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進に向けて、感染症の感染拡大
により対面での食育活動が困難となった人や、デジタル化に対応した食育を今後実践してみた
いと考えている個人、グループをターゲットとした「デジタル食育ガイドブック」を作成しま
した。

マフ塾（農林水産省）
URL：�https://www.maff.go.jp/j/kids/kodomo_kasumi/2021/index.html

デジタル食育ガイドブック（農林水産省）
URL：�https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/network/movie/index.html

1　文部科学省をはじめとした府省庁等が連携して、業務説明や省内見学などを行うことにより、親子の
触れ合いを深め、子供たちが夏休みに広く社会を知る体験活動の機会とするとともに、府省庁等の施策に
対する理解を深めてもらうことを目的として実施するもの
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近年、支援を必要とする子育て家庭に定期的に食材を届ける子供宅食の取組が広がりつつあ
り、平成30（2018）年には一般社団法人こども宅食応援団が立ち上がりました。こども宅食
応援団では、ウェブサイトを活用した情報発信等による子供宅食の普及や活動支援に取り組ん
でいます。
農林水産省では以前から、学校給食におけるごはん食の拡大を支援するため、政府備蓄米を

無償交付する取組を行ってきましたが、令和２（2020）年度から、子供食堂や子供宅食にお
いて食育の一環としてごはん食を提供する取組に対しても交付を開始しました。各地の子供宅
食実施団体では、政府備蓄米を各家庭に届ける中で、ごはん食の魅力を伝えるなどの食育の取
組を行っています。
長野県長

なが
野
の
市
し
で活動する「こども宅食えんまる便」

は、長野県立大学健康発達学部食健康学科の学生に協
力を依頼し、学生が作成したレシピと手紙を米と一緒
に子育て家庭に届けました。家庭によっては、食材が
届いても調理の仕方が分からず、使用できないことが
あるため、簡単に作れるレシピも同封することで、料
理が苦手な人でもすぐに調理ができるように工夫しま
した。
徳島県徳

とく
島
しま
市
し
で活動する「クレエール子ども食堂宅

食便」では、200軒の子育て家庭に米や手作り弁当
などを届けており、米を届ける際には米の研ぎ方、炊
き方、米を使ったレシピを同封しました。定期的に子
供料理教室も開催しています。また、子供宅食の活動
とは別に、令和元（2019）年6月と令和３（2021）
年６月には、「おにぎりキッズ大会」を行いました。
大学生のボランティアに協力してもらい、いろいろな
おにぎりの材料を揃え、子供たちに好きな具材を選ばせたり、おにぎりの握り方を教えたりし
て、オリジナルのおにぎりを作り、みんなで一緒に楽しく食べました。子供たちの笑顔や喜ん
でお礼を言いながら帰る姿を見て、支援者も心地よい達成感を感じることができました。

学生が作成したレシピ

クレエール子ども食堂に届いた政府備蓄米

「おにぎりキッズ大会」の様子おにぎりをのせたクレエール子ども食堂お子様セット

子供宅食における食育活動
一般社団法人こども宅食応援団（東京都）、こども宅食えんまる便（長野県）、

クレエール子ども食堂宅食便（徳島県）

事 

例
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埼玉県秩
ちち
父
ぶ
郡
ぐん
小
お
鹿
が
野
の
町
まち
の吉田牧場では、乳牛約80頭を飼育しており、生産する生乳のほと

んどが地域の小・中学校の学校給食に提供されています。また、生乳を生産するだけでなく、
酪農教育ファーム1の活動にも力を入れており、酪農教育ファーム認証牧場2として、子供たち
に、酪農体験の場を提供するとともに、学校に出向く出前授業等を実施してきました。酪農体
験には、年間約500名の子供たちが参加し、牛への餌やりや牛舎の掃除、牛の乳搾り、アイス
クリーム作り等を体験していました。しかし、感染症の感染拡大の影響により、こうした活動
を行うことが困難となりました。この状況を打破するため、学校に協力をお願いして令和２
（2020）年９月頃から、オンライン酪農体験授業の取組を開始しました。
オンライン酪農体験授業では、事前に、吉田牧場がオリジナルで作成した紙芝居「牛の一

生」、「牛のからだ」、「人間と牛とのかかわり」を使った授業を学校の先生が行ったり、子供た
ちからの質問を受け付けてメールでやり取りすることで、子供たちの酪農への興味を高めます。
その後、牧場と教室をオンラインでつなぎ、牧場内の様子や、子牛に牛乳を飲ませたり、牛の
乳搾りをする様子を見せると、教室は大いに盛り上がります。映像で見てもらうだけでなく、
実物大の牛が描かれた布や、牛が実際に食べている餌を教室に用意することで、五感を使って
子供たちに牧場の様子を少しでも体感してもらいます。すると、子供たちからは、「牧場に行っ
てみたい！」、「やってみたい！」といった声が自然に上がってきます。子供たちとのコミュニ
ケーションも大事にしており、一人一人からの質問に答える時間も設けます。例えば、「乳牛
としての役目を終えた牛の肉を食べることは悲しくないか。」という質問に対し、「悲しいけれ
ど、食べられずに捨てられてしまうことが一番残念なので、「ありがとう」という気持ちを持っ
て食べる。」と回答するなど、命を感謝の気持ちを持って残さずに頂くことの大切さを伝えま
す。そして、感染拡大の状況が落ち着いたら牧場に遊びに来てほしいと呼び掛け、授業を締め
くくります。授業の後は、授業中に答え切れなかった子供たちからの質問をメールで受け付け
ることで、子供たちの酪農への関心を絶やさないようにします。
始めたばかりの取組であるため、試行錯誤しながらの授業ではありますが、「子供たちの気

持ちを牧場につなぎとめたい。」、
「感染拡大が収束したら牧場に
遊びに来てもらいたい。」とい
う思いを持って、これからもオ
ンライン酪農体験授業の取組を
続けていきます。

1　「食やしごと、いのちの学び」をテーマに、主に学校や教育現場等と連携して行う、酪農に係る作業等を
通じた教育活動を行う牧場等のこと。一般社団法人中央酪農会議ウェブサイト参照：https://www.dairy.
co.jp/edf/gaiyo.html
2　酪農教育ファーム推進委員会（日本における酪農教育ファームの推進を目指し、一般社団法人中央酪農
会議の提唱により、教育関係者と酪農関係者の協力を得て設立された団体）が定めた認証規程に基づき、安
全・衛生対策等をクリアして認証を受けた牧場等のこと。一般社団法人中央酪農会議ウェブサイト参照：
https://www.dairy.co.jp/edf/sikumi.html

牧場と学校が連携したオンライン酪農体験授業の取組
吉田牧場（埼玉県）

事 

例

授業の様子 実物大の牛が描かれた布
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1 食生活と環境との関連
近年、日本各地のみならず世界各国で異常気象に伴う自然災害が頻発するなど、地球規模の

気候変動の影響が顕在化しており、自然災害による農林漁業への被害も深刻なものとなってい
ます。また、海洋プラスチックごみ汚染、生物多様性の損失など私たちの健全な食生活を脅か
しかねない問題に直面しています。

それらの問題には私たち人間の生活が関係しており、気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）の第6次評価報告書第1作業部会報告書では、「人間の影響が大気、海洋及び陸域を
温暖化させてきたことには疑う余地がない。」と評価されました。IPCCが令和元（2019）年
に作成した「気候変動と土地：気候変動、砂
漠化、土地の劣化、持続可能な土地管理、食
料安全保障及び陸域生態系における温室効果
ガスフラックスに関するIPCC特別報告書」

（以下「土地関係特別報告書」という。）によ
ると、世界の食料システム1からの温室効果
ガス 2 排出量は人為起源の総排出量の21～
37％を占めると推定されています。その内
訳は、農業由来が10～14％、土地利用変化
由来が5～14％、農地外が5～10％です3。
また、日本の温室効果ガス排出量を消費ベー
スで見ると、全体の約1割が食によるもので
あるという報告もあります（図表1-2-1）。4

一方、土地関係特別報告書では、植物性の
食品や温室効果ガス排出量の少ないシステム
において生産された動物性の食品を組み合わ
せたバランスのとれた食生活等を実践するこ
とにより、温室効果ガスを令和32（2050）
年までに追加対策なし（BAU）の場合の予
測（BAU（Business As Usual）予測）5と

1　土地関係特別報告書においては、「食料の生産、加工、流通、調理及び消費に関連するすべての要素
（環境、人々、投入資源、プロセス、インフラ、組織など）及び活動、並びに世界レベルにおける社会経済
的及び環境面の成果を含む、これらの活動の成果」と定義されている。

2　二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）など、地球温暖化の原因である可能性が
極めて高いと考えられているもの

3　農業由来は農地内の作物と家畜の活動、土地利用変化由来は農業に関連した土地利用及び土地利用変
化動態、農地外は農業、林業及びその他の土地利用（AFOLU）セクターに含まれない活動起源であり、主
にエネルギー（例：穀物の乾燥）、輸送（例：国際貿易）及び産業（例：無機肥料の合成）といった食料シ
ステムの一部に由来し、農業生産活動（例：温室での暖房）、生産・製造前（例：農地投入物の製造）及び
生産・製造後（例：農業食品加工）の活動を含む。

4　温室効果ガスの排出量をCO2に換算
5　「BAU予測」とは、既に施行、立法化あるいは採択されている以上の追加対策がなされない場合の排
出予測のことを指す。

食と環境の調和
第1部

特集

図表1-2-1 消費ベースでの日本のライフサイ
クル温室効果ガス排出量

資料：�南斉規介（2019）産業連関表による環境負荷原単位デー
タブック（3EID）（国立環境研究所）、Nansai et al.�
（2020） Resources, Conservation & Recycling 152 
104525、総務省（2015）平成27年産業連関表に基づ
き国立環境研究所及び地球環境戦略研究機関（IGES）に
て推計

注：�各項目は、我が国で消費・固定資本形成される製品・サー
ビス毎のライフサイクル（資源の採取、素材の加工、製品
の製造、流通、小売、使用、廃棄）において生じる温室効
果ガス排出量（カーボンフットプリント4）を算定し、合
算したもの（国内の生産ベースの直接排出量と一致しな
い。）。また、農業や森林による吸収分は含まれていない。

	

特
集	

食
と
環
境
の
調
和



13

比較して世界全体で７～80億トン1／年緩和できる可能性があると推定されています。また、
食品ロス及び廃棄の削減は、温室効果ガス排出量を削減し、食料生産に必要な土地面積の減少
を通じた適応に寄与し得るとされており、食品ロス及び廃棄を削減し、食生活における選択に
影響を与える政策を含む、食料システム全体にわたる政策は、より持続可能な土地利用管理、
食料安全保障の強化及び低排出シナリオを可能とするとされています。

くわえて、生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学−政策プラットフォーム
（IPBES）が令和元（2019）年に公表した報告書では、人間活動の影響により、地球全体でか
つてない規模で多量の種が絶滅の危機に瀕している、栽培植物と家畜の在来種が全世界で失わ
れつつあり、遺伝的多様性を含む多様性の消失は、世界の食料安全保障にとって重大な脅威に
なる、としています。そして、食料安全保障及び生物多様性の保全と持続可能な利用の両立を
促す策として、食品廃棄の防止、持続可能で健康な食品選択の促進等を挙げています。

SDGs（持続可能な開発目標）2において、「目標2．飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄
養改善を実現し、持続可能な農業を促進する」、「目標12．持続可能な生産消費形態を確保す
る」等が掲げられています。また、国民が健全な食生活を送るためには、その基盤として持続
可能な環境が不可欠であり、第4次基本計画では、そうした考え方を踏まえ、「持続可能な食
を支える食育の推進」を重点事項の一つとし、環境と調和のとれた食料生産とその消費に配慮
した食育を推進することとしています。

また、令和3（2021）年5月に農林水産省が策定した「みどりの食料システム戦略」にお
いても、持続可能な食料システムの構築に向け、調達、生産、加工・流通、消費の各段階の取
組と環境負荷軽減のイノベーションを推進することとしており、消費段階における具体的な取
組の一つとして、環境にやさしい持続可能な消費の拡大や食育の推進を挙げています（コラム

「みどりの食料システム戦略～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーショ
ンで実現～」参照）。これは、「食育基本法」の前文に記されている「都市と農山漁村の共生・
対流を進め、「食」に関する消費者と生産者との信頼関係を構築して、地域社会の活性化、豊
かな食文化の継承及び発展、環境と調和のとれた食料の生産及び消費の推進並びに食料自給率
の向上に寄与することが期待されている。」にも通じるものです。

第4次基本計画と「みどりの食料システム戦略」とがあいまって、多面的に食育を推進する
ことにより、持続可能な食に対する国民の理解や関心が一層高まることが期待されます。国民
が、自分たちの食生活が自然の恩恵の上に成り立つことを認識し、環境に配慮した農林水産
物・食品を選ぶなど、環境に配慮して行動できるようになることは、持続可能な食料システム
の構築にもつながっていくものと考えられます。

本特集では、地球環境問題に対する国民の関心や、ふだんの食生活における環境に配慮した
行動の実践状況等、各種調査の結果から見えてくる課題を整理するとともに、環境と調和のと
れた持続可能な食料生産とその消費に配慮した食育に取り組んでいる事例を紹介します。

1　温室効果ガスの排出量を二酸化炭素の排出量に換算した数値
2　平成27（2015）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記
載された、令和12（2030）年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。17のゴールと169のター
ゲットから構成される。
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コラム 気候変動が食料生産に及ぼす影響

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第6次評価報告書第2作業部会報告書では、人
為起源の気候変動により、自然の気候変動の範囲を超えて、自然や人間に対して広範囲にわた
る悪影響とそれに関連した損失と損害を引き起こしている、と初めて明記されました。そして、
地球温暖化が進行すると、さらに多くの自然と人間のシステムが適応の限界に達することなど
も示されました。食料問題に関しては、極端現象の頻度と強度の増大を始めとした気候変動が、
食料及び水の安全保障を脅かし、SDGsを達成するための取組を妨げていることなどが示唆さ
れています。また、例えば、健康と食料生産に対するリスクについて、暑熱や干ばつによる食
料生産の突然の損失及び暑熱による労働生産性の低下が相互に作用し、それぞれ悪化すると
いったことが示唆されています。

我が国においては、平成30（2018）年に施行された「気候変動適応法」（平成30年法律第
50号）に基づき、令和2（2020）年12月に「気候変動影響評価報告書」が作成・公表され
ました。同報告書では気候変動が日本に与える影響について、7つの分野（農業・林業・水産
業、水環境・水資源、自然生態系、自然災害・沿岸域、健康、産業・経済活動、国民生活・都
市生活）で評価が行われました。

同報告書では、農業・林業・水産業において、気候変動は作物の生育や栽培適地の変化、病
害虫・雑草の発生量や分布域の拡大、家畜の成長や繁殖、人工林の成長、水産資源の分布や生
残に影響を及ぼし、食料や木材の供給や農業・林業・水産業に従事する人々の収入や生産方法
に影響を及ぼすとされています。また、こうした影響は、商業、流通業、国際貿易等にも波及
することから、経済活動に及ぼす影響は大きいと述べられています。現在の状況について、気
温上昇や降水の時空間分布の変化等による作物の品質や収量の低下が多くの品目で生じている
こと、スルメイカやサンマ等の回遊性魚介類の分布域の変化と、それに伴う加工業や流通業へ
の影響が生じていること等が報告されました。また、世界では、気候変動により主要穀物の平
均収量が減少していること等が報告されており、干ばつなど異常気象による収量減少が穀物価
格の高騰の一因になった事例もあるとされました。将来予測される影響としては、水稲、果菜
類、秋播き小麦、暖地生産の大豆、茶などの収量の減少、ブドウの着色度の低下、家畜の成長
の低下、日本周辺海域におけるマイワシ、ブリ、サンマの分布域の変化等が予測されています。
また、世界全体では、コメ、小麦、大豆、トウモロコシの収量を減少させることが多数の文献
を調査した研究で確認されています。

この報告書を踏まえ、令和3（2021）年10月に「気候変動適応計画」（令和3（2021）年
10月22日閣議決定）が改定され、7つの基本戦略の下、関係府省庁が緊密に連携して気候変
動適応を推進することとされました。また、農林水産省においては、同報告書及び「みどりの
食料システム戦略」を踏まえ、農林水産分野についてより具体的な適応に関する計画を定める
ため、「農林水産省気候変動適応計画」を令和3（2021）年10月に改定しました。
「気候変動適応計画」には、国民の基本的役割として、気候変動適応の重要性に対する関心

と理解を深めるよう努めること、国又は地方公共団体が行う気候変動適応に関する施策への協
力が挙げられています。国民がその役割を果たすことができるよう、関係者が協力して情報の
収集、整理、分析を行い、分かりやすく情報発信していくことが重要です。
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コラム
みどりの食料システム戦略～食料・農林水産業の生産
力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～

我が国の食料・農林水産業は、大規模自然災害・地球温暖化、生産者の減少等の生産基盤の
脆弱化・地域コミュニティの衰退、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機とした生産・
消費の変化などの政策課題に直面しており、将来にわたって食料の安定供給を図るためには、
災害や気候変動に強く、生産者の減少やポストコロナも見据えた農林水産行政を推進していく
必要があります。

さらに、持続的な生産・消費への関心の高まりやESG投資1市場の拡大に加え、諸外国でも
環境や持続性等に関わる戦略を策定するなどの動きが見られます。今後、このようなSDGsや
環境を重視する国内外の動きが加速していくと見込まれる中、我が国の食料・農林水産業にお
いてもこれらに的確に対応し、持続可能な食料システムを構築することが急務となっています。
このため、農林水産省では、令和3（2021）年5月に、食料・農林水産業の生産力向上と持
続性の両立をイノベーションで実現する新たな政策方針として、「みどりの食料システム戦略」
を策定しました。同戦略では、持続可能な食料システムの構築に向け、調達、生産、加工・流
通、消費の各段階の取組とカーボンニュートラル等の環境負荷軽減のイノベーションを推進す
ることとしており、令和32（2050）年までに目指す姿として、農林水産業のCO2ゼロエミッ
ション化の実現、化学農薬の使用量をリスク換算で50％低減、化学肥料の使用量を30％低減、
耕地面積に占める有機農業の取組面積を25％（100万ha）に拡大、事業系食品ロスの最小化
等、14の目標を掲げています。

本戦略が実践され、革新的な技術・生産体系の社会実装が進んでいくことにより、持続可能
な食料システムが構築され、①我が国の持続的な産業基盤の構築、②国民の豊かな食生活、地
域の雇用・所得拡大、③将来にわたり安心して暮らせる地球環境の継承につながることが期待
されます。

1　環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）を重視した投資

令和32（2050）年までに目指す姿と取組方向
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2 地球環境問題に対する国民の関心
令和2（2020）年度に内閣府が実施した「気候変動に関する世論調査 1」によると、地球の

温暖化、オゾン層の破壊、熱帯林の減少などの地球環境問題について「関心がある」又は「あ
る程度関心がある」と回答した人は88.3％と大半を占めていました（図表1-2-2）。

図表1-2-2 地球環境問題に対する関心（年齢階級別）

61.161.1

49.549.5

46.846.8

42.342.3

25.525.5

20.320.3

45.645.6

32.632.6

42.242.2

43.943.9

46.146.1

52.152.1

55.155.1

42.842.8

3.63.6

4.44.4
6.56.5

7.87.8

16.516.5

19.319.3

7.97.9

1.21.2

0.30.3

0.40.4

1.01.0

4.34.3

2.72.7

1.41.4

0 20 40 60 80 100（％）
70歳以上（506人）

60～ 69歳（315人）

50～ 59歳（278人）

40～ 49歳（293人）

30～ 39歳（188人）

18～ 29歳（187人）

全体（1,767人）

関心がある ある程度関心がある あまり関心がない 全く関心がない 無回答

88.388.3

資料：内閣府「気候変動に関する世論調査」（令和2（2020）年11～12月実施）

また、気候変動が人間生活に与える影響として問題だと思うこととして、「農作物の品質や
収穫量の低下、漁獲量が減少すること」を挙げた人が最も多く、気候変動が食に与える影響を
懸念している人が多いという結果になっています（図表1-2-3）。

図表1-2-3 問題だと思う気候変動の与える影響

1.3
0.6
1.8

37.0
37.7
38.0
42.4
45.0
53.8
64.6
73.9
79.5
83.8

0 20 40 60 80 100
無回答

特に問題はない
その他

水質が悪化すること
渇水が増加すること

デング熱などの蚊を媒介とする感染症が増加すること

生活環境の快適さが損なわれること
熱中症が増加すること

野生生物や植物の生息域が変化すること

洪水、高潮・高波などによる気象災害が増加すること
農作物の品質や収穫量の低下、漁獲量が減少すること

（複数回答可）
全体（1,767人）

（％）

豪雨や暴風による停電や交通まひなどインフラ・ライフラインに被害が出ること

気象災害による工場の被災など社会・経済に被害が発生すること

資料：内閣府「気候変動に関する世論調査」（令和2（2020）年11～12月実施）

1　全国18歳以上を対象に、令和２（2020）年11月から12月に、郵送法で実施
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3 環境に配慮した食生活に対する国民の考え方や実践の状況
第4次基本計画では、環境と調和のとれた食料生産とその消費に配慮した食育の推進に関連

する目標として、「食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民を増やす」ことや「環
境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民を増やす」こと等を設定しています。令和3

（2021）年度「食育に関する意識調査1」等で明らかになった、国民の考え方や実践の状況は以
下のとおりです。

（1）「食品ロスの削減」に係る国民の考え方や実践の状況
食品ロス問題を放置すると、大量の食べ物が無駄になるだけでなく、環境の悪化や将来的な

人口増加による食料危機にも適切に対応できないことが危惧されます。我が国では、食料及び
飼料等の生産資材の多くを海外からの輸入に頼っている一方で、本来食べられるにもかかわら
ず廃棄されている食品ロスが、令和元（2019）年度の推計で570万トン発生しています。食
品ロス量は年々減少傾向にありますが、令和2（2020）年の国連世界食糧計画（WFP2）によ
る食料配布量（約420万トン）を上回っています。内訳は、事業系で309万トン、家庭系で
261万トンとなっており、事業者の取組だけでなく、家庭での取組も重要であることが分かり
ます（図表1-2-4、1-2-5）。

図表1-2-4 食品ロス量の推移

食
品
ロ
ス
量
（
万
ト
ン
）

資料：農林水産省及び環境省による推計

1　全国20歳以上を対象に、令和3（2021）年11月から12月に、郵送及びインターネットを用いた自記
式で実施

2　 United Nations World Food Programmeの略
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図表1-2-5 食品廃棄物等の発生状況と割合（概念図）

資料：農林水産省及び環境省による推計

令和12（2030）年までに飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能
な農業を促進するというSDGsの目標を達成するために、食品ロスの削減は、国際的にも重要
な課題です。国民一人一人が食品ロスの現状やその削減の必要性について認識を深め、自ら主
体的に取り組むことが不可欠であり、第3次基本計画から、食品ロス削減のために何らかの行
動をしている国民を80％以上とすることを目標としています。

消費者庁では毎年、「消費者の意識に関する調査－食品ロスの認知度と取組状況等に関する
調査－1」を実施しています。令和3（2021）
年度調査によると、食品ロス問題について、

「知っている」（「よく知っている」又は「あ
る程度知っている」）と回答した人が80.9％
であり、年齢階級別で最も多かったのは70
歳以上でした（図表1-2-6）。また、食品ロ
ス削減のために何らかの行動をしている人の
割合は78.3％であり、令和7（2025）年度
の目標値（80％以上）には達していないも
のの、平成26（2014）年度に比べ10ポイ
ント以上増加しています（第3部「食育推進
施策の目標と現状に関する評価」参照）。

食品ロスを減らすための取組については、
「残さずに食べる」を挙げた人が69.3％と最
も多く、次いで、「「賞味期限」を過ぎてもす
ぐに捨てるのではなく、自分で食べられるか
判断する」、「冷凍保存を活用する」、「料理を
作り過ぎない」でした（図表1-2-7）。

1　全国の18歳以上を対象に、インターネット調査で実施

図表1-2-6 食品ロス問題の認知度（年齢階級
別）

よく知っている ある程度知っている
あまり知らない 全く知らない

30.9 

20.2 

20.8 

20.7 

18.5 

18.9 

37.4 

23.1 

59.8 

65.8 

60.9 

58.1 

51.7 

47.2 

47.7 

57.8 

6.7 

11.2 

12.0 

14.5 

15.6 

18.8 

5.6 

12.0 

2.6 

2.9 
6.3 

6.8 

14.1 

15.1 

9.3 

7.0 

70歳以上
（1,295人）

60 ～ 69歳
（734人）

50 ～ 59歳
（778人）

40 ～ 49歳
（857人）

30 ～ 39歳
（659人）

20 ～ 29歳
（570人）

18 ～ 19歳
（107人）

全体
（5,000人）

0 20 40 60 80 100
（％）

80.9

資料：�消費者庁「令和3年度消費者の意識に関する調査結果報
告書－食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査－」
（令和4（2022）年3月実施）
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図表1-2-7 食品ロスを減らすための取組

10.1 

0.4 
6.9 

11.9 
23.0 
24.4 
26.1 

28.6 
29.7 

41.7 
45.1 
47.2 

69.3 

0 20 40 60 80
取り組んでいることはない

その他
外食時には、小盛りメニュー等希望に沿った量で料理を提供する店舗を選ぶ
商品棚の手前に並ぶ期限の近い商品を購入する（いわゆる「てまえどり」）
小分け商品、少量パック商品、バラ売り等食べ切れる量を購入する

飲食店等で注文し過ぎない
期限間近による値引き商品・ポイント還元の商品を率先して選ぶ
残った料理を別の料理に作り替える（リメイクする）など、工夫して食べる

日頃から冷蔵庫等の食材の種類・量・期限表示を確認する
料理を作り過ぎない
冷凍保存を活用する

「賞味期限」を過ぎてもすぐに捨てるのではなく、自分で食べられるか判断する
残さずに食べる

（％）

（複数回答可）
全体（5,000人）

資料：�消費者庁「令和3年度消費者の意識に関する調査結果報告書－食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査－」（令和4（2022）
年3月実施）

令和元（2019）年度調査によると、食生活の中で「もったいない」を意識した場面として
は、「期限切れ等で食べずに捨ててしまうとき」を挙げた人が最も多く53.0％でした。また、

「レストラン等で他人の食べ残したものを見たとき」を挙げた人が49.2％であった一方、「自
分又は自分の家族等が食べ残したものを見たとき」を挙げた人は37.5％と10ポイント以上の
差がありました（図表1-2-8）。我が国には「人のふり見て我がふり直せ」ということわざも
ありますが、「もったいない」を「我が事」化できる人が増えるよう、また、様々な取組の実
践を促すよう、一層の普及啓発が必要です。

図表1-2-8 食生活の中で「もったいない」を意識した場面

11.7 

0.7 

19.4 

37.5 

45.5 

49.2 

53.0 

0 20 40 60

意識したことはない

その他

ごみ（特に生ごみ）を捨てるとき

自分又は自分の家族等が食べ残したものを見たとき

食品廃棄に関する問題（恵方巻の廃棄等）のニュース（記事）を見たとき

レストラン等で他人の食べ残したものを見たとき

期限切れ等で食べずに捨ててしまうとき

（％）

（複数回答可）
全体（3,000人）

資料：�消費者庁「令和元年度消費者の意識に関する調査結果報告書－食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査－」（令和2（2020）
年1月実施）
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長野県は、SDGsの「目標12．持続可能な生産消費形
態を確保する」を意識して、「新しい生活様式」の実践下
においてもプラスチックごみや食品ロスなどの廃棄物の
発生抑制に努めるとともに、持続可能な資源への転換等
を進めています。環境省が実施する「一般廃棄物処理事
業実態調査（令和元年度）」によると、1人1日当たりの
ごみ総排出量が816g／人日で、6年連続で全国最少の都
道府県となっており（全国平均は918g／人日）、令和7

（2025）年度には790gとすることを目指して、様々な
取組を行っています。

例えば長野県松本市では、ごみの減量と食育の推進の
観点から「もったいない」をキーワードとして、あらゆ
る世代に対して、家庭や外食時など様々な場面で食品ロ
スを減らす取組を推進しています。

外食時と家庭での取組として、「残さず食べよう！ 
３０・１０（さんまるいちまる）運動」を展開していま
す。外食時は、宴会時の食べ残しを減らすため、「まず適
量を注文し、乾杯後の30分間とお開き前の10分間は、
自分の席について料理を楽しむ」ことを推奨するものです。家庭では、毎月30日を冷蔵庫の
賞味期限・消費期限の近いものや野菜・肉等の傷みやすいものを積極的に活用し、冷蔵庫の中
をきれいにする「冷蔵庫クリーンアップデー」、毎月10日をふだん捨ててしまいがちな野菜の
茎や皮などもまるごと余すところなく使って料理したり、冷蔵庫に余りがちな料理や食材をリ
メイクしたりする「もったいないクッキングデー」とし、取組を推進するものです。

また、子供に対する取組として、市内の保育所・幼稚園の年長児と小学校の3年生を対象に、
食べ物を作ってくれた人への感謝の心を育むとともに、資源の大切さを忘れないよう、食品ロ
ス削減のための環境教育を実施しています。また、環境教育の内容を日頃から振り返ることが
できるよう、食品ロスをテーマとした紙芝居・絵本を作成し、活用しています。

さらに、食品関連事業者と連携した取組として、「フレッシュフードシェア事業」を実施し
ています。これは、食品ロス削減と子供の居場所づくり事業への支援を目的とし、規格外等の
理由で市場に出回らない生鮮食品等を事業者
から提供してもらい、子供食堂等に提供する
事業です。令和3（2021）年度は、延べ23
回実施し、寄附された食品は、全量を子供食
堂等に提供しました。野菜等（計2,156kg）
のほか、市民、事業者等から卵、鶏肉、菓子、
調味料等もいただき、活用しています。

地方公共団体における食品ロス削減の取組
長野県松

まつ
本
もと
市
し

事 

例

フレッシュフードシェア事業の流れ

環境教育の様子

松本市

30・10運動のPR用コースター
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（2）「環境に配慮した農林水産物・食品の選択」に係る国民の考え方や実践の状況
第4次基本計画では、国民の食生活が自然の恩恵の上に成り立つことを認識し、環境に配慮

した農林水産物・食品を選ぶことは、環境への負荷を減らし、持続可能な食料システムの構築
につながることから、環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民を75％以上とすることを
新たに目標として設定しました。第4次基本計画においては、環境に配慮した農林水産物・食
品の例として、化学農薬や化学肥料の使用を避けることを基本とした有機農産物・食品、輸入
に伴う輸送に係る二酸化炭素の排出量が抑制される国産飼料を活用した畜産物、過剰包装でな
くごみが少ない商品を挙げています。

令和3（2021）年度に農林水産省が実施した「食育に関する意識調査」によると、環境に
配慮した農林水産物・食品1の選択の重要性（大切だと思うか）について、「とてもそう思う」
又は「そう思う」と回答した人が87.5％と大半を占めました（図表1-2-9）。

図表1-2-9 環境に配慮した農林水産物・食品の選択の重要性（性・年代別）

35.5 

33.8 

35.7 

34.9 

31.6 

24.9 

25.7 

28.1 

31.8 

57.2 

55.9 

50.2 

55.2 

58.1 

57.0 

50.0 

56.1 

55.6 

6.6 

9.7 

11.3 

8.7 

7.6 

15.5 

17.6 

12.4 

10.4 

0.5 

0.4 

2.4 

0.9 

1.4 

1.3 
4.5 

2.0 

1.4 

0.2 

0.0 

0.3 

0.1 

0.6 

1.3 

1.8 

1.1 

0.6 

0 20 40 60 80 100

60歳以上（575人）

40 ～ 59歳（476人）

20 ～ 39歳（291人）

女性（1,342人）

60歳以上（497人）

40 ～ 59歳（386人）

20 ～ 39歳（222人）

男性（1,105人）

全体（2,447人）

とてもそう思う そう思う どちらともいえない
あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答

（％）

87.587.5

資料：�農林水産省「食育に関する意識調査」（令和3（2021）年11～12月実施）

また、環境に配慮した農林水産物・食品の選択については、14.5％が「いつも選んでいる」、
54.8％が「時々選んでいる」と回答した一方、25.4％が「あまり選んでいない」と回答しま
した。また、60歳以上は他の世代に比べ、「選んでいる」（「いつも選んでいる」又は「時々選
んでいる」）と回答した人が多くいました（図表1-2-10）。「いつも選んでいる」又は「時々選
んでいる」と回答した人に、どのような農林水産物・食品を選んでいるか尋ねたところ、「国
産のもの」を挙げた人が85.1％と最も多く、次いで「近隣の地域で生産・加工されたもの」、

「小分け商品等食べ切れる量のもの」でした（図表1-2-11）。そのうち、最もよく選んでいる
ものを一つ選んでもらったところ、「国産のもの」が最も多く半数を占めました。

1　「食育に関する意識調査」においては、「環境に配慮した農林水産物・食品とは、農薬や化学肥料に頼
らず生産された有機農産物や、過剰包装でなくごみが少ない商品など、環境への負荷をなるべく低減した
農林水産物・食品のことです。」という説明を加えている。
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図表1-2-10 環境に配慮した農林水産物・食品の選択（性・年代別）
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0 20 40 60 80 100
60歳以上（575人）

40 ～ 59歳（476人）
20 ～ 39歳（291人）

女性（1,342人）

60歳以上（497人）
40 ～ 59歳（386人）
20 ～ 39歳（222人）

男性（1,105人）

全体（2,447人）

いつも選んでいる
まったく選んでいない

時々選んでいる
無回答

あまり選んでいない

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和3（2021）年11～12月実施）

図表1-2-11 選んでいる環境に配慮した農林水産物・食品

0.1無回答
0.7

18.2
32.0
32.3
33.7

47.6
59.0

85.1

0 20 40 60 80 100

その他
表示はないが配慮して生産されたことが分かるもの4

廃棄等される可能性があるもの3
過剰包装でないもの

環境への配慮に関する表示があるもの2
小分け商品等食べ切れる量のもの1
近隣の地域で生産・加工されたもの

国産のもの

（複数回答可）
全体（1,696人）

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和3（2021）年11～12月実施）
注：1）環境に配慮した農林水産物・食品を「いつも選んでいる」又は「時々選んでいる」と回答した人が対象
　　2）調査時の選択肢
　　　1　小分け商品、少量パック商品、バラ売り等食べ切れる量のもの
　　　2　環境に配慮していることに関する表示（有機JASマーク、水産エコラベル等）のあるもの
　　　3　消費期限が近いなど、廃棄等される可能性があるもの
　　　4　�具体的な表示はないが、生き物とその生息環境の保全（土壌や水質保全含む）や化石燃料の使用を減らす等温暖化防止に

配慮して生産されたことが分かるもの
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コラム
有機農産物・食品、エシカル消費、フードテッ
クに係る国民の考え方や実践の状況

第4次基本計画では、環境と調和のとれた食料生産とその消費に配慮した食育の推進として、
生物多様性の保全に効果の高い食料の生産方法や資源管理等に関する国民の理解と関心の増進の
ための普及啓発、持続可能な食料システムにつながるエシカル消費（人や社会、環境に配慮した
消費行動）の推進、多様化する消費者の価値観に対応したフードテック（食に関する最先端技術）
への理解醸成等に取り組むこととしています。そのうち、各種調査で明らかになった、有機農産
物・食品、エシカル消費、フードテックに係る国民の考え方や実践状況は以下のとおりです。

〇有機農産物・食品
有機農業とは、化学的に合成された肥料

及び農薬を使用しないこと、遺伝子組換え
技術を利用しないことを基本として、農業
生産に由来する環境への負荷をできる限り
低減した農業生産の方法を用いて行われる
農業のことで、有機農業に取り組んでいる
水田では、生物多様性保全効果が高いとい
う報告があります。農林水産省が平成29

（2017）年度に実施した「平成29年度有
機食品マーケットに関する調査1」によると、
有機食品を「ほとんど利用（購入・外食）
していない」と回答した人が半数以上を占
めましたが、週に1回以上利用していると
回答した人も17.5％いました（図表1）。
また、令和元（2019）年度に、過去1年
間に有機食品（オーガニック食品）を飲食
した人を対象に実施した「有機食品等の消
費状況に関する意向調査2」によると、オー
ガニック食品を飲食している頻度は、「月に1回未満」と回答した人が34.0％と最も多く、次
いで「月に2～3回程度」、「週に1回程度」でした（図表2）。また、オーガニック食品を初
めて飲食したきっかけは、「自分や家族が病気にならないため」と回答した人が22.6％と最も
多く、次いで「広告やメニュー等を見て興味を持ったため」、「家族が購入したため」でした。
一方、「環境を守るため」と回答した人は7.6％と少ない傾向でした（図表3）。有機農産物・
食品を選択することと環境との関わりを意識している人が少ない中、「みどりの食料システム

1　16歳以上（調査会社のアンケートモニター）を対象に、平成30（2018）年１月にウェブアンケートを
実施
2　過去１年間に有機食品（オーガニック食品）を飲食した全国の20歳以上の者を対象とし、令和元
（2019）年８月から９月にかけて実施。本調査における「オーガニック食品」とは、商品名に「オーガニッ
ク」や「有機」と称する農畜水産物や加工品であり、有機JASマークや海外のオーガニック認証（ユーロ
リーフ、USDAオーガニック等）マークが添付されているもの

図表1 有機食品の利用頻度

ほぼ毎日
3.3 週に2～ 3回程度

5.7
週に2～ 3回程度

5.7

週に1回程度
8.5

月に2～ 3回程度
9.1

月に1回程度
6.5

月に1回
未満
12.1

ほとんど利用（購入・外食）
していない
54.8

全体（4,530人）
数値は百分率

17.517.5

資料：�農林水産省「平成29年度有機食品マーケットに関する
調査結果」（平成30（2018）年1月実施）
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戦略」を踏まえ、食と環境の調和の観点から消費者の行動変容を促し、有機農産物・食品の理
解と関心を高めていくことも重要といえ、農林水産省では、有機農業を地域で支える取組事例
の共有や消費者を含む関係者への周知を行うとともに、地域の食育関係者が行う環境に配慮し
た農林水産物・食品の理解向上のための取組を支援するなど、有機農業に関して消費者の理解
や関心を増進する機会を増やすよう努めています。

図表2 オーガニック食品の飲食頻度

5.35.3

6.66.6

5.95.9

12.512.5

11.711.7

12.112.1

16.516.5

16.816.8

16.716.7

18.718.7

18.018.0

18.418.4

13.113.1

12.812.8

12.912.9

33.833.8

34.234.2

34.034.0

0 20 40 60 80 100 (%)

女性（550人）

男性（549人）

全体（1,099人）

ほとんど毎日 週に 2～ 3回程度 週に 1回程度
月に 2～ 3回程度 月に 1回程度 月に 1回未満

資料：�農林水産省「有機食品等の消費状況に関する意向調査」（令和元（2019）年8～9月実施）

図表3 オーガニック食品の飲食頻度と初めて飲食したきっかけとの関連

22.6 22.6 20.3 20.3 15.7 15.7 7.6 7.6 6.6 6.6 5.6 5.6 3.03.0
2.4 2.4 

16.3 16.3 

0 20 40 60 80 100（％）

全体（1,099人）

自分や家族が病気にならないため 広告やメニュー等を見て興味を持ったため
家族が購入したため 環境を守るため
知人などからの勧めがあったため 自分や家族がアレルギー疾患や病気になったため
家畜の健康（アニマルウェルフェア）を守るため （自分もしくは配偶者の）妊娠・出産があったため
その他

資料：�農林水産省「有機食品等の消費状況に関する意向調査」（令和元（2019）年8～9月実施）

〇エシカル消費
エシカル消費とは、地域の活性化や雇用なども含む、人や社会、環境に配慮した消費行動の

ことです。具体的には、障がい者支援につながる農林水産物・食品、フェアトレードや寄附付
きの食品、有機食品やエコラベルのついた水産物等の環境に配慮した農林水産物・食品、被災
地産品等を購入することや、地産地消を実践するといった消費活動を行うことです。

消費者庁が令和元（2019）年度に実施した「「倫理的消費（エシカル消費）」に関する消費
者意識調査1」によると、エシカル消費について59.1％が「興味がある」（「非常に興味がある」
又は「ある程度興味がある」）と回答し、平成28（2016）年度に実施した調査の結果と比べ、
増加しました（図表4）。また、イメージについて、「これからの時代に必要」を挙げた人が
51.8％と平成28（2016）年度に比べて大幅に増加し、「よく分からない」を挙げた人は
24.4％と半減しました（図表5）。

1　全国16～65歳の一般消費者（調査会社の登録モニター）を対象にしたインターネット調査
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図表4 エシカル消費についての興味

5.5

5.8

53.6

30.1

33.1

32.8

7.8

31.2

0 20 40 60 80 100
（％）

令和元（2019）年度
（2,803人）

平成28（2016）年度
（2,500人）

非常に興味がある ある程度興味がある
あまり興味がない 全く興味がない

59.1

資料：�消費者庁「「倫理的消費（エシカル消費）」に関する
消費者意識調査報告書」（令和元（2019）年度は令
和2（2020）年2月実施、平成28（2016）年度は
平成28（2016）年12月実施）

図表5 エシカル消費に対するイメー
ジ

（複数回答可）

0.6 

1.3 

2.6 

3.6 

7.2 
10.0 

12.4 

15.2 

15.4 
18.2 

20.2 
24.4 

51.8 

0.2 

1.4 
2.7 

3.8 

6.2 
8.7 
10.4 

9.5 
7.8 

15.5 

10.8 
48.4 

29.3 

0 20 40 60
その他
不自然
怪しい

面倒
知的

値段が高い
まじめ
難しい
先進的
優しい
前向き

よく分からない
これからの時代に必要

平成 28（2016）年度（2,500 人）
令和元（2019）年度（2,803 人）

（％）

資料：�消費者庁「「倫理的消費（エシカル消費）」に関する
消費者意識調査報告書」（令和元（2019）年度は令
和2（2020）年2月実施、平成28（2016）年度は
平成28（2016）年12月実施）

また、通常の商品・サービス（食料品）より1～10％の割高であれば購入すると回答した
人が73.1％を占め、平成28（2016）年度に実施した調査の結果と比べ大幅に増加し、エシ
カル消費に積極的な人が増加傾向にあることが示唆されました（図表6）。一方、エシカル消
費につながる商品・サービス（食料品）の購入状況について、38.2％が「あまり購入していな
い」又は「購入していない」と回答しており、行動まで至っていない人もいることがうかがえ
ました（図表7）。エシカル消費に関連するマークの認知状況のうち、「エコマーク」は
80.5％が「知っている」と回答したのに対し、食に関する認証マークについては「オーガニッ
ク」が39.3％、「フェアトレード」が14.4％、「MSC（海のエコラベル）」が5.1％という状況
でした（図表8）。「食育に関する意識調査」では、環境に配慮した農林水産物・食品を選んで
いない理由として、「どれが環境に配慮した農林水産物・食品か判断する情報がない」と回答
した人が最も多く（P.31～32参照）、その一因として、マークの認知状況が低いことが考えら
れるため、マークを活用した普及啓発等、エシカル消費を実践する人が増えるよう一層の働き
掛けが重要といえます。
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〇フードテック
世界的に健康志向や環境志向等、食に求める消費者の価値観が多様化していること等を背景

に、生産から流通・加工、外食、消費等へとつながる食分野の新しい技術及びその技術を活用
したビジネスモデルであるフードテック1への関心が高まっています。農林水産省では、食・
農林水産業の発展や食料安全保障の強化に資するフードテック等の新興技術について、協調領

1　我が国においては、大豆ミートや、健康・栄養に配慮した食品、人手不足に対応する調理ロボット、昆
虫を活用した環境負荷の低減に資する飼料・肥料の生産等の分野で、スタートアップ企業等が事業展開、研
究開発を実施している。

図表6 エシカル商品・サービス（食料
品）の購入金額に対する考え方

24.6

39.4

73.1

51.8
2.2

8.8

0 20 40 60 80 100
（％）

令和元（2019）年度
（2,276人）

平成28（2016）年度
（1,545人）

0%（通常の商品・サービスと同額）
1～10%
11%以上

資料：�消費者庁「「倫理的消費（エシカル消費）」に関する
消費者意識調査報告書」（令和元（2019）年度は令
和2（2020）年2月実施、平成28（2016）年度は
平成28（2016）年12月実施）

注：1）�エシカル商品・サービスを「これまで購入したこ
とがあり、今後も購入したい」又は「これまでに
購入したことはないが、今後は購入したい」と回
答した人が対象

　　2）�（質問）あなたは、エシカル消費につながる商品・
サービスを、通常の商品・サービスよりどの程度
なら割高であっても購入しますか。（お答えは1
つ）

図表7 エシカル商品・サービス（食
料品）の購入状況

7.9 

36.0 

53.9 

32.8 

36.9 

22.0 

1.3 

9.2 

0 20 40 60 80 100

令和元（2019）年度
（1,113人）

平成28（2016）年度
（824人）

購入している
どちらかというと購入している
あまり購入していない
購入していない

（％）

38.238.2

資料：�消費者庁「「倫理的消費（エシカル消費）」に関する
消費者意識調査報告書」（令和元（2019）年度は令
和2（2020）年2月実施、平成28（2016）年度は
平成28（2016）年12月実施）

注：�エシカル商品・サービスを「これまで購入したことが
あり、今後も購入したい」又は「これまで購入したこ
とがあるが、今後は購入したくない」と回答した人が
対象

図表8 エシカル消費に関連するマークの認知度

14.0 
1.7 
5.1 
7.9 
11.3 
14.4 
18.5 

39.3 
80.5 

0 20 40 60 80 100
知っているものはない

RSPO
MSC
FSC

レインフォレスト・アライアンス
フェアトレード

伝統マーク
オーガニック

エコマーク

（複数回答可）
全体（2,803人）

（％）

資料：消費者庁「「倫理的消費（エシカル消費）」に関する消費者意識調査報告書」（令和2（2020）年2月実施）
注：�FSCはForest Stewardship Councilの略。国際的な森林認証制度の一つで、第三者機関が森林経営の持続性等の一定

の基準により森林を認証し、認証森林からの木材（製品）を分別・表示管理することにより、消費者の選択的な購入を促
す仕組み

　　MSCはMarine Stewardship Councilの略。イギリスに本部を置く海洋管理協議会が運営主体で、漁業が対象
　　�RSPOはRoundtable on Sustainable Palm Oilの略。アブラヤシ農園から始まり、最終製品ができるまでの各工程を認

証するものであり、生産段階での認証（P&C認証）とサプライチェーン認証（SC認証）がある。
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域の課題解決や新市場開拓を促進するため、令和2（2020）年10月に産学官連携による
「フードテック官民協議会」を立ち上げました。

農林水産省では、令和32（2050）年の市場規模を算出するための資料を得ることを目的と
して、令和2（2020）年12月にアンケート調査1を実施しました。令和32（2050）年頃に
普及・活用が期待されるフードテック食材について食べたいと思うかという質問に対し、「植
物性のタンパク質から作られた大豆ミートなどの代替肉」は、「積極的に食べたいと思う」又
は「少しは食べたいと思う」と回答した人が55.6％と半数以上を占めました（図表9）。また、
将来的な普及・活用が見込まれるフードテック調理器具・サービスのうち、「長期間食材・食
品の美味しさを変化させずに保存できる特殊冷凍技術」については、「積極的に活用したいと
思う」又は「少しは活用したいと思う」と回答した人が64.0％を占めました（図表10）。

こうした動きに対応し、例えば、植物性のタンパク質から作られた大豆ミートなどの代替肉
が本物の畜産物と誤認されることのないよう、表示の適正化を図ることにより消費者の適切な
商品選択を確保しつつ、関連する事業者を支援していくことが重要といえます。また、我が国
の畜産業は日本の農業産出額の約4割を占め、畜産から生じる堆肥から農産物や飼料を生産す
ることにより、飼料、家畜、堆肥という循環を形成する等といった役割は、今後より一層重要
になると考えられます。そのため、畜産業についても、需要に応じた生産を推進しつつ、将来
にわたり持続的なものとなるよう、畜産業の果たしている役割について消費者に分かりやすく
発信していくことが重要です。

図表9 フードテック食材の摂取希望
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ゲノム編集によって栄養価が高められた野菜や果物

環境負荷が小さく、栄養価の高い昆虫をパウダー状に加工
して作られたパンやパスタ等の食品

牛等の動物から取った少量の細胞を培養して作った培養肉

陸上養殖、植物工場などを組み合わせ、閉鎖空間で
資源（水、養分など）を循環させて生産された野菜や魚

それさえ食べれば健康上必要な栄養素が
すべて摂取できる完全栄養食品

植物性のタンパク質から作られた大豆ミートなどの代替肉

積極的に食べたいと思う 少しは食べたいと思う どちらともいえない
あまり食べたいと思わない 絶対に食べたくない

全体（1,000人）

55.655.6

資料：�（農林水産省委託事業）株式会社三菱総合研究所「令和2年度フードテックの振興に係る調査委託事業報告書」（令和3
（2021）年3月）

1　委託事業として、株式会社三菱総合研究所が実施。同社が保有するアンケートパネルである「生活者市
場予測システム」のサンプルのうち、令和２（2020）年時点で20代～40代前半の年齢層（令和32（2050）
年時点では、50代～70代前半にあたる層）の男女1,000名が対象
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コラム
認証マーク～環境に配慮した農林水産物・食品
の判断材料～

認証マークとは、国や第三者機関が基準（安全性や品質など）を設け、その基準に適合して
いるかを審査の上、認められた商品に付けられるものです。生産から廃棄にわたるライフサイ
クル全体を通して環境への負荷が少なく、環境保全に役立つと認められた商品に付けられる

「エコマーク」や、一般消費者の目に触れにくい商品の流通過程において、環境に優しい貨物
鉄道を利用して運ばれている商品や、積極的に環境に優しい鉄道貨物輸送に取り組んでいる企
業を知ってもらうための「エコレールマーク」等がその例です。農林水産物・食品を購入する
ときに、どれが環境に配慮した方法により生産等された農林水産物か、また、どれがそのよう
な農林水産物を利用した食品かを判断する材料となる認証マークもあります。例えば化学農薬
や化学肥料などに頼らず自然界の力で生産された食品を表す「有機JASマーク」、生態系や資
源の持続性に配慮した方法で漁獲・生産された水産物を表す「水産エコラベル」のほか、認証
製品または原料が、持続可能性の3つの柱（社会・経済・環境）の強化につながる手法を用い
て生産されたものであることを表す「レインフォレスト・アライアンス認証マーク」、原料が
生産されてから、輸出入、加工、製造工程を経て認証製品になるまでの各工程で、国際フェア
トレード基準が守られていることを証明する「国際フェアトレード認証ラベル」などです。

農林水産省では、認証マークについて、事業者に対する認証取得の促進のほか、消費者に対
する普及啓発にも取り組んでいます。例えば「有機JASマーク」については、有機農産物の生
産に取り組み始めた生産者やこれから有機農産物の生産を始める生産者等に向けて、認証を取
得するための生産方法の基準や手続の流れ等をハンドブックにまとめ、ウェブサイトに掲載す
るとともに、指導者の育成や、新たに認証を取得する際の研修受講等の支援を実施しています。

図表10 フードテック調理器具・サービスの活用希望
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規格外品、マイナー食材など使われていない食材を原材料と
したカートリッジで料理を作る3Dフードプリンター

家庭料理を食べやすい介護食に作り変えることが
できるスマート調理家電

レシピを決めるだけで、自宅の調理ロボット・機器を
一括操作できるキッチンOS

冷蔵庫・食料保存庫の在庫と自分・家族の登録データ・
生体情報からその日の最適なレシピを提案するサービス

長期間食材・食品の美味しさを変化させずに保存できる
特殊冷凍技術

積極的に活用したいと思う 少しは活用したいと思う どちらともいえない
あまり活用したいと思わない 絶対に活用したくない

0 20 40 60 80 100（％）
全体（1,000人）

64.064.0

資料：�（農林水産省委託事業）株式会社三菱総合研究所「令和2年度フードテックの振興に係る調査委託事業報告書」（令和3
（2021）年3月）
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消費者に向けては、ウェブサイトにおいて情報発信を行っているほか、有機農業、有機農産物
に関するセミナーを開催するなどにより、有機農業や「有機JASマーク」について周知を図っ
ています。

また、日本で主に活用されている「MSC1認証」、「ASC2認証」、「MEL3認証」等の国際水準
の「水産エコラベル」については、国産水産物の認証取得を希望する漁業者等に対する認証取
得の促進や国産認証水産物を消費者へPRする取組等を支援しています。

そうした取組の一方で、消費者庁が令和元（2019）年度に実施した「「倫理的消費（エシカ
ル消費）」に関する消費者意識調査」では、「エコマーク」は80.5％が「知っている」と回答
したのに対し、食に関する認証マークについては「オーガニック」が39.3％、「フェアトレー
ド」が14.4％、「MSC（海のエコラベル）」が5.1％という結果が出ています（コラム「有機
農産物・食品、エシカル消費、フードテックに係る国民の考え方や実践の状況」参照）。消費
者が環境に配慮した農林水産物・食品を選択する際の参考となることから、認証マークの付い
た商品数を増加させ、消費者の目に触れる機会を増やすとともに、今後も認証マークの普及啓
発に努めていくことが重要です。

1 
 

 

 

有機 JAS マーク 

MSC 認証 ASC 認証 MEL 認証 

日本で主に活用されている水産エコラベル 

エコレールマーク エコマーク 

認証マークの例 

農林水産物・食品に関する認証マークの例 

1　Marine Stewardship Councilの略。イギリスに本部を置く海洋管理協議会が運営主体で、漁業が対象
2　Aquaculture Stewardship Councilの略。オランダに本部を置く水産養殖管理協議会が運営主体で、
養殖業が対象
3　Marine Eco–Label Japanの略。一般社団法人マリン・エコラベル・ジャパン協議会が運営主体で、漁
業と養殖業が対象
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4 食と環境の調和のための食育の推進
環境と調和のとれた持続可能な食料生産とその消費に配慮した食育を推進するに当たって、

どのような人々にどのような働き掛けを行うのが効果的か、どのような施策が有用かを考える
必要があります。令和3（2021）年度に実施した「食育に関する意識調査」の結果から示唆
された内容は以下のとおりです。

（1）理解を深める
環境に配慮した農林水産物・食品について、「国産のもの」を最もよく選んでいると回答し

た人の選択理由を見ると、「品質が良いと思うから」を挙げた人が84.5％と圧倒的に多く、次
いで「健康の維持につながるから」、「生産者を応援したいから」を挙げた人が約半数いまし
た。一方、「環境問題を解決したいから」を挙げた人は12.6％であり、回答者が環境に配慮し
た農林水産物・食品の選択をどのように捉えているか、曖昧な面がある可能性が示唆されまし
た（図表1-2-12）。また、国産のものであっても化学肥料を過剰に使用している場合など、環
境負荷が高い場合もあるため、どのような農林水産物・食品を選ぶことがどのように環境に配
慮することにつながるのかなど、理解の醸成を図る必要があることが課題として浮き彫りにな
りました。

図表1-2-12 「国産のもの」を最もよく選んでいると回答した人の選択理由

1.9 

1.7 

4.8 

5.6 

8.1 

8.3 

12.6 

15.3 

36.1 

51.9 

54.5 

84.5 

0 20 40 60 80 100

無回答

その他

何かの役に立ちそうだから

価格が安いから

なんとなくよさそうだから

賢い消費者でありたいから

環境問題を解決したいから

未来の子供たちのために

自分の家族のため

生産者を応援したいから

健康の維持につながるから

品質が良いと思うから

（複数回答可）
全体（890人）

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和3（2021）年11～12月実施）

（2）興味・関心を高め、行動変容を促す
地球環境問題への関心及び環境に配慮した農林水産物・食品選択の重要性と環境に配慮した

農林水産物・食品の選択との関連を見たところ、「関心がある」、重要性について「とてもそう
思う」と回答した人のうち、それぞれ80.2％、85.9％が「選んでいる」（「いつも選んでいる」
又は「時々選んでいる」）と回答しており、関心がある人又は重要であると思っている人ほど
環境に配慮した農林水産物・食品を選んでいました。一方、「関心がある」と回答した人のう
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ち、18.8％が「選んでいない」（「あまり選んでいない」又は「まったく選んでいない」）と回
答、重要性について「とてもそう思う」、「そう思う」と回答した人のうち、それぞれ12.8％、
29.2％が「選んでいない」と回答するなど、関心があったり重要であると思ったりしていて
も行動を実践できていない人が一定数見られました（図表1-2-13）。

図表1-2-13 地球環境問題への関心及び環境に配慮した農林水産物・食品の選択の重要性と環境に配
慮した農林水産物・食品の選択との関連

0.00.0

1.61.6
7.87.8

31.331.3

2.92.9
8.78.7

25.725.7

4.24.2
23.623.6

62.762.7

54.654.6

31.731.7

61.361.3

54.454.4

39.639.6

60.260.2

26.726.7

11.011.0

48.448.4

26.726.7

16.316.3

56.356.3

14.614.6

2.52.5

1.81.8

17.017.0

3.03.0

2.52.5

0 20 40 60 80 100（％）
そう思わない(48人)

どちらともいえない(254人)

そう思う(1,361人)

とてもそう思う(779人)

関心がない(312人)

どちらかといえば関心がある(1,190人)

関心がある(933人)〈関心〉

〈重要性〉

いつも選んでいる 時々選んでいる あまり選んでいない まったく選んでいない 無回答

80.280.2 18.818.8

85.985.9 12.812.8

29.229.2

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和3（2021）年11～12月実施）

環境に配慮した農林水産物・食品を「いつも選んでいる」又は「時々選んでいる」と回答し
た人に、選ぶようになったきっかけを尋ねたところ、「出版物やテレビ、ウェブサイト等のメ
ディアで知ったこと」が32.2％と最も多く、次いで「食べてみて美味しさに気付いたこと」、

「親等から家庭で教わったこと」でした（図表1-2-14）。
一方、「あまり選んでいない」又は「まったく選んでいない」と回答した人に、選んでいな

い理由を尋ねたところ、「どれが環境に配慮した農林水産物・食品か判断する情報がない」を
挙げた人が55.6％と最も多く、次いで「本当に環境に配慮した農林水産物・食品かわからな
い」、「価格が高い」でした（図表1-2-15）。また、そのうち、最も当てはまる理由を一つ選ん
でもらったところ、「どれが環境に配慮した農林水産物・食品か判断する情報がない」と回答
した人が最も多く、次いで、「価格が高い」、「本当に環境に配慮した農林水産物・食品かわか
らない」でした。

地球環境問題に関心のある人や環境に配慮した農林水産物・食品の選択を重要であると思っ
ている人ほど環境に配慮した農林水産物・食品を選択している人が多く、環境に配慮した農林
水産物や食品を選択する人を増やすためには、関心を高めたり、重要性を伝えたりしていく必
要があります。一方、関心があったり重要と思ったりしても行動を実践していない人がいるた
め、そうした人の行動変容を促すアプローチも重要といえます。選択しない理由として、「ど
れが環境に配慮した農林水産物・食品か判断する情報がない」、「本当に環境に配慮した農林水
産物・食品かわからない」を挙げた人が多かったことから、どのような農林水産物・食品が環
境に配慮したものなのか、人々が判断するための信頼できる情報を提供していく必要があり、
認証マークも活用しながら、一層の普及啓発を図っていく必要があります。また、選ぶように
なったきっかけとして、「食べてみて美味しさに気付いたこと」と回答した人が多かったこと
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から、実際に食べてもらい、その良さを知ってもらうといった工夫も重要といえます。
一人でも多くの人に食と環境の調和に興味・関心を持ってもらい、環境に配慮した食生活を

実践してもらえるよう、関係省庁において様々な取組がなされています。例えば農林水産省が
消費者庁、環境省と連携して「あふの環（わ）2030プロジェクト～食と農林水産業のサステ
ナビリティを考える～」を立ち上げた（コラム「食と農林水産業のサステナビリティを考える
～あふの環（わ）2030プロジェクトをはじめとした持続可能な生産・消費の推進～」参照）
ほか、環境省では、令和3（2021）年8月にサステナブルで健康な食生活の選択肢を紹介す
る冊子「サステナブルで健康な食生活の提案」を作成・公表しました（コラム「サステナブル
で健康な食生活の提案」参照）。また、食品ロスの削減に向けても関係省庁等において様々な
取組を行っています（第2部第5章第2節3「食品ロス削減に向けた国民運動の展開」参照）。
今後も関係者が連携し、積極的な取組を推進していくことが期待されます。

図表1-2-14 環境に配慮した農林水産物・食
品を選ぶようになったきっかけ

全体（1,379人）
数値は百分率

出版物やテレビ、ウェブ
サイト等のメディア

で知ったこと
32.2 

食べてみて美味しさに
気付いたこと

19.9 

親等から家庭で
教わったこと

16.3 

家族や友人・知人
に勧められたこと

8.5 

店舗のチラシ・
売り場で知ったこと

8.4 

食に関する
イベント等で
教わったこと

3.8 

学校で
教わったこと

3.0 

子どもや孫が学校等で学習した
ことに影響されたこと

1.7 

その他
3.3 

無回答
2.9 

資料：�農林水産省「食育に関する意識調査」（令和3（2021）
年11～12月実施）

注：�環境に配慮した農林水産物・食品を「いつも選んでいる」
又は「時々選んでいる」と回答した人が対象

図表1-2-15 環境に配慮した農林水産物・食
品を選んでいない理由

0.7 

5.4 

4.1 

8.3 

10.8 

15.0 

41.3 

49.2 

55.6 

0 10 20 30 40 50 60

無回答

その他

食と環境が関係していると思わない

ほしい農林水産物・食品がない

身近に環境に配慮した農林
水産物・食品がない

興味・関心がない

価格が高い

本当に環境に配慮した農林
水産物・食品かわからない

どれが環境に配慮した農林水産物・
食品か判断する情報がない

（複数回答可）
全体(734人)

（％）

資料：�農林水産省「食育に関する意識調査」（令和3（2021）
年11～12月実施）

注：�環境に配慮した農林水産物・食品を「あまり選んでいな
い」又は「まったく選んでいない」と回答した人が対象
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（3）環境面、栄養面双方からのアプローチ
環境に配慮した農林水産物・食品の選択と栄養バランスに配慮した食事（主食・主菜・副菜

を組み合わせた食事）の摂取頻度との関連を見たところ、環境に配慮した農林水産物・食品を
「いつも選んでいる」と回答した人は他に比べ、栄養バランスに配慮した食事を「ほぼ毎日」
食べていると回答した人が多く60.2％を占めました。一方、「まったく選んでいない」と回答
した人のうち、「ほとんどない」と回答した人は47.3％と約半数を占めました（図表1-2-
16）。

図表1-2-16 環境に配慮した農林水産物・食品の選択と栄養バランスに配慮した食事の摂取頻度との
関連

23.223.2

26.526.5

37.937.9

60.260.2

37.737.7

11.611.6

25.225.2

28.128.1

22.022.0

25.825.8

17.917.9

28.828.8

25.425.4

13.813.8

24.124.1

47.347.3

18.618.6

7.77.7

3.13.1
11.611.6

0 20 40 60 80 100

まったく選んでいない（112人）

あまり選んでいない（622人）

時々選んでいる（1,342人）

いつも選んでいる（354人）

全体（2,447人）

ほぼ毎日 週に 4～ 5日 週に 2～ 3日 ほとんどない 無回答

（％）

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和3（2021）年11～12月実施）
注：全体には環境に配慮した農林水産物・食品の選択について無回答であった者の回答も含まれている。

環境面に配慮した行動と栄養面に配慮した行動に関連が見られたことは、栄養バランス、環
境を切り口とした食育の推進によって、双方に配慮した食生活を営む力を身に付ける相乗効果
の可能性を示唆するものと考えられます。

我が国の「食生活指針」は、食料生産・流通から食卓、健康へと幅広く食生活全体を視野に
入れて作成されていることが大きな特徴であり、「食事を楽しみましょう。」、「適度な運動とバ
ランスのよい食事で、適正体重の維持を。」、「主食、主菜、副菜を基本に、食事のバランスを。」
や「食料資源を大切に、無駄や廃棄の少ない食生活を。」等が指針の項目に含まれています。

「食事バランスガイド」は、「食生活指針」を具体的な行動に結び付けるためのツールとして、
「何をどれだけ食べたらよいか」を考える際の参考となるように、食事の望ましい組合せやお
およその量をイラストで分かりやすく示しています。農林水産省では令和3（2021）年度、

「食事バランスガイド」に加えて、持続可能な環境のために「何を選べばよいか」、「どのよう
な点を考慮して選べばよいか」等を考える際の参考となる情報を提供することを目指して検討
を行いました。

人間の健康と地球の健康（豊かな地球環境の維持）の双方を維持できるよう、環境面と栄養
面に配慮した包括的な視野を持って食育を推進することが求められています。
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食と農林水産業のサステナビリティを考える
～あふの環（わ）2030プロジェクトをはじめとした持続可能な生産・消費の推進～コラム

農林水産省では、消費者庁、環境省と連携し
て、令和2（2020）年6月に「あふの環（わ）
2030プロジェクト～食と農林水産業のサステ
ナビリティを考える～」（以下「あふの環（わ）
プロジェクト」という。）を立ち上げました。

「あふ」とは、食と農林水産業（Agriculture, 
Forestry, Fisheries and Food）の頭文字を
取ったものであり、古語では、会ふ（出会う）、
和ふ（混ぜ合わせる）、饗ふ（食事のもてなし
をする）といった意味があります。生産側と消
費側それぞれの取組を促進し、互いに意識・行
動を変えていくことで、新たな市場を創ること
を目指しています。
「あふの環（わ）プロジェクト」では、勉強

会や交流会のほか、参加メンバーが一斉に食と
農林水産業のサステナビリティに関する情報発
信を実施する「サステナウィーク」、全国各地
の食や農林水産業に関わる持続可能な取組を分かりやすく伝える動画を表彰する「サステナア
ワード」等を行っています。本プロジェクトには、令和4（2022）年3月末現在で150社・
団体が参画しています。

また、持続可能な生産・消費の推進のため、農林水産省と消費者庁が連携して、令和4
（2022）年3月に「日経SDGsフォーラムシンポジウム」を実施しました。「サステナアワー
ド2021伝えたい日本の“サステナブル”」で農林水産大臣賞、消費者庁長官賞を受賞した団
体の代表者による講演のほか、持続可能な取組を行う企業の代表らによるパネルディスカッ
ションを行いました。

これらの取組を通じて生産から消費までのサプライチェーン全体での行動変容を促していき
ます。

「あふの環（わ）プロジェクト」ポスター
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サステナブルで健康な食生活の提案コラム
環境省は、SDGsやパリ協定などの流れを受けて食の持続可能性（サステナビリティ）に対

する国内外の関心が高まっていることを踏まえ、令和3（2021）年8月に、一人一人が日々
の生活の中で取り組めるよう、サステナブルで健康な食生活の選択肢を紹介する冊子「サステ
ナブルで健康な食生活の提案」を作成・公表しました。地域の旬の食材を楽しむこと、有機

（オーガニック）食品やジビエ、菜食などを一人一人のスタイルで生活の中に取り入れること、
食品ロスを減らすことなど7つのテーマを取り上げています。地域の旬の食材を楽しむこと

（地産地消・旬産旬消）は、生産・輸送・保存に掛かるエネルギーを低く抑えることにつなが
る可能性があり、また健康や地域活性化、食料安全保障など他のメリットもあることを、関連
するデータとともに、分かりやすく紹介しています。

環境省では、食品関連企業等とサステナブルで健康な食生活に関する意見交換会を開催する
とともに、ポイント制度やナッジなどを活用した行動変容を促す仕組みの検討、情報・取組の
見える化の促進などにより、食生活を通じた「サステナブルライフスタイル」への移行を進め、
地球循環共生圏（地域SDGs）1の創造を目指しています。

意見交換会の様子

1

サステナブルで健康な食生活の提案

食の地産地消・旬産旬消で
美味しさや季節感を楽しみ
ましょう！

有機(ｵｰｶﾞﾆｯｸ)食品などを
生活の中に取り入れて
みましょう！

それぞれの生活にあった形で
食の自産自消を楽しみましょ
う!

シカ肉やイノシシ肉などの
ジビエを食生活に取り入れて
みましょう！

それぞれのスタイルで
生活の中に菜食を取り入れる
という選択肢もあります!

食品ロスを減らすよう
心がけましょう!

食を通じてカーボンニュートラル やサーキュラーエコノミーの実現、生物多様性の
保全等に貢献する取組も広がっています！一人一人がこうした取組に関心を持ち、
後押ししましょう！

・SDGsやパリ協定などの流れを受けて食の持続可能性(サステナビリティ)に対する国内外の関心が高まっています。
・一人一人が今日から取り組めるアクションとして、サステナブルで健康な食生活の選択肢を紹介します！

食生活を通じてサステナブルライフスタイルへの移⾏を進め、地域循環共生圏(地域SDGs)を創造

サステナブルで健康な食生活の提案

サステナブルで健康な食生活の提案（環境省）
URL：http://www.env.go.jp/earth/ondanka/sustainable-syoku/mat01-1.pdf

1　「地球循環共生圏」とは、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社
会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最大限に発揮される
ことを目指す考え方

	

特
集	

食
と
環
境
の
調
和



36

三菱地所株式会社は、東京駅周辺の大
だい

丸
まる

有
ゆう

（大
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て

町
まち

、丸
まる

の内
うち

、有
ゆう

楽
らく

町
ちょう

地区）ならではの街づ
くりの観点から「大人の食育」をテーマとして「食育丸の内」の活動を平成20（2008）年か
ら行ってきました。令和2（2020）年までの間に、イベント開催回数は230回以上、参加者は
延べ50万人を超え、産地（生産者）、レストラン（シェフ）、消費者をつなぐ様々な試みを行っ
てきました。その取組は、東日本大震災の復興支援、シェフの技術革新、働く女性を始めとす
る人々の心身の健康と未来、環境やサステナビリティ（持続可能性）といったテーマに波及す
るようになってきました。そして、令和2（2020）年の新型コロナウイルス感染症の世界的な
感染拡大を契機として、改めて「食とは生きることに向き合う経験」であるとの考え方に立ち
返り、生産者、シェフ、消費者を含む、一人一人の本来的な幸せと成長に向き合える場づくり
を「食」を通じ、リード、伴走していきたいとの思いを形にするために、プロジェクト名を

「EAT&LEAD（イートアンドリード）」として令和3（2021）年に新たにスタートしました。
「EAT&LEAD」では、3つのアクションとして、アクション1「ひとりひとりの＜食の感受性

＞を高める」、アクション2「ひとりひとりの＜食の消費について考える力＞を高める」、アク
ション3「ひとりひとりの＜応援と成長のサイクルの循環＞への意識を高める1」を掲げています。

令和3（2021）年は、「EAT&LEAD」と大丸有SDGsACT5実行委員会2との共催で、「食
従事者3と消費者をつなぎ、未来の食卓に変化を起こす」ことを狙いとして、持続可能性に配
慮した食材「サステナブル・フード」について実際に食べ、体感しながら学ぶイベント

「SUSTABLE（サステーブル）～未来を変えるひとくち～」を計6回開催しました。10月4日
に開催された第2回では、一般社団法人マリン・エコラベル・ジャパン協議会会長から水産資
源の持続可能な供給を守ることの重要性や、環境や生態系の保全に配慮した漁業・養殖の認証
制度である「MEL認証」の話を、また、東

あずま
町

ちょう
漁業協同組合組合長から日本で初めて「MEL認

証」を取得したブリの安全性や美味しさ等の魅力を聞いた後、シェフが作ったブリをメインの食
材とした軽食を食べました。さらに、認証の仕掛人、漁業者、シェフによる、海と水産物の持
続的利用やこれからの水産業についての意見交換を通して、参加者が自ら行動を変えることで、
未来の食・環境を守ることができることを学びました。参加者からは、いずれの回でも高い関
心と反響が寄せられており、例えば、「自分事にしづらい環境に関する話題なども、実際の食材
が調理され美味しくいただけることで身近に感じることができた。」などの声が寄せられました。

大丸有という「街」があることを強みとし、「食と持続可能
性」というテーマについて、より多くの人に体感してもらい、
他人事ではなく自分事にしてもらえるよう、消費者と食従事者
が共に学ぶ機会を提供し、食を通じ社会課題やその解決策を見
出すきっかけとし、共に考えていく場を大切にしていきたいと
考えています。

1　食従事者と消費者が、互いの垣根を超えて知り合い、対話する機会を作ることで、“共感”と“共鳴”を生み
出し、ひとりひとりが真に応援したい物や事にお金を遣い、共に支え合い成長していくサイクルを循環させること
2　大丸有（大手町、丸の内、有楽町地区）を起点として、大丸有内外の企業・団体が連携し、SDGs達成
に向けた活動を推進するプロジェクト
3　生産者、企業、シェフ等

MEL認証に関する説明の様子

大人が楽しんで学べる体験型イベント「SUSTABLE（サステーブル）」
～作り手、使い手、食べ手をつなぐ～

三菱地所株式会社（東京都）
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いすみ市は房総半島南部に位置する農林水産業が盛んな地域で、複雑に蛇行する夷
い す み

隅川
がわ

中流
域の砂泥地は、川と丘陵地から供給される養分を蓄え、良質な米作りに適した田園地帯となっ
ています。いすみ市は、「環境創造型農業」の推進及び自然環境の保全・再生を通じた地域活
性化推進のため、平成24（2012）年に農業関係団体や自然環境保全・生物多様性関係の団体
など22団体からなる「自然と共生する里づくり協議会」を立ち上げ、その後、平成27（2015）
年には「いすみ生物多様性戦略」を策定しました。里山里海の自然資源の保全・再生を土台と
し、その上に農林漁業の振興と生物多様性教育及び食農教育の推進の2つをまちづくりの大き
な柱として位置付けています。

平成25（2013）年には、行政のイニシアチブにより市を挙げての有機稲作がスタートする
など、名産の米作りでも大きな転換が図られました。その後、平成27（2015）年に学校給食
への地元産の有機米の導入が始まり、平成29（2017）年10月には市立の小・中学校給食の
全量有機米化を達成しました。それに伴い追加的に生ずる費用は市が負担する形で支援してい
ます。また、有機米の生産・供給を広げるだけでなく、有機米の価値を地域に浸透させたい、
理解者（ファン）を増やし、有機米産業を下支えしたいといういすみ市農林課の思いに共感し
た民間の野生生物研究所とNPO法人いすみライフスタイル研究所の協力を得て、平成28

（2016）年から、栄養教育と農業体験と環境学習（有機稲作体験や田んぼの生き物調査など）
を一体化させた「教育ファーム」の授業が小学校5年生の「総合的な学習の時間」で実施され
ています。児童が学校給食で食べている有機米を題材に、生物多様性を支える共生の概念や、
農業が里山の生物多様性を保障し、同時に生物多様性が農業を保障していること、里山の歴史
と現代に至るまでの変化、近代農業がもたらした正の影響と負の影響、自然と共生する環境保
全型農業が注目されている理由などを学びます。

令和2（2020）年3月には、「教育ファーム」の授業で活用できるよう「いすみの田んぼと
里山と生物多様性」が発行されました。田んぼが持つ多面的機能や環境の大切さについて児童
が体験を通して学ぶことができるよう、児童自身に考えてもらう問題提起型の内容となってい
ます。さらに、教育ファームに関わった小学校の先生等によって「100年変わらないもの探し」
というプログラムが作成されました。100年前から変わらず自分たちが住む地域に残っている
ものについて考え（探しに行き）、なぜ残っているかその理由について意見を出し合い、その
上で100年後に残っていてほしいものが何かについて考えるものです。100年前のことを考
えることは自ずと100年後にどうしたいかを考えることにつながり、地域の農業をどうしてい
きたいかにも関わります。今後も「教育ファーム」の取組を広げるとともに、内容の拡充を
図っていきます。

座学での説明有機稲作体験の様子田んぼの生き物調査の様子

有機米を導入した学校給食や有機米作りを通して学ぶ、農業と食と
地域社会と、生物多様性との関わり

千葉県いすみ市
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栃木県日光市を流れる大谷川には、イワナが
生息していますが、ごみの投棄や河川工事によ
る生息環境の悪化や、魚を捕食する鳥や外来魚
の増加、釣り人による乱獲等が原因で、その数
は近年、大きく減少しています。鬼怒川漁業協
同組合日光支部及び国立研究開発法人水産研
究・教育機構は、こうした現状を地元の子供た
ちに知ってもらい、どうすればイワナが数多く
生息する川を作り、未来に残していくことがで
きるのか、日光市立清滝小学校の児童たちと一
緒に考える授業を令和元（2019）年から実施
してきました。

令和3（2021）年10月に大谷川で実施し
た、清滝小学校の全校児童約30名が参加した
授業では、日光市の地域おこし協力隊1の協力
の下、イワナが減少した原因を学び、イワナを
増やすための活動を行いました。川の周りのご
み拾いや、鳥から身を守ることができる魚の隠
れ家作り、学校で育てたイワナの稚魚の放流等、
様々な活動を通じ、イワナを増やすためには何
ができるか、大谷川にどんな川になってほしいかを考えました。活動のうちごみ拾いは、3、
4年生が提案したもので、児童たちの自発的な行動が見られたほか、授業の最後に行った「大
谷川には、どんな川になってほしいですか？」という質問には、全員が「いつでも魚にあえる
川」と答えました。

こうした子供たちの思いを受け、大谷川を、子供たちがいつでもイワナに会える川にできる
よう、そして未来に残していける持続可能な川にできるよう、今後も授業を続けていきたいと
考えています。

1　都市地域から過疎地域等の条件不利地域に移住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地
域おこし支援や、農林水産業への従事、住民支援などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・
定着を図る取組（総務省：地域おこし協力隊https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/
c-gyousei/02gyosei08_03000066.html）

大
だい
谷
や
川
がわ
のイワナを増やそう！～子供たちと考える持続可能な川作り～

日
にっ
光
こう
市
し
立清
きよ
滝
たき
小学校、鬼

き
怒
ぬ
川
がわ
漁業協同組合日

にっ
光
こう
支部、

国立研究開発法人水産研究・教育機構（栃木県）
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隠れ家の近くに稚魚を放流

漁業協同組合の人と一緒に魚の隠れ家を設置
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徳島県立吉野川高校は、徳島県立阿
あ

波
わ

農業高等学校と徳島県立鴨
かも

島
じま

商業高等学校が統合し、
平成24（2012）年に開校した県内唯一の農業系と商業系の学科を併設した学校です。徳島県
では「エシカル消費1」の推進に力を入れており、全ての県立高校に、エシカル消費を研究・実
践する組織であるエシカルクラブが設立されています。本校はそのリーディングスクールと位
置付けられており、平成29（2017）年に「エシカル消費自主宣言」を行いました。全ての授
業でエシカルの要素を取り入れており、例えば英語ではエシカルに関連する文献を読んだり、
数学ではエシカルに関わる統計を用いて分析を行ったりしています。また、エシカルクラブで
は、食ビジネス科を中心に、生徒会、農業クラブ、家庭クラブ、部活動、各種委員会と連携し、
校内にとどまらず地域への貢献を含め、「食」を起点とした多様な活動を展開しています。

食ビジネス科の生徒が運営している校内のスクールカフェは、農業科学科の生徒や地域の農
家が生産した農産物の規格外品等を学内で加工したスイーツやジャム、エシカルコーヒーなど
を提供しています。提供の際には、顧客に対し、事前にストローやミルク等が必要であるかの
確認や、食べきれる量にするなど、必要量のみの提供となるよう心掛けるとともに、地域住民
を含む来店者2に対し、生産者の情報や規格外品を利用していることなどを伝え、地産地消や
食品ロスについて考えてもらうきっかけも提供しています。また、提供している商品や原材料
の情報、取得している認証、関連するSDGsの目標3等を記載した「本日のSDGs」というチラ
シを作成し、周知を行っています。

本校では、校内にある農産物直売所「アグリ吉野川」
で、生産した農産物や加工品等の販売を行ってきました。
一方、地域の商店の閉店が相次ぎ、「シャッター商店街」
となっていたことから、生徒が自ら自治体や町内会にか
けあい、空き店舗を借りて農産物直売所「鴨島駅前にぎ
わいづくり」を開設しました。ここでは、レジ袋削減に
取り組んでおり、家庭で不要になった紙袋を回収して、
レジでエコバックを持参していない来店者に渡し、次回
もこの紙袋を持ってきてもらうように促す「紙バックカ
ムバック大作戦」を展開しています。この活動の影響も
あり、エコバックを持参する来店者が増えました。

これらの活動は生徒が自ら考えて取り組んでいます。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で活動が一
部縮小されていますが、今後も農と食と地域活性化を絡
めた様々な取組を行っていきたいと考えています。

1　エシカル消費については、P24参照
2　令和４（2022）年３月現在、新型コロナウイルス感染症の感染予防の観点から地域住民の来店は中断し
ている。
3　エシカル消費は、SDGsの17ある目標のうち、「目標12．持続可能な生産消費形態を確保する」と特に
関連している。

「紙バックカムバック大作戦」

スクールカフェ

「エシカル消費自主宣言」
～生徒の活動から地域に広がるエシカル消費～

徳島県立吉
よし
野
の
川
がわ
高等学校（徳島県）
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札幌市では平成18（2006）年度から、教育委員会、環境局環境事業部、経済観光局農政部
が連携し、各部局の関係団体である一般財団法人札幌市環境事業公社、株式会社ばんけいリサ
イクルセンター、札幌市農業協同組合との協働で「さっぽろ学校給食フードリサイクル」に取
り組んでいます。学校給食の調理過程で発生する調理くずや食べ残し等の生ごみを堆肥化した
後、その堆肥（以下「フードリサイクル堆肥」という。）を活用して野菜等を栽培し、学校給
食の食材として用いるなどの取組を行っています。

市内300校の小・中学校・中等教育学校・特別支援学校（以下本事例において「小・中学校
等」という。）の全校でフードリサイクル堆肥を活用して生産したレタス、玉ねぎ、とうもろこ
し、かぼちゃなどの食材を学校給食で用いているほか、そのうち、生ごみの回収を実施する学
校は297校（回収可能な学校全校）、フードリサイクル堆肥を用いた栽培活動を実施する学校
は206校に上り（令和3（2021）年度時点）、本取組に参加する学校は年々増加しています。

また、フードリサイクル堆肥やこれを用いて栽培された食材、本取組に関する啓発資材（ポ
スター、DVD等）を市内の小・中学校等に配布して、食育・環境教育の充実を図っており、
小学校1年生から中学校3年生まで、発達段階に合わせた指導を実施しています。例えば、小
学校低学年の生活科でフードリサイクル堆肥を活用した栽培・観察や栄養教諭による食材に含
まれる栄養素の話や調理員への感謝の気持ちを育む指導を行っているほか、中・高学年の総合
的な学習の時間でSDGsの「目標2．飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、
持続可能な農業を促進する」と関連付け、食料の安定確保の観点から見たフードリサイクルに
関する学習を、また、高学年の家庭科でフードリサイクル堆肥を活用して栽培した野菜等を用
いた調理実習を行っており、さらに、中学校の総合的な学習の時間で環境問題に関する学習を
行うなどしています。

本取組の成果も現れており、令和2（2020）年度に市内の小・中学校等を対象に実施した
調査によると、本取組への興味関心の高まりが見られたとする学校は67.4％、本取組の仕組
みの理解が進んだとする学校は60.5％、地産地消への関心の高まりが見られたとする学校は
47.1％、給食残量が減少したと回答した学校は31.4％でした。また、過去に実施した保護者
向けのアンケートでは、「授業についての会話をした」、「子供の行動に変容があった（食べ残
しやごみの分別に気を付けるなど）」、「家族の行動に変容があった（食べ残しやごみの分別に
気を付けるなど）」との回答が多くあり、授業後に家庭にも取組の効果が広がっていることが
分かりました。

現在、学校給食で提供しているレタスやとうもろこしは、
天候によって提供量が左右されやすく、予定どおりに給食の
食材として提供できず、さらには、それらを教材にした指導
ができなくなることがありました。そのため、天候に左右さ
れず、提供量が確保できる作物の種類を増やすことが課題で
す。引き続き、各主体が連携・協働して本取組の一層の推進
を図っていきます。

焼豚チャーハン
（フードリサイクル堆肥を用いて生産し

たレタスを使用）

「さっぽろ学校給食フードリサイクル」
～多様な主体の連携・協働で食育・環境教育指導を展開～
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	第1節	 子供の基本的な生活習慣の形成
1 子供の基本的な生活習慣の状況

近年、「よく体を動かし、よく食べ、よく眠る」という、成長期の子供にとって必要不可欠
と言われている基本的な生活習慣に乱れが見られ、体力、気力とともに学習意欲の低下を招く
要因の一つと指摘されています。

文部科学省が小学校6年生と中学校3年生を対象に実施した令和3（2021）年度「全国学
力・学習状況調査」によると、毎日、同じくらいの時刻に起きていない（「毎日、同じくらい
の時刻に起きていますか」という質問に対し、「あまりしていない」又は「全くしていない」
と回答した）小学生の割合は9.5％、中学生の割合は7.2％、毎日、同じくらいの時刻に寝て
いない（「毎日、同じくらいの時刻に寝ていますか」という質問に対し、「あまりしていない」
又は「全くしていない」と回答した）小学生の割合は18.8％、中学生の割合は20.1％でした。
また、朝食を欠食することがある（「朝食を毎日食べていますか」という質問に対し、「あまり
していない」又は「全くしていない」と回答した）小学生の割合は5.1％、中学生の割合は
7.1％と、一定割合を占めていました（図表2-1-1、2-1-2、2-1-3）。

家庭における食育の推進
第2部

第1章

図表2-1-1 毎日、同じくらいの時刻に起きている小・中学生の割合

0 20 40 60 80 100

中学校３年生

小学校６年生

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

（％）

57.857.8

55.055.0

35.035.0

35.435.4

6.16.1

7.97.9

1.11.1

1.61.6 9.59.5

7.27.2

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」（令和3（2021）年度）
注：�（質問）あなたは、生活の中で次のようなことをしていますか。当てはまるものを1つずつ選んでください。「毎日、同じくらい

の時刻に起きている」
　　（選択肢）「している」、「どちらかといえば、している」、「あまりしていない」、「全くしていない」

図表2-1-2 毎日、同じくらいの時刻に寝ている小・中学生の割合

36.3

38.3

43.5

42.9

16.4

15.6

3.7

3.2

0 20 40 60 80 100

中学校３年生

小学校６年生

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

（％）

18.818.8

20.120.1

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」（令和3（2021）年度）
注：�（質問）あなたは、生活の中で次のようなことをしていますか。当てはまるものを1つずつ選んでください。「毎日、同じくらい

の時刻に寝ている」
　　（選択肢）「している」、「どちらかといえば、している」、「あまりしていない」、「全くしていない」
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図表2-1-3 朝食を毎日食べる小・中学生の割合

81.8

85.8

11.0

9.1

4.9

3.9

2.2

1.2

0 20 40 60 80 100

中学校３年生

小学校６年生

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

（％）

5.15.1

7.17.1

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」（令和3（2021）年度）
注：��（質問）あなたは、生活の中で次のようなことをしていますか。当てはまるものを1つずつ選んでください。「朝食を毎日食べて

いる」
　　（選択肢）「している」、「どちらかといえば、している」、「あまりしていない」、「全くしていない」

小・中学生の朝食欠食率は、一時期は減少傾向が見られたものの、近年は横ばい傾向となっ
ています。また、「毎日、同じくらいの時刻に起きていない」、「毎日、同じくらいの時刻に寝
ていない」小・中学生の割合も同様の推移が見られます（図表2-1-4、2-1-5、2-1-6）。

図表2-1-4 毎日、同じくらいの時刻に起きていない小・中学生の割合の推移

11.3 10.9
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（2018）
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令和元
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小学生 中学生

（％）

（年度）

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」
注：1）平成23（2011）年度は、東日本大震災の影響等により、調査の実施を見送り
　　2）令和2（2020）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、調査の実施を見送り
　　3）�「毎日、同じくらいの時刻に起きていますか」という質問に対して、「あまりしていない」、「全くしていない」と回答した割合

の合計
　　4）小学校6年生、中学校3年生が対象
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図表2-1-5 毎日、同じくらいの時刻に寝ていない小・中学生の割合の推移

平成19
（2007）

20
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（2012）
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（2013）
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（2015）
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0
5
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15
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35

小学生 中学生

(％)

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」
注：1）平成23（2011）年度は、東日本大震災の影響等により、調査の実施を見送り
　　2）令和2（2020）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、調査の実施を見送り
　　3）�「毎日、同じくらいの時刻に寝ていますか」という質問に対して、「あまりしていない」、「全くしていない」と回答した割合の

合計
　　4）小学校6年生、中学校3年生が対象

図表2-1-6 小・中学生の朝食欠食率の推移
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資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」
注：1）平成23（2011）年度は、東日本大震災の影響等により、調査の実施を見送り
　　2）令和2（2020）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、調査の実施を見送り
　　3）「朝食を毎日食べていますか」という質問に対して、「あまりしていない」、「全くしていない」と回答した割合の合計
　　4）小学校6年生、中学校3年生が対象

同調査の結果によると、朝食を毎日食べている小・中学生と、全く食べていない小・中学生
の間には、各教科の平均正答率の差が10～15ポイント程度あります（図表2-1-7）。また、ス
ポーツ庁が小学校5年生と中学校2年生を対象に実施した令和3（2021）年度「全国体力・
運動能力、運動習慣等調査」によると、毎日朝食を食べる子供ほど、体力合計点が高い傾向に
あります（図表2-1-8）。
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図表2-1-7 朝食の摂取と「全国学力・学習状況調査」の平均正答率との関連
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小学校6年生（％）
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（％） 中学校3年生

している どちらかといえば、している あまりしていない 全くしていない

平
均
正
答
率

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」（令和3（2021）年度）
注：（質問）「朝食を毎日食べていますか」
　　（選択肢）「している」、「どちらかといえば、している」、「あまりしていない」、「全くしていない」

図表2-1-8 朝食の摂取と「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の体力合計点との関連
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資料：スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」（令和3（2021）年度）
注：（質問）「朝食は毎日食べますか。（学校が休みの日も含める）」
　　（選択肢）「毎日食べる」、「食べない日もある」、「食べない日が多い」、「食べない」
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2 「早寝早起き朝ごはん」国民運動の推進
（1）子供の生活習慣づくりの推進

朝食をとることは、栄養補給だけではなく、脳や消化器官
を目覚めさせ、体内時計のリズムを整えることになり、適切
な生活習慣の育成と、心身の健康の保持につながります。

文部科学省では、子供の健やかな成長に必要となる、十分
な睡眠、バランスのとれた食事、適切な運動等、規則正しい
生活習慣づくりを社会全体の取組として推進しています。

令和3（2021）年度は、独立行政法人国立青少年教育振
興機構と連携・協力し、「早寝早起き朝ごはん」国民運動を
促進するための「早寝早起き朝ごはん」フォーラム事業を全
国3か所で実施するとともに、中学生の基本的な生活習慣の
維持・定着・向上を図るための「早寝早起き朝ごはん」推進
校事業を全国10 か所で実施しました。

「早寝早起き朝ごはん」国民運動
（独立行政法人国立青少年教育振興機構）

URL：https://www.niye.go.jp/services/hayanehayaoki/

（2）「早寝早起き朝ごはん」全国協議会との連携による運動の推進
「早寝早起き朝ごはん」全国協議会は、平成18（2006）

年に発足し、幅広い関係団体や企業等の参加を得て、「早寝
早起き朝ごはん」国民運動を文部科学省と連携して推進して
います。令和4（2022）年2月現在、全国協議会の会員団
体数は338で、様々な年齢層の子供や保護者に向けたガイ
ドブックの作成・配布、全国フォーラム・総会の企画・運営
等、子供の基本的な生活習慣の確立や生活リズムの向上につ
ながる取組を展開しています。令和3（2021）年度は、「早
寝早起き朝ごはん」の効果に関する調査研究の報告書を作
成・発表し、新聞等で取り上げられました。本調査では、子
供の頃、「早寝早起き朝ごはん」をよく実践していた人ほど、
大人になった現在の資質・能力1が高い等の調査結果が出ており、「早寝早起き朝ごはん」の重
要性を、広く普及啓発しました。

また、専門家による講演やトークセッション等を通し、子供の生活リズムについての知識や
理解を深めるために、毎年3月に全国フォーラムを開催しています。なお、令和3（2021）
年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、全国フォーラムは中止となりま
した。

1　自尊感情、共生感、意欲・関心、規範意識、人間関係能力、職業意識、文化的作法・教養、へこたれ
ない力の8項目

高
こう
知
ち
家
け
の早寝早起き朝ごはん

フォーラム2021　チラシ

絵本「にこにこ　げんきの　おまじない」
©やなせスタジオ
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鹿野中学校では、生徒の生活習慣の実態を把握するためのアンケートを実施したところ、朝
食摂取率が90％を超えている一方、就寝時刻の遅れによる睡眠不足の傾向にある者が多いこ
とが分かりました。これを受けて、生活習慣の改善を軸とし、朝食摂取率の更なる向上ととも
に、栄養バランスのとれた食事の摂取、睡眠習慣の改善を目指して、生徒たちが講演等で知識
を得て、演習で心身のつながりについて実感を伴った理解を深めることができるような取組を
行いました。
具体的には、生活習慣に関するアンケートを全学年で定期的に実施したり、食育委員会に所

属している生徒たちが主体となり、生徒全員が朝食の摂取状況や朝食の内容を記録するなどの
取組を行いました。また、「睡眠」「食事」「運動」に関する講演会や演習等を実施しました。特
に「食事」に関する内容では、学年ごとに栄養教諭による食育の授業を行い、1年生では「朝
食はなぜ大切か考えよう」、2年生では「ファストフードを利用した上手な昼食のとり方を考
えよう」、3年生では「元気のもとは食事から～食生活を見直して受験期を乗り切ろう～」を
テーマとして学びました。「睡眠」に関しても、生徒たちが考案した睡眠に効果的なストレッ
チをリーフレットにまとめ、学校内や公民館で周知するなど、地域とも連携して取組を進めま
した。
その結果、1学期の始めと2学期の終わりでは、朝食摂取率が、1年生98.7％から97.3％、

2年生94.6％から96.0％、3年生90.5％から92.1％と、2・3年生で増加するとともに、
朝食も栄養バランスを意識した内容が多くなるなどの改善が見られました。また、就寝時刻が
24時以降の生徒の割合は17.0％から13.2％へ減少しました。
全国的には新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止による休校等で、生徒たちの生活習慣

に乱れが見られましたが、鹿野中学校では上記の取組のほかにも、生活習慣記録カード等を活
用して生徒自身が生活習慣の実態把握、振り返り、改善策の設定を行うことによって、「睡眠
と健康を意識した生活習慣改善」への意識付けを図ることができました。

食育の授業の様子講演会の様子

「よく寝て元気！鹿
か
野
の
中生、リフレッシュ大作戦！！」

（「早寝早起き朝ごはん」推進校事業）
茨城県鹿

か
嶋
しま
市
し
立鹿

か
野
の
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	第2節	 家庭と地域等が連携した食育の推進
1 望ましい食習慣や知識の習得

朝食を食べる習慣には、規則正しい就寝・起床などの基本的な生活習慣による影響が考えら
れ、親世代の朝食を食べない習慣が、朝食を食べない家庭環境に影響している可能性があるこ
とも指摘されています。

文部科学省では、子供の生活習慣に関する情報の発信や食育を含む学習機会の効果的な提供
等、地域における家庭教育支援の取組を推進しています。

また、全国の教育委員会やPTA、子育て支援団体において活用できるよう、家庭教育に関す
る様々な資料等をウェブサイトに掲載しています。その中には「一日のスタートは朝食から。」、

「一緒に食事をするって、とても大切。」などのテーマで、食育に関する内容を盛り込んでいます。

「子供たちの未来をはぐくむ家庭教育」ライブラリ（文部科学省）
URL：https://katei.mext.go.jp/contents2/index.html

2 子供・若者の育成支援における共食等の食育推進
食育の取組は、日常生活の基盤である家庭において、確実に

推進していくことが極めて重要です。特に、家族が食卓を囲ん
で共に食事をとりながらコミュニケーションを図ることは食育
の原点であり、共食を通じて、食の楽しさを実感するだけでな
く、食や生活に関する基礎を習得する機会にもなります。

政府では、「子供・若者育成支援推進大綱」（令和3（2021）
年4月6日子ども・若者育成支援推進本部決定）に基づき、令
和3（2021）年11月の「子供・若者育成支援推進強調月間」
等の機会を通じて、国民運動の一環として、食育の推進、生活
時間の改善等による基本的な生活習慣の形成が図られています。

また、内閣府男女共同参画局では、平成29（2017）年度に、
子育て世代の男性の家事・育児等の中で、料理への参画促進を
目的として開始した「“おとう飯

はん
”始めよう」キャンペーンを

令和3（2021）年度も引き続き実施しました。令和3（2021）
年度は、地方公共団体のキャンペーンの取組をウェブサイトで
情報発信しました。

こうした取組を通じて、仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）が推進されるとともに、男性の家事や育児への
参画につながることが期待されます。

「“おとう飯
はん
”始めよう」

キャンペーンロゴマーク

“おとう飯
はん
”の心得

「“おとう飯
はん
”始めよう」キャンペーン（内閣府）

URL：https://www.gender.go.jp/public/otouhan/index.html
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	第3節	 妊産婦や乳幼児に対する食育の推進
1 妊産婦に対する食育の推進

妊娠期・授乳期においては、母子の健康の確保のために適切な食習慣の確立を図ることが重
要です。特に、妊娠期の適切な体重増加量については、出生体重との関連が示唆されること等
から、妊娠中の体重増加量が一律に抑制されることのないよう、肥満や痩

そう
身
しん

といった妊婦個々
の体格に配慮した対応が求められています。

このため、厚生労働省が、妊娠期・授乳期における望ましい食生活の実現に向けて作成した
「妊産婦のための食生活指針1」は、妊産婦に対する健康診査や各種教室等における栄養指導に
活用されてきました。同指針作成後の健康や栄養・食生活に関する課題、妊産婦を取り巻く社
会状況等の変化を踏まえ、令和3（2021）年3月に同指針を改定しました。妊娠、出産、授
乳等に当たっては、妊娠前からの健康なからだづくりや適切な食習慣の形成が重要であること
から、改定後の指針の対象には妊娠前の女性も含むこととし、名称は「妊娠前からはじめる妊
産婦のための食生活指針」としました。この指針は、妊娠前からの健康づくりや妊産婦に必要
とされる食事内容のほか、妊産婦の生活全般、からだや心の健康等にも配慮した、10項目か
ら構成されています。また、妊娠期における望ましい体重増加量については、「妊娠中の体重
増加指導の目安」（令和3（2021）年3月8日日本産科婦人科学会）を参考として示しました。
あわせて、リーフレットを作成し、普及啓発を行っています。

普及啓発用のリーフレット

2 乳幼児の発達段階に応じた食育の推進
授乳期・離乳期は、子供の健康にとって極めて重要な時期であり、慣れない授乳や離乳食を

体験する過程を支援することが親子双方にとって重要です。このため、厚生労働省では、妊産
婦や子供に関わる保健医療従事者が授乳や離乳の支援に関する基本的事項を共有することで妊
産婦への適切な支援を進めていくことができるよう、「授乳・離乳の支援ガイド2」を平成19

（2007）年3月に作成しており、地方公共団体や医療機関等で活用されてきました。同ガイド
は、平成31（2019）年3月に改定され、これまでよりも育児支援の視点を重視するとともに、
食物アレルギー予防に関する支援についての記載を充実させるなど、内容を見直しました。あ
わせて、授乳や離乳について分かりやすく記載したリーフレットを作成し、一般の方への普及

1　平成18（2006）年2月に「健やか親子２１」推進検討会が作成
2　平成19（2007）年3月に「授乳・離乳の支援ガイド策定に関する研究会」が作成
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啓発を行っています。
地域では、市町村保健センターを中

心に管理栄養士・栄養士等による乳幼
児を対象とした栄養指導が実施されて
おり、健康診査や各種教室等における
保健・栄養指導を通じて、出産から離
乳食の開始時期以降に至るまでの一貫
した支援が図られるような取組を行っ
ています。令和2（2020）年度に保
健所及び市区町村で栄養指導を受けた
乳幼児は1,354,508人1です。

厚生労働省では、20 世紀の母子保健の取組の成果を踏まえ、関係者、関係機関・団体が一
体となって母子保健に関する取組を推進する国民運動計画として、「健やか親子２１」を平成
13（2001）年から開始しました。平成27（2015）年4月からは第2次計画である「健やか
親子２１（第2次）」を進めています。「すべての子どもが健やかに育つ社会」の実現を目指
し、学校など関係機関のほか、食品産業や子育て支援に関連する民間企業等とも新たに連携、
協働し、子供だけでなく、親への支援や親子を取り巻く温かな環境の形成等を通し、幅広い対
象者に向けた「健やか親子２１（第2次）」の普及啓発に取り組んでいます。

さらに、「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目
なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律」（平成30年法律第104号。以下「成育
基本法」という。）が令和元（2019）年12月1日に施行され、令和3（2021）年に「成育医
療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針」（令和3（2021）年2月9日
閣議決定）が決定されました。「成育基本法」は、子供たちの健やかな成長を切れ目なく支援
することを目的としており、妊産婦や乳幼児等に対する食育を、普及啓発等の施策を講ずるも
のとして位置付けています。引き続き、厚生労働省では「すべての子どもが健やかに育つ社
会」の実現に向け、関係者と連携し、次世代を担う健やかな子供たちを育む取組を推進してい
きます。

1　厚生労働省「令和2年度地域保健・健康増進事業報告」

離乳スタートガイド授乳スタートガイド
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	第1節	 学校における食に関する指導の充実
1 学校における食に関する指導体制の充実

平成17（2005）年度から、食に関する専門家として児童生徒の栄養の指導と管理をつかさ
どることを職務とする栄養教諭が制度化されました。学校における食育を推進するためには、

「食に関する指導の手引－第二次改訂版－」（平成31年3月）に基づき、栄養教諭を中心に全
教職員が共通理解の下に連携・協力しつつ指導を展開することが重要です。公立小・中学校等
の栄養教諭は、各都道府県教育委員会が、地域の状況を踏まえつつ、配置しています。令和3

（2021）年5月1日現在で、全都道府県において6,752人の栄養教諭が配置されており、配置
数は年々増加しています（図表2-2-1）。文部科学省は、全ての児童生徒が、栄養教諭の専門
性を生かした食に関する指導を等しく受けられるよう、教育委員会等への栄養教諭の役割の重
要性やその成果の普及啓発等を通じて、学校栄養職員 1の栄養教諭への速やかな移行に引き続
き努めています。また、栄養教諭配置の地域による格差を解消すべく、より一層の配置を促進
しています（図表2-2-2）。

令和3（2021）年度には、全都道府県・政令指定都市教育委員会、市区町村教育委員会に
おける栄養教諭に期待する職務や役割等を調査し、全国の実態や課題等を把握しました。今後
の栄養教諭の一層の配置促進と学校における食育の推進を図っていくこととしています。

また、文部科学省では、広く学校における食育の推進への理解を深めるため、ウェブサイト
において、栄養教諭制度、小・中学生用食育教材等に関する情報提供を行っています。

図表2-2-1 公立小・中学校等栄養教諭の配置状況

3434
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資料：文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課調べ（平成27（2015）年度まで、各年度4月1日現在）
　　　文部科学省「学校基本調査」（平成28（2016）年度以降、各年度5月1日現在）
注：小・中学校等とは、小学校・中学校・義務教育学校・中等教育学校・特別支援学校を指す。

1　学校給食の栄養に関する専門的事項をつかさどる職員（「学校給食法」（昭和29年法律第160号）第7
条）

学校、保育所等における食育の推進
第2部

第2章

	

第
2
章	

学
校
、
保
育
所
等
に
お
け
る
食
育
の
推
進



53

図表2-2-2 公立小・中学校等栄養教諭及び学校栄養職員の配置数における栄養教諭の割合

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

栄養教諭 学校栄養職員

88.888.8
45.945.9

82.582.5
59.059.0

74.174.1
69.669.6

36.036.0
86.486.4

36.836.8
33.833.8

48.048.0
45.445.4

6.16.1
33.033.0

75.675.6
50.050.0

65.065.0
74.474.4

60.460.4
53.753.7

74.374.3
51.451.4

93.293.2
70.170.1

86.986.9
85.585.5

73.273.2
89.089.0

49.249.2
52.252.2

32.832.8
96.596.5

70.270.2
86.986.9

76.976.9
68.268.2

83.583.5
81.381.3
85.585.5
82.782.7

74.474.4
68.568.5
69.969.9

53.853.8
71.871.8

99.499.4
28.928.9

北海道（537人）
青森県（98人）
岩手県（137人）
宮城県（205人）
秋田県（116人）
山形県（92人）
福島県（197人）
茨城県（191人）
栃木県（250人）
群馬県（222人）
埼玉県（579人）
千葉県（685人）
東京都（1,132人）
神奈川県（664人）
新潟県（250人）
富山県（108人）
石川県（117人）
福井県（82人）
山梨県（101人）
長野県（259人）
岐阜県（183人）
静岡県（358人）
愛知県（457人）
三重県（174人）
滋賀県（84人）
京都府（179人）
大阪府（615人）
兵庫県（335人）
奈良県（126人）
和歌山県（90人）
鳥取県（64人）
島根県（57人）
岡山県（245人）
広島県（222人）
山口県（173人）
徳島県（88人）
香川県（91人）
愛媛県（150人）
高知県（76人）
福岡県（542人）
佐賀県（90人）
長崎県（143人）
熊本県（206人）
大分県（117人）
宮崎県（142人）

鹿児島県（171人）
沖縄県（159人）

資料：文部科学省「学校基本調査」（令和3（2021）年度）
注：1）（　）内の人数は、栄養教諭と学校栄養職員の合計人数
　　2）数値は栄養教諭の割合
　　3）小・中学校等とは、小学校・中学校・義務教育学校・中等教育学校・特別支援学校を指す。
　　4）令和3（2021）年5月1日現在
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2 学校における食に関する指導内容の充実
学校における食に関する指導は、子供が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付け

ることができることを目指し、学校給食を活用しつつ、学校の教育活動全体を通じて行われて
います。

また、小・中学校、高等学校等を通じて家庭科を必修科目等として位置付け、この中で（実
際の調理も含めた）食に関する指導が全ての子供たちに行われています。

（1）栄養教諭による取組
栄養教諭は、学校における食育推進の要として、食に関する指導と献立作成や衛生管理など

の学校給食の管理を一体的に展開することにより、教育上の高い相乗効果をもたらしていま
す。

ア　食に関する指導の連携・調整
食は、各教科等で学習する内容に幅広く関わっています。栄養教諭は、各教科等の指導だけ

でなく、学校における食に関する全体的な指導計画の策定に中心的に携わるなど、教職員間の
連携・調整の要としての役割を果たしています。そして、栄養教諭のみならず関係教職員が食
に関する指導の重要性を理解し、必要な知識や指導方法を身に付けるとともに、十分な連携・
協力を行うことにより、体系的・継続的に効果的な指導を行うことができます。

イ　各教科等における教育指導
栄養教諭は、専門性を生かして、各学級担任や教科担任等との連携を図りながら積極的に指

導を行っています。また、栄養教諭は、学校給食の管理業務も担っていることから、各教科等
の授業内容と関連させた献立を作成し、学校給食を生きた教材として活用するなど、効果的な
指導を行っています。

学習指導要領においては、学校における食育の推進について、各教科等のそれぞれの特質に
応じて適切に行うように努めることや、指導を通して、家庭や地域社会との連携を図りなが
ら、日常生活において適切な健康に関する活動の実践を促し、生涯を通じて健康・安全で活力
ある生活を送るための基礎が培われるよう配慮することとしています。また、教育課程の編成
及び実施に当たっては、食に関する指導の全体計画を含む各分野における学校の全体計画等と
関連付けながら、効果的な指導が行われるよう留意することも明記しています。

ウ　学校・家庭・地域における栄養教諭を中核とした取組
子供の望ましい食生活の実践を目指して、栄養教諭等には、家庭や地域と連携した取組を行

うことについても特に大きな成果が期待されています。
具体的取組としては、保護者会等を通じた食に関する指導、給食便りやパンフレットの配

布、農作業体験などの体験活動、料理教室、給食試食会など家庭や地域と連携した取組、
PTAの積極的な取組を促すための働き掛け等が挙げられます。

栄養教諭には、単独校調理場だけでなく、共同調理場を担当する者もおり、より広域の学校
給食を管理していることを生かし、学校間や校種間の連携に大きな役割を果たしています。

地域の児童生徒の食生活や生活習慣等の実態を把握し、児童生徒や各学校が抱える課題と食
育推進のための方策を明らかにし、栄養教諭と各学校の給食主任等が連携するための組織を構
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築することで、地域全体の食育を推進しています。

（2）食に関する学習教材等の作成
幼児教育において、食育の基礎を育むとともに、高等学校においても、小・中学校と同様に

学校教育活動全体を通じて食育の推進を図ることとし、幼児教育から高等学校まで、切れ目の
ない食育を推進し、子供の健康な食習慣、生活習慣の定着を図っていくことが大変重要です。

このため、文部科学省では、各学校において、児童生徒の望ましい食習慣の形成等、食に関
する指導の充実に資するため、「食に関する指導の手引－第二次改訂版－」を作成するととも
に、各教科等における食に関する指導において使用する小・中学生用食育教材等や、高校生用
健康教育教材を作成しています。また、小・中学生用食育教材においては、学級担任等が栄養
教諭と協力し、授業等の時間に食に関する指導を効果的に行うことができるよう、指導上のポ
イント等をまとめた指導者用資料も作成するとともに、編集可能な媒体でウェブサイトに掲載
し、各学校の指導に応じた活用を促進しています。

（3）食育を通じた健康状態の改善等の推進
近年、子供の食を取り巻く社会環境が変化し、栄養の偏りや朝食欠食といった食習慣の乱れ

等に起因するやせや肥満、生活習慣病等の増加が指摘されています。
栄養教諭は、学級担任、養護教諭、学校医、学校歯科医等と連携して、保護者の理解と協力

の下に、偏食のある子供、やせや肥満傾向にある子供、食物アレルギーを有する子供、スポー
ツをしている子供等に対しての個別的な相談指導や食と健康に係る必要な知識の普及等を行う
など、健康に関する課題の改善に向けた取組を行っています。

令和3（2021）年2月には、「学校給食実施基準」（平成21年文部科学省告示第61号）を
一部改正しました。食品構成については、児童生徒一人一回当たりの栄養量の摂取基準である

「学校給食摂取基準」を踏まえ、多様な食品を適切に組み合わせて、児童生徒が各栄養素をバ
ランスよく摂取しつつ、様々な食に触れることができるようにすることとしています。
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○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

兵庫県立村岡高等学校では、全校生徒が学年横断で8つの班に別れて地域を元気にする「村
高発☆地域元気化プロジェクト」の一つとして「棚田保全活動」を実施しました。この活動は、
棚田の価値や現状を周知するとともに、よりおいしく安全に食べてもらえる米を販売すること
を通じて、地域の伝統や自然を守り、次の世代へ繋げていく持続可能な社会づくりを目指し、
年間の総合的な探究の時間において実施しました。生徒たちは、田植えから、稲刈り、草取り、
米の販売まで行うことで、棚田保全の重要性とともに、棚田で米を作ることの魅力や大変さ、
生産者への感謝の気持ち等を学ぶことができました。

草取り 田植え

また、同プロジェクトでは、「食文化の継承」にも取り組みました。地元の食材の研究や商
品開発に取り組んだり、地元のイベントに郷土料理のレシピの考案や提供を行ったり、地元の
食材の魅力を発信し、次の世代に継承していくため、地元の食材を使ったカルタ作り、地元の
食材であるヨモギの効能の研究、ヨモギを使ったレシピ作り、全国高校生料理コンクールへの
応募などの取組を行いました。
生徒からは、活動を通じて、「地元の食材に目を向けるようになった。」、「消費者の立場で、

栄養価、バランス、旬の農作物、新鮮さ、安全性などを考えるようになった。」、「地元の食材
を知り、活かす方法を学ぶ中で、地域に関心を持つきっかけになった。」といった声が上がり、
地元の食材の良さやバランスのよい食事選びのコツなどを身に付け、食の重要性を理解すると
いった成果が得られました。
今後は、「棚田保全活動」との連携や、全国に地元の食材の魅力を発信するため、SNSを活

用した取組も検討しており、引き続き、「食」を通じて地域活性化につながる活動を考え、取
り組んでいきます。

地元の食材を使ったカルタ ヨモギを使ったレシピ

村
むら
高
こう
発☆地域元気化プロジェクト

（「棚田保全活動」「食文化の継承」を通した高等学校における食育）
兵庫県立村

むら
岡
おか
高等学校

事 

例
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	第2節	 学校給食の充実
1 学校給食の現状

学校給食は、栄養バランスのとれた食事を提供することにより、子供の健康の保持・増進を
図ること等を目的に実施されています。また、食に関する指導を効果的に進めるために、給食
の時間はもとより、各教科や特別活動、総合的な学習の時間等における教材としても活用する
ことができるものであり、大きな教育的意義を有しています。

学校給食は、平成30（2018）年5月現在、小学校では19,453校（全小学校数の99.1％）、
中学校では9,122校（全中学校数の89.9％）、特別支援学校等も含め全体で30,092校におい
て行われており、約930万人の子供が給食を食べています（図表2-2-3）。学校給食実施校は
着実に増加しており、引き続き学校給食の普及・充実が求められます。なお、文部科学省で
は、学校給食の意義、役割等について児童生徒や教職員、保護者、地域住民等の理解と関心を
高め、学校給食の一層の充実と発展を図ることを目的に、毎年1月24日から30日までの1週
間を「全国学校給食週間」と定め、文部科学省及び各学校等で様々な取組が行われています。
また、全国学校給食週間広報動画の日本語版と英語版を作成し、広く普及啓発を図っていま
す。令和3（2021）年度は、文部科学省ウェブサイトやTwitter等のSNSを活用し、教育委
員会等における取組を発信しました。

また、食物アレルギーを有する児童生徒は増加傾向にあり1、学校給食における食物アレル
ギー対応について、文部科学省では、平成24（2012）年に発生した死亡事故を受けて開催し
た有識者会議の最終報告を踏まえ、学校におけるアレルギー対応の改善・充実のための資料と
して、「学校給食における食物アレルギー対応指針」、「学校のアレルギー疾患に対する取り組
みガイドライン・要約版」及び「学校におけるアレルギー疾患対応資料（DVD）映像資料及
び研修資料」を作成しました。全国の教育委員会や学校等への配布等を通じ、食物アレルギー
等を有する子供に対する、きめ細かな取組を推進しています。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い作成した、「学校における新型コロナウイルス
感染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の新しい生活様式」～」において、食事の前後の
手洗いを徹底することや、飛沫を飛ばさないよう工夫すること等学校給食の場面で留意すべき
事項を示しています。

また、「新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン」に
おいて、会食に当たっては飛沫を飛ばさないよう、机を向かい合わせにしない、又は会話を控
えるなどの対応を行うことを示しています。

1　公益財団法人日本学校保健会ウェブサイト（学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン（令
和元年度改訂P3））https://www.gakkohoken.jp/books/archives/226
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図表2-2-3 学校給食実施状況（国公私立）

区分 全国総数
完全給食 補食給食 ミルク給食 計

実施数 百分比 実施数 百分比 実施数 百分比 実施数 百分比

小学校
学校数 19,635 19,350 98.5 51 0.3 52 0.3 19,453 99.1
児童数 6,427,867 6,352,201 98.8 7,212 0.1 8,722 0.1 6,368,135 99.1

中学校
学校数 10,151 8,791 86.6 39 0.4 292 2.9 9,122 89.9
生徒数 3,253,100 2,569,439 79.0 7,448 0.2 116,567 3.6 2,693,454 82.8

義務教育
学校

学校数 82 82 100.0 0 0.0 0 0.0 82 100.0
児童・
生徒数 34,679 33,076 95.4 0 0.0 0 0.0 33,076 95.4

中等教育学校
（前期課程）

学校数 52 28 53.8 0 0.0 5 9.6 33 63.5
生徒数 16,277 8,266 50.8 0 0.0 1,720 10.6 9,986 61.4

特別支援
学校

学校数 1,132 1,005 88.8 1 0.1 12 1.1 1,018 89.9
幼児・
児童・
生徒数

143,379 125,188 87.3 40 0.0 832 0.6 126,060 87.9

夜間定時制
高等学校

学校数 565 297 52.6 86 15.2 1 0.2 384 68.0
生徒数 76,461 18,816 24.6 3,384 4.4 16 0.0 22,216 29.1

計

学校数 31,617 29,553 93.5 177 0.6 362 1.1 30,092 95.2
幼児・
児童・
生徒数

9,951,763 9,106,986 91.5 18,084 0.2 127,857 1.3 9,252,927 93.0

資料：文部科学省「学校給食実施状況調査」（平成30（2018）年度）
注：1）�完全給食とは、給食内容がパン又は米飯（これらに準ずる小麦粉食品、米加工食品その他の食品を含む。）、ミルク及びおか

ずである給食
　　2）補食給食とは、完全給食以外の給食で、給食内容がミルク及びおかず等である給食
　　3）ミルク給食とは、給食内容がミルクのみである給食

2 地場産物等の活用の推進
学校給食に地場産物を活用し、食に関する指導の教材として用いることにより、子供がより

身近に、実感を持って地域の食や食文化等について理解を深め、食料の生産、流通に関わる
人々に対する感謝の気持ちを抱くことができます。また、地場産物の活用は、生産地と消費地
との距離が縮減されることにより、その輸送に係る二酸化炭素の排出量も抑制されるととも
に、流通に要するエネルギーや経費の節減等環境負荷の低減にも寄与するものであり、SDGs
の観点からも有効です。さらに、学校給食を始めとする学校教育に対する地域の生産者等の理
解が深まることにより、学校と地域との連携・協力関係の構築にも寄与していることから、学
校や地域において、地場産物を学校給食で活用する取組が積極的に進められています。一方
で、地域によっては、価格が高いことや、一定の規格を満たした農産物を不足なく安定的に納
入することが難しいことなどにより地場産物の使用量・使用品目の確保が困難な現状もありま
す。

第4次基本計画では、生産者や学校給食関係者の努力を適切に反映するとともに、地域への
貢献等の観点から、算出方法を食材数ベースから金額ベースに見直し、その割合を現状値（令
和元（2019）年度）から維持・向上した都道府県の割合を90％以上とすることを目指すこと
とされました。また、子供たちへの教育の観点から、新たに栄養教諭による地場産物に係る食
に関する指導の取組（学校給食の時間を使った直接の指導の取組、校内放送や学級担任への資
料提供などによる指導の取組等）を増やすことを目標としました。令和3（2021）年度は、
栄養教諭による地場産物に係る食に関する指導の平均取組回数は月9.0回でした。
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令和3（2021）年度の学校給食における地場産物、国産食材の使用割合の全国平均は、金
額ベースでそれぞれ56.0％、89.0％となっています（図表2-2-4）。都道府県別に見ると、地
場産物の使用割合にはばらつきが見られます（図表2-2-5）。

図表2-2-4 学校給食における地場産物、国産食材使用割合の推移
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資料：�令和元（2019）年度までは文部科学省「学校給食栄養報告」（食材数ベース）、令和元（2019）年度以降は文部科学省「学校給食
における地場産物・国産食材の使用状況調査」（金額ベース）

図表2-2-5 学校給食における地場産物及び国産食材の使用割合（令和3（2021）年度）

都道府県 地場産物 国産食材
滋賀県 54.6% 92.3%
京都府 17.7% 91.2%
大阪府 6.6% 87.1%
兵庫県 46.2% 85.8%
奈良県 32.4% 83.3%
和歌山県 28.4% 90.3%
鳥取県 80.8% 97.5%
島根県 72.2% 95.9%
岡山県 59.0% 87.4%
広島県 57.4% 88.2%
山口県 85.2% 97.5%
徳島県 66.3% 87.4%
香川県 56.1% 86.3%
愛媛県 74.3% 94.2%
高知県 67.1% 95.7%
福岡県 52.1% 84.5%
佐賀県 55.1% 86.4%
長崎県 71.1% 88.5%
熊本県 64.0% 90.4%
大分県 68.0% 88.7%
宮崎県 64.4% 89.1%
鹿児島県 65.8% 86.3%
沖縄県 39.1% 78.7%
全国平均 56.0% 89.0%

都道府県 地場産物 国産食材
北海道 72.7% 89.6%
青森県 70.9% 90.4%
岩手県 57.9% 89.4%
宮城県 54.5% 88.9%
秋田県 50.1% 83.6%
山形県 58.7% 89.5%
福島県 64.1% 88.2%
茨城県 71.3% 89.8%
栃木県 76.4% 92.5%
群馬県 54.4% 84.5%
埼玉県 42.0% 88.5%
千葉県 52.6% 91.8%
東京都 6.8% 87.1%
神奈川県 31.4% 81.6%
新潟県 61.9% 88.6%
富山県 57.0% 87.8%
石川県 59.2% 89.5%
福井県 36.8% 90.2%
山梨県 56.2% 86.1%
長野県 69.5% 97.7%
岐阜県 62.0% 87.7%
静岡県 61.0% 91.0%
愛知県 58.9% 88.8%
三重県 59.5% 88.9%

資料：文部科学省「学校給食における地場産物・国産食材の使用状況調査」
注：金額ベース
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文部科学省においては、令和3（2021）年度より、「学校給食地場産物使用促進事業」を実
施し、学校給食における地場産物の使用に当たっての課題解決に資するための経費を支援する
とともに、関係府省庁とも連携を図りながら、地場産物の活用を推進しています。

農林水産省では、地産地消及び国産農林水産物・食品の消費拡大を推進する様々な取組を表
彰する「地産地消等優良活動表彰」を実施して
います。

また、学校給食等の食材として、地場産物を
安定的に生産・供給する体制を構築するため、
地場産物の生産量等の調査・分析、新しい献
立・加工品の開発・導入実証等の取組への支
援、生産者と学校等の双方のニーズや課題を調
整する地産地消コーディネーターの育成や派遣
を行っています。

3 米飯給食の着実な実施に向けた取組
米飯給食は、子供が伝統的な食生活の根幹である米飯に関する望ましい食習慣を身に付ける

ことや、地域の食文化を通じて郷土への関心を深めることなどの教育的意義を持つものです。
平成30（2018）年度には、完全給食を実施している学校の100％に当たる29,553校で米飯
給食が実施されており、約911万人が米飯給食を食べています。また、週当たりの米飯給食
の回数は3.5回となっています（図表2-2-6）。

図表2-2-6 米飯給食実施状況（国公私立）

平成20年度
（2008）

平成25年度
（2013）

平成30年度
（2018）

学校数 31,094校
（31,140）

30,198校
（30,203）

29,553校
（29,553）

実施率 99.9％ 100％ 100％
実施回数
（週当たり） 3.1回 3.3回 3.5回

資料：文部科学省「米飯給食実施状況調査」
注：1）�調査対象は、完全給食を実施している学校（国立・公立・私立）のうち、5月1日現在で米飯給食を実施している学校とす

る。
　　2）（　　）内は、5月1日現在の完全給食実施状況の数であり、実施率は、完全給食に対する比率である。

農林水産省では、次世代の米消費の主体となる子供たちに、米飯を中心とした「日本型食生
活1」を受け継いでもらうため、米飯給食のより一層の推進を図っています。令和3（2021）
年度は、前年度に引き続き米飯給食の拡大に向けた取組への支援として、各学校が米飯給食の
実施回数を増加させる場合に、政府備蓄米の無償交付を実施しました。

なお、献立の作成に当たっては、多様な食品を適切に組み合わせて、児童生徒が各栄養素を
バランスよく摂取しつつ様々な食に触れることができるように配慮することが大切です。

1　ごはん（主食）を中心に、魚、肉、牛乳・乳製品、野菜、海藻、豆類、果物、お茶など多様な副食（主
菜・副菜）等を組み合わせた、栄養バランスに優れた食生活

給食現場と生産現場をつなぐ体制
（農業公社専任職員による出荷野菜の調整）
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岐阜県瑞穂市では、給食センターと商工農政観光課、生産者・生産者団体等と連携した地産
地消に取り組んでいます。学校給食に計画的に地場産物を提供できるよう、年3回開催する
「瑞穂市地産地消調整会議」の場で、あらかじめ作成された献立を基に使用する野菜の品目と
数量を見積もり、必要量の栽培計画を策定し、生産者（出荷者協議会）に提案します。年1回
開催される給食センターと全生産者との「交流給食会」では、調理現場と生産現場の現状を相
互に伝え合うことで、双方の理解を深めるとともに、児童生徒からの感謝の気持ちを生産者に
伝えることで、生産者の学校における食育の推進や地産地消の取組に貢献しているという意識
を醸成しています。
年間を通して地場産物を使用するための工夫として、生産者団体と生産者が連携し、生徒が

考案した、地場産のかぼちゃ、里芋及び柿等の食材を使ったオリジナル加工品（里芋コロッケ、
柿ジャム等）を製造し、給食の献立に取り入れています。こうした取組によって提供されてい
る地場産物について、児童生徒に知ってもらうため、毎月「地産地消献立の日」を設定し、給
食の時間に動画等を通して給食に使われている地場産物等を紹介するとともに、調理の様子を
見せるなど、食に関する指導を行っています。また、子供の食生活における実践力を育成する
ため、「親子で一緒に考える小学生学校給食料理コンテスト」を実施しているほか、中学校で
は給食のレシピの考案が行われており、それらで考案された地場産物を使った料理は、給食の
献立に継続的に導入しています。今後も、児童生徒が地域における食の豊かさを実感できるよ
う、給食センターが拠点となり、児童生徒を主体とする食育の取組を実施することにより、家
庭と地域（生産者等）がつながるよう取り組むこととしています。

瑞穂市学校給食の地場産物活用枠組 給食センターと生産者との「交流給食会」

学校給食における地場産物の活用について
岐阜県瑞

みず
穂
ほ
市
し

事 

例
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	第3節	 就学前の子供に対する食育の推進
1 保育所における食育の推進

（1）子供の育ちを支える食育 －養護と教育の一体性の重視－
保育所における食育は、「保育所保育指針」（平成29年厚生労働省告示第117号）において、

健康な生活の基本としての「食を営む力」の育成に向け、その基礎を培うことを目標としてい
ます。そして、子供が毎日の生活と遊びの中で、食に関わる体験を積み重ね、食べることを楽
しみ、食事を楽しみ合う子供に成長していくこと等に留意し、保護者や地域の多様な関係者と
の連携及び協働の下で実施しなければならないとしています。

平成29（2017）年4月に策定した「保育士等キャリアアップ研修ガイドライン」では、専
門分野別研修の一つとして「食育・アレルギー対応」分野を位置付け、その専門分野に関する
リーダー的職員を育成しています。

また、保育所での食育の推進や食物アレルギーの対応に当たっては、栄養士の専門性を生か
した対応が重要であることから、保育所の運営費を補助する公定価格において、栄養士を活用
して給食を実施する施設に対し、取組に必要な経費を加算する栄養管理加算を平成27（2015）
年度に創設しました。令和2（2020）年度には栄養管理加算の更なる充実を図り、保育所に
おける食育やアレルギー対応の取組を一層推進しています。

（2）食を通した保護者への支援
子供の食を考えるとき、保育所だけではなく、家庭と連携・協力して食育を進めていくこと

が不可欠です。食に関する子育ての不安・心配を抱える保護者は決して少なくありません。
「保育所保育指針」では、保護者に対する支援
を重視しています。保育所には、今まで蓄積し
てきた乳幼児期の子供の食に関する知識、経験
及び技術を「子育て支援」の一環として提供
し、保護者と子供の育ちを共有し、食に関する
取組を進める役割を担うことが求められていま
す。

さらに、保育所は、「児童福祉法」（昭和22
年法律第164号）第48条の4の規定に基づき、
保育所の行う保育に支障がない限りにおいて、
地域の実情や当該保育所の体制等を踏まえ、保
育所に入所していない子供を育てる家庭に対しても、子育て支援を積極的に行うよう努めるこ
とが期待されており、食を通した子育て支援として、次のような活動が展開されています。
① �食を通した保育所機能の開放（調理施設活用による食に関する講習などの実施や情報の提

供、体験保育等）
② 食に関する相談や援助の実施
③ 食を通した子育て家庭の交流の場の提供及び交流の促進
④ 地域の子供の食育活動に関する情報の提供
⑤ 食を通した地域の人材の積極的な活用による地域の子育て力を高める取組の実施

これらの活動により、食を通して保護者同士の交流の場の提供や促進を図っていくことで、

保育所における食育活動
（子供たちの気づきで育む食の体験）

	

第
2
章	

学
校
、
保
育
所
等
に
お
け
る
食
育
の
推
進



63

保護者同士の関わりの機会が提供され、食に対する意識が高まることが期待されます。また、
多くの保育所で、育児相談や育児講座等を通し、保護者の育児不安を軽減する活動が展開され
ています。

（3）子供の発育・発達を支援する食事の提供
近年は、保護者の就労形態の変化に伴い、保育所で過ごす時間が増加している子供も多く見

られるようになり、家庭とともに保育所も、子供のための大切な生活の場となっています。そ
のため、保育所で提供される食事は乳幼児の心身の成長・発達にとって大きな役割を担ってい
ます。

厚生労働省では、保育所を始めとする児童福祉施設において「児童福祉施設における食事の
提供ガイド」、「保育所における食事の提供ガイドライン」を参考に、子供の健やかな発育・発
達を支援するなどの観点から適切に食育が実施されるよう、周知啓発に取り組んでいます。

また、乳幼児期の特性を踏まえた保育所におけるアレルギー疾患を有する子供への対応の基
本を示すものとして平成23（2011）年に作成された「保育所におけるアレルギー対応ガイド
ライン」が、各保育所で活用されています。同ガイドラインについては、平成31（2019）年
4月に改訂を行い、保育所におけるアレルギー対応に関する、子供を中心に据えた、医師と保
護者、保育所のコミュニケーションツールとして「保育所におけるアレルギー疾患生活管理指
導表」の位置付けを明確化するなど、保育の現場における実用性を重視した内容に見直しまし
た。

さらに、子供の食を通じた健康づくりの推進を図るため、児童福祉施設の給食関係者等を対
象とし、「児童福祉施設給食関係者研修」を開催しています。令和3（2021）年度は、第4次
基本計画を踏まえた児童福祉施設での食育の推進についての情報共有、保育所におけるアレル
ギー対応の事例紹介等を内容とした研修を開催し、約700名が参加しました。

2 幼稚園における食育の推進
幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものです。この時期に行

われる食育では、食べる喜びや楽しさ、食べ物への興味や関心を通じて自ら進んで食べようと
する気持ちが育つようにすることが大切です。

幼稚園における食育については、平成20（2008）年3月に改訂された「幼稚園教育要領」
に記載され、平成30（2018）年度から実施されている要領でも充実が図られています。具体
的には、心身の健康に関する領域「健康」において、「先生や友達と食べることを楽しみ、食
べ物への興味や関心をもつ」ことが指導する内容とされています。また、幼児の発達を踏まえ
た指導を行うに当たって留意すべき事項として、「健康な心と体を育てるためには食育を通じ
た望ましい食習慣の形成が大切であることを踏まえ、幼児の食生活の実情に配慮し、和やかな
雰囲気の中で教師や他の幼児と食べる喜びや楽しさを味わったり、様々な食べ物への興味や関
心をもったりするなどし、食の大切さに気付き、進んで食べようとする気持ちが育つようにす
ること。」とされています。

こうした幼稚園教育要領の趣旨を、各種研修等を通じて幼稚園教諭等に周知し、幼稚園にお
ける食育の充実を図っています。

	

第
2
章	

学
校
、
保
育
所
等
に
お
け
る
食
育
の
推
進

第3節 ● 就学前の子供に対する食育の推進



64

3 認定こども園における食育の推進
認定こども園1における食育については、「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」（平成

29年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第1号）において、指導する内容や目標が示され
ており、各園において食育の計画を作成し、教育・保育活動の一環として位置付けるととも
に、創意工夫を行いながら食育を推進していくことが求められています。

特に要領の第3章においては、食育の推進として、「食育のための環境」や「保護者や関係
者等との連携した食育の取組」について明記されています。食育は幅広い分野にわたる取組が
求められることに加え、家庭の状況や生活の多様化といった食をめぐる状況の変化を踏まえる
と、より一層きめ細やかな対応や食育を推進しやすい社会環境づくりが重要です。

認定こども園では、栄養教諭や栄養士、調理員等がその専門性を生かし、保育教諭等と協力
しながら、食育における様々な関係者と多様に、かつ、日常的に連携を図るよう努め、各園の
実態に応じた取組が工夫されています。

1　就学前の子供を保育の必要の有無にかかわらず受け入れ、教育と保育を一体的に提供する、いわば幼
稚園と保育所の両方の機能を併せ持ち、保護者や地域に対する子育て支援も行う施設

○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

「ちいさな保育園マーナ」は長崎県大
おお
村
むら
市
し
にある、0歳児～2歳児の小規模保育園です。園

では、遊びの中から生まれ育つ、低年齢の子供たちの食育に取り組んでいます。
例えば、子供たちが「おままごと」や「お店屋さんごっこ」

等のなりきり遊びをしているときの何気ないやりとりで始まっ
た泥団子作りが、お月見やうどんの絵本を読んでふくらんだイ
メージや興味と結び付いて、子供たちの間に「食べたい。」、「つ
くってみたい。」という気持ちが高まりました。そして、粉の
感触や生地を踏んでこねる動きなども楽しみながら、白玉団子
作りやうどん作りへと発展していきます。このように、日々の
保育の中で食に関わる体験を積み重ねていけるよう、保育士は低年齢の子供たちの言葉に丁寧
に耳を傾け、その豊かな発想力や様々な気付き、思いを大切に受け止めて、一人一人の自信や
意欲につながるような食育に取り組んでいます。
食べることを楽しみ、仲間や周囲

の人々との食事を楽しみ合うことが
できる子供に成長していくことを目
指し、それぞれの時期の育ちに即し
た食に関する多様な体験を相互に関
連付けながら、食育に係る取組を総
合的に展開していきます。

泥団子作り

自分たちで作ったうどんを堪能うどんの生地を足で
踏み踏み

子供の声から広がる食育
～0・1・2歳児の気持ちに寄り添って～

社会福祉法人遊
ゆう
亀
き
会
かい
　ちいさな保育園マーナ（長崎県）

事 

例
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○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

幼稚園における食育は、食べる喜びや楽しさを味わい、
様々な活動を通して食べ物への興味や関心を持ったりするな
どし、食の大切さに気付き、自ら進んで食べようとする気持
ちが育つようにすることが大切です。
本園は、出雲大社の南約3kmに位置しており、周辺には

旧
きゅう
大
たい
社
しゃ
駅
えき
舎
しゃ
や県立古代歴史博物館等のある、歴史と伝統が

感じられる地域にあります。本園では、令和元（2019）年
度から「大好き荒木探検おもしろウォーク」という、幼児の
心を揺さぶることを目的とした体験を、ふだんの生活や遊びに取り入れた活動を展開しています。
その一環として、園の近くにある大

たい
社
しゃ
築
ちっ
港
こう
へ出かけ、生

いけ
簀
す
にいる生きた魚や珍しい魚を見た

り直接触ったり、一つ一つ丁寧に名前を教えてもらうなどして、魚に親しみました。また、停
泊している大きな船にも順番に乗せてもらいました。漁師から魚の話を聞いたり実際に触って
みたりする中で、幼児から「本物の魚をみんなでも食べたい。」という声が上がったため、
1.2mのヒラマサの解体を実演してもらいました。目の前でさばかれた魚の一つ一つの部位を
教えてもらい、幼児は目を輝かせて見ていました。「すごい！」、「骨って太いな。」といろいろ
な言葉が発せられ、さらに、しゃぶしゃぶにして食べると「口の中でとろけるね。」と大喜び
でした。
また、年長児は地域のかまぼこ工場に出かけ、魚の天ぷら1やちくわを作る様子を見せても

らいました。見学するだけではなく、地域の施設を借りて、魚のすり身から天ぷらを自分たち
で作って食べました。大社築港で獲れた魚を天ぷらにして食べたことがきっかけとなり、園に
戻ってからも自分たちの天ぷら製造機を作って本物らしくさつまいもや玉ねぎなどの野菜の天
ぷらを作るなど、「お店屋さんごっこ」に発展していきました。
食育の取組を通じて、幼児は切り身ではない丸ごと1匹の魚に興味を持つようになりました。

魚は「骨があるから食べにくい。」、「皮が苦手。」と苦手意識を持つ幼児もいましたが、日頃か
らこのような体験を繰り返すことで、魚を食べることの楽しさや喜びに気付くことができまし
た。また、こうした継続的な体験活動は、食を通じて食料の生産に関わる人々への感謝の気持
ちを持つことにつながるだけでなく、家庭との連携や協力が活動の支えとなり、食を通して地
域の良さを知ることができると
考えます。今後も地域の良さを
生かした体験活動を通して、食
べ物を大切にする気持ちや地域
の人々への感謝の気持ちが自然
に芽生えるよう取り組んでいき
たいと思います。

1　魚のすり身に野菜（玉ねぎ、ごぼう、さつまいも、コーン、いか）等の具材を混ぜて油で揚げたもの

ヒラマサの解体ショーの様子 うわ～！しゃぶしゃぶおいしいね

荒
あら
木
き
の良さを活かしたおもしろウォーク

（心を揺さぶられる体験）で魚大好き！
出
いずも
雲市

し
立荒
あら
木
き
幼稚園（島根県）

事 

例

大社築港には珍しい魚がいっぱい
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○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

武庫愛の園幼稚園では、食材という「もの」に対する子供の向き合い方が変わることで「ひ
と（人間関係）」や「こと（活動）」に対しても変容が見られるのではないかと仮説を立て、教
育・保育の実践に取り組んでいます。
保護者アンケートなども活用しながらテーマを選定し、実物

大の青魚のパネルや体の中の血管に見立てたホースなど、子供
たちが驚き、興味を持つような手作りの教材を使うほか、「給
食のおばちゃんのお手伝い」と称して、フキの筋取りなどを子
供たちが行う体験を通して、食材との距離感が縮まり、好き嫌
いなく様々な食べ物に自ら関わろうとしたり、食べることへの
意識が高まったりする姿が見られるようになりました。
また、食べる楽しさや喜びを感じることが、園生活全体の充実や子供たちの自信にもつな

がっている様子で、様々な遊びや友達に自ら興味や関心を持って関わろうとしています。さら
に、自分なりにいろいろなことに挑戦してみようとするなど、子供たちの姿が変容してきたと
感じています。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大下で臨時休園をした際

には、「箸使い」や「台拭きの使い方」を動画配信するなど、
新しい食育活動にも力を入れました。そのことにより、親子で
一緒に「箸を使って食べる」という日本の食文化に触れる体験
や、食事の準備に関わるなど子供たちが自分たちで生活のため
に必要なことを進んで行おうとする意識にもつながっていま
す。
今後は、これまでの食育活動を継続しながら、新たに実施した動画配信やリモートの手法を

用いた教材研究を行い、園内で実践するとともに、他の園等にもその取組内容を発信していき
たいと考えています。

フキの筋取りのお手伝い

手作り教材を用いて
「箸使い」をリモートで学ぶ

「偏食からのはじめの一歩」プロジェクト
～子供たちの「もの」「ひと」「こと」に関わる力の変容をめざして～
（第5回食育活動表彰　農林水産大臣賞受賞）

認定こども園　武
む
庫
こ
愛
あい
の園
その
幼稚園（兵庫県）

事 

例
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	第1節	 健全な食生活の実践を促す食育の推進
1 「食育ガイド」等の活用促進
「食育ガイド」は、「「食べる

こと」は「生きること」」とし、
乳幼児から高齢者に至るまで、
ライフステージのつながりを大
切にし、生涯にわたりそれぞれ
の世代に応じた食育の実践を促
すため、平成24（2012）年3
月に作成・公表（平成31（2019）
年3月に改訂）されたもので
す。食べ物の生産から食卓まで
の「食べ物の循環」やライフス
テージを踏まえた「生涯にわた
る食の営み」等を図示し、各ステージに応じた具体的な取組を提示しています。

農林水産省では、国民一人一人が自らの食生活の振り返りを行い、実践に向けた取組の最初
の一歩を踏み出すことができるよう、「食育ガイド」をウェブサイトに掲載し、普及啓発を
図っています。

国民一人一人の健康の増進や生活の質（QOL）の向上、食料の安定供給の確保を図るため
の指針である「食生活指針」について、平成28（2016）年6月に一部改定を行いました。こ
れは、平成12（2000）年3月の、当時の文部省、厚生省及び農林水産省による決定から16
年が経過し、この間に、「食育基本法」の制定、「健康日本２１（第二次）」の開始、「和食；日
本人の伝統的な食文化」のユネスコ無形文化遺産登録などの食生活に関する幅広い分野での施
策に進展があったためです。こ
の一部改定に合わせ、国民一人
一人が、バランスのとれた食事
を中心に、食料生産・流通から
食卓、健康までを視野に入れた
食生活を実践していけるよう、

「食生活指針」の項目ごとに具
体的に取り組むべき内容を「解
説要領」としてまとめました。

平成17（2005）年6月に、厚生労働省と農林水産省により「食生活指針」を具体的な行動
に結び付けるために策定された「食事バランスガイド」は、食事の望ましい組合せやおおよそ
の量をイラストで分かりやすく示したものです。一人一人が食生活を見直すきっかけになるも
のとして、より多くの人に活用されることが重要であり、地方公共団体におけるヘルシーメ
ニューの普及啓発など、地域の特性に応じた食環境の整備においても活用されています。

農林水産省では、地方農政局等における食育に関するイベント等で、「食事バランスガイド」

「食事バランスガイド」

地域における食育の推進
第2部

第3章

「食育ガイド」
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の活用のための講座や、地域の特性を盛り込んだ「地域版食事バランスガイド」の紹介等を
行っています。

厚生労働省では、健康な食事を学ぶきっかけづくりとなるように、令和3（2021）年度は、
小学生とその保護者に向けて、主食・主菜・副菜のそろったバランスのよい食事をとることの
重要性について学べるよう、学習動画や補助シート等の普及啓発の教材を作成し、ウェブサイ
トで紹介しました。

親子で取り組む食事の自由研究ウェブサイト

食育ガイド（農林水産省）
URL：�https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/guide/guid

e_201903.html

食事バランスガイド（農林水産省）
URL：�https://www.maff.go.jp/j/balance_guide/index.

html

食生活指針（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/shishinn.html

2 栄養バランスに優れた「日本型食生活」の実践の推進
「日本型食生活」とは、ごはん（主食）を中心に、魚、肉、牛乳・乳製品、野菜、海藻、豆

類、果物、お茶など多様な副食（主菜・副菜）等を組み合わせ、栄養バランスに優れた食生活
をいいます。日本の気候風土に適した多様性のある食生活として、生活する地域や日本各地で
生産される豊かな食材を用いており、旬の食材を利用して季節感を取り入れることや、地域の
気候風土にあった郷土料理を活用すること、ごはんを中心に洋風や中華風など多彩な主菜を組
み合わせることにより、幅広く食事を楽しむ要素を有しています。また、栄養バランスに優れ
ているといったメリットがあります。

近年、ライフスタイルが多様化しており、家庭での調理のみを前提とせずに、ごはんと組み
合わせる主菜、副菜等に、惣菜、冷凍食品、レトルト食品、合わせ調味料等を活用すること
で、「日本型食生活」を実践することが可能となりました。

	

第
3
章	

地
域
に
お
け
る
食
育
の
推
進

第1節 ● 健全な食生活の実践を促す食育の推進



70

農林水産省では、こうした「日本型食生活」の実践等を促進するため、地域の実情に応じた
食育活動に対する支援を行っています。また、「日本型食生活」の中心となるごはんについて
は、企業等が実施する米の消費拡大につながる情報を各種SNSで発信する「やっぱりごはん
でしょ！」運動を継続するとともに、米の消費拡大の機運を盛り上げるため、農林水産省の職
員がYouTuberとなる省公式YouTubeチャンネル「BUZZ MAFF」で、ごはんを炊く楽し
さをテーマとした動画を投稿する取組を実施しました。さらに、令和3（2021）年度からは、
米の機能性など「米と健康」に着目した調査等を支援する取組を実施しており、令和3

（2021）年12月には「「医食同源・玄米で健康」シンポジウム」を開催しました。

「やっぱりごはんでしょ！」運動

米の消費拡大情報サイト「やっぱりごはんでしょ！」（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/syouan/keikaku/soukatu/gohan.html
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	第2節	 地域や職場における食育の推進
1 健康寿命の延伸につながる食育の推進

厚生労働省では、平成25（2013）年度から開始した国民健康づくり運動である「健康日本
２１（第二次）」において、健康寿命の延伸と健康格差の縮小の実現を目指し、主要な生活習
慣病の発症予防と重症化予防の徹底に関する項目や、栄養・食生活、身体活動・運動等に関す
る53項目の目標を設定しています。例えば、適正体重を維持している人を増加させるため、
肥満及び20歳代女性のやせの人の割合を減らすという目標を設定しています。また、成人だ
けでなく子供においても偏った栄養摂取や不規則な食事などの食生活の乱れによる肥満や痩身
の傾向が見られることから、肥満傾向にある子供の割合の減少についての目標も設定していま
す。さらに、野菜と果物の摂取量の増加については、野菜摂取量の平均値を350g以上にする
ことや、果物摂取量100g未満の人の割合を30％以下にすることを目指しています。こうした
目標も勘案し、都道府県や市区町村においては、健康増進計画を策定し、計画に基づき様々な
健康づくりに関する取組を実施しており、管理栄養士等による栄養指導や運動指導が行われて
います。

また、目標の達成に向けて、主要な項目については継続的に数値の推移等の調査や分析を行
い、都道府県における健康状態や生活習慣の状況の差の把握に努める必要があることから、平
成26（2014）年度から「健康日本２１（第二次）分析評価事業」を行っており、「健康日本
２１（第二次）」の目標項目について、現状値を更新するとともに「健康日本２１（第二次）」
の目標設定などに用いられている「国民健康・栄養調査」における主要なデータの経年変化と
諸外国との比較に関する分析を行っています。分析等の結果については、厚生労働省及び本事
業の委託先である国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所国立健康・栄養研究所のウェ
ブサイトに掲載しています。
「健康日本２１（第二次）」の運動を更に普及、発展させるため、健康寿命の延伸に向けて、

企業・団体・地方公共団体と協力・連携した取組として「スマート・ライフ・プロジェクト」
を推進しています。毎年9月に展開している食生活改善普及運動では「食事をおいしく、バラ
ンスよく」を基本テーマに、主食・主菜・副菜を揃えた食事、野菜摂取量の増加、食塩摂取量
の減少及び牛乳・乳製品の摂取習慣の定着に向けた取組を実施
しています。令和3（2021）年度は、今般の新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大に伴い、家庭で食事をとる機会が増加し
たことから、家庭での食生活改善の重要性を普及啓発すること
に焦点を当てた普及啓発ツールを、「スマート・ライフ・プロ
ジェクト」のウェブサイトに掲載しました。普及啓発ツールを
用いて地方公共団体等に食生活の改善に関する取組を行っても
らい、その事例を紹介するなどの情報発信を行いました。

食生活改善普及運動　普及啓発ツール

「スマート・ライフ・プロジェクト」
ロゴマーク
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国民医療費（医科診療医療費）の約3割、死亡者数の約5割が生活習慣病によるものとなっ
ています（厚生労働省「令和元（2019）年度国民医療費」、「令和2年（2020）人口動態統
計」）。このため、平成20（2008）年度から、メタボリックシンドロームに着目した特定健康
診査・特定保健指導制度が実施されています。この制度は、生活習慣の改善に主眼を置いたも
のであり、特定健康診査の結果を受けて、生活習慣病の発症及び重症化リスクが高く改善が必
要な人に対して、特定保健指導等を実施し生活習慣の改善を図ることで生活習慣病の発症及び
重症化予防に努め、国民医療費の適正化に対応するものです。

近年、活力ある「人生100年時代」の実現に向けて、健康寿命の更なる延伸が課題となっ
ている中、健康無関心層も含めて自然に健康になれる食環境づくりの推進が急務となっていま
す。厚生労働省では、自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた産学官等連
携の在り方について検討するため、「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向
けた検討会」を開催し、報告書を取りまとめました（コラム「健康的で持続可能な食環境づく
りの推進」参照）。

健康日本２１（第二次）分析評価事業
（国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所

国立健康・栄養研究所）
URL：�https://www.nibiohn.go.jp/eiken/kenkounippo

n21/index.html

食生活改善普及運動（厚生労働省）
URL：�https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu

nya/0000089299_00003.html

農林水産省では、令和3（2021）年は果実と野菜の摂取による栄養と健康上の利点等に対
する世界的な認識を高めることを目的に、国連が定めた「国際果実野菜年」であることを踏ま
え、①専用ウェブサイトの開設、②「国際果実野菜年2021」の取組を共にPRするオフィシャ
ルサポーターの募集、③おすすめレシピ・食べ方の募集・専用ウェブサイト等への掲載、④
ウェブシンポジウムの実施等、果実と野菜の重要性に関する普及啓発及び消費拡大に資する取
組を行いました。

「国際果実野菜年2021」
ウェブシンポジウムの様子

「国際果実野菜年2021」
日本語ロゴマーク

「国際果実野菜年2021」
おすすめレシピ・食べ方の専用ウェブサイト
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「国際果実野菜年2021」（農林水産省）
URL：�https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/engei/iy

fv.html

「国際果実野菜年2021」おすすめレシピ・食べ方�
（農林水産省）

URL：�https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/engei/IY
FV2021/IYFV2021_menu/recipe.html

また、果実は各種ビタミン、ミネラル及び食物繊維の摂取源として重要な食品であることか
ら、「果樹農業の振興を図るための基本方針1」（令和2（2020）年4月30日農林水産省決定）
に基づき、果実は嗜好品ではなく、適量を毎日の食生活に取り入れるべき必需品であるという
ことについて、科学的見地からの理解が広まるよう多角的な取組を行っています。具体的に
は、生産者団体と協力し「毎日くだもの200グラム運動」による家庭や学校給食等における
果実の摂取を促進するほか、健康の維持・増進に役立つ機能性関与成分も含まれているといっ
た健康への有益性の周知、社会人（企業）を対象とした普及啓発（「デスクdeみかん」等）に
取り組んでおり、果実の摂取が生涯にわたる食習慣となるよう、その定着を推進しています。

さらに、国民の関心を高めるため、昨年度に引き続き、「野菜を食べようプロジェクト」を
実施し、ポスターやロゴマークを作成するとともに、これらを使って消費者に対してはSNS

（Facebook）等を通じたお手頃価格の野菜やメニューの紹介、小売、食品企業等の事業者団
体に対しては野菜を豊富に使用したメニューの提案、商品の製造、販売等を依頼するなど、野
菜の消費拡大に取り組みました。

「野菜を食べようプロジェクト」
ポスター

「1日350g」と目安を表した
「野菜を食べようプロジェクト」

ロゴマーク

「毎日くだもの200グラム運動」
において実施した食育教室の様子

「毎日くだもの200グラム運動」
ロゴマーク

「野菜を食べようプロジェクト」（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/yasai/2ibent.html

1　果樹農業の振興に関する基本的な事項等に関する基本方針であり、食育等の消費拡大に向けた対策の
推進が挙げられている。
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日本人の野菜、果実の消費量は減少傾向にあります（図表2-3-1）。

図表2-3-1 野菜、果実の消費量
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昭和35
（1960）

45
（1970）

40
（1965）

7
（1995）

60
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（1990）
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（1980）

50
（1975）

12
（2000）

17
（2005）

27
（2015）

令和２
（2020）

（年度）

88.5

果実

34.1

（kg）

22
（2010）

野菜

資料：農林水産省「食料需給表」
注：�1）�消費量は1人1年当たり供給純食料（消費者等に到達した食料）であり、実際に摂取された食料の数量ではない。純食料と

は、野菜の芯などを除いた量
　　2）令和2（2020）年度は概算値

第4次基本計画では、健康寿命の延伸を目指す「健康日本２１（第二次）」の趣旨を踏まえ、
令和7（2025）年度までに、1日当たりの野菜摂取量の平均値を350g以上、果物摂取量1 
100g未満の者の割合を30％以下とすることを新たに目標として設定しました。「令和元年国
民健康・栄養調査」によると、1人1日当たりの野菜類摂取量の平均値は280.5g、果実類摂
取量の平均値は100.2gとなっています（図表2-3-2、2-3-3）。また、果物摂取量100g未満
の者の割合は61.6％です。

野菜の摂取量を年齢階級別にみると、特に20～40歳代で少ないことが摂取量の平均値を下
げている原因と考えられます。また、同調査によると外食を週に1回以上利用している者の割
合は、20～30歳代では5割を超えており、その世代の野菜類摂取量が少ないことの理由の一
つと考えられます2。

足立区では、野菜を食べやすい環境を整えるため、飲食店や青果店等区内875店舗の「ベ
ジタベライフ協力店」において、野菜たっぷりメニュー（野菜120g以上を目指すメニュー）
やベジ・ファーストメニュー（食前ミニサラダ等）を提供しており、若い世代にも積極的に野
菜を摂取してもらえる取組を行っています。こうした食環境整備によって、区内の30歳代の
野菜摂取量は令和元（2019）年度から増加傾向にあります。厚生労働省では、本取組を「健
康寿命をのばそう！アワード」において表彰し、こうした取組を全国に横展開することで、野
菜摂取量の増加に向けた取組を推進しています。

また、農林水産省においても、社員食堂や家庭で利用しやすい、野菜を多く使ったメニュー

1　果実類のうちジャムを除く摂取量
2　「平成27年国民健康・栄養調査」において、外食を毎日1回以上利用している者はそれ以外の者に比
べ、野菜類の摂取量が少ないという結果が得られている。
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を提案・情報提供するなど、野菜の消費拡大対策を実施しています。
果実の摂取量を年齢階級別にみると、特に20～50歳代で少ないことが摂取量の平均値を下

げている原因と考えられます。近年、国産果実の高品質化、生産量の減少等により価格が高値
傾向にあることや、皮むきや切る手間が敬遠されること等が主な理由として考えられます。果
実は、どの年代も生鮮果実の摂取が中心であり、高年齢層ほどその特徴が顕著です。一方、若
い年齢層では、摂取しやすいカットフルーツ等の果実加工品も好まれています。20～50歳代
の果実摂取量の増加に向けた取組として、農林水産省では、こうした世代による利用頻度の多
い外食やコンビニエンスストアで扱いやすい果実加工品の安定供給に向け、省力型栽培技術体
系の導入等による加工用の原料果実の安定供給や果実加工品の試作等の取組を推進していま
す。

図表2-3-2 野菜類摂取量の平均値（性・年齢階級別、20歳以上）
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288.3 

273.6 

資料：厚生労働省「令和元年国民健康・栄養調査」
注：野菜類とは、緑黄色野菜、その他の野菜、野菜ジュース、漬け物

図表2-3-3 果実類摂取量の平均値（性・年齢階級別、20歳以上）
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資料：厚生労働省「令和元年国民健康・栄養調査」
注：果実類とは、生果、ジャム、果汁・果汁飲料
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健康的で持続可能な食環境づくりの推進コラム
厚生労働省では、活力ある「人生100年時代」の実現に向けて、自然に健康になれる持続可

能な食環境づくりの推進に向けた産学官等連携の在り方を検討するため、「自然に健康になれ
る持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」を開催し、令和3（2021）年6月に報告
書を取りまとめました。

この検討会では、食環境づくりを「人々がより健康的な食生活を送れるよう、人々の食品へ
のアクセスと情報へのアクセスの両方を相互に関連させて整備していく」ことと定義しました。
そしてその上で、今後の食環境づくりの方向性として、全世代や生涯の長きにわたって関係し
得る日本の重要な栄養課題として「食塩の過剰摂取」に優先的に取り組みつつ、「若年女性の
やせ」や「経済格差に伴う栄養格差」にも取り組むことを示しました。あわせて、栄養・食生
活と環境の相互作用性を踏まえ、事業者が行う地球環境、自然環境等に配慮した取組にも焦点
を当てることとしています。具体的には、健康関心度等の程度にかかわらず、誰もが自然に健
康になれるよう、事業者による栄養面・環境面に配慮した食品（商品）の開発、販促、広報活
動等を、産学官等が連携して推進していく予定です。

検討会の報告書を踏まえ、厚生労働省では、関係省庁の協力を得て、産学官等連携による食
環境づくりの推進体制として、「健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチ
ブ（健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ）」を設立しました。このイニシアチブでは、
広く事業者の参画を募りながら、事業者の自主的な取組を促していくこととしています。参画
事業者は具体的な行動目標等を設定し、毎年の進捗と併せてこのイニシアチブで公表すること
で、事業者の環境・社会・企業統治（ESG）評価の向上、事業機会の拡大等が期待されます。
さらに、学術機関とも連携し、食環境づくりの推進に資するデータの整備等も行っていく予定
です。このように、産学官等連携による取組により、食環境づくりが効果的に進み、国民の健
康寿命の延伸を通じて、活力ある持続可能な社会の構築につながることを目指しています。な
お、こうした食環境づくりの推進については、日本政府が令和3（2021）年12月に主催した

「東京栄養サミット2021」の成果文書（東京栄養宣言（グローバルな成長のための栄養に関す
る東京コンパクト））において、日本政府コミットメントとして記載されています。

• 厚⽣労働省での有識者検討会※１や、東京栄養サミット2021の日本政府コミットメントを踏まえて設置する「健康的
で持続可能な⾷環境戦略イニシアチブ※２」では、⾷塩の過剰摂取、若年⼥性のやせ、経済格差に伴う栄養格差等
の栄養課題や環境課題を重大な社会課題として捉え、産学官等※３の連携・協働により、誰もが自然に健康になれ
る⾷環境づくりを展開します。日本はもとより、世界の人々の健康寿命の延伸、活⼒ある持続可能な社会の実現を
目指します。
※１ 自然に健康になれる持続可能な⾷環境づくりの推進に向けた検討会（2021年２⽉〜６⽉計４回開催、座⻑︓武⾒ゆかり ⼥⼦栄養大学大学院研究科⻑）
※２ 正式名称︓「健康的で持続可能な⾷環境づくりのための戦略的イニシアチブ」
※３ 「産」は、⾷品製造事業者、⾷品流通事業者、メディア等、多様な業種を含む。

• 参画事業者はSMART※４形式の⾏動目標と評価指標を自ら設定しつつ、より効果的な方策を、イニシアチブ参画
事業者同士で検討し、協働することにより、誰もが自然に健康になれる⾷環境づくりを目指します。
※４ Specific（具体的）、Measurable（測定可能）、Achievable（達成可能）、Relevant（関連のある）、Time-bound（期限のある）

実施内容

• イニシアチブとしてのゴール策定
⁃ 東京栄養サミット2021での⾷環境づくりに関する日本政府コミットメントを踏まえた、産学官等で協働

すべき効果的な取組の特定、⾏動ロードマップの策定 等
• 食環境づくりに資する研究・データ整備等の推進

⁃ 日本及びアジアの⾷⽣活や栄養課題に適合した栄養プロファイリングシステムの検討
⁃ 消費者への効果的な訴求方法、販売方法等に関する実証 等

• 各参画事業者のSMART形式の⾏動目標に関するPDCAプロセス支援
⁃ 産学官等の間における情報交換等の場・機会の設定

⁃ 同業種・異業種間の情報交換・意⾒交換（連携機会の創出）
⁃ 国（厚⽣労働省等）、研究所等との情報交換・意⾒交換（事業リスク回避の上で参考となる

栄養面・環境面の国際動向等の共有を含む。） 等
⁃ ⾦融機関関係者等との情報交換等の場・機会の設定

⁃ 機関投資家等アドバイザーとの情報交換・意⾒交換 等
• 国内外に向けた情報発信

健康的で持続可能な食環境の実現に向けた社会実装エコシステムの構築と展開

「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」の概要
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2 貧困等の状況にある子供に対する食育の推進
子供の貧困率1は、「令和元（2019）年国民生活

基礎調査」において、平成30（2018）年は13.5％
となっています。また、平成29（2017）年「生活
と支え合いに関する調査（特別集計）」によると、
子供がある全世帯の16.9％に食料が買えない経験
がありました。こうした中、地域住民等による自主
的な取組として、無料又は安価で栄養のある食事や
温かな団らんを提供する子供食堂等が増えており2、
家庭における共食等が難しい子供たちに対し、共食
等の機会を提供する取組が広まっています。

政府では、内閣府を中心として、貧困の状況にあ
る子供たちに対する食育の推進や貧困の連鎖の解消
につながる子供食堂等の活動への支援を含む官公民
の連携・協働プロジェクトとして、「子供の未来応
援国民運動」を推進しています。この国民運動で
は、民間資金による「子供の未来応援基金」を通じて、子供食堂や子供宅食等を運営する
NPO等を支援するほか、広く国民を対象に、支援の輪を広げることを目的としたフォーラム
を開催しています。また、全国の子供食堂が加盟する団体との連携等を通じて、子供食堂等を
運営する団体と団体の活動への支援を希望する企業等とのマッチングを推進しています。「子
供の未来応援基金」については、令和2（2020）年7月には、新型コロナウイルス感染症に
係る情勢を踏まえ、感染防止対策の観点から、子供食堂での会食に代えて弁当や食材の配布等
を追加的に行うNPO等を対象に緊急支援を実施し、また、令和3（2021）年度においても、
子供食堂、弁当や食材の配布等を行うNPO等を支援しました。さらに、内閣府では、地方公
共団体が実施する子供の貧困対策の取組を支援する「地域子供の未来応援交付金」を拡充し、
子供食堂など子供の居場所を整備する地方公共団体へ緊急支援を行いました。

厚生労働省では、ひとり親家庭の子供に対し、基本的な生活習慣の習得支援や学習支援と併
せて、食事の提供を行うことが可能な居場所づくりを行っています。また、子供食堂に対し
て、活用可能な政府の施策や、食品安全管理など運営上留意すべき事項を周知するとともに、
行政・地域住民・福祉関係者・教育関係者等に対して、子供食堂の活動への協力を呼び掛ける
通知を、平成30（2018）年6月に発出しました。令和3（2021）年度は、新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大に伴い、子供食堂の活動に関する感染拡大の防止に向けた対応や、居場
所づくりに関する補助等の周知に加え、生活困窮世帯等に対する栄養・食生活支援の推進につ
いて通知を発出しました。また、困窮するひとり親家庭を始めとした要支援世帯の子供等を対
象とした子供食堂、子供宅食、フードパントリー等を実施する事業者を対象に広域的に運営支
援、物資支援等を行う民間団体を公募し、その取組に要する経費を助成する「ひとり親家庭等

1　17歳以下の子供全体に占める、貧困線に満たない17歳以下の子供の割合。貧困線とは、等価可処分所
得（世帯の可処分所得（総所得（収入）から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯員
数の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分の額

2　認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ及び全国の子供食堂の地域ネットワークの調査
によると、令和3（2021）年12月現在、子供食堂は全国で少なくとも6,014か所

子供食堂における衛生管理のポイントに
おけるチェックリスト（厚生労働省）
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の子どもの食事等支援事業」を実施しました。
農林水産省では、子供食堂と連携した地域における食育が推進されるよう、ウェブサイトに

おいて関連情報を紹介しているほか、地域における共食のニーズを把握するアンケート、ヒア
リング等の調査や、食材の提供に向けた生産者とのマッチングの実施を支援しています。ま
た、令和2（2020）年度から子供食堂や子供宅食等において、食育の一環として使用できる
よう、政府備蓄米を無償で交付しています。この、子供食堂等の食育の取組を支援するため、
農林水産省のウェブサイトでごはん食や食育に関する啓発資料（チラシ、パンフレット等）を
掲載しています。新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、令和3（2021）年
7月からは、交付した数量を適切に使用した場合に追加の申請を可能としたほか、令和4

（2022）年1月からは、子供食堂の申請1回当たりの交付数量を増やしました。さらに、令和
2（2020）年度から令和3（2021）年度にかけて、新型コロナウイルス感染症に伴う需要減
の影響を受けた国産農林水産物等を食育活動を行う子供食堂等へ提供する際の食材調達費や輸
送費等を支援する事業を実施しました。

3 若い世代に関わる食育の推進
若い世代は、食に関する知識、意識、実践等の面で他の世代より課題が多く、こうした若い

世代が食育に関する知識を深め、意識を高め、心身の健康を増進する健全な食生活を実践する
ことができるように食育を推進することが必要です。

農林水産省では、令和元（2019）年度に、若い世代に対する食育を推進していくため、
ウェブ調査やグループディスカッション等を行い、明らかになった結果を踏まえて作成した啓
発資材をウェブサイトに掲載しています。

「考える やってみる みんなで広げる
ちょうどよいバランスの食生活」パンフレット

考える やってみる みんなで広げる ちょうどよいバランスの食生活（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/wakaisedai/balance.html
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○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

香川短期大学食育ゼミは、平成23（2011）
年度から、学生が入れ替わる中でも11年間継
続し、地域の児童への食育として、様々な体験
活動を企画・実施してきました。毎年11月に
は、「生活文化にふれよう！」と題し、小学生
が参加する調理実習を行っているほか、保育所
や幼稚園、子供食堂においても、年間を通して
食育活動を実施しています。

令和3（2021）年度は、「生活文化にふれよ
う！～カンタン・ヘルシー♪“地産地消”ワン
プレートランチ～」と題し、香川県の農林水産
物や主食・主菜・副菜のそろった栄養バランス
のよい食事をとることの大切さを学んでもらえ
るよう、「地産地消」と「食と健康」をテーマ
に取り上げました。香川県産の食材を使った調
理実習を行うだけでなく、一般社団法人香川県
水産振興協会の職員から、瀬戸内海の水産物や
県内の養殖業の歴史についての話を聞いたり、
主食・主菜・副菜それぞれの栄養面の特徴をク
イズを交えて楽しく学んだりしました。

こうした食育活動では、子供たちの自主性を大切にしており、例えば調理実習では、学生は
サポート役となり、子供たちが主体となって調理することで、子供たちの意欲や自主性を引き
出すようにしています。

このような取組が先輩から後輩へと受け継がれており、今後も継続して「子供主体の食育教
室」を通して、地域の子供たちに食の大切さを伝えていこうと考えています。

子供たちの自主性を引き出す！大学で11年間受け継がれる食育教
室の取組（第5回食育活動表彰　消費・安全局長賞受賞）

香
か
川
がわ
短期大学　食育ゼミ（香川県）

事 

例

調理実習の様子

子供食堂での食育指導の様子

4 職場における従業員等の健康に配慮した食育の推進
従業員等が健康であることは、従業員の活力向上や生産性の向上等の組織の活性化をもたら

し、結果的に企業の業績向上につながると期待されています。
厚生労働省では、「健康日本２１（第二次）」の運動を更に普及、発展させるため、健康寿命

の延伸に向けて、企業・民間団体・地方公共団体と協力・連携した取組として「スマート・ラ
イフ・プロジェクト」を推進しています。運動、食生活、禁煙、健診・検診の受診について、
具体的なアクションの呼び掛けを行い、国民が自ら行動を変容することで生活習慣病の予防に
結び付けることを目的としています。適切な食生活を促すため、「健康な食事」のための食環
境整備の考え方を活用した取組も行っています。職場における従業員等の健康に配慮するた
め、社員食堂のメニューの見直しを行い、従業員に対して企業内で健康情報を掲示するなどの
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好事例について、その取組内容を整理し、「スマートミール探訪」としてウェブサイトで公表
し、情報提供を行っています。

平成17（2005）年に「食育基本法」が制定されてから15年以上が経ち、家庭、学校や地
域等で様々な食育の取組が広がってきている一方で、企業の食育推進は、取組が広がり始めた
ところで、基本的な情報が不足している状況にあります。このため、農林水産省では令和元

（2019）年度、従業員等の健康管理に配慮した企業のうち、先進的かつ積極的に食育を推進す
る取組に焦点を当てた基礎情報を収集し、事例集を作成・公表しました。

スマートミール探訪（スマート・ライフ・プロジェクト）
URL：https://www.smartlife.mhlw.go.jp/minna/kenkou_shokuji/

5 高齢者に関わる食育の推進
高齢者については、健康寿命の延伸に向け、個々の高齢者の特性に応じて生活の質（QOL）

の向上が図られるように食育を推進する必要があります。
65歳以上の低栄養傾向の者（BMI≦20kg/m2）の割合は、男性で12.4％、女性で20.7％

です。特に、女性の85歳以上では、27.9％が低栄養傾向となっています（図表2-3-4）。

図表2-3-4 低栄養傾向の者（BMI≦20kg/㎡）の割合（65歳以上、性・年齢階級別）

女性男性

12.4
9.7

12.7 12.7
15.3 17.2

20.7 19.0 19.0
23.1

19.9

27.9

0

10

20

30

40

50

総数
（895人）

65～69歳
（277人）

70～74歳
（245人）

75～79歳
（204人）

80～84歳
（111人）

85歳以上
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資料：厚生労働省「令和元年国民健康・栄養調査」

急速な高齢化の進展により、地域の在宅高齢者等が健康・栄養状態を適切に保つための食環
境整備、とりわけ、良質な配食事業を求める声が、今後ますます高まるものと予想されます。
そのため、厚生労働省では、「地域高齢者等の健康支援を推進する配食事業の栄養管理に関す
るガイドライン1」を策定するとともに、配食事業者と配食利用者のそれぞれに向けた普及啓発

1　平成29（2017）年3月厚生労働省健康局策定
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用パンフレットを作成し、好事例の取りまとめ
もしています。また、フレイル1予防も視野に
入れて策定された「日本人の食事摂取基準

（2020年版）」を活用し、高齢者やその家族、
行政関係者等が、フレイル予防に役立てること
ができる普及啓発ツールを作成しました。この
普及啓発ツールは、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大を踏まえ、高齢者やその支援者向け
に居宅で健康を維持するための情報等を発信す
るために令和2（2020）年9月に開設した
ウェブサイト「地域がいきいき　集まろう！通
いの場」でも紹介しています。

また、農林水産省では、栄養面や噛むこと、
飲み込むことなどの食機能に配慮した新しい介
護食品を「スマイルケア食」として整理し、消
費者それぞれの状態に応じた商品選択に寄与す
る表示として、「青」マーク（噛むこと・飲み
込むことに問題はないものの、健康維持上栄養
補給を必要とする方向けの食品）、「黄」マーク

（噛むことに問題がある方向けの食品）、「赤」マーク（飲み込むことに問題がある方向けの食
品）とする識別マークの運用を平成28（2016）年に開始しました。平成29（2017）年度に
は、スマイルケア食の普及をより一層推進するための教育ツールとして、制度を分かりやすく
解説したパンフレットや動画を作成しました。令和3（2021）年度には、引き続きツールを
活用し、スマイルケア食の普及を図りました。さらに、地場産農林水産物等を活用した介護食
品（スマイルケア食）の開発に必要な試作等の取組を支援しました。

スマイルケア食（新しい介護食品）（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/shokusan/seizo/kaigo.html

1　加齢とともに、心身の活力（例えば筋力や認知機能等）が低下し、生活機能障害、要介護状態、そし
て死亡などの危険性が高くなった状態

地域高齢者のフレイル予防の推進に向けた啓発用動画

「地域がいきいき　集まろう！通いの場」ウェブサイト
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○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

令和2（2020）年度における岡谷市の高齢化率は34.6％（うち後期高齢者の割合は
19.9％）と増加傾向にあり、長野県や全国と比較しても高い状況にあります。

岡谷市では、令和3（2021）年度から「高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施」
事業を開始するために、令和2（2020）年度に、関係部局が連携し、生活習慣病等の疾病予
防・重症化予防に関する取組やフレイル対策を含む介護予防に関する取組を一体的に実施する
ための検討を行いました。

例えば、新型コロナウイルス感染症が拡大している中、無理のない範囲で実施できる高齢者
への支援を行うため、「長野県栄養士会諏

す
岡
おか

支部」や「長野県歯科衛生士会諏
す

訪
わ

支部」と連携
し、「出張！食と健口（けんこう）のミニ講座」や公民館事業を利用した「いちい学級」、住民
主体の地域活動である「生きがいデイサービス事業」等の既存の高齢者の通いの場を活用した
フレイル予防に関する取組を計画しました。

この計画に基づき、令和3（2021）年度に、高齢者の通いの場に管理栄養士や、歯科衛生士
等の医療専門職が出向き、「フレイル予防講座」を実施しました。参加者からは「フレイルとい
う言葉を知らなかった。日々の生活の中で気を付けていきたい。」等の感想がありました。取組
を通じて、参加した高齢者や事業に関わる関係者が共に学び、健康課題を共有することで、参加
者自身が健康状態に気付くきっかけとなるとともに、必要な支援につなげることができました。

そのほか、市内の大型商業施設の広場を活用し、「長野県栄養士会諏岡支部」と連携して「食
を通じた健康づくりパネル展」を行うとともに、非接触で情報が得られやすいよう2次元バー
コードを活用した健康づくりの周知啓発を行いました。

今後は、岡谷市の公式YouTubeチャンネルやウェブサイトを活用して市民が簡単に作れる
料理動画を配信するなどにより、「フレイル予防」について周知を行っていく予定です。

講座に向けた打ち合わせ会の様子 健康づくりパネル展の様子

岡谷市の食育
URL：�https://www.city.okaya.lg.jp/kurashi_tetsuz

uki/iryo_kenko/shokuikujoho/index.html

しるくっきんぐ～フレイル予防～
（岡谷市の公式YouTubeチャンネル）

URL：�https://www.youtube.com/watch?v=w9xN
FX1W3A4

「高齢者の食生活支援体制づくり」
長野県岡

おか
谷
や
市
し

事 

例
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6 地域における共食の推進
近年、ひとり親世帯、貧困の状況にある世帯、高

齢者の一人暮らし等が増え、様々な家庭の状況や生
活の多様化により、家庭や個人の努力のみでは、家
族との共食や健全な食生活を実践していくことが困
難な状況も見受けられます。

学童・思春期の共食を推進することは、健康状
態、栄養素等摂取量等、食習慣の確立などにつなが
ると考えられることから、厚生労働省では「健康日
本２１（第二次）」において、共食の増加を目標項
目の一つとして設定し、取組を進めています。ま
た、楽しい食事の時間は食欲を増進させることか
ら、高齢者においては、「食べて元気にフレイル予
防」のパンフレットや、新型コロナウイルス感染症
の感染防止に配慮して通いの場等において会食を行
う場合の留意点を周知し、家族や友人、地域の人と
会話をしながら食べることを促しています。

農林水産省では、子供食堂や高齢者サロン等の
「共食の場」において、地域の農林漁業者や住民等と一緒に行う伝統食の調理体験や、地域で
採れる食材や伝統食に関する講座の開催等、「共食の場」における食育活動を支援しています。

「新型コロナウイルス感染症に気をつけて通いの場に参
加するための留意点」チラシ
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○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

九州国際大学村上ゼミ「子ども食堂チーム」
では、月1回開催される地域の子供食堂へ出向
き、調理や配膳・片付けなどの作業をサポート
しています。そして、子供たちとの触れ合いの
中で、生産者への感謝や食材の魅力、望ましい
調理法などについて考えています。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大下のた
めなかなか思いどおりには進められていません
が、通常は開催日の1週間前に、子供食堂の主
催者と学生、指導教員とで事前ミーティングを
行います。それまでに学生たちは食材を選定し
調理法を考えておきます。食材の検討・購入に
当たっては、地元の農産物直売所へ出向くのを
基本とし、売り場で生産者の話を聞いたり、商
品の脇に表示されている生産者情報を見たりし
て食材を選びます。時には、生産者に誘われて、
畑での生育ぶりを見せてもらうこともありま
す。

このようにして得た情報を基に、子供たちに
その日の食材を解説するためのフリップボード
を用意します。地元の特産品を使ったメニュー
の場合、それがどうして有名になったか、どのような栄養素が含まれているか、他にどのよう
な調理法があるかなどについて、子供たちが理解しやすいようイラストを多用してまとめます。

さらに、中には調理すると元の姿が分からなくなる食材（ほうれん草など）もあるため、調
理前の生の食材をテーブルに置き、子供たちが手に取って見られるようにしています。

この活動が、子供たちの食への興味・関心を高めることにつながることを願い、これからも
取り組んでいきたいと考えています。

子供食堂へのサポートを通じた地産地消と食育実践の取組
（第5回食育活動表彰　消費・安全局長賞受賞）

九州国際大学村上ゼミ「子ども食堂チーム」（福岡県）

事 

例

食材検討と試作・試食

子供たちへの食材説明用フリップ

	

第
3
章	

地
域
に
お
け
る
食
育
の
推
進



85

7 災害時に備えた食育の推進
大規模な自然災害等の発生に備え、地方公共団

体、民間団体などにおける食料の備蓄に加えて、各
家庭で食料を備蓄しておくことが重要です。

厚生労働省では、平成30（2018）年度から令和
2（2020）年度の地域保健総合推進事業の一環で

「大規模災害時の栄養・食生活支援活動ガイドライ
ン」を作成するとともに、災害時に想定される状況
を考慮し、地方公共団体に対する普及啓発を行って
きました。また、大規模災害時に、健康・栄養面や
要配慮者にも配慮した栄養・食生活支援を行うため
には、平時からこれらを考慮した食料の備蓄を行う
ことが重要であるため、そうした食料の備蓄の推進
を目的として、「大規模災害時に備えた栄養に配慮
した食料備蓄量の算出のための簡易シミュレーター」
を作成し、健康増進部局と防災部門等で連携するよ
う地方公共団体に依頼しました。

農林水産省では、ローリングストックといった日頃から家庭での食料の備蓄を実践しやすく
なる方法等をまとめた「災害時に備えた食品ストックガイド」と、乳幼児や高齢者、食物アレ
ルギーを有する人といった、災害時に特別な配慮が必要となる人がいる家庭での備蓄のポイン
トをまとめた「要配慮者のための災害時に備えた食品ストックガイド」を公表しています。こ
れらのガイドブックを学校教育現場や地方公共団体、自治会組織等で活用してもらうととも
に、民間企業が主催する防災関連の展示会等で講演を行い、家庭での食料の備蓄について普及
啓発を行っています。

「災害時に備えた食品ストックガイド」
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	第3節	 歯科保健活動における食育の推進
（1）国における取組

平成21（2009）年に、厚生労働省において開催された「歯科保健と食育の在り方に関する
検討会」で、「歯科保健と食育の在り方に関する検討会報告書「歯・口の健康と食育～噛ミン
グ30（カミングサンマル）を目指して～」」が取りまとめられました。この報告書において、
全ての国民がより健康な生活を目指すという観点から、一口30回以上噛むことを目標として、

「噛ミング30（カミングサンマル）」というキャッチフレーズを作成するとともに、食育推進
に向けた今後の取組として、各ライフステージにおける食育推進の在り方、関係機関や関係職
種における歯科保健と食育の推進方策、新たな視点を踏まえた歯科保健対策の推進等について
提言がなされました。

また、食を通して健康寿命を延伸するためには、乳幼児期から高齢期に至るまで、噛む・飲
み込むなどの機能を担う歯や口の健康が重要です。このため、厚生労働省では、平成23

（2011）年に公布・施行された「歯科口腔保健の推進に関する法律」（平成23年法律第95号）
に基づき、平成24（2012）年に「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」（平成24年厚生
労働省告示第438号。以下「基本的事項」という。）を制定し、乳幼児期から高齢期までの各
ライフステージの特性に応じた歯科口腔保健を推進しています。この「基本的事項」におい
て、食育と関連の深い口腔機能の維持・向上についての目標が設定されており、平成30

（2018）年度には、これらの目標についての中間評価が取りまとめられました。
さらに、平成元（1989）年から推進している「8020（ハチ・マル・ニイ・マル）運動」は、

全ての国民が健やかで豊かな生活を過ごすため、80歳になっても20歯以上保つことを目標と
しており、8020達成者の割合は、5年に一度実施している歯科疾患実態調査の結果によると、
昭和62（1987）年の7.0％から平成28（2016）年には51.2％へと上昇しています。また、

「健康日本２１（第二次）」では、歯・口腔の健康に関する目標として、80歳で20歯以上の自
分の歯を有する者の割合の増加に加え、60歳において24歯以上の自分の歯を有する者の割合
の増加が設定されており、この割合は平成17（2005）年の60.2％から平成28（2016）年に
は74.4％へと上昇しています。なお、令和3（2021）年に予定されていた歯科疾患実態調査
は新型コロナウイルス感染症の影響により中止となりました。

令和3（2021）年11月13日には、厚生労働省、宮崎県、宮崎市、公益社団法人日本歯科
医師会、一般社団法人宮崎県歯科医師会が協同して、宮崎県において「いきいき歯つらつ健口
長寿～神話のふるさと・スポーツランド宮崎へようこそ～」をテーマに「第42回全国歯科保
健大会」を開催しました。

これらの運動や取組を通じて、歯科口腔保健における食育を推進しています。

（2）都道府県等における取組
各都道府県等でも歯科口腔保健における食育の推進に関する取組が行われており、厚生労働

省では、「8020運動・口腔保健推進事業」を通じて都道府県等の取組への支援を行っていま
す。この中で、噛み応えのある料理を用いた噛むことの大切さの教育や、食生活を支える歯・
口腔の健康づくりについての歯科医師・栄養士などの多職種を対象とした講習会、バランスの
よい食事をとるための歯、舌、口唇等の口腔機能に関する相談に対応できる歯科医師の養成な
ど、食育に関わる事業も実施されています。
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（3）関係団体における取組
公益社団法人日本歯科医師会、日本歯科医学会、一般社団法人日本学校歯科医会及び公益社

団法人日本歯科衛生士会の4団体は、平成19（2007）年に、国民全てが豊かで健全な食生活
を営むことができるよう、食育を国民的運動として広く推進することを宣言した「食育推進宣
言」を出しました。この宣言において、歯科に関連する職種は多くの領域と連携して食育を広
く推進することとされています。

公益社団法人日本歯科医師会と公益社団法人日本栄養士会は、平成22（2010）年に、「健
康づくりのための食育推進共同宣言」を出しています。歯科医師、管理栄養士・栄養士は、こ
の宣言において、「食」の専門職として全ての人々が健康で心豊かな食生活を営むことができ
るようにその責務を果たすと同時に、互いに連携・協働して国民運動である食育を広く推進す
ることとしています。また、共通認識を深めるため、両会はこれまでに3回の共同シンポジウ
ムを開催しています。

公益社団法人日本歯科医師会、一般社団法人岩手県歯科医師会は、令和3（2021）年6月
26日、27日にオンラインで開催された「第16回食育推進全国大会inいわて」において、共
同で講演などを開催しました。公益社団法人日本歯科医師会は、平成19（2007）年6月に

「歯科関係者のための食育推進支援ガイド」を作成してから約10年が経過し、国民の生活環境
にも変化が生じてきたことから、同ガイドの見直しを行い、平成31（2019）年3月に「歯科
関係者のための食育支援ガイド2019」を作成しました。同ガイドは、同会ウェブサイトに掲
載しています。

日本歯科医学会は、食育に関する公開フォーラムや多職種によるワークショップ、研修会等
の実施や、歯科医療関係者向けのFAQ、「小児の口腔機能発達評価マニュアル」の作成を行っ
ています。

公益社団法人日本歯科衛生士会では、「ライフステージごとの食育」の普及啓発を目的とし
たポスターを作成し、幅広い年齢層の国民に対して更なる周知を図っています。また、「歯科
衛生士と多職種連携の食育推進活動事例集」をウェブサイトで公表しています。さらに、公益
社団法人日本歯科衛生士会では、学童期の食育を推進するため、「「決めるチカラ」を使ってよ
くかんで食べよう！」をテーマに自分の食べ方に関する問題点を発見して工夫して解決する過
程を大切にした小冊子を作成し、全国の歯科衛生士が学校歯科保健活動で活用しています。

	

第
3
章	

地
域
に
お
け
る
食
育
の
推
進

第3節 ● 歯科保健活動における食育の推進



88

「ライフステージごとの食育」ポスター
（小児期）

「ライフステージごとの食育」ポスター
（成人期）

「ライフステージごとの食育」ポスター
（高齢期）

「「決めるチカラ」を使ってよくかんで食べよう！」
小冊子（学童期）

歯科関係者のための食育支援ガイド2019
（公益社団法人日本歯科医師会）

URL：https://www.jda.or.jp/dentist/program/guide.html

歯科医療関係者向けのFAQ（日本歯科医学会）
URL：https://www.jads.jp/date/faq160821.pdf

歯科衛生士と多職種連携の食育推進活動事例集（公益社団法人日本歯科衛生士会）
URL：https://www.jdha.or.jp/pdf/outline/renkei_syokuiku.pdf
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	第4節	 食品関連事業者等による食育の推進
食育の推進に当たっては、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業者等の関係者間の連携

と、各分野における積極的な取組が不可欠です。食品関連事業者等は、消費者と接する機会が
多いことから、食育の推進に占める役割は大きく、様々な体験活動の機会の提供や健康に配慮
した商品・メニューの提供、食に関する情報や知識の提供が求められています。

食品製造業、小売業、外食産業を始めとした食品関連事業者等による食育活動は、CSR（企
業の社会的責任）活動の一環としてなど、様々な位置付けで取り組まれています。SDGsへの
関心が高まる中、SDGsの視点で食育に取り組む企業も増えてきています。

具体的な取組内容としては、工場・店舗の見学、製造・調理体験、農林漁業体験、料理教室
の開催といったもののほか、店舗での食育体験教室の開催、出前授業、提供するメニューの栄
養成分表示や、食生活に関する情報提供など、幅広いものとなっています。「新しい生活様式」
の実践が求められる中、オンラインでの取組も増えています。

食品産業の関係団体においても、団体の機関誌に和食文化の伝承の重要性や日本の郷土料理
を紹介した記事を掲載するなど、所属企業等に対して食育に関する情報提供を行っています。
また、公益社団法人日本給食サービス協会では、会員の事業者が給食を提供する社員食堂など
で健康に配慮した食事を提供するとともに、エネルギー等の栄養成分表示の適切な運用を行う
ための「給食施設における栄養情報提供ガイド（2020年）」を日本給食経営管理学会と共同
で作成し、健康に関する情報提供の取組を継続して行っています。
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○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

株式会社Mizkan Holdingsでは、「人と社会
と地球の健康」、「新しいおいしさで変えていく
社会」を、様々な分野の人々と共に実現してい
くための取組として、「おいしさ」、「健康」、「サ
ステナビリティ」の3つの視点で食の未来を考
える活動「ZENB initiative」を平成30（2018）
年11月から実施しています。

令和元（2019）年には他の企業と連携し、
「フードロスを減らすには？～10代と考える
10年後の食の未来～」をテーマとした中学生・
高校生向けのワークショップを実施しました。
ワークショップでは、野菜の皮や芯まで丸ごと
食べられる商品を紹介し、商品をヒットさせる
ための方法を皆で考えるなど、若い世代に対し、
食における環境負荷の低減という視点を提示し
ました。令和3（2021）年には大学等との協
働で同商品を使ったスイーツ作りを紹介する動
画を配信し、食品ロスに対する意識改善を図り
ました。

また、野菜の捨てられている部分には栄養があることについて、ビジュアルやオブジェとい
う分かりやすい形で提示する「野菜とデザイン」展をギャラリーで開催したり、食事管理アプ
リを運営する企業と共同して食生活改善プログラムを作成したりするなど、幅広い世代に向け
た取組も実施しています。

今後も、人と社会と地球の健康につながる食生活の実現を目指し、取組を続けていきます。

「Z
ゼ ン ブ
ENB i

イニシアティブ
nitiative」を通じた、食にまつわる環境意識や健康意識を高める活動

～植物を可能な限りまるごといただく～
（第5回食育活動表彰　農林水産大臣賞受賞）

株式会社M
ミ ツ カ ン
izkan H

ホールディングス
oldings（東京都）

事 

例

①高校生と10年後の食の未来を考えるワークショップ

中学生・高校生向けのワークショップ

「野菜とデザイン」展
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	第5節	 ボランティア活動による食育の推進
1 ボランティアの取組の活発化がなされるような環境の整備

国民の生活に密着した活動を行っている食育ボランティアは、地域での食育推進運動の中核
的役割を担うことが期待されています。食育ボランティアは、第4次基本計画を作成した令和
元（2019）年度の36.2万人から令和2（2020）年度は34.3万人と減少し、第4次基本計画
での目標値である37万人には達していません。

一般財団法人日本食生活協会では、健康づくりのための食育アドバイザーとして活動してい
る食生活改善推進員や、ボランティアの中核となり地域の食育を推進していく食育推進リー
ダーの育成など、地域に根ざした食育の活動を推進しています。特に、食生活改善推進員が地
域で質の高い活動ができるよう、食生活改善の実践方法や食育の普及活動についてのリーダー
研修の実施、地域住民に対する食育に関する講習会の開催など、食育の普及啓発活動への支援
を行っています。

2 食生活改善推進員の健康づくり活動の促進
地域における食育の推進に当たっては、地域の健康課題、食習慣、食文化等を理解し、地域

に密着した活動を幅広く推進していくことが重要です。一般財団法人日本食生活協会は、その
傘下の全国食生活改善推進員協議会と行政との連携を図りつつ、「私達の健康は私達の手で～
のばそう健康寿命　つなごう郷土の食～」をスローガンに、生活習慣病予防対策に重点を置
き、時代に即した健康づくりのための食育活動を進めています。全国に協議会組織が存在し、
ボランティア団体として住民のニーズにあった健康づくり事業を推進しています。食生活改善
推進員は、市町村が行う食生活改善推進員の養成事業の修了後、自らの意思により当該協議会
の会員となることで活動が始まります。地域における食育推進活動の最大の担い手となってお
り、令和3（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症対策をした上で活動を行いました。

主な活動には、次のようなものがあり、全国各地で行われました。

（1）子供への食育
「おやこの食育教室」は、年長から小学生の親子を対

象に、体験学習を通して「食育5つの力」である①食べ
物を選ぶ力、②料理ができる力、③食べ物の味がわかる
力、④食べ物のいのちを感じる力、⑤元気なからだがわ
かる力を理解することを目的としています。令和3

（2021）年度は「朝食と共食の大切さ」をテーマに、
「食物アレルギー」と「食品ロス」についても情報を発
信し、親子での調理体験から食事の大切さを学び、親子
のコミュニケーションの充実を図ることで、親子で共食の大切さを感じてもらうことにもつな
がりました。また、一般財団法人日本食生活協会が作成した「食育ランチョンマット」を用
い、主食・主菜・副菜をそろえることの大切さや正しい並べ方についても学びました。

（2）若い世代への食育
「全世代に広げよう健康寿命延伸プロジェクト」では健康寿命を延伸させるため、各世代の

おやこの食育教室
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ニーズに沿って地域に根ざした活動をしています。高校生・大学生を対象に、「朝食欠食の解
消」と「食事バランスの必要性」をテーマに講習会と家庭訪問を実施しました。この世代は環
境が変わり食生活も変化する人が多く、朝食欠食などの偏った食生活は将来、生活習慣病のリ
スクが高まることや、健康的な食事の選び方を習慣化することの重要性を伝えました。

高校への出前授業 訪問活動

（3）「働き世代」への食育
「全世代に広げよう健康寿命延伸プロジェクト」や「生涯骨太クッキング」を通して、「生活

習慣病予防」をテーマに、高血圧や糖尿病の予防に重点を置き、「減塩」や「野菜350g以上
摂取」、「適正体重の維持」の重要性を伝えました。また、成人男性の食生活の自立を促すこと
を目的に、「男性のための料理教室」を開催し、男性の地域社会への参加や仲間づくりのきっ
かけも提供しました。

「働き世代」への講習会 職場訪問

（4）高齢世代への食育
新型コロナウイルス感染症の感染拡大下において長期

化する外出自粛等により、高齢者の運動不足や閉じこも
りによる孤立を防ぐために、「家庭」、「職場」に次ぐ第
3の居場所として、小さなコミュニティ単位でのお茶会
等を行う「シニアカフェ」を開催しました。「シニアカ
フェ」では、フレイル予防等の食事のポイントを学ぶだ
けでなく、方言の入ったラジオ体操等で体を動かしまし
た。

また、地域ぐるみでよりよい食習慣づくりを行うことや単身の高齢者への食事支援や安否確
認の一つとして、家庭訪問（おとなりさん、お向かいさん活動）を実施しました。

シニアカフェ
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○○県○○○市立○○○保育園

事 

例

青森市食生活改善推進員会は、地域の課題で
ある健康寿命の延伸のためには、子供の頃から
健康的な食習慣づくりを進める必要があるとの
思いから、乳幼児から小学生までの子供たちと
その保護者を対象に、子供の年齢に合わせた
様々な食育活動を実施しています。
「こども食育レッスン1・2・3♪」（以下

「レッスン」という。）は、年長児とその保護者
を対象としており、市の保健師や栄養士から保
護者に向けて、三色食品群1の基礎知識につい
ての「プレ・レッスン」を行った上で実施しま
す。レッスンでは、三色食品群の各色に含まれ
る食品とその特徴について、会員がオリジナル
で作成したシナリオ「食べものの働きと仲間た
ち」やゲーム「三色仲間分けゲーム」を通じて
学んだ後、三色食品群の全ての色を取り入れた
簡単料理「三色バランスの簡単おにぎらず」を
作ります。レッスン後は保護者向けに、「アフ
ターフォロー・レッスン」やアンケートを実施
しています。令和2（2020）年度のアンケート結果では、「三色食品群について家庭で話す」
と回答した保護者の割合が、レッスン前と比較して約6倍に増えるなど、親子の食への関心を
高めることができました。

レッスンに参加した子供たちが小学生になっても、三色食品群を使った食育を続けていける
よう、小学校とも連携して取組を行っており、これからも、食習慣の形成に重要な時期となる
年長児から小学生とその保護者を対象とした食育を、実践していきたいと考えています。

1　食品を、栄養素の働きから、体をつくるもとになる「赤」、エネルギーのもとになる「黄」、体の調子を
整えるもとになる「緑」の3つのグループに分けたもの

親子の食育で健康寿命延伸へチャレンジ！こども食育レッスン
1
ワン
・2
ツー
・3
スリー
♪（第5回食育活動表彰　農林水産大臣賞受賞）

青
あお
森
もり
市
し
食生活改善推進員会（青森県）

事 

例

「こども食育レッスン1・2・3♪」の様子

「三色バランスの簡単おにぎらず」

（5）「毎月19日は食育の日」全国一斉キャンペーン活動
全国食生活改善推進員協議会では、国が毎月19日を

「食育の日」と設定したことに賛同し、平成18（2006）
年度から「毎月19日は食育の日。家族そろって食事を
楽しみましょう」をテーマに全国各地において訪問活動
等を実施しています。「食育の日」のチラシを配布し、
食育の大切さや食育の認知度を高めるための活動を行っ
ています。

「食育の日」キャンペーン
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	第6節	 専門的知識を有する人材の養成・活用
厚生労働省等は、国民一人一人が食に関する知識を持ち、自らこれを実践できるようにする

ため、大学や短期大学、専門学校等における、食育に関する専門的知識を備えた管理栄養士・
栄養士（以下「管理栄養士等」という。）や、専門調理師・調理師（以下「専門調理師等」と
いう。）等の養成、関係団体との連携等により、人材の育成や食育の推進に向けての活動に取
り組んでいます。

1 管理栄養士・栄養士の養成・活用
厚生労働省等では、食生活や健康づくりに関する専門的な知識を有し、食育を推進する上で

重要な役割を担う者として管理栄養士等の養成に取り組んでいます。管理栄養士等は、「栄養
士法」（昭和22年法律第245号）に基づく資格であり、栄養士は都道府県知事から、管理栄養
士は厚生労働大臣から免許が交付されています。

管理栄養士等は、学校、保育所、病院、社会福祉施設、介護保険施設、保健所、市町村保健
センター、大学、研究機関、民間企業等の様々な場において食生活に関する支援を行っていま
す。特に、都道府県や市町村においては、地域での食育の推進が着実に図られるよう、行政栄
養士の配置を推進しています。行政栄養士は、都道府県や市町村の食育推進計画の策定や食育
に関する事業の企画・立案・評価、食生活改善推進員などのボランティアの育成、国民運動と
しての食育の推進が図られるよう関係団体や関係者との調整等を行っています。

公益社団法人日本栄養士会では、会員である約5万人の管理栄養士等が、全国で、乳児期か
ら高齢期までの食育を推進していくための活動として、都道府県栄養士会と協力して、各地で
栄養相談・食生活相談事業等を行っています。

全ての人々の健康の保持・増進に向けて、8月4日を「栄養の日」、8月1日から7日まで
を「栄養週間」とし、平成29（2017）年から「栄養の日・栄養週間」として毎年イベントを
実施しています。令和3（2021）年度は「Japan Nutrition －ニッポンの元気、栄養のすご
い！－」をテーマとして、オンライン開催とするなど、新型コロナウイルス感染症の予防対策
を講じながらイベントを実施しました。イベントでは、感染症の予防にも役立つ、栄養バラン
スのとれた「予防めし」のレシピを公開するとともに、管理栄養士等の目線で様々な食のシー
ンに応じての工夫点や自らの食習慣における知恵等を共有し、暮らしを整える食生活のヒント
を国民に広く周知しました。

イベントの実施風景 「予防めし」
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また、食育推進等の活動拠点として、「栄養ケア・ステーション」を全都道府県栄養士会に
設置しています。管理栄養士等と地域住民の双方向の結び付きを強化し、地域住民が管理栄養
士等による栄養ケアの支援と指導を受けて、生涯にわたる実り豊かで健やかな生活を維持する
ことのできる地域社会づくりを目指して、「栄養ケア・ステーション」の更なる機能充実を図
るとともに、拠点数の拡大に向け、取組を進めています。

さらに、管理栄養士等のキャリア支援を目的として生涯教育を実施し、到達度に応じた認定
を行っています。その中では、関連学会等と共同で、特定・専門的な種類の業務に必要とされ
る高度の専門的知識・技能を身に付けた管理栄養士等を認定しています。

2 専門調理師・調理師の養成・活用
近年、外食への依存度が高くなっており、飲食店等における健康に配慮したメニューや商品

の提供、行政等による食に関する分かりやすい情報の提供が重要となっています。また、急速
に進む高齢化、生活習慣病の増大や食の安全・安心を脅かす問題の発生など食生活を取り巻く
社会環境が大きく変化するとともに、厨房機器の多様化など調理をめぐる環境も変化してきて
いることから、時代に即した専門的知識・技術を有する専門調理師等の養成が求められていま
す。

専門調理師等は、「調理師法」（昭和33年法律第147号）に基づく資格であり、専門調理師
については厚生労働大臣認定として「日本料理」、「西洋料理」、「麺料理」、「すし料理」、「中国
料理」及び「給食用特殊料理」の計6種類があり、また、調理師については都道府県知事免許
として交付されています。

公益社団法人調理技術技能センターでは、高度な調理技術を生かして地域における食育推進
運動のリーダーとして活躍できる専門調理師を養成するために、「専門調理師・調理技能士の
ための食育推進員認定講座」を開催しており、修了者を「専門調理食育推進員」に認定してい
ます。この推進員名簿を各都道府県に送付し、食育推進活動等における専門調理師の活用を促
しています。

公益社団法人日本中国料理協会は、例年専門調理師等による中学校等での出張給食授業の実
施や、行政や調理師団体等が主催する食育事業の体験活動等の実施に協力し、地域の食育活動
を推進しています。

令和3（2021）年度は、子供たちに料理を通じて、心のぬくもりを感じてもらうため、岡
山、愛媛の各県で、児童養護施設を訪問し、中国料理を提供しました。

児童養護施設での肉まん提供の様子
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公益社団法人全国調理師養成施設協会では、全国の調理師養成施設において、近隣住民等を
参加対象とした「食育教室」を開催し、健康に配慮した食生活の大切さを講義する、親子調理
実習を通じて一緒に食べる楽しさを伝えるなど、食育の普及啓発を行っています。令和3

（2021）年度は、各調理師養成施設において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策を
講じつつ、少人数での対面実習や動画配信等、様々な工夫を凝らして「食育教室」を実施しま
した。

「食育教室」の様子

また、食育推進活動で活躍できる調理師として、食育実習等を含む一定のカリキュラムに基
づく講習及び試験による食育インストラクターの養成を行っています。卒業後、食育インスト
ラクターの知識を生かして食育のセミナーを行う調理師もおり、こうした活動を通じて食育の
推進に取り組んでいます。

3 医学教育等における食育の推進
大学の医学部においては、医学生が卒業時までに身に付けておくべき必須の実践的診療能力

を学修目標として提示した「医学教育モデル・コア・カリキュラム」に基づき、医学生に対す
る教育が実施されています。

本カリキュラムでは、食生活を含む生活習慣とそのリスクに関して、生活習慣病とリスク
ファクター等の基本概念を説明できることや、栄養、食育、食生活を説明できること等が学修
目標として設定されています。

このほか、文部科学省では、医学部関係者が集まる会議等において、食育の推進に関する教
育の充実について周知・要請を行っています。
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	第1節	「食育月間」の取組
1 「食育月間」実施要綱の制定等

基本計画では、毎年6月を「食育月間」と定めています。農林水産省は、令和3（2021）
年度、「食育月間」における取組の重点事項や主な実施事項を盛り込んだ「令和3年度「食育
月間」実施要綱」を定めました。実施要綱では、重点的に普及啓発を図る事項として、①生涯
を通じた心身の健康を支える食育の推進、②持続可能な食を支える食育の推進、③「新たな日
常」やデジタル化に対応した食育の推進の3項目を掲げ、農林水産省ウェブサイトへの掲載、
関係府省庁、都道府県及び関係機関・団体への協力・参加の呼び掛けや周知ポスターの作成な
ど、「食育月間」の普及啓発を図りました。また、「持続可能な食を支える食育の推進」をテー
マとしたセミナーをオンラインで開催し、「新たな日常」における食育体験やオンライン体験
の可能性について、先進事例紹介やパネルディスカッションを実施しました（コラム「「食育
月間」の取組～「第16回食育推進全国大会inいわて」、「食育月間セミナー」を通じた食育の
普及啓発～」参照）。

2 食育推進全国大会の開催
農林水産省、岩手県及び第16回食育推進全国大会岩手県実行委員会は、「食育月間」中の令

和3（2021）年6月26日、27日に、岩手県において「第16 回食育推進全国大会inいわて」
をオンラインで開催しました（コラム「「食育月間」の取組～「第16回食育推進全国大会in
いわて」、「食育月間セミナー」を通じた食育の普及啓発～」参照）。

3 都道府県及び市町村における食育に関する取組
「食育月間」には、食育推進運動を重点的かつ効果的に実施し、国民の食育に対する理解を

深め、食育推進活動への積極的な参加を促し、その一層の充実と定着を図るため、地方公共団
体、各地の保育所、学校、図書館、飲食店、企業等において、各種広報媒体や行事等を活用し
た取組が展開されました。

具体的には、保育所における、野菜に興味や関心を持ち、食べることの喜び、食への意欲に
つなげていくための体験活動や、高等学校における、若い世代の関心が高いスポーツ栄養を取
り上げ、1週間分の食事の写真を利用した栄養指導等、様々な場面で多様な活動が展開されま
した。

なお、農林水産省では、ウェブサイトにおいて各都道府県等における「食育月間」等の取組
事例について情報提供を行っています。

都道府県・政令指定都市の取組（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/gekkan/torikumi.html

食育推進運動の展開
第2部

第4章
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コラム
「食育月間」の取組～「第16回食育推進全国大会inい
わて」、「食育月間セミナー」を通じた食育の普及啓発～

第16回食育推進全国大会inいわて
「第16回食育推進全国大会inいわて」は、令和3（2021）年6月26日、27日に「食で幸

せ「希望郷いわて」～伝えよう いわての魅力と 感謝の気持ち～」をテーマに、岩手県滝
たき

沢
ざわ

市
し

の岩手産業文化センターアピオをメイン会場に開催予定でしたが、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大状況を踏まえ、方法をオンラインに変更して開催しました。

当日は、食とスポーツをテーマにしたアスリートトークショーや岩手県産食材を使った料理
教室、復興支援への感謝を発信する「岩手おもてなし中継」等を配信しました。また、7月か
ら10月までの毎月19日の「食育の日」に、料理研究家のトークショーや東日本大震災の津波
を教訓にした講演会など様々なコンテンツを追加配信し、オンライン開催の充実を図りました。

「岩手おもてなし中継」の様子料理教室の様子2日目のオープニングの様子

令和3年度食育月間セミナー　～「新たな日常」でも実践！持続可能な食を支える食育の推進～
農林水産省では、令和3（2021）年6月30日に「食育月間」の取組の一環として、第4次

基本計画を広く周知し、実践につなげることを目的に、オンラインによる「食育月間セミナー」
を開催しました。

第4次基本計画の重点事項の一つである「持続可能な食を支える食育の推進」をテーマに、
「新たな日常」における食育の体験活動やオンライン体験の可能性について、先進事例の紹介
やパネルディスカッションを実施し、より多くの人に食育を実践してもらうためにはどのよう
な点に考慮すべきか等について話し合いました。

事例紹介の様子
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	第2節	 国民的な広がりを持つ運動としての展開
1 全国食育推進ネットワークの活用

農林水産省では、「新たな日常」やデジタル化に対応した食育など、最新の食育活動の方法
や知見を食育関係者間で情報共有するとともに、異業種間のマッチングによる新たな食育活動
の創出や、食育の推進に向けた研修を実施できる人材の育成等に取り組むため、令和2

（2020）年度に「全国食育推進ネットワーク」（以下本節において「ネットワーク」という。）
を立ち上げ、食育関係者の会員登録を呼び掛けました。令和3（2021）年度は、ミニセミ
ナーとディスカッションを組み合わせたサロン等の開催、食育イベントや研修会等の先進的な
食育の取組事例の収集・発信を行い、ネットワークの周知と会員間の活動の活性化に取り組み
ました。例えば、令和4（2022）年2月には、「「みんなで食育推進フォーラム2022」～新た
な日常やSDGsの観点から食育を考えよう～」を開催し、「SDGsと食育」について、専門家
による講演やパネルディスカッションを実施しました。

また、食育の取組を子供から大人まで誰にでも分かりやすく発信するため、絵文字で表現し
た「食育ピクトグラム」及び「食育マーク」の普及を図りました。

「食育ピクトグラム」 「食育マーク」

食育ピクトグラム及び食育マークのご案内（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/pictgram/index.html

2 「新たな日常」やデジタル化に対応する食育の推進
第4次基本計画では、デジタルトランスフォーメーション（デジタル技術の活用による社会

の変革）が一層進展する中で、SNSの活用やインターネット上でのイベント開催及び動画配
信、オンラインでの非接触型の食育の展開などを推進することとしています。

農林水産省では、デジタル化に対応した食育を推進するため、新型コロナウイルス感染症の
感染拡大により対面での食育活動が困難となった人や、デジタル化に対応した食育を今後実践
してみたいと考えている個人・グループをターゲットとして、「デジタル食育ガイドブック」
を作成しました。

また、農林水産省の職員がYouTuberとなる省公式YouTubeチャンネル「BUZZ MAFF」
では、若い職員が中心となって、20以上のチームが動画を制作、公開しています。「タガヤセ
キュウシュウ」は職員の地元のお米で作ったおにぎりを大臣に食べてもらって米のおいしさ
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を、「TASOGARE」は視聴者と一緒にごはんを食べるライブ配信で共食の大切さを、「＃あな
たの知らない東北」は東北の郷土料理の魅力を、「なまらでっかい道」は北海道の農林水産業
や食文化を紹介するなど、全国各地の農林水産物や農林水産業、農山漁村の魅力を発信してい
ます。

全国各地の農林水産物や農林水産業、農山漁村の魅力を動画で発信

3 食育推進の取組等に対する表彰の実施
食育に関する優れた取組を表彰し、その内容を広く情報提供することにより、食育が国民運

動として一層推進されることが期待されます。
農林水産省では、令和3（2021）年度に、ボランティア活動、教育活動又は農林漁業、食

品製造・販売等その他の事業活動を通じた食育関係者の取組を対象として、その功績を称える
とともに、取組の内容を広く国民に周知し、食育を推進する優れた取組が全国に展開されてい
くことを目的として、「第5回食育活動表彰」を実施しました。ボランティア部門、教育関係
者・事業者部門において、個人・団体を含む241件の応募があり、農林水産大臣賞6件及び
消費・安全局長賞10件の表彰を行いました。受賞した取組については、事例集に加え動画で
の紹介も行いました。なお、例年、食育推進全国大会において表彰式を実施していますが、

「第16回食育推進全国大会inいわて」のオンライン開催に伴い、表彰式は行わず、大会の公
式ウェブサイト上で受賞者の活動紹介を行いました。また、地産地消の取組を一層促進するた
め、平成17（2005）年度から「地産地消等優良活動表彰」を実施しています。令和3（2021）
年度は、地産地消や国産農林水産物の消費拡大に資する地域の創意工夫ある優れた取組や活動
について、応募総数93件の中から農林水産大臣賞等を選定・表彰し、優良事例としてウェブ
サイト等で紹介しました。

文部科学省では、学校給食の普及と充実に優秀な成果を上げた学校、共同調理場、学校給食
関係者、学校給食関係団体について、文部科学大臣表彰を実施しています。令和3（2021）
年度は、学校12校、共同調理場1場、また、16人の学校給食関係者及び1団体が表彰されま
した。

厚生労働省では、栄養改善と食生活改善事業の普及向上等に功労のあった個人、地区組織等
について、栄養関係功労者厚生労働大臣表彰を実施しています。令和3（2021）年度は、功
労者として226人、功労団体として17団体、特定給食施設の17施設が表彰されました。ま
た、国民の生活習慣を改善し、健康寿命を延ばすための運動「スマート・ライフ・プロジェク
ト」が掲げる4つのテーマ（適度な運動、適切な食生活、禁煙、健診・検診の受診）を中心
に、従業員や職員、住民に対して、生活習慣病予防の啓発、健康増進のための優れた取組等を
している企業、団体、地方公共団体を表彰する「第10回健康寿命をのばそう！アワード」の
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生活習慣病予防分野では、応募のあった78件の中から15の企業、団体、地方公共団体が表彰
されました。また、母子保健分野について、食育を含む母子の健康増進を目的とする優れた取
組を行う企業、団体、地方公共団体に対して、応募のあった38件のうち11の企業、団体、地
方公共団体が表彰されました。

	

第
4
章	

食
育
推
進
運
動
の
展
開



103

	第3節	 都道府県・市町村における食育運動の展開
1 食育推進計画の作成目的と位置付け

食育を国民運動として推進していくためには、多様な関係者が食育に関する課題や国の政策
の方向性を共有し、それぞれの特性を生かして連携・協働しながら、地域が一体となって取り
組むことが重要です。
「食育基本法」においては、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

食育推進会議において、基本計画を作成するものと定めています。
また、全国各地においても、食育の取組が効果的に進められることが必要であることから、

都道府県については基本計画を、市町村については基本計画及び都道府県食育推進計画を基本
として、食育推進計画を作成するよう努めることとしています。

2 食育推進計画の作成状況
基本計画の作成時、食育推進計画の作成割合を、平成22（2010）年度までに、都道府県は

100％、市町村は50％以上とすることを目指して取組を始めました。その結果、都道府県の
食育推進計画の作成割合は、目標設定当時の85.1％（47都道府県中40都道府県）から、平
成20（2008）年度調査において100％に到達し、目標を達成しました。

一方、市町村における食育推進計画の作成割合は、目標設定当時の4.1％（1,834市町村中
75市町村）から、令和4（2022）年3月末現在では、89.6％（1,741市町村中1,560市町村）
となっています（図表2-4-1）。

図表2-4-1 都道府県及び市町村の食育推進計画の作成割合の推移
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資料：農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課（平成27（2015）年度までは内閣府）調べ

また、市町村食育推進計画の作成割合が100％の都道府県は24県でした。目標達成に向け
て更なる対応が必要です（図表2-4-2、2-4-3）。

農林水産省では、平成30（2018）年9月に市町村食育推進計画の作成・見直しに当たって
の留意事項や参考となる情報を取りまとめたほか、情報提供や研修会等へ講師を派遣するな
ど、都道府県と連携して市町村計画作成の支援を進めています。
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図表2-4-2 都道府県別　管内市町村における食育推進計画の作成状況

作成割合 該当
都道府県数

100％ 24

75～100％未満 17

50～ 75％未満 6

資料：農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課調べ（令和4（2022）年3月末現在）
注：作成割合とは、都道府県内の全市町村数に対する計画作成済市町村数の割合

図表2-4-3 都道府県別　管内市町村における食育推進計画の作成割合

都道府県
作成状況

都道府県
作成状況

市町村数 作成済数 作成割合 市町村数 作成済数 作成割合
北海道 179 133 74.3% 滋賀県 19 19 100%
青森県 40 33 82.5% 京都府 26 17 65.4%
岩手県 33 33 100% 大阪府 43 41 95.3%
宮城県 35 35 100% 兵庫県 41 41 100%
秋田県 25 25 100% 奈良県 39 39 100%
山形県 35 31 88.6% 和歌山県 30 20 66.7%
福島県 59 54 91.5% 鳥取県 19 17 89.5%
茨城県 44 44 100% 島根県 19 19 100%
栃木県 25 23 92.0% 岡山県 27 27 100%
群馬県 35 35 100% 広島県 23 23 100%
埼玉県 63 63 100% 山口県 19 19 100%
千葉県 54 49 90.7% 徳島県 24 20 83.3%
東京都 62 51 82.3% 香川県 17 17 100%

神奈川県 33 33 100% 愛媛県 20 20 100%
新潟県 30 30 100% 高知県 34 34 100%
富山県 15 13 86.7% 福岡県 60 56 93.3%
石川県 19 19 100% 佐賀県 20 18 90.0%
福井県 17 13 76.5% 長崎県 21 21 100%
山梨県 27 26 96.3% 熊本県 45 36 80.0%
長野県 77 62 80.5% 大分県 18 18 100%
岐阜県 42 42 100% 宮崎県 26 18 69.2%
静岡県 35 35 100% 鹿児島県 43 41 95.3%
愛知県 54 54 100% 沖縄県 41 22 53.7%
三重県 29 21 72.4% 合計 1,741 1,560 89.6%

資料：農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課調べ（令和4（2022）年3月末現在）
注：東京都は特別区を含む。
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東松島市食育推進協議会は、令和3（2021）
年3月に策定された第3期東松島市食育推進計
画の下、多様な関係者と連携し、様々な媒体を
用いて取組を行っています。

同計画は、「新しい生活様式」に対応した食
育にも言及しており、情報発信のデジタル化の
推進として、市の公式YouTubeチャンネルに
おける動画の配信や、市の防災メールを活用し
た食育に関する情報発信、民間の料理レシピサ
イトへの地元の食材を用いたレシピの掲載等を
実施しています。これらの実施に当たっては、
動画の企画は食育関係団体や薬剤師会等から、
動画の編集作業は地域おこし協力隊や地元中学
校のコンピューター部の生徒から、レシピの掲
載は病院や福祉施設から協力を得るなど、様々
な関係者と連携しながら取組を進めています。

また、オンラインで情報発信を行うだけでな
く、幅広い世代に情報を届けられるよう、世代
ごとにその特性を踏まえて作成したテキスト「東松島食べる学校」を地域の健康づくり活動等
で配布するなどし、「食」を学ぶ機会を作っています。

さらに、情報発信だけにとどまらず、市内の飲食店と連携し、「スマートミール1」を外食又
は持ち帰りの弁当として提供することで、住んでいるだけで、そして滞在しているだけで健康
な食を営める環境づくりに取り組んでいます。

こうした取組により、市民が意識せずとも自然と健康になれる食環境づくりを進めていき、
これからも、郷土の恵みを生かしながら、地域ぐるみで食育を推進していきたいと考えていま
す。

1　 「健康な食事・食環境」コンソーシアムから認証を受けた、科学的根拠に基づく、健康に資する要素を
含む、栄養バランスのとれた食事、すなわち主食・主菜・副菜がそろい、減塩にも配慮した食事の通称

スマホでも・紙面でも・お店でも
いつでもどこでも健康な食に触れることができるまちづくり
（第5回食育活動表彰　農林水産大臣賞受賞）

東
ひがし
松
まつ
島
しま
市
し
食育推進協議会（宮城県）

事 

例

市と薬剤師会の動画撮影風景

「東松島食べる学校」
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	第1節	 生産者と消費者との交流の促進
1 農林漁業者等による食育の推進

我が国の令和2（2020）年度の食料自給率は、カロリーベースで37％、生産額ベースで
67％であり（図表2-5-1）、食料及び飼料等の多くを海外からの輸入に頼っています。我が国
の農業・農村をめぐる状況として、農業者の一層の高齢化・減少や農地等の生産基盤の脆弱化
により食料自給力1も長期的に低下しています。くわえて、地域コミュニティの衰退や大規模
自然災害の頻発といった課題にも直面しています。また、世界の人口増加や経済発展に伴う食
料需要の増加、気候変動や家畜疾病等の発生などにより、我が国の食料の安定供給に関するリ
スクは顕在化しています。このような中、将来にわたって食料の安定供給を確保するために
は、食料自給力の構成要素でもある農地、農業者等を確保していくことの重要性について国民
の理解を促していくとともに、食料自給率は食料消費の在り方等にも左右されるものであるこ
とを踏まえ、できるだけ多くの国民が、我が国の食料・農業・農村の持つ役割や食料自給率向
上の意義を理解する機会を持ち、自らの課題として将来を考え、それぞれの立場から主体的に
支え合う行動を引き出していくことが重要です。農林水産省では、消費者が農業・農村を知
り、触れる機会を拡大するために、生産者と消費者との交流の促進、地産地消の推進等、様々
な施策を講じています。その一つとして、食や農林水産業への理解の増進を図るためだけでな
く、国民の食生活が自然の恩恵の上に成り立っていることや食に関わる人々の様々な活動に支
えられていることなどに関する理解を深めるために、農林漁業者等による農林漁業に関する体
験の取組を推進しています。

教育ファームなどの農林漁業体験は、自然と向き合いながら仕事をする農林漁業者が生産現

1　国内農林水産業生産による食料の潜在生産能力を示す概念。その構成要素は、農産物は農地・農業用
水等の農業資源、農業技術、農業就業者、水産物は潜在的生産量と漁業就業者。現在の食生活に比較的近
い「米・小麦中心の作付け」と供給熱量を重視した「いも類中心の作付け」の2パターンで国内生産のみ
で最大限供給可能な熱量を試算しており、その際、農地の制約に加えて、生産に必要な労働力の充足率を
反映した供給可能熱量も試算

生産者と消費者との交流の促進、
環境と調和のとれた農林漁業の活性化等

第2部

第5章

図表2-5-1 我が国の食料自給率の推移
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場等に消費者を招き、一連の農作業等の体験機会を提供する取組です。自然の恩恵を感じると
ともに、食に関わる人々の活動の重要性と地域の農林水産物に対する理解の向上や、健全な食
生活への意識の向上など、様々な効果が期待されます。

例えば消費者に酪農のことを理解してもらいたいという酪農家の願いと、酪農を通じて子供
たちに食や仕事、生命の大切さを学ばせたいという教育関係者の期待が一致し、各地で酪農教
育ファームの取組が行われています。新型コロナウイルス感染症の予防対策を講じつつ、受入
れ可能な牧場においては、子供たちが乳牛との触れ合い、餌やりや掃除といった牛の世話など
をする酪農体験の学習を行っています。そのほか、オンラインを活用した酪農体験の提供を行
う酪農家もいます。

また、苗植え、収穫体験から食材を身近に感じてもらい、自ら調理しおいしく食べられるこ
とを実感してもらう取組もあります。このほか、漁業体験では、漁業協同組合の職員や水産加
工業者が中心となり、とれたての魚介類を使った料理教室や、生産現場の見学会などを行い、
林業体験では、「木育 1」の一環として、親たちが地元の木材を用いて離乳食用のスプーン

（「ファーストスプーン」）を製作するなど、農林水産業の様々な分野で関係者が連携しながら
体験活動を進めています。このような体験活動の参加者からは、「命の大切さを感じるととも
に、その命をいただいている感謝の気持ちを実感できた。」などの感想が寄せられ、農林水産
業の良き理解者となっていることがうかがわれます。

農林水産省は、これらの取組を広く普及するため、補助事業による教育ファームなどの農林
漁業体験活動への交付金による支援のほか、どこでどのような体験ができるかについて、情報
を一元化した「教育ファーム等の全国農林漁業体験スポット一覧」、タイムリーな情報を発信
する「食育メールマガジン」等を提供しています。

1　子供から大人までを対象に、木材や木製品との触れ合いを通じて木材への親しみや木の文化への理解
を深めて、木材の良さや利用の意義について学んでもらうための活動
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長崎県松
まつ
浦
うら
市
し
は、多種多様な漁業及び養殖業

が営まれ、全国でも有数のアジの水揚量及びト
ラフグの養殖業生産量を誇る水産業が盛んな地
域です。新松浦漁業協同組合では、そうした松
浦市の水産業を子供たちに知ってもらい、地域
を活性化することで、後世に漁業集落を残して
いこうと、様々な魚食普及の取組を行ってきま
した。
例えば新松浦漁業協同組合女性部は、平成

15（2003）年から、県外の中学生及び高校生
の民泊受入れと、地元の子供向けの魚料理教室
を実施しています。魚料理教室では、地元で水
揚げされたアジを使い、三枚おろしやアジフラ
イ作りに挑戦してもらうことで、子供たちに地
元の魚に対する親しみを持ってもらいます。
平成25（2013）年からは、「いいフグの日」

（11月29日）にちなみ、学校給食でトラフグ
の唐揚げを提供する取組を行っており、現在で
は市内全ての小・中学校でこの取組が実施され
ています。食材を提供するだけでなく、養殖業
者が学校を訪問し、トラフグの特徴や養殖の方
法について説明したり、子供たちにも分かりや
すい資料を配布することで、地元の水産業への
関心を醸成します。
新松浦漁業協同組合では、今後もこうした取組を通じて、魅力ある漁業集落を子供たちに残

していくことにつなげていきたいと考えています。

子供たちに残したい漁業集落
～アジやトラフグの魚食普及を通じて～

新
しん
松
まつ
浦
うら
漁業協同組合（長崎県）

事 

例

魚料理教室でアジ料理に挑戦

トラフグについて説明を受けた児童からお礼の言葉
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ささえたまご農園では、平飼い養鶏を行いな
がら、鶏との触れ合いや卵料理作りを通して、
生き物と自然環境とのつながり、生き物の命を
頂くことの尊さや食べ物の大切さを伝える体験
プログラムを実施しています。
体験プログラムは、子供たちの食育への理解

が深まるように次の順序で構成しています。
①　�鶏との触れ合いと卵拾い体験で、産みたて
のまだ温かい卵に触れ、鶏から生きている
卵を分けてもらうことを体感してもらう。

②　拾った卵でプリンなどを作る。
③　�試食中に、卵の黄身の真ん中にある白い点
が命の源の胚盤で、20日間温めるとヒヨ
コになることを説明する。

こうした体験を通して、子供たちは命と食の
つながりを学んでいます。中には「ごはんを残
さず食べられるようになった。」という子供も
います。
また、園内には一般社団法人全国料理学校協

会加盟の料理学校が併設されており、大人向け
の料理教室を実施しています。レシピや調理方法などの料理作りの基本を教えるだけでなく、
食材に含まれる栄養素に関する情報や、農業が資源の循環に果たす役割なども伝えています。
農園だからこそできる特色ある食育活動を、より一層進めていきたいと考えています。

地域に根ざした自然養鶏から学ぶ命の食育活動
（第5回食育活動表彰　消費・安全局長賞受賞）

ささえたまご農園（福井県）

事 

例

鶏との触れ合い

卵を通して命の大切さを学ぶ様子
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2 都市と農山漁村の共生・対流の促進
都市と農山漁村の共生・対流とは、都市と農山漁村を行き交う新たなライフスタイルを広

め、都市と農山漁村それぞれに住む人々がお互いの地域の魅力を分かち合い、「人、もの、情
報」の行き来を活発にする取組です。

食料の生産から消費等に至るまでの食の循環は、多くの人々の様々な活動に支えられてお
り、そのことへの感謝の念や理解を深めることが大切です。一方で、ライフスタイル等の変化
により、国民が普段の食生活を通じて農林水産業等や農山漁村を意識する機会が減少しつつあ
ります。そのような中で、生産者等と消費者との交流や都市と農山漁村の共生・対流等を進
め、消費者と生産者等の信頼関係を構築し、我が国の食料需給の状況への理解を深め、持続可
能な社会を実現していくことが必要です。

第4次基本計画においては、都市住民と農林漁業者との交流を促進するため、都市住民への
農山漁村の情報提供と農山漁村での受入れ体制の整備等を推進することが定められています。
このため、農林水産省では、地域の創意工夫による計画づくり、農業者等を含む地域住民の就
業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結び付ける取組を支援するととも
に、農山漁村を訪問する旅行者の満足度を高める取組に対しても支援を行い、農山漁村の活性
化を推進しています。

また、農山漁村地域に宿泊し、滞在中に地域資源を活用した食事や体験を楽しむ農山漁村滞
在型旅行である「農泊」を推進しています。具体的には、「農泊」をビジネスとして実施でき
る体制の構築や、食や景観等の地域資源を魅力ある観光コンテンツとして磨き上げる取組のほ
か、古民家等を活用した滞在施設等の整備、優良地域の国内外へのプロモーション等、農泊の
推進に必要なソフトとハードを一体的に支援しています。

さらに、「観光立国推進基本計画」（平成29（2017）年3月28日閣議決定）においては、
「農山漁村滞在型旅行をビジネスとして実施できる体制を持った地域を令和2（2020）年まで
に500 地域創出することにより、「農泊」の推進による農山漁村の所得向上を実現する。」こ
とが位置付けられました。令和3（2021）年度末時点では、「農山漁村振興交付金」により、
累計599地域を採択しています。

令和3（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症への対応のため、「農泊施設における新
型コロナウイルス対応ガイドライン」等の周知・徹底を促進し、安全・安心な農山漁村地域で
の教育旅行1等を推進しました。
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２２  都都市市とと農農山山漁漁村村のの共共生生・・対対流流のの促促進進  ＞＞ 総総、、文文、、農農＜＜消消安安局局、、農農振振局局＞＞、、環環、、官官

房房 
都市と農山漁村の共生・対流とは、都市と農山漁村を行き交う新たなライフスタイルを

広め、都市と農山漁村それぞれに住む人々がお互いの地域の魅力を分かち合い、「人、も

の、情報」の行き来を活発にする取組です。 5 
食料の生産から消費等に至るまでの食の循環は、多くの人々の様々な活動に支えられ

ており、そのことへの感謝の念や理解を深めることが大切です。一方で、ライフスタイル

等の変化により、国民が普段の食生活を通じて農林水産業等や農山漁村を意識する機会

が減少しつつあります。そのような中で、生産者等と消費者との交流や都市と農山漁村の

共生・対流等を進め、消費者と生産者等の信頼関係を構築し、我が国の食料需給の状況へ10 
の理解を深め、持続可能な社会を実現していくことが必要です。 

第４次基本計画においては、都市住民と農林漁業者との交流を促進するため、都市住民

への農山漁村の情報提供と農山漁村での受入れ体制の整備等を推進することが定められ

ています。このため、農林水産省では、地域の創意工夫による計画づくり、農業者等を含

む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結び付ける15 
取組を支援するとともに、農山漁村を訪問する旅行者の満足度を高める取組に対しても

支援を行い、農山漁村の活性化を推進しています。 
また、農山漁村地域に宿泊し、滞在中に地域資源を活用した食事や体験を楽しむ農山漁

村滞在型旅行である「農泊」を推進しています。具体的には、「農泊」をビジネスとして

実施できる体制の構築や、食や景観等の地域資源を魅力ある観光コンテンツとして磨き20 
上げる取組、さらに、古民家等を活用した滞在施設等の整備、優良地域の国内外へのプロ

モーション等、農泊の推進に必要なソフトとハードを一体的に支援しています。 
さらに、「観光立国推進基本計画」（平成 29（2017）年３月 28 日閣議決定）において

は、「農山漁村滞在型旅行をビジネスとして実施できる体制を持った地域を令和２（2020）
年までに 500 地域創出することにより、「農泊」の推進による農山漁村の所得向上を実現25 
する。」と位置付けられており、令和３（2021）年度までに、「農山漁村振興交付金」に

より、累計○○○地域を採択しています。 
令和３（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症への対応のため、「農泊施設におけ

る新型コロナウイルス対応ガイドライン」等の周知・徹底を促進し、安全・安心な農山漁

村地域での教育旅行1等を推進しました。 30 

 
1 学校⾏事の旅⾏(遠⾜)・集団宿泊的⾏事である修学旅⾏、遠⾜、移動教室、合宿、野外活動等（公益財団法
⼈ ⽇本修学旅⾏協会） 

古民家宿 
農⼭漁村地域にて、宿泊・⾷事・体験を通した交流を図るのが「農泊」 農山漁村地域にて、宿泊・食事・体験を通した交流を図るのが「農泊」

1　学校行事の旅行（遠足）・集団宿泊的行事である修学旅行、遠足、移動教室、合宿、野外活動等（公益
財団法人日本修学旅行協会）
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また、内閣官房、総務省、文部科学省、農林水産省及び環境省は、子供たちの学ぶ意欲や自
立心、思いやりの心、規範意識などを育み、力強い成長を支える教育活動として、子供の農山
漁村での宿泊による農林漁業体験や自然体験活動等を行う「子ども農山漁村交流プロジェク
ト」を推進しています。内閣官房や文部科学省では、送り側となる学校に対して、学校等にお
ける宿泊体験活動の取組に対する支援等を行っています。総務省では、送り側・受入れ側双方
が連携して行う取組を中心に支援しており、都市・農山漁村の地域連携による子ども農山漁村
交流推進モデル事業等を実施し、モデル事業の取組事例やノウハウの横展開を進めるためのセ
ミナーを開催しています。農林水産省、環境省では、受入れ側となる農山漁村等の体制整備に
対して支援しています。令和3（2021）年度には、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を
受け、受入れ団体における感染予防のガイドラインをウェブサイトに掲載するなど、感染予防
の取組の支援を行いました。

3 農山漁村の維持・活性化
農林水産業や住民の生活の場である農山漁村は、食育を進める上でも重要な役割を果たして

おり、これを支える地域コミュニティの維持・活性化を図る必要があります。
このため、農林水産省は、平成28（2016）年度から「農山漁村振興交付金」により、農山

漁村が持つ豊かな自然や「食」を観光・教育・福祉等に活用する地域の活動計画づくりやそれ
に基づく取組、地域で生産される農産物の加工・販売施設の運営など地域資源を活用した地域
の自立及び発展に資するための実践活動の取組を支援し、農山漁村の維持・活性化を促進して
います。令和3（2021）年度は全国58の地域協議会に対して、地域の活動計画策定や農産物
の加工・販売施設の運営など農山漁村の維持・活性化に資する取組を支援しました。

また、省公式YouTubeチャンネル「BUZZ MAFF」において、「農＆（のうあんど）」は
地図アプリを使って「農泊」を紹介するなど、農山漁村の魅力を発信する取組を行っていま
す。

農山漁村の魅力を動画で発信
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	第2節	 食の循環や環境に配慮した食育の推進
1 地産地消の推進

地域で生産したものを地域で消費する地産地消の取組は、消費者に「顔が見え、話ができ
る」関係で地場産物を購入する機会を提供し、農山漁村の活性化を図る上で重要な取組です。
また、農山漁村の6次産業化（生産・加工・販売の一体化等）にもつながる取組です。

直売所や量販店での地場産物の販売、学校や病院・福祉施設の給食、外食・中食産業や食品
加工業での地場産物の利用等により、消費者は身近な場所で作られた新鮮な地場産物を入手で
きるだけでなく、地場産物を使った料理や地域の伝統料理を食べることができます。また、農
林水産業を身近に感じる機会が得られ、食や食文化についての理解を深められることが期待さ
れます。さらに、直売所は、地場産物の販売だけでなく、地場産物の特徴や食べ方等の情報提
供を行っており、消費者と生産者とのコミュニケーションを生かした食育の場にもなっていま
す。

なお、地産地消については、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び
地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（平成22年法律第67号）に基づく「農林漁業者
等による農林漁業及び関連事業の総合化並びに地域の農林水産物の利用の促進に関する基本方
針」（平成23年農林水産省告示第607号）において、地場産物の使用の促進の目標として、①
令和7（2025）年度までに年間販売額が1億円以上の直売所の割合を50％以上とすること、
②令和7（2025）年度までに学校給食において地場産物を使用する割合（金額ベース）を現
状値（令和元（2019）年度）から維持・向上した都道府県の割合を90％以上とすること、③
令和7（2025）年度にグリーン・ツーリズム施設の年間延べ宿泊者数及び訪日外国人旅行者
数のうち農山漁村体験等を行った人数の合計を1,540万人とすること等を設定しています。同
法及び同基本方針に基づく地方公共団体による促進計画の取組が進められていくこと等によ
り、地産地消の一層の促進が図られることが期待されます。

農林水産省では、地産地消の取組を一層促進するため、地産地消や国産農林水産物の消費拡
大に資する地域の創意工夫ある取組の表彰を行うほか、地域資源を活用した新商品の開発等を
進める地域ぐるみの6次産業化としての直売所の売上げ向上に向けた取組や施設整備への支
援、産品の名称を知的財産として保護する「地理的表示（GI）保護制度」への申請の支援等
を行いました。また、学校給食等におけるメニュー開発・導入実証等への支援や、学校給食等
への地場産物の利用拡大を促進するため、専門的知見を持つ人材育成の研修や安定供給システ
ムの構築を進めるため地産地消コーディネーターの派遣への支援を行いました。さらに、直売
所の売上げ向上に向け、インバウンド等需要向けの新商品の開発、消費者評価会の開催、直売
所と観光事業者等とのツアー等の企画、集出荷システムの構築などの取組への支援を行ってい
ます。

我が国は、多種多様な農畜水産物・加工食品を多くの国・地域から輸入しています。食料の
輸送量に輸送距離を乗じた指標として「フード・マイレージ」があります。これは、1990年
代からイギリスで行われている「Food Miles（フードマイルズ）運動」を基にした概念であ
り、「生産地から食卓までの距離が短い食料を食べた方が輸送に伴う環境への負荷が少ないで
あろう」という仮説を前提として考え出されたものです。国内生産・国内消費の拡大、地産地
消の推進等の取組は、環境負荷の低減に資することも期待されます。

また、「食料・農業・農村基本計画」（令和2（2020）年3月31日閣議決定）において、食
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と農とのつながりの深化に着目した官民協働の新たな国民運動が位置付けられており、令和3
（2021）年7月から、我が国の食と農をめぐる課題を消費者、生産者、食品関連事業者等と行
政が一体となって考え、議論し、行動する新たな国民運動として「食から日本を考える。ニッ
ポンフードシフト」を開始しています。特に「Z世代1」と呼ばれる未来を担うべき若者たちを
重点的なターゲットに、共感や応援につなげる情報を発信することで国産農産物の積極的な選
択などの具体的な行動変容を促していきます。

1　1990年代後半から2000年代に生まれた世代のこと

世界の食料需給は、人口の増加や経済発展に伴う畜産物等の需要増加等が進む一方、気候変
動や、家畜の伝染性疾病・植物病害虫の発生等が食料生産に影響を及ぼす可能性があり、中長
期的には逼迫が懸念されます。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やロシアによるウ
クライナ侵略等による食料供給に対する懸念も生じています。

（農業資材の価格高騰について）
食料の安定供給に向けては、生産活動に必要な肥料や飼料といった農業資材を安定的に確保

することも重要です。農業資材については、原材料やその原料の大部分を輸入に頼っているこ
とから、偏在性がある鉱石や穀物等の国際相場や為替相場の変動等の国際情勢の影響を受ける
という特徴があります。
近年の価格変動を示す農業資材の物価指数は、全体的には上昇基調で推移しています。特に

飼料や燃油等の光熱動力等の価格指数は、令和3（2021）年4月以降、原料価格の上昇等を
要因として上昇しており、令和4（2022）年2月には、基準年である平成27（2015）年の

コラム 我が国の食料安全保障をめぐる状況

図表1 農業資材の物価指数
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農業生産資材総合
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農機具
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資料：農林水産省「農業物価統計」
注：1）農業生産資材類別の平成27（2015）年の平均価格を100とした各年各月の数値
　　2）令和3（2021）年及び令和4（2022）年は概数値
　　3）光熱動力のうち、ガソリン、灯油は総務省「消費者物価指数」の結果を参照とした数値
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水準から飼料は20ポイント、光熱動力は24ポイント、肥料は9ポイント上昇しています（図
表1）。さらに、令和4（2022）年2月以降も、ウクライナ情勢を背景に、原油等の国際相場
は高い水準で推移しつつ、不安定な動きを見せていることから、今後の市場の動向を注視し、
必要な資材の確保に万全を期する必要があります。
農産物の生育に不可欠な肥料については、化学肥料原料の大半を限られた相手国からの輸入

に依存しています。貿易統計及び肥料関係団体からの報告によると、りん酸アンモニウムや塩
化加里はほぼ全量を、尿素は96％を輸入に依存しています（図表2）。輸入原料の安定調達を
進めるとともに、輸入原料からの転換を図るため、農山漁村に賦存する地域・国内資源を一層
活用し、循環利用を促進する必要があります。

図表2 化学肥料原料の輸入国

米国
10

中国
90

カナダ
59

マレーシア
47

中国
37

サウジア
ラビア
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カタール
3

その他
4

国内生産
（肥料用）

4

ロシア
16 

ベラルーシ
10

ヨルダン
5

ウズベキスタン
5

 その他
5

りん酸アンモニウム 塩化加里
数値は百分率
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資料：財務省「貿易統計」及び肥料関係団体からの報告を基に農林水産省作成
注：令和2（2020）肥料年度（令和2（2020）年7月～令和3（2021）年6月）の数値

（配合飼料の価格高騰について）
家畜の餌となる配合飼料は、その原料使用

量のうち5割がとうもろこし、1割が大豆油
かすとなっており、我が国はその大部分を輸
入に頼っていることから、穀物等の国際相場
の変動に価格が左右されます。令和2
（2020）年9月以降、米国におけるとうも
ろこしの中国向け輸出成約が増加したこと
や、南米産とうもろこしの作況への懸念等か
らとうもろこしの国際価格は上昇しており、
配合飼料の工場渡し価格は、令和4（2022）
年1月には8万3,381円/tと、前年同月の
7万902円/tより17.6％上昇しています
（図表3）。引き続き、とうもろこしのバイオ
エタノール向け需要の拡大やウクライナ情勢
等を背景に、国際相場は高い水準で推移しつ

図表3 配合飼料価格
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資料：�公益社団法人配合飼料供給安定機構「飼料月報」を
基に農林水産省作成

注：配合飼料価格は、工場渡しの全畜種の加重平均価格
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つ、不安定な動きを見せていることから、
今後の動向を注視する必要があります。

（主要農産物の輸入状況について）
令和3（2021）年の我が国の農産物輸

入額は7兆388億円となりました。国別
の輸入額を見ると、米国が1兆6,411億
円、次いで中国が7,112億円で、カナダ、
豪州、タイ、イタリアと続いており、上
位6か国が占める輸入割合は6割程度で
推移しています（図表4）。一部の品目で
は輸入先の多角化が進みつつあるものの、
我が国の農産物の輸入構造は、依然とし
て米国を始めとした少数の特定の国への
依存度が高いという特徴があります。

（食料価格の上昇について）
令和3（2021）年以降の穀物等の国際価格については、北米での高温乾燥による不作や主

要な穀物輸入国の需要増加、肥料等の農業資材や海上運賃の上昇等により上昇し、国連食糧農
業機関（FAO1）が公表している食料価格指数は、令和4（2022）年2月に食料品全体で
141.4を記録し、前年同月比で21.3％上昇しました2。また、これにロシアによるウクライナ侵
略が重なったことで、両国が主要輸出国となっている小麦の国際価格は、令和4（2022）年
3月に過去最高値を記録しました。その後も食料の国際相場は、高い水準で推移しつつ不安定

1　Food and Agriculture Organization of the United Nationsの略
2　令和4（2022）年3月4日公表時点

図表5 FAOの食料価格指数
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資料：FAO「Food Price Index」
注：平成26（2014）～28（2016）年の平均価格を100とする指数

図表4 我が国の農産物の国別輸入額
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資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
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な動きを見せており、国内における食料の消費者物価指数も、令和3（2021）年後半以降上
昇傾向で推移しています（図表6）。
こうした情勢を踏まえ、政府は、原材料費等の上昇分を適切に価格に転嫁し、中小企業等が

賃上げの原資を確保する環境を整備するため、令和3（2021）年12月27日に「パートナー
シップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」を決定し、公正取引委員会や事業
所管省庁等が連携して適正な取引を推進しています。

（国民の理解の増進について）
食料の安定供給は、国の最も基本的な責務の一つであり、「食料・農業・農村基本法」（平成

11年法律第106号）においては、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし、これと輸入
及び備蓄を適切に組み合わせることにより、食料の安定的な供給を確保することとしており、
国内の農業生産の増大に向け、生産基盤の強化や国産への切替え等の取組を着実に推進してい
ます。
農林水産物・食品の価格は天候や季節などの状況だけでなく、輸入原材料や農業資材、配合

飼料の価格等にも影響を受けることから、食料安全保障の確立には国民の理解の増進が不可欠
です。令和3（2021）年度に農林水産省が実施した「食生活・ライフスタイル調査1」による
と、食に関して重視していることとして、「できるだけ日本産の商品であること」を挙げた人
が40.1％と最も多かった一方、「同じような商品であれば出来るだけ価格が安いこと」を挙げ
た人が38.3％でした。消費者の価値観やライフスタイルは様々ですが、農林水産省では、食
料安全保障の確立への理解を深めるよう、食料需給に関する情報の収集・分析と消費者等への
情報発信を強化しています。また、国民運動である「食から日本を考える。ニッポンフードシ
フト」等を通して、国産農産物の積極的な選択などの行動変容を促しています。

1　全国15～74歳を対象にしたインターネット調査（モニターに対して実施）

図表6 国内の消費者物価指数
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資料： 総務省「消費者物価指数」（令和2（2020）年基準）を基に農林水産省作成

	

第
5
章	

生
産
者
と
消
費
者
と
の
交
流
の
促
進
、
環
境
と
調
和
の
と
れ
た
農
林
漁
業
の
活
性
化
等



117

東京都小
こ
平
だいら
市
し
は、地場産農産物を使った「地

場産学校給食」の取組を積極的に進めており、
市内の全ての公立小・中学校への出荷調整を、
JA東京むさし小平地区が担っています。学校
給食における地場産農産物の使用割合30％と
いう目標を掲げ、取組を行ってきた結果、平成
18（2006）年度時点で、小学校5.5％、中学
校6.0％だったものが、令和2（2020）年度
にはそれぞれ、30.1％、32.8％となり、現在
ではほぼ毎日、学校給食に地場産農産物を供給
できるようになりました。
さらに、JA東京むさし小平地区は、学校給

食の出荷調整だけでなく、生産者による出張授
業や、「学童農園」による体験学習等、多角的
に食育活動を実施しています。出張授業では、
生産者が教壇に立ち、給食で使われる地場産農
産物や、生産者の思いについて授業を行った後、
児童と一緒に給食を食べます。また、「学童農
園」は、市内の全ての公立小学校で実施してお
り、農家が畑を貸し、農業体験を児童に提供す
ることにより、農業に対する理解の深化や、給食の食べ残しの減少へとつなげています。
地元住民の理解を得て、市内の農地を未来に残していくため、子供の頃から食べて、学んで、

触れて、農業を体験してもらうための活動を、今後も続けていきます。

学校給食への地場産農産物供給を起点とした「食べて学んで体験す
る」食育活動（第5回食育活動表彰　農林水産大臣賞受賞）

JA東京むさし小
こ
平
だいら
地区（東京都）

事 

例

生産者による出張授業

「学童農園」の成果物の展示
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平成20（2008）年に始まった「ふるさと納税」は、都道府県、市区町村への「寄附」であ
り、「生まれ育ったふるさとに貢献できる制度」、「自分の意思で応援したい自治体を選ぶこと
ができる制度」として創設されました。
都城市では、ふるさと納税申告時に寄附金の使途について8つのメニューから選択してもら

います。そのうち、子育て支援への寄附額が最も多く、全体の約半分を占めます。
寄附金を活用して実施した子育て支援に関連した事業のうち、平成29（2017）年度から開

始した地場産物「ふるさと給食」提供事業では、地場産物を活用した学校給食を提供していま
す。令和3（2021）年度は都城産のブランド豚肉を使用した「幸せ上々（あげあげ）竜田揚
げ」を市立の小・中学校で提供しました。竜田揚げに添えた野菜やごはんなども都城産です。
また、「ふるさと給食」に合わせて、生産者による講話で生産者の声を伝えるとともに、ふる
さと納税、地産地消の授業も行っています。
このように、生きた教材として「ふるさと給食」を活用することにより食育の推進を図ると

ともに、子供たちにふるさと都城の魅力を伝えています。

「幸せ上々（あげあげ）竜田揚げ」を食べる児童

「ふるさと納税」を活用した「ふるさと給食」
宮崎県都

みやこの
城
じょう
市
し

事 

例

	

第
5
章	

生
産
者
と
消
費
者
と
の
交
流
の
促
進
、
環
境
と
調
和
の
と
れ
た
農
林
漁
業
の
活
性
化
等



119

2 環境と調和のとれた持続可能な食料生産とその消費にも配慮した食育の推進
我が国の食料・農林水産業は、高

品質、高付加価値な農林水産物、食
品を消費者に提供するとともに、日
本固有の食文化の魅力の源泉として
国内外から高い評価を受けていま
す。一方、生産者の減少・高齢化、
地域コミュニティの衰退といった課
題、国内外で重要性が増している地
球環境問題やSDGsへの対応の必要
性等を踏まえ、農林水産省では、持
続可能な食料システムの構築に向
け、令和3（2021）年5月に「みどりの食料システム戦略」を策定しました。

本戦略の実現に向けては、食料・農林水産業の調達から生産、加工・流通、消費までの一連
の活動の各段階で課題の解決に向けた行動変容を促すことが鍵となります。消費分野では、見
た目重視から持続可能性を重視した消費の拡大など、環境にやさしい持続可能な消費の拡大や
食育の推進などが期待されます。

食育に関する取組としては、特に「環境にやさしい持続可能な消費の拡大や食育の推進」と
して、「栄養バランスに優れた日本型食生活の総合的推進」の中で、栄養バランスに優れた

「日本型食生活」に関する食育、地産地消の推進や持続可能な地場産物や国産有機農産物等を
学校給食に導入する取組の推進等を実施するとしています。

第4次基本計画では、「取り組むべき施策」として「環境と調和のとれた持続可能な食料生
産とその消費にも配慮した食育の推進」を掲げており、有機農業を始めとした持続可能な農業
生産や持続可能な水産資源管理等、生物多様性と自然の物質循環を健全に維持し、自然資本を
管理し、又は増大させる取組に関して、国民の理解と関心の増進のため普及啓発を行っていま
す。

具体的には、学校給食での有機食品の利用など有機農業を地域で支える取組事例の共有等を
行うため、「有機農業と地域振興を考える自治体ネットワーク」の活動として、令和3（2021）
年6月に千葉県木

き
更
さら

津
づ

市
し

、12月に愛知県東
とう

郷
ごう

町
ちょう

の事例等を共有するセミナーを開催するなど、
関係者の取組が進むよう連携の強化に取り組んでいます。

また、食や農林水産業の持続可能な生産消費を促進するためには、一企業の取組だけで解決
することは困難です。そのため、農林水産省、消費者庁、環境省が連携し、企業・団体、国が
一体となって、持続可能な生産と消費を促進する「あふの環（わ）プロジェクト」を令和2

（2020）年6月に立ち上げました。
「あふの環（わ）プロジェクト」では、勉強会や交流会のほか、生産から消費までのサプラ

イチェーン全体での行動変容を促すための様々な取組を行っています。
具体的には、令和3（2021）年9月に開催したサステナウィークでは、「選ぶ、食べる、サ

ステナブル展」において、見た目重視から持続性重視の買い物へと行動変容してもらえるよ
う、環境に配慮した生産方法や見た目向上のために生産現場で行われている工夫や苦労等、食
品の背景にある隠された価値について情報発信をしました。また、料理家をゲストに迎え、旬
の野菜や持続性を意識した食材の見分け方や、購入の方法、家族で実践できる食育のアイデア

みどりの食料システム戦略の具体的な取組
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などについてトークイベントを実施し、動画を
公開するなどしました。

くわえて、環境や社会課題の解決に向け積極
的に取り組む国内企業や団体、Z世代の学生と
共に、オンライントークイベントを行い、生産
者、消費者、企業の三者が連携していく重要性
を発信しました。

令和4（2022）年に「あふの環（わ）プロ
ジェクト」とA

ア グ ベ ン チ ャ ー
gVenture L

ラ ボ
abが共同で開催し

た「サステナアワード2021伝えたい日本の“サステナブル”」では、食と農林水産業の持続
可能なサービス、商品を扱う地域、生産者、事業者の取組を分かりやすく紹介する動画を募集
し、明

あ か し
石浦

うら
漁業協同組合の「『豊かな海へ』海底耕

こう
耘
うん

プロジェクト」が農林水産大臣賞、パタ
ゴニアプロビジョンズの「五人娘（寺田本家）パタゴニア プロビジョンズ」が環境大臣賞、
波
は

佐
さ

見
み

町
ちょう

地域内循環プロジェクトの「半農半陶の里 波佐見の地域内循環の取り組み」が消費
者庁長官賞、南国にしがわ農園の「私たちの想い」がAgVenture Lab賞を受賞しました。

さらに、生産から流通・加工、外食、消費等へとつながる食分野の新しい技術及びその技術
を活用したビジネスモデルであるフードテックへの関心の高まりを受け、農林水産省では、令
和2（2020）年10月、食品企業や、スタートアップ企業、研究機関、関係省庁等の関係者で
構成する「フードテック官民協議会」を立ち上げ、同協議会には令和4（2022）年1月末現
在、約950人が入会しています。同協議会では、特定の分野について協調領域の課題解決に
向けた専門的な議論を行うための作業部会を発足させるとともに、フードテックの機運を盛り
上げるため、ウェブサイトでの情報発信等を行っています。そのほか、農林水産省は、フード
テック分野の研究開発を推進するとともに、投資促進を図りながら、新たな市場の創出を促進
することとしています。

3 食品ロス削減に向けた国民運動の展開
我が国では、食料及び飼料等の生産資材の多くを海

外からの輸入に頼っている一方で、本来食べられるに
もかかわらず廃棄されている食品ロスが、令和元

（2019）年度の推計で570 万トン発生しています。
内訳は、事業系で309万トン、家庭系で261万トン
となっており、国民一人当たりの量で見ると年間約
45kgの食品ロスが発生している状況です。

こうした中、我が国では、環境負荷の少ない、循環
を基調とした経済社会システムを構築するため、「食
品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（平成
12年法律第116 号。以下「食品リサイクル法」とい
う。）に基づき、食品の売れ残りや食べ残し、又は、
食品の製造過程において発生している食品ロスを含む
食品廃棄物等について、食品の製造、流通、消費等の
各段階において、発生の抑制に優先的に取り組んだ上

選ぶ、食べる、サステナブル展

資料：�総務省「人口推計」（令和元（2019）年10月1日）
　　　農林水産省「令和元年度食料需給表（確定値）」
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で、食品循環資源について飼料化や肥料化等による再生利用を推進しています（図表2-5-2）。
また、平成27（2015）年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030アジェンダ」（以下「2030アジェンダ」という。）では、SDGsの目標の一つに「持続可
能な生産消費形態を確保する」ことが掲げられ、その中で「2030 年までに小売・消費レベル
における世界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減させ、収穫後損失などの生産・サプライ
チェーンにおける食料の損失を減少させる」がターゲットとして設定されるなど、食品ロスへ
の国際的な関心が高まっています。この「2030アジェンダ」で掲げられた目標及びターゲッ
トを世界全体で達成していくためには、事業者だけでなく、国民一人一人の意識と行動が求め
られています。

この「2030アジェンダ」も踏まえて、我が国における食品ロスの削減目標が設定されまし
た。具体的には、「第四次循環型社会形成推進基本計画」（平成30（2018）年6月19日閣議決
定）及び「食品リサイクル法」に基づく基本方針において、家庭系食品ロス量及び事業系食品
ロス量をそれぞれ令和12（2030）年度までに平成12（2000）年度比で半減させることとし
ました。

図表2-5-2 食品廃棄物等の利用状況等（令和元（2019）年度推計）

資料：・�事業系食品ロスについては、食品リサイクル法第９条第１項に基づく定期報告結果と農林水産省大臣官房統計部「食品循環
資源の再生利用等実態調査結果（平成29年度）」等を基に、農林水産省食料産業局において推計

　　　・�家庭系食品ロスについては、「令和２年度食品循環資源の再生利用等の促進に関する実施状況調査等業務報告書」を基に、環
境省環境再生・資源循環局において推計

　　　・�事業系廃棄物及び家庭系廃棄物の量は、「一般廃棄物の排出及び処理状況、産業廃棄物の排出及び処理状況」（環境省）等を基
に、環境省環境再生・資源循環局において推計

注：1）�事業系廃棄物の「食品リサイクル法における再生利用」のうち「エネルギー化等」とは、食品リサイクル法で定めるメタン、
エタノール、炭化の過程を経て製造される燃料及び還元剤、油脂及び油脂製品の製造である。

　　2）端数処理により合計と内訳の計が一致しないことがある。

さらに、国民運動として食品ロスの削減を推進するため、「食品ロスの削減の推進に関する
法律」（令和元年法律第19号。以下「食品ロス削減推進法」という。）が、令和元（2019）年
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5月に成立し、同年10月1日に施行されました。また、令和2（2020）年3月には、「食品
ロス削減推進法」に基づく「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」（令和2（2020）
年3月31日閣議決定）が閣議決定され、関係各省庁等において、国民各層が、食品ロス削減
の問題を「他人事」ではなく「我が事」としてとらえ、「理解」するだけにとどまらず「行動」
に移すための様々な取組を行っています。

農林水産省では、食品ロスの一つの要因となっている製・配・販1にまたがる商慣習の見直
しを促進するため、10月30日を「全国一斉商慣習見直しの日」として、食品小売事業者にお
ける納品期限の緩和や食品製造事業者における賞味期限表示の大括り化（年月表示、日まとめ
表示）の取組を呼び掛けています。令和3（2021）年10月時点で納品期限の緩和に取り組む
食品小売事業者は186事業者（令和2（2020）年10月時点：142事業者）、賞味期限表示の
大括り化に取り組む食品製造事業者は223事業者（令和2（2020）年10月時点：156事業
者）となり、これに取り組む事業者名及び取組事例を公表しました。

また、食品ロス削減のための消費者啓発の取組を促すため、令和3（2021）年10月の食品
ロス削減月間に、ポスターなど普及啓発資材を活用した消費者に対する食品ロス削減のための
啓発活動を行う小売・外食事業者や事業者へ食品ロス削減の普及啓発を呼び掛ける地方公共団
体を募集した結果、159事業者、76地方公共団体から応募があり、これに取り組む事業者名
を公表しました。

小売店・外食店で掲示する消費者向けポスター等

さらに、令和4（2022）年2月の恵
え

方
ほう

巻
まき

シーズンには、予約販売等の需要に見合った販売
に取り組む食品小売事業者向けのPR資材を提供するとともに、恵方巻のロス削減に取り組む
事業者の公表も行いました。

生産・流通・消費等の過程で発生する未利用食品について、食品関連事業者や生産現場等か
らの寄附を受けて、必要としている人や施設等に提供するフードバンク活動が全国各地で広が
りつつあり、令和4（2022）年3月現在、国内で178団体が活動しています。

農林水産省は、食品の衛生的な取扱いやトレーサビリティの観点から、食品関連事業者等が
フードバンクへ安心して食品の提供を行えるように、平成28（2016）年にフードバンク活動
の食品の品質確保、衛生管理、情報管理等の適切な運営を行うための手引を作成（平成30

（2018）年9月改正）しました。また、同年から、食品関連事業者とフードバンクとのマッチ
ングを図るための情報交換会を全国各地で開催しています。さらに、令和3（2021）年度に

1　メーカー（製）、中間流通・卸（配）、小売（販）のこと
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は、食品産業から発生する食品ロスの削減につながる商品（見切り品等）を寄附金付きで販売
し、利益の一部をフードバンク活動の支援に活用する新たな仕組みを構築するため、食品小売
事業者における実証・検討を支援しました。

新型コロナウイルス感染症対策に伴い食品関連事業者において発生した未利用食品が食品ロ
スとなることが懸念されたため、令和2（2020）年3月からは、食品関連事業者で発生する
未利用食品の情報を集約し、フードバンクへの情報提供を行いました。また、令和2（2020）
年3月から12月までの間、フードバンクに寄附を行う食品関連事業者等に対する輸配送費の
支援を行いました。さらに、令和3（2021）年3月から12月まで、フードバンクに対して、
子供食堂等への食品の受入れ・提供を拡大するために必要となる経費を支援しました。

国の災害用備蓄食品については、令和3（2021）年4月に関係府省庁が申合せを行い、食
品ロス削減及び生活困窮者支援等の観点から有効に活用するため、入替えにより災害用備蓄食
品の役割を終えたものについて、原則として、フードバンク等への提供に取り組むこととして
おり、令和3（2021）年5月から、農林水産省のウェブサイトにおいて、ポータルサイトを
設け、各府省庁の取組を取りまとめて情報提供を行いました。

くわえて、農林水産本省においては、入替えに伴って役割を終えた災害用備蓄食品につい
て、令和3（2021）年10月29日、30日に愛知県豊

とよ
田
た

市
し

において開催された「第5回食品ロ
ス削減全国大会」（豊田市・全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会主催、消費者庁・
農林水産省・環境省共催）における無償配布を実施するとともに、令和4（2022）年1月に、
フードバンク等2団体への無償提供を実施しました（5品目、計4,883食）。また、地方農政
局等においても同様の取組を進めました。

令和3（2021）年の「食品ロス削減月間」には、消費者庁、農林水産省、環境省が共同で
普及啓発ポスターを作成し、地方公共団体等に配布するとともに、集中的な情報発信に取り組
みました。

また、消費者・事業者・地方公共団体等の食品ロス削減に関わる様々な関係者が一堂に会
し、関係者の連携強化や食品ロス削減に対する意識向上を図ることを目的として、「第5回食
品ロス削減全国大会」が開催され、関係各省庁もブース出展等を行いました。このほか、各種
セミナー等において、食品リサイクルと食品ロスの削減について、まだ食べられる食品を捨て
ることを「もったいない」と感じてもらえるよう、普及啓発活動を行いました。

さらに、消費者庁、農林水産省、環境省では、全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議
会と共同で、「「おいしい食べきり」全国共同キャンペーン」を令和3（2021）年12月から令
和4（2022）年1月にかけて実施しました。外食時の食べきり（「３０（さんまる）・１０

（いちまる）運動」等）のほか、新型コロナウイルス感染症対策として、テイクアウト等によ
る家庭での食事の機会が増加していることから、テイクアウト時の適量購入や家庭での食べき
りについても啓発を行いました。家庭や外食時に食品ロスを減らすポイントについてまとめた
啓発資材の提供や「外食時のおいしく「食べきり」ガイド」、飲食店等の食品ロス削減のため
の好事例集の周知等による啓発活動を実施しました。

官民を挙げた取組である食品ロス削減国民運動ロゴマークとして、各団体・企業での利用を
推進してきた「ろすのん」について、平成30（2018）年6月に通常の泣いているマークに加
えて、笑っているマークも追加しました。平成25（2013）年にマークの利用がスタートし、
令和4（2022）年3月現在では1,111件の利用件数となりました。
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食品ロス削減国民運動ロゴマーク「ろすのん」

消費者庁では、食品ロス削減の取組を広く国民運動として展開していくことを目的として、
「令和3年度食品ロス削減推進大賞」及び「「めざせ！食品ロス・ゼロ」川柳コンテスト（コラ
ム「食品ロスの削減に関する取組」参照）」を実施し、個人や企業など様々な主体から多くの
応募がありました。また、「令和3年度食品ロス削減推進大賞」表彰式を「第5回食品ロス削
減全国大会」のプログラムの一つとして実施しました。

くわえて、地域において食品ロス削減を推進する人材を育成するために「食品ロス削減推進
サポーター」制度を創設し、サポーター育成のための教材となる「食品ロス削減ガイドブッ
ク」を作成しました。

「食品ロス削減月間」ポスター
（令和3年度版）

「令和3年度食品ロス削減推進大賞」表彰式 食品ロス削減ガイドブック
（令和3年度版）

環境省では、食品ロスに関する情報を集約したポータルサイトを作成し、それぞれの主体が
食品ロスに関する正確で分かりやすい情報を得ることができる環境を整備しています。また、
食品ロス削減に関する普及啓発の一環として、啓発キャラクター「すぐたべくん」を活用し、
食品小売店で購入する際、すぐに食べる商品については、賞味期限や消費期限がより長い商品
を選んで購入するのではなく、陳列されている手前から順番に購入することについて普及啓発
を行っています。また、令和2（2020）年度に「Newドギーバッグアイデアコンテスト」を
実施し、ドギーバッグによる持ち帰りに代わる新たなネーミングとして「mottECO（モッテ
コ）」を大賞として選定しました。飲食店等での外食時においてはまずは食べきることを前提
として、食べ残してしまった場合には消費者の自己責任の範囲で「mottECO」を行うことが
当たり前になるように、普及に取り組んでいます。
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「mottECO（モッテコ）」普及啓発資材 「すぐたべくん」ポスター

食品ロスポータルサイト（環境省）
URL：https://www.env.go.jp/recycle/foodloss/index.html

また、地方公共団体の食品ロス削減の取組の支援も行っています。環境省では、全国おいし
い食べきり運動ネットワーク協議会が取りまとめた「食品ロス削減のための施策バンク」の中
から、他の地方公共団体担当者が同様の取組をする際に参考となる事例を取りまとめた「自治
体職員向け食品ロス削減のための取組マニュアル」を平成30（2018）年10月から公表して
います。令和3（2021）年3月の更新版では、新たに5地方公共団体における事例を追加し
たほか、食品ロスが発生する場面別に事例をグループ化し、取組を検討している地方公共団体
が、先進事例を検索しやすい構成へと見直しました。消費者庁では、地方公共団体において食
品ロス削減推進計画の策定が進むよう、令和3（2021）年2月に、地方公共団体向けオンラ
イン説明会を開催しました。

学校教育においては、各教科等の中で、食事ができるまでの過程を知り、働く人々に感謝の
気持ちを持つこと、残さず食べたり無駄なく調理したりすること等を指導しています。文部科
学省では、小学生用食育教材や「食に関する指導の手引－第二次改訂版－」等において食品ロ
スの削減について取り上げています。

環境省では、学校給食における再生利用等の取組を促進するとともに、食育・環境教育を推
進するため、学校給食の実施に伴い発生する廃棄物の3R促進モデル事業を平成27（2015）
年度から実施しています。モデル事業参加学校の多くでは、給食の食べ残し量の減少や、児童
を通じて保護者にも意識や行動の変化が見られます。
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コラム 食品ロスの削減に関する取組

消費者庁では、食品ロスの削減に向けた啓発活動の一環として、「「めざせ！食品ロス・ゼロ」
川柳コンテスト」を実施しました（募集期間：令和3（2021）年10月1日～10月31日）。
計6,636件の応募の中から、審査の結果、「冷蔵庫　開けて地球を　のぞき込む」が内閣府特
命担当大臣（消費者及び食品安全）賞に選ばれました。川柳コンテストを通じて、消費者が食
品ロス問題について我が事として考え、行動に移してもらうことを目的に行っています。

表彰式の様子 内閣府特命担当大臣（消費
者及び食品安全）賞

受賞作品

環境省では、食品ロスの削減の機運の醸成を促進する観点から、食品ロスの削減の効果的か
つ波及効果が期待できる優良な取組を実施した者に対して、食品ロス削減環境大臣表彰を行い
ました。
mottECO（モッテコ）賞では、株式会社セブン＆アイ・フードシステムズ、ロイヤルホー

ルディングス株式会社による「mottECO普及による食品ロス削減と脱プラ両立プロジェクト」
が、フードドライブ賞では、株式会社ダイエー、神

こう
戸
べ
市
し
、株式会社サカイ引越センターによる

「～業界を超えた連携　フードドライブ活動の更なる発展に向けて」が、食品ロス削減の取組
賞では、社会福祉法人正

しょう
和
わ
会
かい
による「「急速凍結」を活用し食べ残しゼロへ。高齢者ひとりひ

とりに寄添った新しい食事提供方法で食品ロス削減の取組」が表彰されました。
各受賞者の取組については環境省の食品ロスポータルサイトで紹介しています。
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4 バイオマス利用と食品リサイクルの推進
バイオマスは、動植物由来の再生可能な資源であり、家庭やレストラン等から出る食品廃棄

物や家畜排せつ物など私たちの身近に豊富に存在しています。バイオマスを利用することは、
循環型社会の形成や地球温暖化の防止に寄与するほか、新たな産業の創出や農山漁村の活性化
につながるものです。

政府は、「バイオマス活用推進基本法」（平成21年法律第52号）及びこれに基づく「バイオ
マス活用推進基本計画」（平成28（2016）年9月16日閣議決定）の下で、バイオマスの活用
の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進しています。現在、食品廃棄物を含め、更なる
利用拡大に向けて、「バイオマス活用推進基本計画」の改定に向けた検討を進めています。

食品廃棄物については、食品関連事業者による飼料や肥料等への再生利用の取組が進められ
ているものの、消費者に近い食品流通の川下や家庭での廃棄物については、分別が難しく、そ
れらの取組は必ずしも十分とはいえない状況にあります。このため、食品流通の川下において
も比較的、分別が容易で取り組みやすいメタン化1を促進しています。具体的には、下水処理
施設の混合利用による食品廃棄物のメタン化の取組の支援や、メタン化に伴い発生する消化液
の肥料利用に向けた取組に対する支援など、地域の実情に応じた食品廃棄物の再生利用を推進
しています。

令和元（2019）年7月には「食品リサイクル法」に基づく新たな基本方針を策定し、再生
利用等実施率の数値目標の見直しを行うなど、食品循環資源の再生利用等の更なる促進を図る
こととしており、「食品リサイクル法」の再生利用事業計画（食品リサイクル・ループ）の認
定制度の活用等により、食品関連事業者、再生利用事業者及び農林漁業者等の三者が連携し、
地域で発生した食品循環資源を肥料や飼料として再生利用し、これにより生産された農産物を
地域において利用する取組も進んでおり、令和4（2022）年3月末現在で51の計画が認定さ
れています（図表2-5-3）。

また、食品リサイクルの推進の取組として、平成27（2015）年度から「食品リサイクル推
進マッチングセミナー」を、平成29（2017）年度から「食品リサイクル肥料の利用促進に向
けた意見交換会」を開催しています。これらの取組の結果、食品関連事業者の再生利用等実施
率は、令和元（2019）年度には85％になりました。令和3（2021）年2月には、食品残さ
等の未利用資源を活用した飼料（エコフィード）の先端技術及び優良事例の普及等を図る「食
品リサイクル飼料化セミナー」を開催しました。

1　メタン発酵によりバイオガスを生成し、エネルギー利用する取組
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図表2-5-3 再生利用事業計画のイメージ

資料：農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課で作成
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	第1節	 ボランティア活動等における取組
食生活が多様化する中で、地域の郷土料理や伝統料理等の食文化を大切にし、次の世代への

継承を図るには、地域の食生活改善推進員など国民の生活に密着した活動を行っている食育ボ
ランティアの役割が重要です。

食生活改善推進員は、郷土料理や食文化の継承を目的とした「おやこの食育教室」等を実施
しており、令和3（2021）年度は令和2（2020）年度に引き続き、新型コロナウイルス感染
症の発生状況を踏まえ、料理講習会の実施が困難な地域では、家庭訪問活動を行い、家族で食
事をする時間が増えた今を家庭における伝承料理の継承のチャンスと捉え、レシピの配布等を
通して普及啓発しました。

また、地域に伝わる郷土料理を知ってもらおうと作成した「日本の味　郷土料理めぐり」を
活用し、郷土料理の伝承に努めました。

さらに、一般財団法人日本食生活協会では、日本の食に対する興味や関心を高め、郷土料理
の更なる活性化に寄与することを目的として、平成28（2016）年度に「郷土料理スペシャリ
スト」の認定制度を開設し、「郷土料理スペシャリスト」として認定された人々が活動してい
ます。

食文化の継承のための活動の支援等
第2部

第6章

鹿児島県食生活改善推進員連絡協議会
「郷土料理の伝承　～さつまの郷土料理の普及～」

薩
さ つ ま

摩川
せん

内
だい

市
し

食生活改善推進員連絡協議会では、
市民大学（公民館講座）において、月に1回、料
理教室を実施しています。参加者は成人で、メ
ニューは毎回異なりますが、1品は鹿児島の郷土
料理を入れ、「さつま汁」、「からいもねったぼ」、

「きびなごの南蛮漬け」などの普及をしています。
「さつま汁」は鶏肉を使った具だくさんみそ汁の
ことで、「薩

さつ
摩
ま

旧
きゅう

伝
でん

集
しゅう

」によると、江戸時代に薩
摩武士たちが闘

とう
鶏
けい

で負けた鶏をみそ汁にしたのが
始まりとも言われています。野菜をたくさん入れ
ることで、減塩効果も期待できる郷土料理の一つ
です。「からいもねったぼ」のからいもとは、特
産のさつまいものことで、つきたての餅に、煮た
さつまいもを入れて混ぜて食べる餅料理です。ま
た、市内の甑

こしき
島
しま

は日本有数のきびなごの産地であ

食生活改善推進員による食文化継承の取組
一般財団法人日本食生活協会

事 

例

さつま汁

講習会の様子
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り、市の魚として制定されています。「きびなごの南蛮漬け」は、唐揚げにしたきびなごと一
緒に、季節の野菜をたくさん添えて食べます。

郷土料理の伝承とともに、減塩や野菜摂取の大切さについても伝えています。

長野県食生活改善推進協議会
「「長野色の食」の伝承　～食文化をよりよく次
世代へ伝承することを願って～」

先人の生きる知恵と技などを知り、その食文
化をよりよく伝承していきたいと願い、また、
食卓や地域で集まる場で「食」の話に花が咲き、
健康づくりの一助となるよう、各地域で様々な
郷土料理を掘り起こし、伝える活動をしていま
す。

具体的には、長野県の健康長寿を支える「長
野色の食」をまとめ、各地域の食材や行事など
にちなんだ郷土料理を公民館や学校と連携して、
親子、小・中・高校生など多くの人に伝えてい
ます。

長野県を代表する粉食に「おやき」がありま
す。昔、中身は味噌という素朴なものでしたが、
現在のおやきの具は、春の摘み草や山菜、旬の
野菜など多彩なものが工夫され、バランスのと
れた1品となっています。おやきは四季を感じ
させ、郷愁を誘う長野県ならではの故郷の味で
す。

若い人たちからは、講習会を通じて、自分で作る楽しさ、達成感などを感じ、家族との会話
が生まれたと感想が寄せられています。

ほかにも、五
ご

平
へい

餅
もち

、やしょうま、こねつけ、にらせんべいなど、その地域に伝わる郷土の味
を次世代に伝えることを活動の柱としています1。

1　うちの郷土料理　長野県（農林水産省）https://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/k_ryouri/
search_menu/area/nagano.html

親子おやき作り教室

おやき
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	第2節	 専門調理師等の活用における取組
一般社団法人全日本司

し
厨

ちゅう
士
し

協会は、各地の保育所・幼稚園・小学校での親子料理教室など
の開催や福祉施設での継続的な慰問活動等、総合的な食育の推進・普及を実施しています。

また、令和3（2021）年8月には、アジア地域のシェフによる国際会議がオンラインで開
催されました。会議では、世界的規模で料理イベントの中止や延期が続いているため、スト
リーミング配信等、デジタル技術を駆使したオンラインでのイベント開催の可能性を検討し、

「これまでの日常とは異なる新しい日常（New Normal）に対応することが求められている」
という共通認識を持ちました。

さらに、世界各地に配属される公邸料理人の育成に当たって、赴任している方の現地レポー
トを機関紙に掲載するなど情報を提供するとともに、若手シェフを対象とした講習会を開催
し、食文化の継承のために、調理技術の向上等に努めています。

公益社団法人日本調理師会では、食を通じて親子の心の触れ合いを図り愛情を深めるととも
に、地域の特産品を主な食材とした手作り弁当により子供の味覚を育み、それによって食育の
推進に寄与することを目的に、毎年「全国こどものための愛情弁当コンテスト」を開催してい
ます。本コンテストでは、全国から、育ち盛りの子供たちに対して、応募者が食べさせてあげ
たい地域の特産品を用いた弁当レシピを募集しており、最優秀作品2賞を決定しています。令
和3（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、表彰式や様々な
イベント活動が中止になりましたが、地域の食材を使った伝統的な日本料理や郷土料理、西洋
料理・中国料理などの部門を設けた料理コンクールを通じ、今後も、日本古来の伝統料理の伝
承や地産地消の推進について広く普及啓発していきます。

「全国こどものための愛情弁当コンテスト」
最優秀作品　作品名：わくわく！遠足弁当

「全国こどものための愛情弁当コンテスト」
最優秀作品　作品名：めでたい弁当

「全国こどものための愛情弁当コンテスト」
特別賞　作品名：くまさん弁当
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一般社団法人全日本司厨士協会では、若手
シェフの育成は食文化の継承につながるものと
考え、調理技術の向上を目的とした料理講習会
や料理コンクールを全国各地で継続的に開催し
ています。

青森県本部では、令和3（2021）年6月に
若手シェフを対象にした鴨肉のさばき方の講習
会を開催し、ベテランシェフの指導により、ふ
だん扱う機会の少ない丸鴨をさばく実習を行い
ました。

また、ジビエの料理講習会を開催し、鹿や猪
の解体から調理までを学ぶ機会を提供していま
す。東海地方本部では、令和3（2021）年9
月に愛知県産のジビエを使った講習会を開催し、
鹿の解体実演の後、フランス料理の技法を使っ
た調理実習を行いました。捕獲した野生鳥獣を
安全においしく調理することは、資源の有効活
用であり、日本の美しい自然環境の保全にも関
わります。

このように全日本司厨士協会では、調理師及
び専門調理師の技能の伝承を通して、今後も食
文化の継承のための活動を行い、日本の食文化
を広く世に発信していきます。

若手シェフへの技能の伝承
一般社団法人全日本司厨士協会

事 

例

鴨のさばき方の実習

ジビエの料理講習会にて
鹿のロティ　アルザス風

ソース・ポワブラード　栗粉と茸のヌイユ
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	第3節	 地域の多様な食文化の継承につながる食育の推進
（1）「和食」の保護と次世代への継承のための産学官一体となった取組

平成25（2013）年に、「和食；日本人の伝統的な食文化」がユネスコ無形文化遺産に登録さ
れたことを契機として、海外では、日本食レストランが平成25（2013）年からの8年間で約3
倍の15万9千店（外務省調べにより、農林水産省において推計）に増加しました。また、訪日外
国人が訪日前に期待していたこととして「日本食を食べること」が最も多くなるなど1、海外にお
ける日本食への関心が高まっています。一方、我が国では、食の多様化や家庭環境の変化などを
背景に、和食や地域の郷土料理や伝統料理等を受け継ぎ、伝えることが困難になりつつあります。

農林水産省では、地域の食文化を保護・継承していくため、令和元（2019）年度から3年
間、47都道府県別に郷土料理の歴史・由来、関連行事、使用食材、レシピ等を調査し、「うち
の郷土料理」としてデータベース化するとともに、情報発信を行っています。また、子供たち
や子育て世代に対して和食文化の普及活動を行う中核的な人材（和食文化継承リーダー）を育
成するために、栄養士や保育士等向けの研修会を全国で開催しています。

さらに、次世代を担う子供たちへ和食文化を伝えていくための新たな取組として、文部科学
省やユネスコスクール2の加盟校等と連携して、発達段階に応じて和食文化の全体像が学べる
小学生向けの教材等を制作するとともに、その教材を利用したモデル授業をユネスコスクール
の加盟校（1校）が行いました。

このほか、活動4年目を迎えた官民協働の「Let's！和ごはんプロジェクト」においては、
「和食の日（11月24日）」を含む11月を「和ごはん月間」として、農林水産省と「Let's！和
ごはんプロジェクト」メンバー企業等とが連携して和食の魅力や価値を発信するイベント等を
開催しました。あわせて、SNS等で和食の魅力を発信しました。

プロジェクトメンバーとなっている企業や団体では、次世代を担う子供たちや子育て世代が
「和ごはん」を身近に感じられるような、プロジェクトメンバー間の連携企画、各種イベント
等を重点的に実施しました。

また、砂糖の消費量が減少している中で、砂糖に関する正しい知識や砂糖・甘味に由来する
食文化の魅力等について広く情報発信する「「ありが糖運動」～大切な人への「ありがとう」
をスイーツで～」を展開しています。令和2（2020）年4月に「ありが糖運動」ロゴマーク
を制定したほか、「ありが糖運動」公式SNS（Facebook及びTwitter）も開設し、砂糖に関
する情報発信を継続・強化しています。

文化庁では、文化審議会食文化ワーキンググループの報告書に基づき、令和3（2021）年度
には、「文化財保護法」（昭和25年法律第214号）に基づく文化財の登録等を推進するとともに、
特色ある食文化の継承・振興に取り組む地方公共団体等に対して、調査研究による文化的価値
の明確化や文化的背景をわかりやすく伝える「食文化ストーリー」の構築・発信等を支援し、
モデル事例を形成しました。全国10地域で、文化財の登録等に向けた調査研究や地域の食文化
の保護継承活動、SNSや映像コンテンツを活用した発信等の取組を支援しました。

和食文化の保護・継承に取り組む一般社団法人和食文化国民会議は、講演会の開催のほか、
令和3（2021）年の「和食の日（11月24日）」の前後には、全国の小・中学校、保育所等を
対象として和食給食の提供や和食文化に関する授業を行う「だしで味わう和食の日」の取組を

1　観光庁「訪日外国人消費動向調査2019年年次報告書」
2　ユネスコ憲章に示されたユネスコの理念を実現するため、平和や国際的な連携を実践する学校
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実施するとともに、「五
ご

節
せ っ く

供1」にちなんだ和食を推進する取組を行っています。
今後とも、産学官が一体となって和食文化の保護・継承の取組を推進するとともに、地域活

性化につなげていくことが重要です。

「ありが糖運動」～大切な人への「ありがとう」をスイーツで～（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/seisan/tokusan/kansho/kakudai/

1　「人
じん

日
じつ

の節供（1月7日）」、「上
じょう

巳
し

の節供（3月3日）」、「端
たん

午
ご

の節供（5月5日）」、「七
しち

夕
せき

の節供（7
月7日）」及び「重

ちょう
陽
よう

の節供（9月9日）」のこと。合わせて「五
ご

節
せっ

供
く

」とされる。節供は、節日に旬の食
材でご馳走を作り、神さまにお供えした上で皆で分け合っていただくことで、家族や友人の無病息災を願
うことから、「節句」ではなく、本来の意味を伝える「節供」で表現。一般社団法人和食文化国民会議ウェ
ブサイト参照：https://gosekku-washoku.jp/about/

コラム 和食文化の保護と継承のための取組

農林水産省では、地域固有の多様な食文化（郷土料理）を地域で保護・継承していくための
取組として、47都道府県の郷土料理をデータベース化し、1,300を超える郷土料理のレシピや
歴史・由来、関連行事、使用食材について、農林水産省ウェブサイトにおいて情報発信を行って
います。一部の郷土料理については、調理動画も掲載しています。さらに、郷土料理が生まれ
た地域の風土や食文化を知ることができる「AREA STORIES」を都道府県ごとに作成しました。

また、幼稚園、保育所等の教諭、保育士、栄養士や小学校の教諭、栄養教諭、学校栄養職員
等を対象として、子供たちや子育て世代に対して和食文化を伝える中核的な人材（和食文化継
承リーダー）の育成研修の一環として、「「伝わる和食」を目指すスキルアップカレッジ2022」
をオンラインイベントで開催し、約100名の参加がありました。

和食に関心が低い人には、もっと和食を身近に感じ興味を高めてもらうため、これまでとは
異なる手法で和食の価値や魅力を分
かりやすく楽しく伝えることとし、
和食に魅せられた若手料理人等が、
和食文化に対する思いや経験談など
のエピソードを和食から生まれた

「 う ま 味 」 に な ぞ ら え 語 り 合 う
「UMAMIのある話」というトーク
ショーを動画として配信しました。

「うちの郷土料理～次世代に伝えたい大切な味～」（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/k_ryouri/index.html

「うちの郷土料理」
リーフレット

「UMAMIのある話」
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（2）地域の食文化の魅力を再発見する取組
四季折々の食材に恵まれた日本は、長い年月をかけて地域の伝統的な行事や作法と結び付い

た食文化を形成してきました。
一方で、食生活の多様化に伴い、地域の郷土料理や伝統料理等の食文化が次世代に十分に継

承されない傾向も見られます。地域の食文化を継承していくためには、伝統的な郷土料理や食
文化を支えてきた地域の食材等の特徴を理解し、伝えていくことが大切です。

家庭での継承が難しくなっている近年の状況を踏まえ、地域において、市町村や民間団体、
農業協同組合、生活協同組合等が、子供たちや子育て世代を始めとする地域の消費者を対象
に、郷土料理作り教室の開催や大豆の種まきから行う味噌作り、食品工場見学等を実施してい
ます。また、地域の伝統野菜や米等の植付けから収穫までの一連の農作業体験を通じて農作業
の楽しさや苦労等を学ぶ農業体験の機会の提供が全国で行われています。これらの取組を通し
て、地域の食文化や地場産物等への理解や関心を高めることが期待されています。

農林水産省では、地方公共団体、農林漁業者等が連携した、全国各地で行われている郷土料
理や伝統野菜を始めとする伝統的食材等の魅力の再発見につながる取組を支援しています。
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千葉県鴨
かも

川
がわ

市
し

は首都圏にある農林漁業の町。この鴨川市で、食生活の魅力を起点とする地域
再生を目的として、市民が「地域食生活マネジメント」を行う「プロジェクト鴨川味の方舟」

（以下本事例において「プロジェクト」という。）が平成22（2010）年に結成されました。
プロジェクトでは、食を通したコミュニティづくりなど人々の生きがいにつながる食生活の

側面に着目し、ワークショップ等により食生活の実態と目標像を確認し、「地域食生活再生」
のアクションプランを作りました。そこでは、「楽しく食べるとはどういうことなのか」など、
食習慣に至るまで様々な話合いが行われましたが、当面は「鴨川の美味しい食べ物を食べ続け
られること」を目標に据えて活動することとなりました。

そこで、次の4点を活動の柱としました。①鴨川の美味しい食べ物を発掘する。②鴨川の美
味しい食べ物の作り方をプロジェクトが認定した「鴨川の味のマイスター」等から学ぶ。③料
理教室やレシピ集の発行等で鴨川の味を伝承・普及する。④鴨川の農林漁業者、食品加工業者、
食品小売店等と連携し、食生活を始点（中心）に据えた「食社会」へと再編する。

これらの成果を「鴨川市食フェスタ」で報告したり、冊子「食の文化を創造する 鴨川味の
方舟」等で紹介したところ、市民から強い共感が得られました。

今後も、鴨川の「地域食生活再生」を実現することを核として、人々が、家族が、そして地
域が元気であり続けられるようにしていきたいと考えています。

パネルディスカッションの様子 作成したレシピ集

鴨川の美味しい食べ物で人と町を元気に！
（第5回食育活動表彰　農林水産大臣賞受賞）

プロジェクト鴨
かも
川
がわ
味の方

はこ
舟
ぶね
（千葉県）

事 

例
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滋賀県では、琵琶湖の水質悪化に対する危機意
識が高まったことをきっかけに、琵琶湖等の身近
な環境に関心を持ち、環境に配慮した行動ができ
る児童を育成する「環境教育」に力を入れてきま
した。草津市立渋川小学校でも、全学年が地域の
暮らしや自然をテーマに「環境学習」に取り組ん
でいます。取組に当たっては、学校、地域、行政、
研究機関、企業等が参画した「環境教育」の支援
委員会を設け、様々な世代の人々の協力を得なが
ら実践しています。

特に5、6年生は、琵琶湖を取り巻く環境につ
いて学習しており、5年生では、琵琶湖の魚介類
等を用いた郷土料理を切り口とした学習を行って
きました。漁師や農家、料理人と一緒に、「ふな
ずし」等の料理を作って食べることで、郷土料理
に対する理解を深めるほか、同時に琵琶湖の環境
をめぐる現状や課題について話を聞くことで、課題に対して問題意識を持つようになります。
そうした体験を基に、子供たちは琵琶湖の抱える課題だけでなく、その良さも多くの人に伝え
たいという思いを持って、郷土料理の魅力を伝えるための展示「滋賀の郷土料理博物館」を作
りました。そして、校内外で展示することにより、郷土料理の魅力を発信しています。

6年生では、テレビ会議システムを用いて、漁場等と教室をつなぎ、琵琶湖の伝統漁法等を
学ぶ遠隔授業を行っているほか、県外の小学校や環境教育施設と交流し、滋賀県の郷土料理を
伝えることで、郷土への愛着や誇りを深めています。

これらの取組により、「郷土料理を残していきたい。」、「郷土料理を伝えるために自分にも何
かできることがある。」と考える子供たちが増えています。郷土料理を通して子供たちが郷土
に対する愛着を育み、さらには、琵琶湖等の郷土の環境を守ろうとする意識を持って行動する
ことができるように、「環境教育」の充実を図っていきたいと考えています。

食べて守る琵琶湖の環境～地域の人々と作る「滋賀の郷土料理博物
館」～（第5回食育活動表彰　消費・安全局長賞受賞）

草
くさ
津
つ
市
し
立渋
しぶ
川
かわ
小学校（滋賀県）

事 

例

「滋賀の郷土料理博物館」に滋賀県知事を招いて説明

漁船上から伝統漁法による水揚げの様子を生中継	

第
6
章	

食
文
化
の
継
承
の
た
め
の
活
動
の
支
援
等



139

文化庁では、都道府県等と共催で、観光やまちづくり、国際交流、福祉、教育、産業などの
施策と有機的に連携しつつ、地域の文化資源等の特色を生かした文化の祭典として、「国民文
化祭」を昭和61（1986）年から毎年開催しています。

令和3（2021）年10月30日から11月21日までの23日間にわたり開催された「第36回
国民文化祭・わかやま2021」では、和歌山の食文化と芸能が一堂に会するイベント「わかや
ま食と芸能の祭典」や、湯

ゆ
浅
あさ

町
ちょう

の特産である醤油をメインとし、食文化としての醤油醸造の魅
力を発信するイベント 「ゆあさ醤

ひしほ
祭り」を開催しました。

○わかやま食と芸能の祭典（11月13日・14日　和歌山ビッグホエール（和歌山県和
わ
歌
か
山
やま
市
し
））

和歌山の特産品や郷土料理を味わうことができる食のイベントや、伝統芸能・パフォーマン
スを間近で堪能できるステージイベントなど、来場者が気軽に文化に触れることができるイベ
ントを実施しました。

また、歴史と自然が生んだ和歌山の食文化及び食の魅力を発信するトークイベントを実施し
たほか、和歌山の食材を活用し、一流料理人が作成した特別弁当を数量限定で販売しました。

トークイベントの様子

○ゆあさ醤祭り（10月30日・31日　和歌山県湯浅町）
羽
は

衣
ごろも

国際大学の協力の下、「湯浅の特産品を
使ったおうちごはん」をテーマに、湯浅の醤油、
金
きん

山
ざん

寺
じ

味噌、湯浅湾でとれた新鮮な魚などを使
い、料理教室を開催しました。地元の小学生と
その保護者が1組となり、湯浅の醤油を調味料
として生かし、簡単においしく料理を作ること
で、地域の食文化を再認識する機会となりまし
た。

また、同イベントにおいて、醤油を作る工程
を楽しく学ぶ醤油作り体験や、料理研究家を招き「日本の食文化～一汁一菜から始まる楽しみ
～」をテーマとした講演などを実施し、国民文化祭を機に、多くの人々に湯浅町の文化や歴史
に触れ、楽しんでもらいました。

和歌山県湯浅町の特産品

地域の食文化の継承（第36回国民文化祭・わかやま2021）
事 

例
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（3）関連情報の収集と発信
農林水産省では、地域における多様な食文化の保護・継承活動をより一層進めるため、様々

な活動を行っています。
その活動の一環として、農林水産省と地方農政局等が事務局となって、都道府県、市町村、

地域の食文化の保護・継承の関係団体・関係者、和食文化継承リーダー、その他食文化関係団
体・関係者（料理人、研究家等）、食品関連事業者などを結び付けるネットワーク「地域の和
食文化ネットワーク」を地方農政局等のブロック単位で立ち上げました。このネットワークで
は、1個人又は1団体で行っている取組を、より広域的、活発的、継続的に進めるため、 地域
内の関係者のネットワーク化（メンバー間の連携等）を図りつつ、セミナーや勉強会などのイ
ベントの開催情報、活動に使える予算（活動費）等の情報を定期的に発信しています。

「地域の和食文化ネットワーク」（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/network/main.html
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	第4節	 学校給食での郷土料理等の積極的な導入や行事の活用
地域に根ざした伝統的な郷土料理や行事食は、その土地の産物を独自の方法で調理し、それ

が受け継がれてきたものです。これらを学校給食の献立として提供することは、子供たちが地
域の自然や文化、産業等に関する理解を深める上で有効な手段です。また、他地域の郷土料理
や地場産物等を活用した献立の提供も、日本の食文化や、住んでいる地域の食文化が他地域と
比べ、どのような特徴を持っているのかを知る上で有効です。このような観点から、現在、学
校給食の献立に各地の郷土料理や行事食等が取り入れられています。
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	第1節	 リスクコミュニケーションの充実
1 リスクコミュニケーションの推進

平成15（2003）年に施行された「食品安全基本法」（平成15年法律第48号）は、有害な微
生物や化学物質などの食品に含まれるハザード（危害要因）を摂取することによって人の健康
に悪影響を及ぼす可能性がある場合に、その発生を防止し、又はそのリスクを適切なレベルに
低減するための枠組みである「リスクアナリシス」の考え方に基づいた我が国の食品安全行政
について規定しています。

リスクアナリシスは、「リスク評価」、「リスク管理」及び「リスクコミュニケーション」の
3つの要素からなっています。この枠組みに基づき、リスク評価機関である食品安全委員会
と、リスク管理機関である厚生労働省、農林水産省、消費者庁等が連携・協力して、食品安全
行政を展開しています。

このうち、リスクコミュニケーションについては、リスクアナリシスの全過程において、消
費者、生産者、食品関連事業者、行政などの関係者間での意見交換を行うとともに、パブリッ
クコメント等を行うことにより公正性や透明性を確保し、国民の意見をリスク評価やリスク管
理措置の決定に反映させています。また、食品の安全性に関する国民の知識と理解を深めるた
め、各種会合や資料を公開するほか、意見交換会の開催、意見・情報の募集、ウェブサイト、
メールマガジン、SNS等による情報発信等を行っています。

2 意見交換会等
食品の安全性等に関するリスクコミュニケーションの取組の一つとして、消費者庁、食品安

全委員会、厚生労働省、農林水産省等が連携して、意見交換会を開催しています。
「食品中の放射性物質」については、平成23（2011）年度から関係府省庁で連携し、重点

的に取り組んでいます。
生産現場では、市場に放射性物質の基準値を上回る農畜産物が流通することのないように、

放射性物質の吸収抑制対策、暫定許容値以下の飼料の使用等、それぞれの品目に合わせた取組
が行われています。このような生産現場における努力の結果、基準値超過が検出された割合
は、全ての品目で平成23（2011）年以降低下し、平成30（2018）年度以降は、全ての農畜
産物において基準値超過はありません。

消費者庁が令和4（2022）年3月に公表した消費者の意識調査によると、放射性物質を理
由に福島県産品の購入をためらう人の割合は6.5％となり、調査開始以来最も低い水準となり
ました。

東京電力福島第一原子力発電所の事故に起因する風評の主な要因は、食品中の放射性物質に
関する検査の結果等の周知不足であり、広く国民に正確な情報を発信することが重要であるこ
とから、復興庁が中心となり、関係府省庁と共に、「風評払拭・リスクコミュニケーション強
化戦略」（平成29（2017）年12月12日原子力災害による風評被害を含む影響への対策タスク
フォース決定）を策定しました。本戦略では、福島県産品の魅力、その安全性などの情報発信
を一層強化することとしています。

令和3（2021）年度は、食品の安全性確保のために生産現場が行っている放射性物質の低

食品の安全性・栄養等に関する調査、研究、
情報提供及び国際交流の推進
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減対策の取組、食品中の放射性物質に関する検査結果の現状等について、正確な情報提供、意
見交換等を行い、消費者に正しい情報に基づく自主的な消費行動を促すことを目的とした意見
交換会「食品に関するリスクコミュニケーション「一緒に未来を考える～食品中の放射性物質
～」」を、令和3（2021）年10月から令和4（2022）年1月、滋賀県、福岡県及び東京都で
大学生を対象としてオンライン講義で、令和3（2021）年11月及び令和4（2022）年3月
には、一般消費者を対象としてオンラインで開催しました。

さらに、令和3（2021）年11月には、企業が東京都で実施した食のイベントに、関係府省
庁が連携して出展し、子育て世代等の食品安全に関する理解の増進を目的として、小学生とそ
の保護者等を対象に食中毒予防及び食品中の放射性物質に関する体験型のセミナーを実施しま
した。イベントの様子はオンラインでも配信されました。

実際に見えた飛跡（白い筋）

霧箱（マントル
に光をあてて放
射線の飛跡を見
る実験）

親子参加型イベントの様子

なお、意見交換会等で使用した資料や議事録は、関係府省庁のウェブサイトにおいて公開し
ています。

これらに加え、消費者庁では、地方公共団体、消費者団体等と連携し、食品中の放射性物質
に関するリスクコミュニケーションに重点的に取り組んでおり、令和3（2021）年度は93回
の意見交換会等を開催しました。また、食品中の放射性物質以外にも、食品に関する身近なリ
スクと安全について、消費者、事業者、専門家等の情報共有・理解促進のためのリスクコミュ
ニケーションを実施しています。近年は、輸入食品の安全性確保や健康食品に関する意見交換
会等を実施するとともに、地方公共団体と協力して食品安全に関する消費者の身近な場におい
て食品安全に関する正確な情報を発信できる人材（食品安全コミュニケーター）の養成にも積
極的に取り組んでいます。

食品安全委員会では、毎年度策定する食品安全委員会運営計画に基づき、食品安全委員会が
行う食品健康影響評価（リスク評価）結果等への理解の促進等のため、リスクアナリシス、食
中毒等をテーマとして取り上げ、地方公共団体とも連携しつつ、意見交換会を開催していま
す。令和3（2021）年度は「農薬の再評価」や「加熱不足による食中毒を防ぎたい～肉を安
全に調理するポイント」などをテーマとして、報道関係者や事業者等を対象に意見交換会を開
催したほか、食品関係事業者等を対象として、講座「精講：食中毒を起こす微生物の性質と牛
肉を安全に調理するポイントを知ろう」をテーマとして講演を行いました。また、消費者に対
する食品安全教育に資するため、地方公共団体と共催の意見交換会の実施、地方公共団体や消
費者団体等が主催する学習会等への講師派遣を実施するなど、積極的な情報提供や意見交換に
努めています。なお、意見交換会で使用した資料や議事概要は、ウェブサイトにおいて公開し
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ています。
厚生労働省では、消費者に食品の安全性確保についての理解を深めてもらうとともに、食品

の安全性確保に対する意見を聴くために、輸入食品等の意見交換会を開催したほか、地方公共
団体等が主催する意見交換会や講習会等の機会を活用し、情報提供や意見交換に努めていま
す。

農林水産省では、食品の安全性確保に向けた意見交換会をウェブで配信しています。
また、「こども霞が関見学デー」では、各府省庁において工夫を凝らしながら、取組を進め

ています。消費者庁では、「あぶない！それ大丈夫？－子どもの安全・食の安全－」をテーマ
に、子供に予期せず起こりやすい事故とその予防法について、また、食べ物を安全に食べるた
めに気を付けるポイントについて、動画や実演、クイズを交えてオンライン講習を行いまし
た。農林水産省では、「こども霞が関見学デー」の一環として公開されたウェブサイト「マフ
塾」にて、「夏休みの自由研究に！食中毒予防を学んで、「食品安全ハカセ」になろう！」を
テーマに、自由研究にも使用できる学習テキストやクイズ動画を用いて、食事や調理をする
際、食中毒にかからないために、気を付けるべきポイントを紹介しました。

「こども霞が関見学デー」の様子
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	第2節	 食品の安全性に関する情報の提供
食品の安全性に関する情報については、消費者庁及び食品安全委員会が国民からの情報を、

食品安全委員会及び厚生労働省（国立医薬品食品衛生研究所）が国内外の食品安全関係情報
を、厚生労働省が食中毒情報等を収集し、必要に応じて随時、関係府省庁で共有するととも
に、消費者にも情報提供しています。

健全な食生活の実践には、科学的知見に基づき合理的な判断を行う能力を身に付けた上で、
食生活や健康に関する正しい知識を持ち、自ら食を選択していく必要があります。そのために
は、消費者に的確な情報を分かりやすく提供することが重要です。消費者庁では、関係府省庁
の総合調整を行うとともに、消費者に向けた分かりやすい情報提供を行っています。食品の安
全に関する注意喚起や回収情報、報道発表や地方公共団体への情報提供等について、ウェブサ
イトのほか、リコール情報サイトやSNS（Facebook及びTwitter）等を通じ、消費者に周知
を図っており、消費者庁のみならず、関係府省庁が持つ情報へのアクセスが可能となるポータ
ルサイト「食品安全総合情報サイト」を開設しています。

リコール情報サイト（消費者庁）
URL：https://www.recall.caa.go.jp

消費者庁Twitterアカウント（@caa_shohishacho）
URL：https://twitter.com/caa_shohishacho

消費者庁Facebookアカウント
（@caa.shohishacho）

URL：https://www.facebook.com/caa.shohishacho

食品安全総合情報サイト（消費者庁）
URL：https://www.food-safety.caa.go.jp

平成23（2011）年度から重点的に取り組んでいる食品中の放射性物質についての情報に関
しては、基準値や検査結果等、食品等の安全に関わることを分かりやすく説明する冊子「食品
と放射能Q&A」と、理解のポイントを整理してハンディタイプにまとめた「食品と放射能
Q&Aミニ」を適宜更新して、提供しています。
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2021（令和３）年７月21日（第15版）

食品と放射能Q＆A

2021（令和３）年７月21日（第７版）

食品と
放射能
Q&AAAAAミニ

食品と放射能Q＆Aミニ

食品中の放射性物質に関する広報資料
（パンフレット等）（消費者庁）

URL：�https://www.caa.go.jp/disast
er/earthquake/understandin
g_food_and_radiation/materi
al/

また、健康食品については、広く消費者に利用されている一方、健康被害の報告や「期待さ
れた効果がなかった」、「安全性・有効性に関する情報が得にくかった」などの相談が寄せられ
ていることを受けて、健康食品に関する消費者の疑問に応え、選択や利用の際に注意すべきポ
イント等を分かりやすく伝えるため、パンフレット「健康食品Q&A」及びリーフレット「健
康食品5つの問題」を作成し、配布のみならず、消費者庁が行う意見交換会等の教本として使
用するなど、様々な場面で活用しています。

パンフレット「健康食品Q＆A」 リーフレット「健康食品5つの問題」

食品安全委員会では、食品健康影響評価（リスク評価）に係る審議経過の透明性の確保と情
報提供のため、食品安全委員会の会合や各種専門調査会等について、原則公開とし、議事録や
配布資料を迅速にウェブサイトで公開しています。また、新型コロナウイルス感染症対策のた
め、ウェブ会議システムの活用やYouTubeによる会議のライブ配信を行っています。このほ
か、広報誌「食品安全」において、主なリスク評価結果について、図表を交えて分かりやすく
説明しています。

また、原則毎週、メールマガジンを配信し、食品安全委員会や専門調査会の審議結果の概要
や開催案内等の食品の安全性に関する情報を配信しています。さらに、SNS（Facebook及び
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Twitter）、ブログ、YouTube等を活用し、食品の安全に関して社会的に注目されている食中
毒に関する予防等について適時適切な情報発信を行っています。さらに、国内外の食品の安全
性に関する情報等をデータベースシステムである「食品安全総合情報システム」に蓄積し、
ウェブサイトを通じて広く共有し、情報が活用されるよう努めています。

くわえて、食品安全に関する論文、食品安全委員会が取りまとめたリスク評価の内容などを
国内外に広く発信するため、英文電子ジャーナル「Food Safety」を年4回発行しています。

広報誌「食品安全」（食品安全委員会）
URL：�https://www.fsc.go.jp/visual/kikanshi/k_index.

html 

食品安全総合情報システム（食品安全委員会）
URL：https://www.fsc.go.jp/fsciis/

厚生労働省では、消費者が食品の安全性確保について正しい知識が得られるよう、リーフ
レットやパンフレット等の普及啓発資材を作成するとともに、ウェブサイトにおいて、食品添
加物、残留農薬等の規格基準や監視状況を始めとする施策に関する情報のほか、家庭でできる
食中毒予防等についての情報発信を行っています。

また、食品安全に特化した公式のSNS（Twitter1）を開設し、食中毒の予防啓発等を積極的
に発信しています。

さらに、生や加熱不十分な鶏肉料理によるカンピロバクター食中毒が例年発生していること
を踏まえ、飲食店や家庭に対してパンフレット等を作成し、情報提供しています。

冬場に多く発生するノロウイルス食中毒については、「ノロウイルスに関するQ&A」、「ノ
ロウイルス食中毒予防対策リーフレット」、「ノロウイルス等の食中毒防止のための適切な手洗
い（動画）」等により、食中毒予防対策の啓発を行っています。

食中毒（厚生労働省）
URL：�https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu

nya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/index.h
tml 

カンピロバクター食中毒等（厚生労働省）
URL：�https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu

nya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/saikin.
html

ノロウイルス食中毒等（厚生労働省）
URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/syokuchu/03.html 

くわえて、令和3（2021）年6月に「食品衛生法等の一部を改正する法律」（平成30年法
律第46号）が施行されたことを受け、その概要や新しい制度について分かりやすくまとめた
ウェブサイト及びリーフレットを作成し、情報提供しています。また、食品安全を確保するた

1　厚生労働省食品安全情報＠Shokuhin_ANZEN
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めの厚生労働省の取組についてまとめたパンフレット「食品の安全確保に向けた取組」を改正
法の内容を踏まえて改訂・配布しています。

リーフレット
「食品衛生法が改正されました」

パンフレット
「食品の安全確保に向けた取組」

食品衛生法の改正について（厚生労働省）
URL：�https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu

nya/0000197196.html

食品の安全確保に向けた取組（厚生労働省）
URL：�https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/�

000717858.pdf

そのほかにも、季節に応じて増加する食中毒（細菌性食中毒、有毒植物、毒キノコ等）につ
いては、特に注意が必要な時期に政府広報等を通じて消費者への注意喚起を実施し、食品の安
全に関する正確な情報が消費者へ確実に届くよう、引き続き関係府省庁と連携していきます。

アレルギーについては、平成29（2017）年3月には、「アレルギー疾患対策基本法」（平成
26年法律第98号）に基づき、「アレルギー
疾患対策の推進に関する基本的な指針」（平
成29年厚生労働省告示第76号）が告示さ
れました。本指針では、国民が、アレル
ギー疾患に関し、科学的知見に基づく適切
な情報を入手できる体制を整備することと
されており、食物アレルギー等のアレル
ギー疾患に関する情報提供の充実のため、
厚生労働省の補助事業として一般社団法人
日本アレルギー学会がウェブサイトを開設
しています。

なお、食物アレルギー表示については、
「食品表示法」（平成25年法律第70号）に
基づく「食品表示基準」（平成27年内閣府
令第10号）により、個々の原材料又は添

アレルギーポータル
（一般社団法人日本アレルギー学会、厚生労働省）

URL：https://allergyportal.jp/

「アレルギーポータル」サイト
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加物の直後に、それぞれに含まれる特定原材料等（小麦等、発症数等から特にアレルギーを起
こしやすいものとして、表示が義務又は推奨されるもの）を表示する「個別表示」を原則とし
ています。

今後も、「食品表示法」に基づく義務表示又は推奨表示の充実等、アレルギー疾患に関する
適切な情報提供に努めていきます。

農林水産省は、消費者が健全な食生活を
送るためには、食品の安全性について正し
い知識を持ち、適切に食品を選び、取り扱
うことが重要であるとの観点から、ウェブ
サイト、メールマガジン、セミナー等で情
報提供するとともに、SNS（Facebookなど）、YouTube等を通じて情報発信を行っていま
す。ウェブサイトでは「安全で健やかな食生活を送るために」のページを設け、消費者が日常
生活に役立てられるような情報を掲載しています。

この中で、ふだんの生活において、特に、作り置きの料理等で注意が必要なウェルシュ菌や
肉の加熱不十分で注意が必要なカンピロバクターなどによる食中毒を防止するために、家庭で
の調理や食品の保存方法について情報発信を行っています。また、季節性の高い食中毒の防止
に向けて、野菜・山菜に似た有毒植物や毒キノコについても注意喚起をしています。さらに、
新型コロナウイルス感染症の影響により「新しい生活様式」が定着する中、キャンプやテイク
アウトなどの生活シーンにおける衛生管理上の注意点なども発信しています。

メールマガジン「食品安全エクスプレス」では、農林水産省を始めとする関係府省庁による
報道発表資料、意見・情報の募集、審議会、意見交換会等の開催情報等を毎日（土曜日、日曜
日、祝日等を除く。）配信し、食品の安全に関する情報を提供しています。

また、アクリルアミドやトランス脂肪酸など、国民の関心度が高い食品中の危害要因を中心
に、正しい知識を習得する機会を提供するため、国内外における健康影響等に関する調査や規
制状況等について、ウェブサイト上の情報を充実させました。

食品安全エクスプレス（メールマガジン）（農林水産省）
URL：�https://www.maff.go.jp/j/syouan/johokan/mail_magagine.html

食品中のアクリルアミドに関する情報（農林水産省）
URL：�https://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/acry

l_amide/

トランス脂肪酸に関する情報（農林水産省）
URL：�https://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/tran

s_fat/index.html

安全で健やかな食生活を送るために（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/fs/index.html
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「煮込み料理を楽しむために
～ウェルシュ菌に気を付けて～」

情報発信記事の例

「鶏料理を楽しむために～カンピロバクター
による食中毒にご注意を！！～」

「秋の味覚にご注意を！キノコを安全に美味
しく食べるために」

さらに、科学的根拠に基づき食品の安全性を向上させるため、農林水産省は、農畜水産物・
加工食品中の有害化学物質・微生物の含有実態や汚染実態の調査、汚染防止・低減技術の開
発、汚染防止・低減対策の策定・普及、それらの効果検証を実施しています。

そのほか、農林水産物の安全性の向上を図るため、生産時に使用される生産資材の安全確保
にも努めています。例えば農薬は、農産物の安定生産に必要な資材ですが、その一方で、人の
健康や環境に影響を及ぼし得るものであるため、農薬の登録制度により、その効果や安全性を
科学的知見に基づいて評価し、問題がないことを確認して製造や販売、使用を認めています。
平成30（2018）年に改正された「農薬取締法」（昭和23年法律第82号）に基づき、令和2

（2020）年度から農薬の安全性に関する審査を充実させたことに加え、令和3（2021）年度
から全ての農薬について順次、最新の科学的知見に基づく再評価を進めているところです。ま
た、農林水産省では、農薬に関する基礎知識や評価、適正な使用等に関する情報をウェブサイ
トに掲載しています。

農薬コーナー（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/
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	第3節	 基礎的な調査・研究等の実施及び情報の提供
1 「日本人の食事摂取基準」の作成・公表、活用促進

厚生労働省では、国民の健康の維持・増進、生活習慣病の予防を目的として、国民が健全な
食生活を営むことができるように、「日本人の食事摂取基準」を策定し、5年ごとに改定して
います。「日本人の食事摂取基準（2020年版）」は、令和2（2020）年度から令和6（2024）
年度まで使用する予定です。

同基準は、更なる高齢社会の進展や糖尿病有病者数の増加等を踏まえ、生活習慣病の発症予
防及び重症化予防に加え、高齢者の低栄養予防やフレイル予防も視野に入れて検討を行い、エ
ネルギーの指標として目標とするBMIの範囲や、炭水
化物、たんぱく質、脂質、各種ビタミン及びミネラルと
いった栄養素を性・年齢階級別でどのくらい摂取すれば
よいかについて定めました。報告書については厚生労働
省ウェブサイトに掲載し、情報提供を行っています。

2 「日本食品標準成分表」の充実、活用促進
「日本食品標準成分表」は、戦後間もない昭和25（1950）年に初版が公表されて以降、国

民が日常摂取する食品の成分に関する基礎データを提供することを目的として、食品数や成分
項目の充実を図るための改訂を重ねてきています。文部科学省は、令和2（2020）年12月に

「日本食品標準成分表2020年版（八訂）」を公表し、国民の食生活の実態等に応じて、新規収
載食品の追加等内容を充実させ、収載食品の総数は2,478食品となりました。また、本改訂で
は、従来、食品のエネルギーの算出基礎としてきた、エネルギー産生成分のたんぱく質、脂質
及び炭水化物を、原則として、それぞれ、アミノ酸組成によるたんぱく質、脂肪酸のトリアシ
ルグリセロール当量で表した脂質、利用可能炭水化物等
のそれぞれの組成に基づく成分に変更しました。「日本
食品標準成分表」は電子データ等をウェブサイトで公開
しているほか、最新の成分値を容易に検索できる「食品
成分データベース」としても公開し、国民が利用しやす
い情報となるよう努めています。

3 「国民健康・栄養調査」の実施、活用
厚生労働省は、「健康増進法」（平成14年法律第103号）に基づき、国民の健康の増進の総

合的な推進を図るための基礎資料として、国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況
を明らかにするため、「国民健康・栄養調査」を実施しています。
「国民健康・栄養調査」は毎年11月に実施しており、身長、体重、血圧等の身体状況に関す

る事項、食事の状況やエネルギー及び栄養素等摂取状況に関する事項、食習慣、運動習慣、休
養習慣、飲酒習慣、歯の健康保持習慣等生活習慣の状況に関する事項について把握し、解析し
た結果を公表しています。令和2（2020）年と令和3（2021）年は、新型コロナウイルス感
染症の感染拡大の影響により調査は行われませんでした。
「国民健康・栄養調査」の結果については、厚生労働省ウェブサイトに掲載するとともに、

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所国立健康・栄養研究所のウェブサイトにおい

日本人の食事摂取基準（2020年版）（厚生労働省）
URL：�https://www.mhlw.go.jp/stf/newpag

e_08517.html

食品成分データベース（文部科学省）
URL：https://fooddb.mext.go.jp/
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て、昭和20年代から実施されてきた「国民栄養調査」の結果も併せて掲載するなど情報提供
を行っています。

栄養・食育対策（厚生労働省）
URL：�https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu

nya/kenkou_iryou/kenkou/eiyou/index.html

国民健康・栄養調査（厚生労働省）
URL：�https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kenko

u_eiyou_chousa.html

4 農林漁業や食生活、食料の生産、流通、消費に関する統計調査等の実施・公表
農林水産省は、食育を推進する上で必要となる農林漁業の姿や食料の生産、流通、消費に関

する基礎的な統計データを広く国民に提供し、食育に対する国民の理解増進を図っています。
主なものとしては、米や野菜など主要な農畜産物の生産や流通に関する調査、魚介などの水産
物の生産や流通に関する調査を実施し、公表しています。

また、食育に関する国民の意識を把握するために、「食育に関する意識調査」を実施し、調
査結果を公表しています。

環境省では、「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」として、化学物質の
ばく露等が子供の健康に与える影響を明らかにするため、平成22（2010）年度から約10万
組の親子を対象に、生体試料の収集及び分析、質問票によるフォローアップ等を行っていま
す。その一環として食生活を含めた生活環境についても調査しており、その研究成果を公表し
ています。

食育に関する意識調査（農林水産省）
URL：https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/ishiki.html

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）
（環境省）

URL：https://www.env.go.jp/chemi/ceh/index.html
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コラム
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を
踏まえた調査研究

厚生労働省では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う外出自粛や新しい生活様式の
適用等により、国民の栄養・食生活の状況が変化している可能性があることから、その影響等
を把握するために、令和2（2020）年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学
特別研究事業）において、児童・生徒（小学5年生、中学2年生）とその保護者を対象に、栄
養・食生活の変化に影響する要因の把握を目的に調査を行いました。
調査の結果、世帯所得が高い群と比較

して、所得が低い群では、緊急事態宣言
後は感染拡大前よりも、食事を作る時間
や心の余裕が少なくなり、食材や食事を
選んで買う経済的余裕が少なくなったと
回答した保護者の割合が多いことが明ら
かになりました。
また、緊急事態宣言下では、所得が低

い群（図表1）、保護者の食事準備に対
する知識・態度・スキルの合計点が低い
群（図表2）において、肉・魚・卵及び
野菜のそれぞれを1日2回以上摂取して
いる子供の割合が少ないことが明らかに
なりました。
今回の調査研究から、新型コロナウイ

ルス感染症の流行により、世帯所得が低
い世帯等において子供の栄養・食生活状
況に影響があった可能性が示唆されまし
た。
社会経済状況による栄養格差の縮小に

向けては、健康増進部局だけではなく福
祉部局や教育委員会等、他の部局との連携による取組が必要となります。厚生労働省では、生
活困窮世帯を始めとした栄養・食生活支援を必要とする世帯に対する取組について、各地域の
実情に応じた部局間連携による支援が推進されるよう、健康局及び社会・援護局からそれぞれ
都道府県等の担当部局に依頼し、取組を促しています。

図表1 緊急事態宣言下及び前後における児童・生徒の⾁・⿂・卵及び野菜
のそれぞれを１日２回以上食べている者の割合（世帯所得四分位別）

（令和 2（2020）年
10月～ 11月頃）

（令和元（2019）年
12月頃）

（令和 2（2020）年
4月～ 5月頃）

図表2 緊急事態宣言下及び前後における児童・生徒の⾁・⿂・卵及び野菜のそれぞれを１日２回以上
食べている者の割合（保護者の食事準備に対する知識・態度・スキルの合計得点の四分位別）

（令和 2（2020）年
10月～ 11月頃）

（令和 2（2020）年
4月～ 5月頃）

（令和元（2019）年
12月頃）
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	第4節	 食品表示の理解促進
「食品表示法」に基づく「食品表示基準」による新たな食品表示制度は、平成27（2015）

年4月に開始され、令和2（2020）年4月より完全施行されています。
食品表示を食品選択に役立ててもらうため、消費者庁では、消費者団体等と連携した消費者

向けセミナーを全国各地で開催するとともに、都道府県や事業者団体等が企画する研修会等へ
の講師派遣等を行うことにより消費者、事業者等への理解促進を図っています。特に令和4

（2022）年3月31日に経過措置期間が終了した原料原産地表示制度については、新しい原料
原産地表示制度に基づく表示を適切に行えるよう、事業者に対してパンフレット・リーフレッ
ト等を作成し配布するとともに、消費者庁ウェブサイトにおいて公表しています。上記消費者
向けセミナーを活用した周知・普及も行っています。また、栄養成分表示についても、健康の
維持増進を図るための栄養成分表示の活用の仕方をまとめた消費者向け動画等の作成や、こど
も霞が関見学デーなどの機会を捉えた普及啓発など、消費者への情報発信を強化しています。

さらに、文部科学省が学校における食育を推進するために教職員向けに作成した「食に関す
る指導の手引－第二次改訂版－」においても、正しい知識・情報に基づいて食品の品質及び安
全性等について自ら判断し、食品に含まれる栄養素や衛生に気を付けていくことが重要である
という視点で、「食品表示など食品の品質や安全性等の情報を進んで得ようとする態度を養う」
などの記載をしており、学校現場で活用されています。
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	第5節	 �海外の「食育（Shokuiku）」に関連する状況、国際交流の推
進等

1 食育や日本食・食文化の海外展開と海外調査の推進
「持続可能な開発のための2030アジェンダ」で掲げられた持続可能な開発目標（SDGs）

は、「誰一人取り残さない（leave no one behind）」持続可能でよりよい社会の実現を目指
しています。政府は、平成28（2016）年5月に内閣総理大臣を本部長、内閣官房長官及び外
務大臣を副本部長、全閣僚を構成員とする「SDGs推進本部」を設置しました。SDGs推進本
部は、SDGs達成に向けた日本の中長期的戦略である「SDGs実施指針」や政府の施策のうち
重点項目を整理した「SDGsアクションプラン」を定めています。令和3（2021）年12月に
定められた「SDGsアクションプラン2022」の中で、食育の推進は、政府が進めていく取組
の一つとして位置付けられており、SDGsの達成に寄与するものです。第4次基本計画におい
ても、SDGsの考え方を踏まえ、食育を推進する必要があるとしています。

政府は、我が国の食育の理念や取組等を積極的に海外に発信し、「食育（Shokuiku）」という
言葉が日本語のまま海外で理解され、通用することを目指しています。

外務省では、海外広報文化活動の中で食育関連トピックを取り上げています。具体的には、
日本の食文化等も取り上げている海外向け日本事情発信誌「にぽにか」を在外公館を通じて配
布しています。また、海外のテレビ局で放映され、在外公館でも上映や貸出しが行われている
映像資料「ジャパン・ビデオ・トピックス」においても、日本の食文化や日本食等を紹介して
います。

さらに、在外公館では、対日理解の促進、良好な対日感情の醸成を目的に、各国の要人、文
化人、飲食・食品業界関係者、一般市民などに対して、日本の食文化の紹介や日本食の作り方
のデモンストレーションをオンラインでの配信も利用しながら行うなどして、日本の食文化の
魅力を発信する取組を行っています。

農林水産省では、従来実施している海外での日本食普及セミナーや日本料理講習会が新型コ
ロナウイルス感染症の影響により実施できなかったことから、オンラインによる外国人日本料
理コンテストや日本食の魅力を世界に発信するポータルサイトの活用（6言語対応）などによ
り、日本食・食文化の魅力発信に取り組みました。また、平成28（2016）年度に創設した海
外の外国人料理人の日本料理に関する知識・調理技能を習得度合いに応じて認定する「日本料
理の調理技能認定制度」の認定者は、令和3（2021）年度末時点で、令和2（2020）年度に
比べて349人増加の2,068人になっています。

さらに、農林水産省の英語版ウェブサイトの「Promotion of Shokuiku（Food and 
Nutrition Education）」で、「食生活指針」、「食事バランスガイド」、「「食事バランスガイド」
解説」、「日本型食生活のススメ」等の英訳版を掲載しています。また、「東京栄養サミット
2021」の開催にあわせて、海外に向けて日本の食育を紹介するパンフレットを作成しました。
そのほか、独立行政法人国際協力機構がオンラインで実施した研修プログラムにおいて、アフ
リカやアジアから参加した研修員に向けて、我が国の食育に関する取組を紹介しました。
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Taste of Japan（農林水産省）
URL：https://tasteofjapan.maff.go.jp/jp/

Promotion of Shokuiku（Food and Nutrition 
Education）（農林水産省）

URL：�https://www.maff.go.jp/e/policies/tech_res/sh
okuiku.html

コラム
東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会に
おける日本の食文化の発信、ホストタウンでの食文化交流

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会（以下「東京2020大会」とい
う。）では選手村の食堂での飲食提供を通して、持続可能性の高い日本の食文化を世界に発信
しました。
大会の基本方針では、地域性豊かな和食、その他の食文化の魅力を世界に発信することを定

めました。日本の伝統的な食文化である「和食」を東京2020大会で提供することにより、「自
然の尊重」という日本人の精神を体現した食に関する社会的慣習や、「地域固有の様々な食文
化の存在」、「健康的な食生活を支える栄養バランス」、「自然の美しさや季節の移ろいの表現」、
「家庭・地域の絆の強化」という特徴を大会に参加する選手等にPRしました。
（選手村の食堂での食文化の発信、被災地産食品のPR）
東京2020大会の選手村などで提供する食材は、持続可能性に配慮

した食材の調達基準、いわゆる「調達コード」が策定され、選手村の
食堂ではこれらの基準を満たした47都道府県の食材を活用しました。
結果として、選手村の食堂で使用された食材のうち、約60％が国産
食材、約80％がいわゆるGAP認証といった持続可能性に配慮した調
達基準を満たしたものとなりました。
日本食や国産食材を活用した食事の提供を行ったカジュアルダイニ

ングでは、地方ブロックごとの食材を使った料理を被災地産・東京都
産食材と併せて提供しました。また、産地の情報をモニターで発信するなど、大会史上初の産
地表示が実施され、食事をした選手からは、SNS等で「食材が新鮮。」、「日本食が好きになっ
た。」等の声が発信されました。
（ホストタウンにおける食文化交流）
東京2020大会の開催に伴い来訪する大会参加国・地域の

人々と交流する「ホストタウン」でも、選手等が農業や茶道の
体験をしたり、農業高校の生徒が作った食材等を使って調理科
のある高校や大学、地元レストランなどが選手等のコンディ
ショニングに配慮したおもてなし料理を提供したりといったこ
となども行われ、地元と相手国・地域双方の食文化を学ぶこと
にもつながりました。
また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大下で直接の交流

が制限される中では、ホストタウン同士がおもてなし料理の情
報を交換する会を、大使館職員等も参加してオンラインで開催
するなど、食文化交流を推進する取組も行われました。

選手村の食堂での産地表示

開発されたおもてなし料理

オンライン交流会
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2 海外における食生活の改善等
世界では令和2（2020）年時点で、最大で約8.1億人が栄養不足に苦しんでおり、その大

半が開発途上国で暮らしていると推計されています。
このような窮状を改善するため、我が国は、様々な形で取組を行っています。政府として

は、食糧不足に直面している開発途上国からの援助要請を受け、食糧援助規約に基づき食糧援
助を実施しており、令和3（2021）年度には二国間及び国際機関との連携で74億円（令和2

（2020）年度は80億円）の支援を実施しました。また、我が国は、国連食糧農業機関（FAO）
に対して、令和2（2020）年度には約45億円の分担金を拠出するとともに、難民や被災者に
対する緊急食料支援等を行うために、国連世界食糧計画（WFP）に対して、令和3（2021）
年度には約186億円、国連パレスチナ難民救済事業機関（UNRWA1）に対して約31億円を拠
出しました。

令和3（2021）年9月には国連が主催する「国連食料システムサミット（FSS：Food 
Systems Summit）」が開催されました。我が国からは、日本食の栄養バランスのよさなどを
踏まえた「バランスのとれた食生活」の重要性などを提唱し、FSSの議論に貢献しました（コ
ラム「「国連食料システムサミット」について」参照）。また、我が国は、令和3（2021）年
12月に「東京栄養サミット2021」を開催し、本サミットの成果文書として、「東京栄養宣言

（グローバルな成長のための栄養に関する東京コンパクト）」を発出しました（コラム「「東京
栄養サミット2021」について」参照）。

平成28（2016）年9月、世界的な栄養改善の取組を強化
するため設立された官民連携「栄養改善事業推進プラット
フォーム（NJPPP2）」には、現在、約85の民間企業及び団
体が加入し、営利事業として持続可能なモデルを構築するこ
とを目指して一体的に活動しています。

例えばカンボジアにおいては、健康的な工場食（社員食堂のメニュー）を選択することでス
タンプがたまるアプリを用いたゲーム感覚の栄養改善プログラムを令和元（2019）年度より
実施しています。令和3（2021）年度は、数千人規模の実証試験を実施予定でしたが、新型
コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により延期されており、今後、改善状況を見つつ、実
施することにしています。ミャンマーにおいては、栄養バランスのとれた工場食（社員食堂の
メニュー）及び栄養強化米の提供や栄養啓発活動を実施してきましたが、現地事情により、プ
ロジェクトが中断しています。

また、国際機関との連携強化を図るため、令和3（2021）年11月に、WFP、FAOとそれ
ぞれ「東京栄養サミット2021」の公式サイドイベントを開催し、NJPPPにおけるこれまでの
成果を発表しました。

そのほか、我が国は、平成28（2016）年8月に「食と栄養のアフリカ・イニシアチブ
（IFNA3）」を立ち上げ、本イニシアチブを通じて農業・食料アプローチに焦点を当てた現場で
のマルチセクターの栄養改善の取組を開発協力実施機関や非政府組織（NGO）など多くの関
係者と共に推進しています。

平成28（2016）年7月に策定され、平成30（2018）年7月に改定された「アジア健康構

1　United Nations Relief and Works Agency for Palestine Refugees in the Near Eastの略
2　Nutrition Japan Public Private Platformの略
3　Initiative for Food and Nutrition Security in Africaの略

栄養改善事業推進プラットフォーム
URL：http://njppp.jp/
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コラム 「国連食料システムサミット」について

令和3（2021）年9月に「国連食料システムサミット」が開催され、各国政府、国際機関、
NGO、生産者、民間企業、消費者、科学者など様々な関係者の参画の下、SDGs達成のため、
食料の生産から消費に係る一連の活動を食料システムとして一体的に捉え、それを持続可能な
ものに変革していくための行動が議論されました。
準備プロセスでの議論では、我が国は、栄養バランスや持続可能性に優れた日本食は、世界

の食生活の改善に貢献できるとの考えから、地域の食文化を踏まえた「バランスのとれた食生
活」と食育の重要性を提唱しました。令和3（2021）年7月には、このような考えに賛同し
たフランス政府と「バランスのとれた食生活」に関する日仏共同文書に合意しました。
また、我が国の多くの民間企業や地方公共団体が、食育の推進などに関するコミットメント

を国連に提出するとともに、国内外の有識者・料理人による日本食のメリットに関するビデオ
メッセージを国連のウェブサイトに掲載しました。
本サミットでは、各国などが食料システムの変革に向けた考えや取組を発表し、我が国は、

内閣総理大臣から、各国・地域の気候風土、食文化を踏まえたアプローチの重要性などを提唱
しました。また、国連事務総長からは食料システムの変革の方向性などを示した「議長サマ
リー及び行動宣言」が発出されました。今後は、食料システムの変革に向け、本宣言を踏まえ
た様々な取組の推進が期待されます。

日本食のメリットに関するビデオメッセージ本サミットでの内閣総理大臣のステートメント

国連食料システムサミット（農林水産省）
URL：http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kanren_sesaku/FAO/fss.html

想に向けた基本方針」に加え、令和元（2019）年6月には、健康・医療戦略推進本部におい
て栄養改善も対象とする「アフリカ健康構想に向けた基本方針」が決定され、同年8月の
TICAD7の基調講演において、内閣総理大臣から「アフリカ健康構想」の立ち上げが発表さ
れました。官民の連携による本健康構想を一つのきっかけとして、ガーナにおいて我が国の民
間企業と公益財団法人による栄養補助食品やICTツール等を用いた栄養改善事業が開始され
ています。
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コラム 「東京栄養サミット2021」について

我が国は、東京2020大会開催国として、令和3（2021）
年12月に「東京栄養サミット2021」（以下「東京栄養サミッ
ト」という。）を開催しました。
栄養サミットは、オリンピック・パラリンピックを契機に国

際社会における栄養改善への取組を加速させるため、平成25
（2013）年に英国が開始した取組です。
これまでの栄養サミットでは、飢餓や低栄養を中心に議論が

行われてきましたが、東京栄養サミットでは、肥満や生活習慣
病の原因となる過栄養を議論の対象に加え、低栄養と過栄養の状況が併存する「栄養不良の二
重負荷」を初めて取り上げました。また、新型コロナウイルス感染症による収入の低下等の影
響を受けた世界的な栄養状況の悪化や、持続可能な食料システムに対する世界的関心も踏まえ、
これらの課題の解決に向けて、SDGsの推進にも資する議論が行われました。
東京栄養サミットでは、約60か国の首脳級及び閣僚級等のほか、国際機関の長、民間企業、

市民社会、学術界等の代表等、計90名以上が、栄養改善に向けた取組を述べました。我が国
からは、内閣総理大臣が、我が国の栄養関連の取組を述べつつ、今後3年間で3,000億円（28
億ドル）以上の栄養に関する支援を行い、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ1の達成等に貢
献していくことを表明しました。
2日間のサミットにおいて、計396のコミットメント（今後実施する政策等に関する誓約）

が提出されるとともに、計270億ドル以上の栄養関連の資金拠出が表明されるなど、過去の栄
養サミットを上回る成果が得られました。
今回の東京栄養サミットにおいては、成果文書として「東京栄養宣言（グローバルな成長の

ための栄養に関する東京コンパクト）」が215の関係者の賛同を得て発出され、令和12
（2030）年までに栄養不良を終わらせるため、栄養改善に向けて国際社会が今後取り組むべき
具体的な方向性が示されました。
東京栄養サミットの開催に伴い、様々な関係機関が主催する120件以上の栄養改善に関する

行事が公式サイドイベントとして開催され、国内外における産学官の取組も踏まえ、栄養改善
に向けた意見交換や取組の発信が行われました。厚生労働省が主催し、又は国内外の関係機関
と共催したサイドイベントでは、「誰一人取り残さない日本の栄養政策」の経験や知見の発信・
共有を目的に、日本の栄養政策の歩みや特長のほか、母子栄養、子供の肥満、高齢者の栄養、
減塩の取組に関する紹介や議論が行われました。農林水産省が主催したサイドイベントでは、
パネルディスカッションの一つとして、「誰一人取り残さないための食育の推進～食行動変容
を促す食育のポピュレーションアプローチ」をテーマに取り上げたほか、食育活動の推進等を
通じた個人の栄養に関する行動変容の促進等を盛り込んだアクションプランが発出され、アク
ションプランに賛同した60を超える企業・団体、NGO等の具体的行動が公表されました。
日本政府のコミットメントには、国内政策として、全ライフコースを対象とした持続可能な

社会の基盤となる「誰一人取り残さない日本の栄養政策」を推進することや、第4次基本計画

1　全ての人が適切な予防、治療、リハビリ等の保健医療サービスを、支払い可能な費用で受けられる状態

内閣総理大臣による開会スピーチ
（写真提供：内閣広報室）
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3 国際的な情報交換等
食品安全委員会では、定期的に海外の有識者と意見交換会や勉強会を実施しており、国際的

に活躍されている方々を通じて食品の安全性に関する最新の知見の収集や情報の発信を行って
います。

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所国立健康・栄養研究所では、「栄養と身体活
動に関するWHO1協力センター」として、アジア太平洋地域の研究機関等とのネットワーク
づくりを目指し「アジア栄養ネットワークシンポジウム」を開催し、研究交流を継続的に行っ
ています。令和3（2021）年度は健康的な食環境の観点からアジア太平洋諸国での政策や経
験を共有し、子供の肥満予防と栄養管理における持続可能で健康的な食事の課題と将来の戦略
について議論をすることを目的としてオンラインで開催しました。カントリーレポートでは、
フィジー、オーストラリア及びベトナムから食料システムに関連した施策について、日本から
は学校給食についてなど、各国の状況の報告がありました。本シンポジウムを通じて母乳代替
品、並びに飽和脂肪酸、トランス脂肪酸、遊離糖及び食塩を多く含む食品の販売や広告の望ま
しい在り方を議論するとともに、学校給食を通じた食育も重要であることを確認しました。

国際協力若手外国人研修者招へい事業では、アジア各国の研究者を招き、研修や共同研究を
行っています。令和3（2021）年度は、モンゴル、中国及びマレーシアからの研究者3名を
招へいしました。本事業は、アジア太平洋地域の国々の栄養改善と食育の推進体制の構築・発
展に貢献するだけでなく、人々の健康維持・増進を目指すための一助となりました。招へい研
究者らとは継続して研究交流や共同研究を行う予定です。

1　World Health Organizationの略

に基づき、バランスの取れた食生活、持続可能な食を支える食育を多様なステークホルダーと
共に推進すること等が盛り込まれています。厚生労働省では、日本政府のコミットメント等を
踏まえ、産学官等連携による推進体制として、「健康的で持続可能な食環境づくりのための戦
略的イニシアチブ」を設立しました（第3章第2節コラム「健康的で持続可能な食環境づくり
の推進」参照）。
東京栄養サミットの成果を踏まえ、政府一体となって、国内はもとより地球規模で、栄養改

善の取組を強化していきます。

東京栄養サミット2021（外務省）
URL：https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ghp/page25_002043.html
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令和3（2021）年度は、第4次基本計画（計画期間：令和3（2021）年度からおおむね5
年間）に基づく取組の初年度です。第4次基本計画では、16の目標が掲げられており、数値
目標として定められた24の目標値のうち、令和3（2021）年度現在で目標を達成しているの
は、「㉒郷土料理や伝統料理を月1回以上食べている国民の割合」の1項目でした（図表
3-1）。

また、その他、第4次基本計画作成時の値に比べて改善を示したのは、以下に示す項目でし
た。
⑨主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている国民の割合
⑩主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割合
⑮ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合
⑱産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ国民の割合
⑲環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民の割合
⑳食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合
㉓食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する国民の割合
㉔推進計画を作成・実施している市町村の割合

②朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数、④朝食を欠食する子供の割合、⑤朝
食を欠食する若い世代の割合などの改善が見られない目標値もありました。特に、③地域等で
共食したいと思う人が共食する割合が大きく減少しましたが、これは、過去1年間の行動を尋
ねており、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の時期が対象期間であり、感染リスクが高ま
る場面として大人数や長時間に及ぶ飲食等が挙げられていたことが影響している可能性があり
ます。

○図表の数値は、原則として四捨五入しており、合計とは一致しない場合があります。

食育推進施策の目標と現状に関する評価第3部
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図表3-1 第4次食育推進基本計画における食育の推進に当たっての目標値と現状値

目標

具体的な目標値
第4次基本計画
作成時の値（令
和2（2020）
年度）

現状値（令和3
（2021）年度）

目標値（令和7
（2025）年度）

1　食育に関心を持っている国民を増やす�

①　食育に関心を持っている国民の割合 83.2％ 79.6％ 90％以上

2　朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数を増やす�

②　�朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の
回数 週9.6回 週9.2回 週11回以上

3　地域等で共食したいと思う人が共食する割合を増やす�

③　地域等で共食したいと思う人が共食する割合 70.7％ 42.7％ 75％以上

4　朝食を欠食する国民を減らす�

④　朝食を欠食する子供の割合
4.6％

（令和元（2019）
年度）

5.1％ 0％

⑤　朝食を欠食する若い世代の割合 21.5％ 26.5％ 15％以下

5　学校給食における地場産物を活用した取組等を増やす�

⑥　�栄養教諭による地場産物に係る食に関する指導
の平均取組回数

月9.1回
（令和元（2019）

年度）
月9.0回 月12回以上

⑦　�学校給食における地場産物を使用する割合（金
額ベース）を現状値（令和元（2019）年度）か
ら維持・向上した都道府県の割合

－ 68.1％ 90％以上

⑧　�学校給食における国産食材を使用する割合（金
額ベース）を現状値（令和元（2019）年度）か
ら維持・向上した都道府県の割合

－ 74.5％ 90％以上

6　栄養バランスに配慮した食生活を実践する国民を増やす� 　

⑨　�主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2
回以上ほぼ毎日食べている国民の割合 36.4％ 37.7％ 50％以上

⑩　�主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2
回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割合 27.4％ 29.8％ 40％以上

⑪　1日当たりの食塩摂取量の平均値
10.1g

（令和元（2019）
年度）

10.1g
（令和元（2019）

年度）
8g以下

⑫　1日当たりの野菜摂取量の平均値
280.5g

（令和元（2019）
年度）

280.5g
（令和元（2019）

年度）
350g以上

⑬　1日当たりの果物摂取量100g未満の者の割合
61.6％

（令和元（2019）
年度）

61.6％
（令和元（2019）

年度）
30％以下

7　�生活習慣病の予防や改善のために、�
ふだんから適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生活を実践する国民を増やす
⑭　�生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから
適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生活を
実践する国民の割合

64.3％ 64.1％ 75％以上
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目標

具体的な目標値
第4次基本計画
作成時の値（令
和2（2020）
年度）

現状値（令和3
（2021）年度）

目標値（令和7
（2025）年度）

8　ゆっくりよく噛んで食べる国民を増やす�

⑮　ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合 47.3％ 47.9％ 55％以上

9　食育の推進に関わるボランティアの数を増やす�

⑯　�食育の推進に関わるボランティア団体等におい
て活動している国民の数

36.2万人
（令和元（2019）

年度）

34.3万人
（令和2（2020）

年度）
37万人以上

10　農林漁業体験を経験した国民を増やす�

⑰　農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割合 65.7％ 61.3％ 70％以上

11　�産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ国民を増やす� 　

⑱　�産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選
ぶ国民の割合 73.5％ 74.8％ 80％以上

12　環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民を増やす� 　

⑲　�環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民の
割合 67.1％ 69.3％ 75％以上

13　�食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民を増やす�

⑳　�食品ロス削減のために何らかの行動をしている
国民の割合

76.5％
（令和元（2019）

年度）
78.3％ 80％以上

14　�地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国民を増やす�

㉑　�地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や
作法等を継承し、伝えている国民の割合 50.4％ 43.9％ 55％以上

㉒　�郷土料理や伝統料理を月1回以上食べている国
民の割合 44.6％ 61.7％ 50％以上

15　食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する国民を増やす�

㉓　�食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自
ら判断する国民の割合 75.2％ 77.4％ 80％以上

16　推進計画を作成・実施している市町村を増やす�

㉔　推進計画を作成・実施している市町村の割合
87.5％

（令和元（2019）
年度）

89.6％ 100％

資料：
①～③、⑤、⑨、⑩、⑭、⑮、⑰～⑲、㉑～㉓　「食育に関する意識調査」（農林水産省）
④　「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）
⑥　「学校における地場産物に係る食に関する指導の取組状況調査」（文部科学省）
⑦、⑧　「学校給食における地場産物・国産食材の使用状況調査」（文部科学省）
⑪～⑬　「国民健康・栄養調査」（厚生労働省）
⑯、㉔　農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課調べ
⑳　「消費者の意識に関する調査結果報告書－食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査－」（消費者庁）
注：１）青色で塗りつぶしている目標は、達成済みのもの
　　2）�「6　栄養バランスに配慮した食生活を実践する国民を増やす」の食育ピクトグラム「太りすぎない　やせすぎない」は、⑪

の目標値に対応
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①食育に関心を持っている国民の割合
食育に関心を持っている（食育に「関心がある」又は「どちらかといえば関心がある」）国
民の割合は79.6％でした（第4次基本計画作成時の調査結果は83.2％）（図表3-2）。1

図表3-2 食育に関心を持っている国民の割合の推移

関心がある どちらかといえば
関心がある

どちらかといえば
関心がない

関心が
ない

わから
ない

（該当者数）

関心を持っている（小計）  関心を持っていない （小計）  関心を
 持って
 いる

（小計）

 関心を
 持って
 いない

（小計）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

35.4

34.9

36.6

33.8

37.9

42.0

40.0

38.9

40.6

35.7

37.0

39.4

37.9

34.9

37.1

37.6

38.4

37.2

35.7

47.5

16.1

15.1

14.3

19.2

15.6

13.6

14.2

16.3

16.2

13.4

10.1

9.5

9.7

10.6

7.9

6.1

6.9

7.2

6.9

2.5

1.5

1.2

1.4

1.5

1.5

0.7

0.6

0.4

0.7

0.9

0.9

平成23(2011)年度(1,867人)

平成24(2012)年度(1,773人)

平成25(2013)年度(1,771人)

平成26(2014)年度(1,824人)

平成27(2015)年度(1,791人)

平成28(2016)年度(1,874人)

平成29(2017)年度(1,786人)

平成30(2018)年度(1,824人)

令和元(2019)年度(1,721人)

令和２(2020)年度(2,395人)

令和３(2021)年度(2,447人)

83.2

76.2

76.0

78.4

79.6

75.0

68.7

74.6

74.2

72.3

15.9

23.1

23.5

21.1

19.7

23.5

29.8

24.1

24.6

26.2

26.4 53.1 16.2 3.3 79.6 19.5

資料：農林水産省（平成27（2015）年度までは内閣府）「食育に関する意識調査1」
注：「わからない」について、令和２（2020）、令和３（2021）年度は「無回答」

1　令和元（2019）年度までは「調査員による個別面接聴取」、令和2（2020）年度以降は「郵送及びイン
ターネットを用いた自記式」
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②朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数
朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数1は、一週間当たり9.2回（朝食3.8回、

夕食5.4回の合計）でした（第4次基本計画作成時は一週間当たり9.6回（朝食4.1回、夕食
5.5回の合計））（図表3-3）。
朝食、夕食を家族と一緒に「ほとんど毎日食べる」人の割合は朝食45.3％、夕食64.6％で
した（第4次基本計画作成時の調査結果は朝食49.7％、夕食67.7％）（図表3-4）。

図表3-3 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数の推移

令和元
（2019）

0

2

4

6

8

10

12

平成23
（2011）

24
（2012）

25
（2013）

26
（2014）

27
（2015）

28
（2016）

29
 （2017）

30
 （2018）

（年度）

（回/週）

10.4
9.5 9.3

10.0 9.7
10.1 10.5 10.0 10.0 9.6 9.2

２
(2020)

3
(2021)

資料：農林水産省（平成27（2015）年度までは内閣府）「食育に関する意識調査」

1　共食の回数は、「ほとんど毎日食べる」を7回、「週に4～5日食べる」を4.5回、「週に2～3日食べ
る」を2.5回、「週に1日程度食べる」を1回とし、それぞれ朝食・夕食ごとに、該当人数を掛け、合計し
たものを全体数で割り、朝食と夕食の回数を足して週当たりの回数を出している。
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図表3-4 朝食、夕食を家族と一緒に食べる頻度の推移

○朝食 （該当者数）
ほとんど
毎日

週に
1日程度

ほとんどない
無回答

週に
2～3日

週に
4～5日

○夕食 （該当者数）

ほとんど
毎日

週に
1日程度

ほとんどない
無回答

週に
2～3日

週に
4～5日

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

平成23(2011)年度(1,722人)

平成24(2012)年度(1,603人)

平成25(2013)年度(1,610人)

平成26(2014)年度(1,658人)

平成27(2015)年度(1,640人)

平成28(2016)年度(1,667人)

平成29(2017)年度(1,587人)

平成30(2018)年度(1,633人)

令和元(2019)年度(1,511人)

令和2(2020)年度(2,039人)

令和3(2021)年度(2,110人)

平成23(2011)年度(1,722人)

平成24(2012)年度(1,603人)

平成25(2013)年度(1,610人)

平成26(2014)年度(1,658人)

平成27(2015)年度(1,640人)

平成28(2016)年度(1,667人)

平成29(2017)年度(1,587人)

平成30(2018)年度(1,633人)

令和元(2019)年度(1,511人)

令和2(2020)年度(2,039人)

令和3(2021)年度(2,110人)

60.3

53.5

48.2

58.9

54.5

57.8

60.2

57.3

56.6

49.7

3.9

5.5

8.3

4.2

4.8

5.6

4.3

5.4

5.3

6.3

8.7

10.3

15.4

9.3

10.1

8.8

8.4

8.3

9.5

9.6

7.8

9.6

8.3

6.9

6.7

5.3

6.5

5.0

5.3

7.3

19.2

21.0

19.8

20.6

23.8

22.2

20.2

23.4

23.1

24.9

0.1

0.1

0.1

0.2

0.1

0.4

0.4

0.7

0.2

2.2

71.6

60.1

56.2

65.0

64.0

66.5

73.8

67.2

67.6

67.7

9.1

10.7

13.1

10.7

10.7

11.0

10.4

10.6

9.9

11.2

11.0

16.3

19.9

13.7

13.5

12.8

8.1

12.8

12.8

10.4

4.1

6.2

4.7

5.0

4.3

3.8

3.0 

3.2

3.8

3.1

4.2

6.6

6.1

5.5

7.3

5.5

4.3

5.6

5.6

6.1

0

0.1

0.1

0.2

0.2

0.4

0.4

0.7

0.3

1.4

45.3 6.4 10.6 8.5 26.0 3.3

64.6 10.8 12.6 3.56.2 2.4

資料：農林水産省（平成27（2015）年度までは内閣府）「食育に関する意識調査」
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③地域等で共食したいと思う人が共食する割合
地域や所属コミュニティー（職場等を含む。）での食事会等の機会があれば「参加したいと
思う」（「とてもそう思う」又は「そう思う」）と回答した人のうち、過去1年間に地域等での
共食の場へ「参加した」と回答した人の割合は42.7％でした（第4次基本計画作成時の調査
結果は70.7％）（図表3-5）。

図表3-5 地域等で共食したいと思う人が共食する割合の推移

64.6

71.4

72.6

77.6

73.4

70.7

35.3

27.7

27.0

22.3

26.4

28.7

0.1

0.9

0.4

0.1

0.1

0.5

0.242.7 57.1
（該当者数）

平成27(2015)年度(855人)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

参加した 参加していない わからない

平成28(2016)年度(846人)

平成29(2017)年度(843人)

平成30(2018)年度(834人)

令和元(2019)年度(745人)

令和2(2020)年度(738人)

令和3(2021)年度(899人)

資料：農林水産省（平成27（2015）年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
注：�地域や所属コミュニティー（職場等を含む。）での食事会等の機会があれば「参加したいと思う」（「とてもそう思う」又は「そう

思う」）と回答した人が対象
注：�令和2（2020）、令和3（2021）年度調査については、設問の冒頭に「新型コロナウイルス感染症の感染防止対策が十分にとられ

ているという前提でお伺いします。」との文言を追記している。
注：「わからない」について、平成27（2015）、令和2（2020）、令和3（2021）年度は「無回答」

④朝食を欠食する子供の割合
朝食を欠食する子供（朝食を毎日食べることを「全くしていない」又は「あまりしていな
い」と回答した小学校6年生）の割合は5.1％でした（第4次基本計画作成時の調査結果は
4.6％）（図表3-6）。

図表3-6 朝食を欠食する子供の割合の推移

86.7 8.6 3.6 1.0令和元（2019）年度
令和３（2021）年度

95.3 4.6
94.9 5.1

87.6
87.3
86.9
84.8

8.1
8.2
8.4
9.7

3.5
3.6

3.7

4.1

0.9
0.9
0.9
1.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

平成27（2015）年度
平成28（2016）年度
平成29（2017）年度
平成30（2018）年度

朝食を毎日食べていますか

全く
していない

朝食を欠食していない（小計）朝食を欠食している（小計）朝食を
欠食してい
ない
（小計）

朝食を
欠食して
いる
（小計）

94.5 5.5
95.3 4.6
95.5 4.5
95.7 4.4

している あまり
していない

（％）

どちらかといえば、
している

85.8 9.1 3.9 1.2

資料：文部科学省「全国学力・学習状況調査」
注：小学校6年生が対象
注：令和2（2020）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、調査の実施を見送り
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⑤朝食を欠食する若い世代の割合
朝食を欠食する（「週に2～3日食べる」又は「ほとんど食べない」）若い世代の割合は
26.5％でした（第4次基本計画作成時の調査結果は21.5％）（図表3-7）。

図表3-7 朝食を欠食する若い世代の割合の推移

（該当者数）

ほとんど毎日
食べる

週に4～5日
食べる

週に2～3日
食べる

ほとんど
食べない

わから
ない

朝食を
欠食して
いない
（小計）

朝食を
欠食して
いる
（小計）

平成30（2018）年度（312人）
平成29（2017）年度（345人）
平成28（2016）年度（350人）
平成27（2015）年度（377人）

朝食を欠食していない（小計） 朝食を欠食している（小計）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

令和2（2020）年度（441人）
令和 3（2021）年度 (513 人 )

令和元（2019）年度（357人）

66.8
65.7
64.3
66.0
64.1
68.3

8.2
11.7

12.2
7.1

10.1
10.2

8.0
10.3
8.7

9.0
9.8

6.1

16.7
12.3

14.8
17.9
16.0
15.4

0.3
0
0
0
0
0 78.5 

74.2 
73.1 26.9
76.5 23.5
77.4 22.6
75.1 24.7

21.5
72.9 26.5

25.8

62.8 10.1 11.1 15.4 0.6

資料：農林水産省（平成27（2015）年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
注：20～39歳が対象
注：「わからない」について、平成27（2015）、令和2（2020）、令和3（2021）年度は「無回答」

⑥栄養教諭による地場産物に係る食に関する指導の平均取組回数
栄養教諭による地場産物に係る食に関する指導の平均取組回数は月9.0回でした（第4次基
本計画作成時の調査結果は月9.1回）（図表3-8）。

図表3-8 栄養教諭による地場産物に係る食に関する指導の平均取組回数の推移

（回）

9.1 9.0 

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0
12.0

（年度）令和元
（2019）

３
（2021）

資料：文部科学省「学校における地場産物に係る食に関する指導の取組状況調査」
注：令和2（2020）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、調査の実施を見送り

⑦�学校給食における地場産物を使用する割合（金額ベース）を現状値（令和元（2019）年度）から
維持・向上した都道府県の割合
学校給食における地場産物を使用する割合（金額ベース）を現状値（令和元（2019）年度）
から維持・向上した都道府県の割合は68.1％でした（文部科学省「令和3年度学校給食にお
ける地場産物・国産食材の使用状況調査」）。
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⑧�学校給食における国産食材を使用する割合（金額ベース）を現状値（令和元（2019）年度）から
維持・向上した都道府県の割合
学校給食における国産食材を使用する割合（金額ベース）を現状値（令和元（2019）年度）
から維持・向上した都道府県の割合は74.5％でした（文部科学省「令和3年度学校給食にお
ける地場産物・国産食材の使用状況調査」）。

⑨主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている国民の割合
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上「ほぼ毎日」食べていると回答した人
の割合は37.7％でした（第4次基本計画作成時の調査結果は36.4％）（図表3-9）。

図表3-9 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている国民の割合の
推移

ほぼ毎日 週に
4～5日

週に
2～3日

ほとんどない
わからない（該当者数）

平成30（2018）年度（1,824人）

令和元（2019）年度（1,721人）

平成29（2017）年度（1,786人）

平成28（2016）年度（1,874人）

平成27（2015）年度（1,791人）
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58.158.1

59.759.7

57.757.7
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17.617.6

17.317.3

19.919.9
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16.316.3

16.416.4

16.616.6

7.07.0

7.77.7

6.26.2

5.85.8

0.20.2

0.20.2

0.40.4

00

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 (%)

56.1 19.4 17.4 6.60.5

36.4 26.3 24.5 12.2 0.6

0.8

令和２（2020）年度（2,395人）

令和３（2021）年度（2,447人） 37.7 25.8 24.1 11.6

資料：農林水産省（平成27（2015）年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
注：「わからない」について、令和2（2020）、令和3（2021）年度は「無回答」

⑩主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割合
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上「ほぼ毎日」食べていると回答した若
い世代の割合は29.8％でした（第4次基本計画作成時の調査結果は27.4％）（図表3-10）。

図表3-10 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割
合の推移

37.3 27.2 24.1 11.2 0.3

ほぼ毎日 週に4～5日 週に2～3日 ほとんどない
わからない（該当者数）
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平成27（2015）年度（377人）
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令和元（2019）年度（357人）

令和２（2020）年度（441人）

令和３（2021）年度（513人）
27.4 22.4 27.7 22.2 0.2

0.229.8 21.6 29.2 19.1

資料：農林水産省（平成27（2015）年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
注：20～39歳が対象
注：「わからない」について、令和2（2020）、令和3（2021）年度は「無回答」
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⑪1日当たりの食塩摂取量の平均値
1日当たりの食塩摂取量の平均値は10.1gでした（厚生労働省「令和元年国民健康・栄養調
査1」）。

⑫1日当たりの野菜摂取量の平均値
1日当たりの野菜摂取量の平均値は280.5gでした（厚生労働省「令和元年国民健康・栄養
調査」）。

⑬1日当たりの果物摂取量100g未満の者の割合
1日当たりの果物摂取量100g未満の者の割合は61.6％でした（厚生労働省「令和元年国民
健康・栄養調査」）。

⑭�生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生活を実践
する国民の割合
生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持や減塩等に気をつけた食生活
を「実践している」（「いつも気をつけて実践している」又は「気をつけて実践している」）と
回答した人の割合は64.1％でした（第4次基本計画作成時の調査結果は64.3％）（図表3-11）。

図表3-11 生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正体重の維持や減塩等に気をつけた食
生活を実践する国民の割合の推移
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令和元（2019）年度（1,721人）
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令和3（2021）年度（2,447人）
（該当者数）

平成30（2018）年度（1,824人）

平成29（2017）年度（1,786人）

平成28（2016）年度（1,874人）

平成27（2015）年度（1,791人）

67.4 32.3

64.3 35.1

64.1 35.3

67.7 32.0

68.2 31.4

69.9 29.6

69.4 30.1

11.7 52.5 32.2 2.90.7

いつも気をつけて
実践している

気をつけて
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あまり気をつけて
実践していない

まったく気をつけて
実践していない

わから
ない

実践している（小計） 実践していない（小計）

12.0 52.1 31.9 3.4 0.6 

実践して
いる
（小計）

実践して
いない
（小計）

資料：農林水産省（平成27（2015）年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
注：「わからない」について、令和2（2020）、令和3（2021）年度は「無回答」

1　令和2（2020）年及び令和3（2021）年の国民健康・栄養調査は新型コロナウイルス感染症の影響で中
止
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⑮ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合
ふだん「ゆっくりよく噛んで食べている」（「ゆっくりよく噛んで食べている」又は「どちら
かといえばゆっくりよく噛んで食べている」）と回答した人の割合は47.9％でした（第4次基
本計画作成時の調査結果は47.3％）（図表3-12）。

図表3-12 ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合の推移
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00

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

46.053.4

52.147.3
51.647.9

20.2 33.2 34.6 11.4 0.60.6

8.7 38.7 42.0 10.1 0.50.5

8.4 39.5 41.0 10.6 0.50.5

資料：農林水産省（平成27（2015）年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
注：「わからない」について、平成27（2015）、令和2（2020）、令和3（2021）年度は「無回答」

⑯食育の推進に関わるボランティア団体等において活動している国民の数
食育の推進に関わるボランティア団体等において活動している国民の数は34.3万人（令和
2（2020）年度）でした（第4次基本計画作成時の調査結果は36.2万人）（図表3-13）。

図表3-13 食育の推進に関わるボランティア団体等において活動している国民の数の推移
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資料：農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課（平成26（2014）年度までは内閣府）調べ

	
	

食
育
推
進
施
策
の
目
標
と
現
状
に
関
す
る
評
価



173

⑰農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割合
農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割合（本人又は家族の中に、農林漁業体験に参加し
た人がいる割合）は61.3％でした（第4次基本計画作成時の調査結果は65.7％）（図表3-14）。

図表3-14 農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割合の推移
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(3,771人)
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(2015)
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令和元
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3
(2021)

（2,447人）

30.3 31.0
37.1

33.0 36.2
30.6

36.3 37.3 39.3

65.7
61.3

資料：農林水産省「食育に関する意識調査」（令和元（2019）年度までは「食生活及び農林漁業体験に関する調査」）

⑱産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ国民の割合
産地や生産者を意識（地元産品や、被災地の産品など自分が応援したい地域の産品や、応援
したい生産者を意識）して農林水産物・食品を「選んでいる」（「いつも選んでいる」又は
「時々選んでいる」）と回答した人の割合は74.8％でした（第4次基本計画作成時の調査結果
は73.5％）（図表3-15）。

図表3-15 産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ国民の割合の推移
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資料：農林水産省「食育に関する意識調査」
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⑲環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民の割合
環境に配慮した農林水産物・食品（農薬や化学肥料に頼らず生産された有機農産物や、過剰
包装でなくごみが少ない商品など、環境への負荷をなるべく低減した農林水産物・食品）を
「選んでいる」（「いつも選んでいる」又は「時々選んでいる」）と回答した人の割合は69.3％で
した（第4次基本計画作成時の調査結果は67.1％）（図表3-16）。

図表3-16 環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民の割合の推移
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資料：農林水産省「食育に関する意識調査」

⑳食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合
食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合は78.3％でした（第4次基本計
画作成時の調査結果は76.5％）（図表3-17）。

図表3-17 食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合の推移
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資料：�消費者庁「消費者意識基本調査」（平成26（2014）、27（2015）年度）、「消費生活に関する意識調査－食品ロス問題等に関する
調査－」（平成28（2016）年度）、「消費者の意識に関する調査結果報告書－食品ロス削減の周知及び実践状況に関する調査－」
（平成29（2017）年度）、「消費者の意識に関する調査結果報告書－食品ロスの認知度と取組状況等に関する調査－」（平成30
（2018）、令和元（2019）、令和2（2020）、令和3（2021）年度）
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㉑地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国民の割合
郷土料理や伝統料理など、地域や家庭で受け継がれてきた料理や味、箸づかいなどの食べ
方・作法を継承し、伝えている国民の割合は、43.9％でした（第4次基本計画作成時の調査
結果は50.4％）（図表3-18）。

図表3-18 地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国民の割合
の推移
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資料：農林水産省（平成27（2015）年度は内閣府）「食育に関する意識調査」

㉒郷土料理や伝統料理を月1回以上食べている国民の割合
郷土料理や伝統料理を「月1回以上」（「ほぼ毎日」、「週に3～5日程度」、「週に1～2日程
度」、「月に2～3日程度」又は「月に1日程度」）食べている国民の割合は、61.7％でした
（第4次基本計画作成時の調査結果は44.6％）（図表3-19）。

図表3-19 郷土料理や伝統料理を月1回以上食べている国民の割合の推移
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資料：農林水産省「食育に関する意識調査」

	
	

食
育
推
進
施
策
の
目
標
と
現
状
に
関
す
る
評
価



176

㉓食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する国民の割合
安全な食生活を送ることについて「判断している」（「いつも判断している」又は「判断して
いる」）と回答した人の割合は77.4％でした（第4次基本計画作成時の調査結果は75.2％）（図
表3-20）。

図表3-20 食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する国民の割合の推移
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資料：農林水産省（平成27（2015）年度は内閣府）「食育に関する意識調査」
注：「わからない」について、令和2（2020）、令和3（2021）年度は「無回答」

㉔推進計画を作成・実施している市町村の割合
令和4（2022）年3月末時点で食育推進計画を作成・実施している市町村の割合は89.6％
でした（第4次基本計画作成時の作成割合は87.5％）（図表3-21）。

図表3-21 推進計画を作成・実施している市町村の割合の推移
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資料：農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課（平成27（2015）年度までは内閣府）調べ
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参
考
１	

食
育
関
連
予
算
の
概
要
（
施
策
別
）

施策 関連施策 令和3年度
予算額

令和4年度
予算額

1．�家庭における食
育の推進

【文部科学省】
家庭教育支援基盤構築事業
地域の多様な人材を活用した家庭教育支援チーム等に
よる、子供の生活習慣や食育を含む学習機会の保護者へ
の提供など、地域の実情に応じた家庭教育支援の取組を
推進する。

75の内数 75の内数

「早寝早起き朝ごはん」フォーラム事業・推進校事業
国立青少年教育振興機構と連携・協力し、「早寝早起き
朝ごはん」国民運動を促進するための地域のフォーラム
事業、中高生の基本的な生活習慣の維持・向上・定着を
図るための推進校事業を実施する。

－
（国立青少年教
育振興機構の
予算で実施）

－
（国立青少年教
育振興機構の
予算で実施

【厚生労働省】
成育基本法を踏まえた「健やか親子21」による母子保健
活動の推進
成育基本法の趣旨を踏まえつつ、「健やか親子２１（第
2次）」（21世紀の母子保健の取組の方向性を提示すると
同時に、目標値を設定し、関係機関・団体が一体となっ
て推進する国民運動計画）による母子保健活動の推進を
行う。

34 34

2．�学校、保育所等
における食育の
推進

【文部科学省】
学校給食地場産物使用促進事業
学校給食における地場産物の使用に当たっての課題解
決に資するための経費を支援する。

46 46

給食・食育の諸課題に関する調査研究等
第4次食育推進基本計画で求められている食品ロス

（SDGs）等に関し、栄養教諭が中核となり取り組んだ事
例を収集し、課題等を調査する。
各都道府県教育委員会の学校給食の衛生管理に関する
指導者に対して研修を実施するとともに、当該指導者を
学校給食施設に派遣して衛生管理の改善指導を実施する。

36 32

学校施設環境改善交付金（学校給食施設整備）
学校給食の普及充実及び安全な学校給食の実施を図る
ため、衛生管理の充実強化等に必要な学校給食施設の整
備に対する補助を行う。

68,837の内数 68,834の内数

【環境省】
食品ロス削減及び食品廃棄物等の３Ｒ促進事業費
学校給食から排出される食品廃棄物の３Ｒの実施及び
当該３Ｒの取組を題材とした食育・環境教育活動の実施
等について、地方公共団体を支援する。
学校において食育・環境教育を実施することは給食の
食べ残し等の食品ロスの削減に資すると考えられ、食品
ロス削減に関する普及啓発の観点からも、学校において
食品ロス削減に係る取組を行うことは重要である。この
ため、学校給食から排出される食品廃棄物の３Ｒの実施
及び当該３Ｒの取組を題材とした食育・環境教育活動の
推進策の検討や食品ロス削減の取組の普及啓発を行い、
その効果検証を行う地方公共団体を支援する。

127の内数 127の内数

3．�地域における食
育の推進

【内閣府】
子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業
地域の実情を把握するための実態調査・計画策定、関
係行政機関やNPO等民間団体との連携体制の整備、子供
の居場所づくり等の子供の貧困対策を実施する地方公共
団体を地域子供の未来応援交付金により支援する。

150の内数 296の内数

食育関連予算の概要（施策別）
（単位：百万円）
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令和4年度
予算額

【厚生労働省】
国民健康づくり運動の推進（「健康日本21（第二次）」）
平成25年度からの「二十一世紀における第二次国民健
康づくり運動（健康日本21（第二次））」について、国民
の自主的な参加による国民運動として、普及推進を図る
とともに、国民の身体状況や食生活等の状況を明らかに
する国民健康・栄養調査の実施、最新の科学的根拠に基
づく食事摂取基準の策定など、健康増進の総合的な推進
を図る。

924 775

8020（ハチマルニイマル）運動・口腔保健推進事業
都道府県が実施する歯の健康づくりのために行われる
地域の実情に応じた歯科保健医療事業の円滑な推進を支
援する。

731の内数 811の内数

子どもの生活・学習支援事業
放課後児童クラブ等の終了後に、ひとり親家庭の子ど
もに対し、悩み相談を行いつつ、基本的な生活習慣の習
得支援・学習支援、食事の提供等を行い、ひとり親の家
庭の子どもの生活向上を図る自治体の取組を支援する。

15,795の内数 16,004の内数

【農林水産省】
消費・安全対策交付金のうち地域での食育の推進
第4次食育推進基本計画に掲げられた目標達成に向け
て、地域の関係者が連携して取り組む食育活動を重点的
かつ効率的に推進する。その際、多世代交流や共食の場
の提供等に関する取組、第4次食育推進基本計画の重点
事項であるデジタル化に対応した食育を優先的に支援す
る。

2,210の内数 2,041の内数

【経済産業省】
ヘルスケアサービス社会実装事業
企業が従業員の健康に経営的視点から取り組む、健康
経営を発展させる。具体的には、健康経営に係る顕彰制
度の推進とともに、健康経営の効果検証等を行い、健康
経営のすそ野拡大及び質的向上を図り、健康への投資を
促進する。

700の内数 750の内数

4．�食育推進運動の
展開

【農林水産省】
食育活動の全国展開事業委託費
第4次食育推進基本計画に基づき食育推進全国大会の
開催やデジタルを活用した食育を促進するための取組等
を行い、食育の全国展開を図る。

71 67

水産バリューチェーン事業のうち流通促進・消費等拡大
対策事業
加工・流通業者等が、連携して販路開拓等の様々な課
題に対処する取組等を支援。併せて、消費者への魚食普
及を推進する取組を支援する。

444の内数 591の内数

5．�生産者と消費者
との交流の促進、
環境と調和のと
れた農林漁業の
活性化等

【消費者庁】
「倫理的消費（エシカル消費）」普及・啓発活動
地方公共団体や民間団体によるエシカル消費に関する
普及活動の調査等を実施するとともに、各種イベント等
への積極的な参画や情報発信の取組を強化する。

11 17

食品ロス削減に係る取組
食品ロスを削減することの重要性について、理解と関
心を増進できるよう、資材の提供、普及啓発等を推進す
る。また、食品ロスに関する実態、先進的な取組や優良
事例等を広く提供できるよう情報収集や調査等を実施す
る。

47 42
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【総務省】
都市・農山漁村の地域連携による子供農山漁村交流推進
モデル事業
子供農山漁村交流の取組の拡大、定着を図るため、送
り側・受入側の地方公共団体双方が連携して行う実施体
制の構築を支援するモデル事業を実施。

28 18

【農林水産省】
農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）
のうち農山漁村発イノベーション推進支援事業・農山漁
村発イノベーション等整備事業
直売所の売上げの向上に向けた多様な取組、農林漁業
者と多様な事業者が連携して行う地産地消等の取組を支
援する。

1,894の内数 9,752の内数

農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）
のうち農山漁村発イノベーションサポート事業
施設給食へ地場産食材を安定供給する体制の構築を図
る地産地消コーディネーターの育成・派遣を支援する。

9 9,752の内数

農山漁村振興交付金（農泊推進対策）
農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した都市と
農村との交流等を推進する取組や「農泊」を推進する取
組等を支援する。

9,805の内数 9,752の内数

ニッポンフードシフト総合推進事業
食と環境を支える農業・農村への国民の理解と共感・
支持を得るため、メディア・ＳＮＳ等を活用したストー
リー性のある情報発信を展開するとともに、首都圏・地
方におけるシンポジウム・フェアを開催する。

114 100

地域食品産業連携プロジェクト推進事業
地域の農林水産物が地域産業の中で有効活用されるよ
うに、地域の食品産業を中心とした多様な関係者が参画
した地域食品産業連携プロジェクト（ＬＦＰ）を構築し
て行う、社会的課題解決と経済的利益の両立を目指した
持続可能な新たなビジネスモデルの創出を支援する。

－ 192

みどりの食料システム戦略推進交付金のうち有機農業産
地づくり推進
地域ぐるみで有機農業に取り組む市町村等の取組を推
進するため、有機農業の生産から、学校給食等での利用
など消費まで一貫し、事業者や地域内外の住民を巻き込
んで推進する取組を支援する。

2,518の内数 837の内数

畜産生産力・生産体制強化対策事業のうち国産飼料資源
生産利用拡大対策
国産飼料の着実な利用拡大により、飼料自給率の向上
を図り、力強い畜産経営を確立するため、飼料化可能な
食品残さ等の未利用資源を飼料化するための体制構築・
実証の取組を支援する。

887の内数 853の内数

食品ロス削減総合対策事業のうち商慣習の見直しの推進
事業系食品ロスの半減目標の設定や食品ロス削減推進
法の施行を踏まえ、事業系の食品ロスを総合的に削減す
るため、個別企業等では解決が困難な納品期限の緩和な
ど商慣習の見直しをさらに推進する。

70の内数 123の内数

フードバンク支援緊急対策事業
新型コロナウイルス感染症拡大の影響の長期化により、
子供食堂や生活困窮者等へ食品を届きやすくすることが
課題となっており、子供食堂等へ食品の提供を行ってい
るフードバンクの役割が重要となっていることから、フー
ドバンク活動を通じた食品ロス削減を図るため、フード
バンクに対して、食品の受入れ・提供を拡大するために
必要となる経費を支援する。

194 －
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みどりの食料システム戦略推進交付金のうちバイオマス
地産地消対策（バイオ液肥等の利用促進）
メタン発酵後の残渣をバイオ液肥等として地域で有効
利用するための取組を支援する。

－ 837の内数

持続可能な循環資源活用総合対策事業のうち事業系食品
廃棄物エネルギー利用対策調査事業
下水汚泥バイオガス化施設における食品廃棄物の混合
利用を促進するため、食品廃棄物の前処理工程における
高度化・効率化に向けた取組を支援する。

6 －

6．�食文化の継承の
ための活動への
支援等

【文部科学省】
伝統文化親子教室事業
次代を担う子供たちに対して、伝統文化等に関する活
動を、計画的・継続的に体験・修得できる機会を提供す
ることにより、伝統文化を将来にわたって確実に継承し、
発展させるとともに、子供たちの豊かな人間性を涵養す
る。

1,443の内数 1,489の内数

国民文化祭
観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業その
他各関連分野における施策と有機的に連携しつつ、地域
の文化資源等の特色を生かした文化の祭典を実施し、各
種の文化活動を全国規模で発表、共演、交流する場を提
供するとともに、文化により生み出される様々な価値を
文化の継承、発展及び創造に活用し、一層の文化の振興
に寄与する。

274の内数 259の内数

【農林水産省】
「和食」と地域食文化継承推進事業
ユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」を保護し、
次世代に継承していくため、地域固有の多様な食文化の
保護・継承を推進するとともに、子供たちや子育て世代
に対して和食文化の継承を行う人材を育成する。

72 －

訪日外国人対応による輸出促進連携支援事業
食文化の多角的な価値の情報を、体系的に整理・調査
し、国内外にわかりやすく情報発信を行うとともに、食
文化の普及活動を行う中核的な人材の育成を支援する。

－ 80の内数

7．�食品の安全性、
栄養その他の食
生活に関する調
査、研究、情報
の提供及び国際
交流の推進

【内閣府食品安全委員会】
リスクコミュニケーションの実施
意見交換会の開催や広報誌の発行等を行い、食品安全
委員会が行うリスク評価に関する科学的情報について、
分かりやすく解説し国民一般に対して提供を行う。

24 24

【消費者庁】
食品に係るリスクコミュニケーションの実施
食品の安全に関して、消費者が正確な情報を入手し理
解を深め、自らの判断で適切な消費行動を行えるよう、
意見交換会等のリスクコミュニケーションを推進してい
く。

42の内数 63の内数

【外務省】
日本事情発信資料の作成
日本食や日本の食文化の紹介も含めた海外向け日本事
情発信誌や映像資料を作成する。

81の内数 78の内数

国際連合食糧農業機関分担金（FAO）
国連食糧農業機関（FAO）に対して分担金を拠出する
ことにより，同機関が実施する食品の安全や栄養改善に
関する事業や調査分析、情報収集等の取組へ貢献する。

4,455の内数 4,567の内数

在外公館文化事業
在外公館が管轄地域における対日理解の促進や親日層
の形成を目的として、外交活動の一環として開催する総
合的な日本文化の発信事業。

203の内数 199の内数
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国際連合世界食糧計画（WFP）拠出金（任意拠出金）
国連世界食糧計画（WFP）への拠出を通じて国際的な
連携・交流の促進及び飢餓や栄養不足の問題等に関する
情報提供を行う。

435の内数 540の内数

【文部科学省】
現代型食生活のための食品成分情報取得・活用強化事業
食品安全に対する消費者の意識の高まりなどに対応す
るため、食品安全基本法や食品衛生法に基づき、消費者
などへの積極的な情報の提供や双方向の意見交換を行う。

－ 72の内数

【厚生労働省】
食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケー
ション）の推進
食品安全に対する消費者の意識の高まりなどに対応す
るため、食品安全基本法や食品衛生法に基づき、消費者
などへの積極的な情報の提供や双方向の意見交換を行う。

9 9

注1：本概要は、食育関連の額を特定できる予算事項について掲載。
注2：令和3年度予算額は、補正後予算額。
注3：本概要は、百万円未満を四捨五入の上、百万円単位で表記している。
注4：各関連施策については、施策7区分中、その施策目的上最も関連のある区分に掲載。
注5：内数により小計が算出できない関連施策が存在するため、総計は計上しない。
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食育基本法（平成17年法律第63号）
� 最終改正：平成27年9月11日法律第66号
目次

前文
第一章 総則（第一条―第十五条）
第二章 食育推進基本計画等
� （第十六条―第十八条）
第三章 基本的施策（第十九条―第二十五条）
第四章 食育推進会議等
� （第二十六条―第三十三条）
附則

二十一世紀における我が国の発展のためには、
子どもたちが健全な心と身体を培い、未来や国際
社会に向かって羽ばたくことができるようにする
とともに、すべての国民が心身の健康を確保し、
生涯にわたって生き生きと暮らすことができるよ
うにすることが大切である。

子どもたちが豊かな人間性をはぐくみ、生きる
力を身に付けていくためには、何よりも「食」が
重要である。今、改めて、食育を、生きる上での
基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となる
べきものと位置付けるとともに、様々な経験を通
じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を
習得し、健全な食生活を実践することができる人
間を育てる食育を推進することが求められてい
る。もとより、食育はあらゆる世代の国民に必要
なものであるが、子どもたちに対する食育は、心
身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、
生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな人間
性をはぐくんでいく基礎となるものである。

一方、社会経済情勢がめまぐるしく変化し、
日々忙しい生活を送る中で、人々は、毎日の「食」
の大切さを忘れがちである。国民の食生活におい
ては、栄養の偏り、不規則な食事、肥満や生活習
慣病の増加、過度の痩身志向などの問題に加え、
新たな「食」の安全上の問題や、「食」の海外へ
の依存の問題が生じており、「食」に関する情報
が社会に氾濫する中で、人々は、食生活の改善の
面からも、「食」の安全の確保の面からも、自ら

「食」のあり方を学ぶことが求められている。ま
た、豊かな緑と水に恵まれた自然の下で先人から
はぐくまれてきた、地域の多様性と豊かな味覚や
文化の香りあふれる日本の「食」が失われる危機
にある。

こうした「食」をめぐる環境の変化の中で、国
民の「食」に関する考え方を育て、健全な食生活
を実現することが求められるとともに、都市と農
山漁村の共生・対流を進め、「食」に関する消費
者と生産者との信頼関係を構築して、地域社会の
活性化、豊かな食文化の継承及び発展、環境と調
和のとれた食料の生産及び消費の推進並びに食料
自給率の向上に寄与することが期待されている。

国民一人一人が「食」について改めて意識を高
め、自然の恩恵や「食」に関わる人々の様々な活
動への感謝の念や理解を深めつつ、「食」に関し
て信頼できる情報に基づく適切な判断を行う能力
を身に付けることによって、心身の健康を増進す
る健全な食生活を実践するために、今こそ、家
庭、学校、保育所、地域等を中心に、国民運動と
して、食育の推進に取り組んでいくことが、我々
に課せられている課題である。さらに、食育の推
進に関する我が国の取組が、海外との交流等を通
じて食育に関して国際的に貢献することにつなが
ることも期待される。

ここに、食育について、基本理念を明らかにし
てその方向性を示し、国、地方公共団体及び国民
の食育の推進に関する取組を総合的かつ計画的に
推進するため、この法律を制定する。

第一章　総則

（目的）
第一条　この法律は、近年における国民の食生活

をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯にわ
たって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐ
くむための食育を推進することが緊要な課題と
なっていることにかんがみ、食育に関し、基本
理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を
明らかにするとともに、食育に関する施策の基
本となる事項を定めることにより、食育に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現
在及び将来にわたる健康で文化的な国民の生活
と豊かで活力ある社会の実現に寄与することを
目的とする。

（国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成）
第二条　食育は、食に関する適切な判断力を養

い、生涯にわたって健全な食生活を実現するこ
とにより、国民の心身の健康の増進と豊かな人
間形成に資することを旨として、行われなけれ
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ばならない。

（食に関する感謝の念と理解）
第三条　食育の推進に当たっては、国民の食生活

が、自然の恩恵の上に成り立っており、また、
食に関わる人々の様々な活動に支えられている
ことについて、感謝の念や理解が深まるよう配
慮されなければならない。

（食育推進運動の展開）
第四条　食育を推進するための活動は、国民、民

間団体等の自発的意思を尊重し、地域の特性に
配慮し、地域住民その他の社会を構成する多様
な主体の参加と協力を得るものとするととも
に、その連携を図りつつ、あまねく全国におい
て展開されなければならない。

（子どもの食育における保護者、教育関係者等
の役割）
第五条　食育は、父母その他の保護者にあって

は、家庭が食育において重要な役割を有してい
ることを認識するとともに、子どもの教育、保
育等を行う者にあっては、教育、保育等におけ
る食育の重要性を十分自覚し、積極的に子ども
の食育の推進に関する活動に取り組むこととな
るよう、行われなければならない。

（食に関する体験活動と食育推進活動の実践）
第六条　食育は、広く国民が家庭、学校、保育

所、地域その他のあらゆる機会とあらゆる場所
を利用して、食料の生産から消費等に至るまで
の食に関する様々な体験活動を行うとともに、
自ら食育の推進のための活動を実践することに
より、食に関する理解を深めることを旨とし
て、行われなければならない。

（伝統的な食文化、環境と調和した生産等への
配意及び農山漁村の活性化と食料自給率の向上へ
の貢献）
第七条　食育は、我が国の伝統のある優れた食文

化、地域の特性を生かした食生活、環境と調和
のとれた食料の生産とその消費等に配意し、我
が国の食料の需要及び供給の状況についての国
民の理解を深めるとともに、食料の生産者と消
費者との交流等を図ることにより、農山漁村の
活性化と我が国の食料自給率の向上に資するよ

う、推進されなければならない。

（食品の安全性の確保等における食育の役割）
第八条　食育は、食品の安全性が確保され安心し

て消費できることが健全な食生活の基礎である
ことにかんがみ、食品の安全性をはじめとする
食に関する幅広い情報の提供及びこれについて
の意見交換が、食に関する知識と理解を深め、
国民の適切な食生活の実践に資することを旨と
して、国際的な連携を図りつつ積極的に行われ
なければならない。

（国の責務）
第九条　国は、第二条から前条までに定める食育

に関する基本理念（以下「基本理念」という。）
にのっとり、食育の推進に関する施策を総合的
かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有す
る。

（地方公共団体の責務）
第十条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、

食育の推進に関し、国との連携を図りつつ、そ
の地方公共団体の区域の特性を生かした自主的
な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（教育関係者等及び農林漁業者等の責務）
第十一条　教育並びに保育、介護その他の社会福

祉、医療及び保健（以下「教育等」という。）
に関する職務に従事する者並びに教育等に関す
る関係機関及び関係団体（以下「教育関係者
等」という。）は、食に関する関心及び理解の
増進に果たすべき重要な役割にかんがみ、基本
理念にのっとり、あらゆる機会とあらゆる場所
を利用して、積極的に食育を推進するよう努め
るとともに、他の者の行う食育の推進に関する
活動に協力するよう努めるものとする。

2　農林漁業者及び農林漁業に関する団体（以下
「農林漁業者等」という。）は、農林漁業に関す
る体験活動等が食に関する国民の関心及び理解
を増進する上で重要な意義を有することにかん
がみ、基本理念にのっとり、農林漁業に関する
多様な体験の機会を積極的に提供し、自然の恩
恵と食に関わる人々の活動の重要性について、
国民の理解が深まるよう努めるとともに、教育
関係者等と相互に連携して食育の推進に関する
活動を行うよう努めるものとする。



185

	

参
考
２	

食
育
基
本
法

（食品関連事業者等の責務）
第十二条　食品の製造、加工、流通、販売又は食

事の提供を行う事業者及びその組織する団体
（以下「食品関連事業者等」という。）は、基本
理念にのっとり、その事業活動に関し、自主的
かつ積極的に食育の推進に自ら努めるととも
に、国又は地方公共団体が実施する食育の推進
に関する施策その他の食育の推進に関する活動
に協力するよう努めるものとする。

（国民の責務）
第十三条　国民は、家庭、学校、保育所、地域そ

の他の社会のあらゆる分野において、基本理念
にのっとり、生涯にわたり健全な食生活の実現
に自ら努めるとともに、食育の推進に寄与する
よう努めるものとする。

（法制上の措置等）
第十四条　政府は、食育の推進に関する施策を実

施するため必要な法制上又は財政上の措置その
他の措置を講じなければならない。

（年次報告）
第十五条　政府は、毎年、国会に、政府が食育の

推進に関して講じた施策に関する報告書を提出
しなければならない。

第二章　食育推進基本計画等

（食育推進基本計画）
第十六条　食育推進会議は、食育の推進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、食
育推進基本計画を作成するものとする。

2　食育推進基本計画は、次に掲げる事項につい
て定めるものとする。
一　食育の推進に関する施策についての基本的

な方針
二　食育の推進の目標に関する事項
三　国民等の行う自発的な食育推進活動等の総

合的な促進に関する事項
四　前三号に掲げるもののほか、食育の推進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進するた
めに必要な事項

3　食育推進会議は、第一項の規定により食育推
進基本計画を作成したときは、速やかにこれを
農林水産大臣に報告し、及び関係行政機関の長

に通知するとともに、その要旨を公表しなけれ
ばならない。

4　前項の規定は、食育推進基本計画の変更につ
いて準用する。

（都道府県食育推進計画）
第十七条　都道府県は、食育推進基本計画を基本

として、当該都道府県の区域内における食育の
推進に関する施策についての計画（以下「都道
府県食育推進計画」という。）を作成するよう
努めなければならない。

2　都道府県（都道府県食育推進会議が置かれて
いる都道府県にあっては、都道府県食育推進会
議）は、都道府県食育推進計画を作成し、又は
変更したときは、速やかに、その要旨を公表し
なければならない。

（市町村食育推進計画）
第十八条　市町村は、食育推進基本計画（都道府

県食育推進計画が作成されているときは、食育
推進基本計画及び都道府県食育推進計画）を基
本として、当該市町村の区域内における食育の
推進に関する施策についての計画（以下「市町
村食育推進計画」という。）を作成するよう努
めなければならない。

2　市町村（市町村食育推進会議が置かれている
市町村にあっては、市町村食育推進会議）は、
市町村食育推進計画を作成し、又は変更したと
きは、速やかに、その要旨を公表しなければな
らない。

第三章　基本的施策

（家庭における食育の推進）
第十九条　国及び地方公共団体は、父母その他の

保護者及び子どもの食に対する関心及び理解を
深め、健全な食習慣の確立に資するよう、親子
で参加する料理教室その他の食事についての望
ましい習慣を学びながら食を楽しむ機会の提
供、健康美に関する知識の啓発その他の適切な
栄養管理に関する知識の普及及び情報の提供、
妊産婦に対する栄養指導又は乳幼児をはじめと
する子どもを対象とする発達段階に応じた栄養
指導その他の家庭における食育の推進を支援す
るために必要な施策を講ずるものとする。
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（学校、保育所等における食育の推進）
第二十条　国及び地方公共団体は、学校、保育所

等において魅力ある食育の推進に関する活動を
効果的に促進することにより子どもの健全な食
生活の実現及び健全な心身の成長が図られるよ
う、学校、保育所等における食育の推進のため
の指針の作成に関する支援、食育の指導にふさ
わしい教職員の設置及び指導的立場にある者の
食育の推進において果たすべき役割についての
意識の啓発その他の食育に関する指導体制の整
備、学校、保育所等又は地域の特色を生かした
学校給食等の実施、教育の一環として行われる
農場等における実習、食品の調理、食品廃棄物
の再生利用等様々な体験活動を通じた子どもの
食に関する理解の促進、過度の痩身又は肥満の
心身の健康に及ぼす影響等についての知識の啓
発その他必要な施策を講ずるものとする。

（地域における食生活の改善のための取組の推
進）
第二十一条　国及び地方公共団体は、地域におい

て、栄養、食習慣、食料の消費等に関する食生
活の改善を推進し、生活習慣病を予防して健康
を増進するため、健全な食生活に関する指針の
策定及び普及啓発、地域における食育の推進に
関する専門的知識を有する者の養成及び資質の
向上並びにその活用、保健所、市町村保健セン
ター、医療機関等における食育に関する普及及
び啓発活動の推進、医学教育等における食育に
関する指導の充実、食品関連事業者等が行う食
育の推進のための活動への支援等必要な施策を
講ずるものとする。

（食育推進運動の展開）
第二十二条　国及び地方公共団体は、国民、教育

関係者等、農林漁業者等、食品関連事業者等そ
の他の事業者若しくはその組織する団体又は消
費生活の安定及び向上等のための活動を行う民
間の団体が自発的に行う食育の推進に関する活
動が、地域の特性を生かしつつ、相互に緊密な
連携協力を図りながらあまねく全国において展
開されるようにするとともに、関係者相互間の
情報及び意見の交換が促進されるよう、食育の
推進に関する普及啓発を図るための行事の実
施、重点的かつ効果的に食育の推進に関する活
動を推進するための期間の指定その他必要な施

策を講ずるものとする。
2　国及び地方公共団体は、食育の推進に当たっ

ては、食生活の改善のための活動その他の食育
の推進に関する活動に携わるボランティアが果
たしている役割の重要性にかんがみ、これらの
ボランティアとの連携協力を図りながら、その
活動の充実が図られるよう必要な施策を講ずる
ものとする。

（生産者と消費者との交流の促進、環境と調和
のとれた農林漁業の活性化等）
第二十三条　国及び地方公共団体は、生産者と消

費者との間の交流の促進等により、生産者と消
費者との信頼関係を構築し、食品の安全性の確
保、食料資源の有効な利用の促進及び国民の食
に対する理解と関心の増進を図るとともに、環
境と調和のとれた農林漁業の活性化に資するた
め、農林水産物の生産、食品の製造、流通等に
おける体験活動の促進、農林水産物の生産され
た地域内の学校給食等における利用その他のそ
の地域内における消費の促進、創意工夫を生か
した食品廃棄物の発生の抑制及び再生利用等必
要な施策を講ずるものとする。

（食文化の継承のための活動への支援等）
第二十四条　国及び地方公共団体は、伝統的な行

事や作法と結びついた食文化、地域の特色ある
食文化等我が国の伝統のある優れた食文化の継
承を推進するため、これらに関する啓発及び知
識の普及その他の必要な施策を講ずるものとす
る。

（食品の安全性、栄養その他の食生活に関する
調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進）
第二十五条　国及び地方公共団体は、すべての世

代の国民の適切な食生活の選択に資するよう、
国民の食生活に関し、食品の安全性、栄養、食
習慣、食料の生産、流通及び消費並びに食品廃
棄物の発生及びその再生利用の状況等について
調査及び研究を行うとともに、必要な各種の情
報の収集、整理及び提供、データベースの整備
その他食に関する正確な情報を迅速に提供する
ために必要な施策を講ずるものとする。

2　国及び地方公共団体は、食育の推進に資する
ため、海外における食品の安全性、栄養、食習
慣等の食生活に関する情報の収集、食育に関す
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る研究者等の国際的交流、食育の推進に関する
活動についての情報交換その他国際交流の推進
のために必要な施策を講ずるものとする。

第四章　食育推進会議等

（食育推進会議の設置及び所掌事務）
第二十六条　農林水産省に、食育推進会議を置

く。
2　食育推進会議は、次に掲げる事務をつかさど

る。
一　食育推進基本計画を作成し、及びその実施

を推進すること。
二　前号に掲げるもののほか、食育の推進に関

する重要事項について審議し、及び食育の推
進に関する施策の実施を推進すること。

（組織）
第二十七条　食育推進会議は、会長及び委員二十

五人以内をもって組織する。

（会長）
第二十八条　会長は、農林水産大臣をもって充て

る。
2　会長は、会務を総理する。
3　会長に事故があるときは、あらかじめその指

名する委員がその職務を代理する。

（委員）
第二十九条　委員は、次に掲げる者をもって充て

る。
一　農林水産大臣以外の国務大臣のうちから、

農林水産大臣の申出により、内閣総理大臣が
指定する者

二　食育に関して十分な知識と経験を有する者
のうちから、農林水産大臣が任命する者

2　前項第二号の委員は、非常勤とする。

（委員の任期）
第三十条　前条第一項第二号の委員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任
者の残任期間とする。

2　前条第一項第二号の委員は、再任されること
ができる。

（政令への委任）
第三十一条　この章に定めるもののほか、食育推

進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政
令で定める。

（都道府県食育推進会議）
第三十二条　都道府県は、その都道府県の区域に

おける食育の推進に関して、都道府県食育推進
計画の作成及びその実施の推進のため、条例で
定めるところにより、都道府県食育推進会議を
置くことができる。

2　都道府県食育推進会議の組織及び運営に関し
必要な事項は、都道府県の条例で定める。

（市町村食育推進会議）
第三十三条　市町村は、その市町村の区域におけ

る食育の推進に関して、市町村食育推進計画の
作成及びその実施の推進のため、条例で定める
ところにより、市町村食育推進会議を置くこと
ができる。

2　市町村食育推進会議の組織及び運営に関し必
要な事項は、市町村の条例で定める。

附 則 抄

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して一月

を超えない範囲内において政令で定める日から
施行する。

（平成一七年政令第二三五号で平成一七年七月
一五日から施行）

附 則（平成二一年六月五日法律第四九号）抄

（施行期日）
第一条　この法律は、消費者庁及び消費者委員会

設置法（平成二十一年法律第四十八号）の施行
の日から施行する。

附 則（平成二七年九月一一日法律第六六号）抄

（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十八年四月一日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、
当該各号に定める日から施行する。
一　附則第七条の規定 公布の日
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（食育基本法の一部改正に伴う経過措置）
第四条　この法律の施行の際現に第二十五条の規

定による改正前の食育基本法第二十六条第一項
の規定により置かれている食育推進会議は、第
二十五条の規定による改正後の食育基本法第二
十六条第一項の規定により置かれる食育推進会
議となり、同一性をもって存続するものとす
る。

（政令への委任）
第七条　附則第二条から前条までに定めるものの

ほか、この法律の施行に関し必要な経過措置
は、政令で定める。
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第4次食育推進基本計画
令和3年3月31日
食育推進会議決定

はじめに
食は命の源であり、私たち人間が生きるために

食は欠かせない。また、国民が健康で心豊かな生
活を送るためには、健全な食生活を日々実践し、
おいしく楽しく食べることやそれを支える社会や
環境を持続可能なものにしていくことが重要であ
る。

平成17年6月に食育基本法（平成17年法律第
63号）が制定され、国は15年にわたり、都道府
県、市町村、関係機関・団体等多様な関係者とと
もに食育を推進してきた。その間、日常生活の基
盤である家庭における共食を原点とし、学校、保
育所等が子供の食育を進め、都道府県、市町村、
様々な関係機関・団体等、地域における多様な関
係者が様々な形で食育を主体的に推進してきた。

しかしながら、我が国の食をめぐる環境は大き
く変化してきており、様々な課題を抱えている。

高齢化が進行する中で、健康寿命の延伸や生活
習慣病の予防が引き続き国民的課題であり、栄養
バランスに配慮した食生活の重要性は増してい
る。人口減少、少子高齢化、世帯構造の変化や中
食市場の拡大が進行するとともに、食に関する国
民の価値観や暮らしの在り方も多様化し、健全な
食生活を実践することが困難な場面も増えてきて
いる。古くから各地で育まれてきた地域の伝統的
な食文化が失われていくことも危惧される。

食を供給面から見ると、農林漁業者や農山漁村
人口の著しい高齢化・減少が進む中、我が国の令
和元年度の食料自給率はカロリーベースで38％、
生産額ベースで66％と食料の多くを海外からの
輸入に頼っている。一方で、食品ロスが平成29
年度推計で612万トン発生しているという現実
もある。

また、近年、日本各地で異常気象に伴う自然災
害が頻発する等、地球規模の気候変動の影響が顕
在化しており、食の在り方を考える上で環境問題
を避けることはできなくなっている。

国際的な観点から見ると、平成27年9月の国
連サミットで採択された国際開発目標である「持
続可能な開発のための2030アジェンダ」は、17
の目標と169のターゲットから成る「SDGs（持
続可能な開発目標）」を掲げ、「誰一人取り残さな
い」社会の実現を目指すものである。SDGsの目

標には、「目標2．飢餓を終わらせ、食料安全保
障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進
する」、「目標4．すべての人々への包摂的かつ公
正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促
進する」、「目標12．持続可能な生産消費形態を
確保する」などの食育と関係が深い目標がある。
食育の推進は、我が国の「SDGsアクションプラ
ン2021」（令和2年12月持続可能な開発目標

（SDGs）推進本部決定）の中に位置付けられて
おり、SDGsの達成に寄与するものである。

さらに、新型コロナウイルス感染症の流行は、
世界規模に拡大し、その影響は人々の生命や生活
のみならず、行動・意識・価値観にまで波及し
た。接触機会低減のためのテレワークの増加、出
張機会の減少等により、在宅時間が一時的に増加
するとともに、外出の自粛等により飲食業が甚大
な影響を受けるなど、我が国の農林水産業や食品
産業にも様々な影響を与えた。また、在宅時間や
家族で食を考える機会が増えることで、食を見つ
め直す契機ともなっており、家庭での食育の重要
性が高まるといった側面も有している。

こうした「新たな日常」の中でも、食育がより
多くの国民による主体的な運動となるためには、
ICT（情報通信技術）や社会のデジタル化の進展
を踏まえ、デジタルツールやインターネットも積
極的に活用していくことが必要である。

このような情勢を踏まえ、食育に関する施策を
総合的かつ計画的に推進していくため、令和3年
度からおおむね5年間を計画期間とする第4次食
育推進基本計画を作成する。

第1　食育の推進に関する施策についての
基本的な方針

食育を推進することは、国民が生涯にわたって
健全な心身を培い、豊かな人間性を育むことに資
するとともに、国民の食生活が自然の恩恵の上に
成り立ち、食に関わる人々の様々な行動に支えら
れていることへの感謝の念や理解を深めることに
つながるものであり、持続可能な社会の実現に向
けた重要な取組である。

食育により、国民の健全な食生活の実現や、そ
の実現を支える地域社会の活性化、豊かな食文化
の継承及び発展、環境と調和のとれた食料の生産
及び消費の推進並びに食料自給率の向上を図り、
それらを通じて、国民の心身の健康の増進と豊か
な人間形成を目指すとともに、社会全体で連携・
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協働して持続可能な食料システム（フードシステ
ム）を構築することが期待されている。

本計画では、国民の健康や食を取り巻く環境の
変化、社会のデジタル化など、食育をめぐる状況
を踏まえ、①生涯を通じた心身の健康を支える食
育の推進、②持続可能な食を支える食育の推進、
③「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の
推進に重点をおいた取組が求められる。

また、持続可能な世界の実現を目指すため、
SDGsへの関心が世界的に高まり、ESG投資（環
境（Environment）、社会（Social）、ガバナン
ス（Governance）を重視した投資）も世界的に
拡大する中、持続可能性の観点から食育も重視さ
れており、SDGsの視点で食育に取り組む企業も
出てきている。

SDGsが経済、社会、環境の三側面を含みこれ
らの相互関連性・相乗効果を重視しつつ、統合的
解決の視点を持って取り組むことが求められてい
ることにも留意し、SDGsと深く関わりがある食
育の取組においても、SDGsの考え方を踏まえ、
相互に連携する視点を持って推進する必要があ
る。

国民の健全な食生活の実現と、環境や食文化を
意識した持続可能な社会の実現のために、行政、
教育関係者、農林漁業者、食品関連事業者、ボラ
ンティア等関係する各主体が相互の理解を深め、
連携・協働し、国民運動として食育を推進する。

1．重点事項

今後5年間に特に取り組むべき重点事項を以下
のとおり定め、総合的に推進する。

（1）�生涯を通じた心身の健康を支える食育の推
進

社会における高齢化の進行の中で、健康寿命の
延伸が国民的課題であり、国民が生涯にわたって
健全な心身を培い、豊かな人間性を育むために
は、妊産婦や、乳幼児から高齢者に至るまで、ラ
イフステージやライフスタイル、多様な暮らしに
対応し、切れ目のない、生涯を通じた食育を推進
することが重要である。

しかしながら、依然として、成人男性には肥満
者が多いこと、若い女性にはやせの者が多いこ
と、高齢者では男女とも低栄養傾向の者の割合が
高いこと等、食生活に起因する課題は多い。

少子高齢化が進むとともに、世帯構造や社会環
境も変化し、単独世帯やひとり親世帯が増えてお
り、また、貧困の状況にある子供に対する支援が
重要な課題になるなど、家庭生活の状況が多様化
する中で、家庭や個人の努力のみでは、健全な食
生活の実践につなげていくことが困難な状況も見
受けられる。

こうした状況を踏まえ、「人生100年時代」に
向けて、生活習慣病の予防や健康寿命の延伸を実
現し、全ての国民が健全で充実した食生活を実現
することを目指し、家庭、学校・保育所、職場、
地域等の各場面において、地域や関係団体の連
携・協働を図りつつ生涯を通じた食育を推進す
る。また、子供のうちに健全な食生活を確立する
ことは、生涯にわたり健全な心身を培い、豊かな
人間性を育んでいく基礎となることに留意する。

加えて、健康や食に関して無関心な層も含め、
デジタルツールや行動経済学に基づく手法の1つ
であるナッジ（そっと後押しする：人々がより良
い選択を自発的に取れるように手助けする手法）
を活用する等、自然に健康になれる食環境づくり
を推進する。

（2）持続可能な食を支える食育の推進
国民が健全な食生活を送るためには、その基盤

として持続可能な環境が不可欠であり、食育関係
者を含む国民が一体となって、食を支える環境の
持続に資する食育を推進する。

（食と環境の調和：環境の環（わ））
農林水産業・食品産業の活動が自然資本や環境

に立脚していることから、国民の食生活が、自然
の恩恵の上に成り立つことを認識し、食料の生産
から消費等に至る食の循環が環境へ与える影響に
配慮して、食におけるSDGsの目標12「つくる
責任・つかう責任」を果たすことができるよう国
民の行動変容を促すことが求められている。食に
関する人間の活動による環境負荷が自然の回復力
の範囲内に収まり、食と環境が調和し、持続可能
なものとなる必要がある。

さらに、我が国では、食料及び飼料等の生産資
材の多くを海外からの輸入に頼っている一方で、
大量の食品廃棄物を発生させ、環境への負担を生
じさせている。また、年間612万トン（平成29
年度推計）の食品ロスが発生しており、この削減
に取り組むことにより、食べ物を大切にするとい
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う考え方の普及や環境への負荷低減を含む各種効
果が期待できる。

このため、生物多様性の保全に効果の高い食料
の生産方法や資源管理等に関して、国民の理解と
関心の増進のための普及啓発、持続可能な食料シ
ステム（フードシステム）につながるエシカル消
費（人や社会、環境に配慮した消費行動）の推
進、多様化する消費者の価値観に対応したフード
テック（食に関する最先端技術）への理解醸成
等、環境と調和のとれた食料生産とその消費に配
慮した食育を推進する。

（農林水産業や農山漁村を支える多様な主体と
のつながりの深化：人の輪（わ））

食料の生産から消費等に至るまでの食の循環
は、多くの人々の様々な活動に支えられており、
そのことへの感謝の念や理解を深めることが大切
である。

一方で、ライフスタイル等の変化により、国民
が普段の食生活を通じて農林水産業等や農山漁村
を意識する機会が減少しつつある。

そのような中で、生産者等と消費者との交流や
都市と農山漁村の共生・対流等を進め、消費者と
生産者等の信頼関係を構築し、我が国の食料需給
の状況への理解を深め、持続可能な社会を実現し
ていくことが必要である。

このため、農林漁業体験の推進、生産者等や消
費者との交流促進、地産地消の推進等、食の循環
を担う多様な主体のつながりを広げ深める食育を
推進する。

（日本の伝統的な和食文化の保護・継承：和食
文化の和（わ））

南北に長く、海に囲まれ、豊かな自然に恵まれ
た我が国では、四季折々の食材が豊富であり、地
域の農林水産業とも密接に関わった豊かで多様な
和食文化を築き、「和食；日本人の伝統的な食文
化」はユネスコの無形文化遺産に登録された。和
食文化は、ごはんを主食とし、一汁三菜1を基本
としており、地域の風土を活かしたものであり、
その保護・継承は、国民の食生活の文化的な豊か
さを将来にわたって支える上で重要であるととも
に、地域活性化、食料自給率の向上及び環境への

負荷低減に寄与し、持続可能な食に貢献すること
が期待される。

また、和食は栄養バランスに優れ、長寿国であ
る日本の食事は世界的にも注目されている。

しかし、近年、グローバル化、流通技術の進
歩、生活様式の多様化等により、地場産物を生か
した郷土料理、その作り方や食べ方、食事の際の
作法等、優れた伝統的な和食文化が十分に継承さ
れず、その特色が失われつつある。

このため、食育活動を通じて、郷土料理、伝統
料理、食事の作法等、伝統的な地域の多様な和食
文化を次世代へ継承するための食育を推進する。

これらの持続可能な食に必要な、環境の環
（わ）、人の輪（わ）、和食文化の和（わ）の3つ
の「わ」を支える食育を推進する。

（3）�「新たな日常」やデジタル化に対応した食育
の推進

新型コロナウイルス感染症の拡大前から、生活
を支える多くの分野でICTやAI（人工知能）の
活用等デジタル技術の進展・普及が加速していた
が、当該感染症の拡大防止のため、身体的距離の
確保や3密（密接、密閉、密集）の回避が迫られ
る中、デジタル技術の活用は喫緊の課題となって
いる。

他方、こうした「新たな日常」は、在宅時間や
家族で食を考える機会が増えることで、食を見つ
め直す契機ともなっており、家庭での食育の重要
性が高まるといった側面も有している。

当該感染症の影響は長期間にわたり、収束後も
以前の生活に完全に戻ることは困難と考えられ
る。そのため、上記（1）及び（2）に示した重
点事項に横断的に取り組むため、「新しい生活様
式」に対応し、「新たな日常」においても食育を
着実に実施するとともに、より多くの国民による
主体的な運動となるよう、ICT等のデジタル技
術を有効活用して効果的な情報発信を行うなど、
新しい広がりを創出するデジタル化に対応した食
育を推進する。

一方、デジタル化に対応することが困難な高齢
者等も存在することから、こうした人々に十分配
慮した情報提供等も必要である。

また、「新たな日常」の中ではテレワークによ

1　「一汁三菜」とは、米を炊いた「ごはん」を主食とし、味噌汁やすまし汁等の「汁」、主菜一つに副菜二つの
「菜」三品に「漬物」を組み合わせた和食の基本となる献立
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る通勤時間の減少等から、自宅で料理や食事をす
ることも増えており、食生活を見直す機会にもな
るものであることから、乳幼児から高齢者までの
全ての世代において栄養バランス、食文化、食品
ロスなど、食に関する意識を高めることにつなが
るよう食育を推進する。

2．基本的な取組方針
（1）国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成

「国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成に
資すること」は、食育を推進する際の目的の要で
あり、食育に関するあらゆる施策は、これを踏ま
えて講じられるべきである。また、健康寿命の延
伸という観点からは、肥満に加え、やせや低栄養
の問題も起きていることや、生活習慣病の発症だ
けでなく、重症化の予防や改善も視野に入れる必
要がある。

このため、健全な食生活の実践に向けて、栄養
の偏りや食習慣の乱れを改善するよう、引き続き
取組の推進が必要である。

また、我が国では、様々な種類の食材が多様な
形で加工・提供されるようになってきており、健
全な食生活を自ら実践していくためには、食に関
する知識や食品の選び方等も含めた判断力を国民
一人一人が備える必要性が従来以上に高まってい
る。

このため、健全な食生活に必要な知識や判断力
については、年齢や健康状態、更には生活環境に
よっても異なる部分があることに配慮しつつ、国
民の生涯にわたる健全な食生活の実現を目指して
施策を講じる。

（2）食に関する感謝の念と理解
世界の食料事情は、現在、約6.9億人の人々が

飢餓や栄養不足で苦しんでいることを始めとし
て、楽観視できない状況にある。このような世界
の厳しい状況を理解し、食事ができることに感謝
の念を持ちつつ、国内では大量の食料が食べられ
ないまま廃棄されているという食料資源の浪費や
環境への負荷の増加にも目を向ける必要がある。

これらを踏まえ、「もったいない」という精神
で、食べ物を無駄にせず、食品ロスの削減に取り
組むことは、食育の観点からも極めて大切であ
る。

また、日々の食生活は、自然の恩恵の上に成り
立ち、食べるという行為自体が貴重な動植物の命

を受け継ぐことであることや、食料の生産から消
費等に至るまでの食の循環においては、生産者を
始めとして多くの人々の苦労や努力に支えられて
いることを実感できるよう、動植物の命を尊ぶ機
会となるような様々な体験活動や適切な情報発信
等を通じて、自然に感謝の念や理解が深まってい
くよう配慮した施策を講じる。

（3）食育推進運動の展開
食育推進運動の展開に当たっては、国民一人一

人が食育の意義や必要性等を理解するとともに、
これに共感し、自ら主体的に食育を実践できるよ
う取り組む必要がある。

このため、国民や民間団体等の自発的意思を尊
重しながら、産学官による連携等、多様な主体の
参加と連携・協働に立脚し、デジタル技術も活用
しつつ効果的に国民運動を推進することを目指し
た施策を講じる。

（4）�子供の食育における保護者、教育関係者等
の役割

我が国の未来を担う子供への食育の推進は、健
全な心身と豊かな人間性を育んでいく基礎をなす
ものであり、子供の成長、発達に合わせた切れ目
のない推進が重要である。

そこで、父母その他の保護者や教育、保育に携
わる関係者等の意識の向上を図るとともに、相互
の密接な連携の下、家庭、学校、保育所、地域社
会等の場で子供が楽しく食について学ぶことがで
きるような取組が積極的になされるよう施策を講
じる。

子供への食育を推進する際には、健全な食習慣
や食の安全についての理解を確立していく中で、
食に関する感謝の念と理解、食品の安全及び健康
な食生活に必要な栄養に関する知識、社会人とし
て身に付けるべき食事の際の作法等、食に関する
基礎の習得について配意する。

また、社会環境の変化や様々な生活様式等、食
をめぐる状況の変化に伴い、健全な食生活を送る
ことが難しい子供の存在にも配慮し、多様な関係
機関・団体が連携・協働した施策を講じる。

（5）食に関する体験活動と食育推進活動の実践
食は観念的なものではなく、日々の調理や食事

等とも深く結び付いている極めて体験的なもので
ある。
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このため、食との関係が消費のみにとどまるこ
とが多い国民が意欲的に食育の推進のための活動
を実践できるよう、食料の生産から消費等に至る
までの食の循環を理解する機会や、食に関する体
験活動に参加する機会を提供するなどの施策を講
じる。

その際は、体験活動を推進する農林漁業者、食
品関連事業者、教育関係者等多様な主体により、
できるだけ多くの国民が体験活動に参加できるよ
う、オンラインでの活動も活用しつつ関係機関・
団体等との連携・協働を図るとともに、上記（2）
の「食に関する感謝の念と理解」にも配慮し、施
策を講じる。

（6）�我が国の伝統的な食文化、環境と調和した
生産等への配慮及び農山漁村の活性化と食
料自給率の向上への貢献

食をめぐる問題は、伝統的な食文化や食生活に
見られるように、人々の精神的な豊かさと密接な
関係を有しており、先人によって培われてきた多
様な食文化を後世に伝えつつ、時代に応じた優れ
た食文化や豊かな味覚を育んでいくことが重要で
ある。また、国民の食生活が、自然の恩恵の上に
成り立っており、食料の生産から消費等に至る食
の循環が環境へ与える影響に配慮する必要があ
る。

このため、我が国の伝統ある優れた食文化や地
域の特性を生かした食生活の継承・発展、環境と
調和のとれた食料の生産とその消費等が図られる
よう十分に配慮しつつ施策を講じる。

その際、食料の生産から消費等に至るまでの食
の循環は多くの人々の様々な活動に支えられてい
ることから、我が国の食料需給の状況を十分理解
するとともに、都市と農山漁村の共生・対流や生
産者と消費者との交流を進め、消費者と生産者の
信頼関係を構築していくことが必要であり、「食
料・農業・農村基本計画」（令和2年3月31日 
閣議決定）も踏まえ、農山漁村の活性化と食料自
給率・食料自給力の維持向上に資するよう施策を
講じる。

（7）食品の安全性の確保等における食育の役割
食品の安全性の確保は、国民の健康と健全な食

生活の実現に当たって基本的な問題であり、国民
の関心は非常に高い。

また、食品の提供者が食品の安全性の確保に万

全を期すだけでなく、食品を消費する立場にある
国民においても、食品の安全性を始めとする食に
関する知識と理解を深めるよう努めるとともに、
自分の食生活について、自ら適切に判断し、選択
していくことが必要である。

このため、国際的な連携を図りつつ、国民の食
に関する知識と食を選択する力の習得のため、食
に関する幅広い情報を多様な手段で、国民が理解
し、十分に活用できるよう提供するとともに、教
育の機会を充実させるなど、行政や関係団体、国
民等との間の情報・意見交換が積極的に行われる
よう施策を講じる。

第2　食育の推進の目標に関する事項

1．目標の考え方
食育基本法に基づく取組は、国民の心身の健康

の増進と豊かな人間形成、食に関する感謝の念と
理解等の基本理念の下に推進されるものである。

このような考え方にのっとり、食育を国民運動
として推進するためには、国や地方公共団体を始
め、多くの関係者の理解の下、共通の目標を掲
げ、その達成を目指して連携・協働して取り組む
ことが有効である。また、より効果的で実効性の
ある施策を展開していく上で、その成果や達成度
を客観的で具体的な目標値により把握できるよう
にすることが必要である。

このため、食育推進基本計画においては、国民
運動として食育を推進するにふさわしい定量的な
目標値を主要な項目について設定することとし、
その達成が図られるよう基本計画に基づく取組を
推進するものとする。

第4次食育推進基本計画においては、SDGsの
考え方を踏まえた食育の推進や重点事項に対応し
た食育の推進の観点から、第3次食育推進基本計
画を踏まえ、①目標を達成しておらず、引き続き
目指すべき目標、②目標は達成したが、一層推進
を目指すべき目標、③今日新たに設定する必要が
ある目標を設定する。

また、食育は、食育基本法の目的や基本理念を
踏まえて、個人、家庭、地域等の実態や特性等に
配慮して推進されるべきものであり、安易に目標
値の達成のみを追い求めることのないよう留意す
る必要がある。
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2．食育の推進に当たっての目標
（1）食育に関心を持っている国民を増やす1

食育を国民運動として推進し、成果を挙げるた
めには、国民一人一人が自ら実践を心掛けること
が必要であり、そのためにはまず、より多くの国
民に食育に関心を持ってもらうことが欠かせな
い。このため、引き続き、食育に関心を持ってい
る国民を増やすことを目標とする。

具体的には、令和2年度は83.2％となってお
り、引き続き、令和7年度までに90％以上とす
ることを目指す。

（2）�朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」
の回数を増やす1

家族が食卓を囲んで共に食事をとりながらコ
ミュニケーションを図ることは、食育の原点であ
る。共食を通じて、食の楽しさを実感するだけで
なく、食や生活に関する基礎を伝え、習得する機
会にもなり、引き続き、取組を推進していくこと
が重要である。

また、家庭において、子供とその保護者が一緒
になって早寝早起きや朝食をとることなどを通じ
て、基本的な生活習慣づくりへの意識を高め、子
供が生涯にわたって健全な心身を培い豊かな人間
性を育んでいく基盤づくりを行っていくことが重
要である。
「新たな日常」への対応に伴う暮らし方や働き

方の変化により、家族と過ごす時間にも変化が見
られる。こうした状況は、朝食又は夕食を家族と
一緒に食べる頻度が低い人にとって、共食の回数
を増やす契機の1つになると考えられる。

このため、仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）等の推進にも配慮しつつ、引き続
き、朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」
の回数を増やすことを目標とする。

具体的には、令和2年度は週9.6回となってお
り、引き続き、令和7年度までに週11回以上と
することを目指す。

（3）�地域等で共食したいと思う人が共食する割
合を増やす1

近年では、高齢者の一人暮らし、ひとり親世
帯、貧困の状況にある子供等が増えるなど、様々
な家庭環境や生活の多様化により、家族との共食
が難しい人も増えている。家族との共食は難しい
が、共食により食を通じたコミュケーション等を
図りたい人にとって、地域や所属するコミュニ
ティ（職場等を含む）等を通じて、様々な人と共
食する機会を持つことは重要である。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため食
事の際に会話することを控えることが求められる
など、短期的には地域等での共食を積極的に推進
することは困難な状況であるものの、共食は本
来、会話やコミュニケーションが増えること、食
事がおいしく楽しく感じられること等のメリット
があり、多くの国民がそのメリットを感じている
ことから、おおむね5年間という計画期間を通し
て、「新しい生活様式」に対応しつつ、地域等で
共食したいと思う人が共食する割合を増やすこと
を目標とする。

具体的には、令和2年度は70.7％となってお
り、令和7年度までに75％以上とすることを目
指す。

（4）朝食を欠食する国民を減らす
朝食を毎日食べることは、栄養バランスに配慮

した食生活や基本的な生活習慣を身に付ける観点
から非常に重要であるため、引き続き、子供の朝
食欠食をなくすことを目標とする。

具体的には、令和元年度に4.6％（「全く食べ
ていない」及び「あまり食べていない」）となっ
ている子供の割合を、令和7年度までに0％とす
ることを目指す2。

当該目標については、健康上の理由から朝食摂
取が困難な子供に配慮し、安易に目標値の達成の
みを追い求めることのないよう留意する。

また、20歳代及び30歳代の若い世代は、朝食
欠食の割合が依然として高く、加えて、次世代に

1　農林水産省による「食育に関する意識調査」について、令和2年度から調査方法を調査員による個別面接聴
取から郵送調査に変更した。同調査において、数値を把握している目標は、（1）、（2）、（3）、（4）のうち若
い世代、（6）のうち「主食・主菜・副菜を組み合わせた食事」を実践する国民、若い世代、（7）、（8）、（10）、

（11）、（12）、（14）、（15）。なお、（10）については、農林水産省による「食生活及び農林漁業体験に関する調
査」で把握していたが、令和2年度に同調査を「食育に関する意識調査」に統合し調査している。

2　文部科学省による「全国学力・学習状況調査」で把握
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食育をつなぐ大切な担い手でもあるため、引き続
き、若い世代の朝食欠食を減らすことを目標とす
る。

具体的には、令和2年度は21.5％となってお
り、引き続き、令和7年度までに15％以下とす
ることを目指す1。

（5）�学校給食における地場産物を活用した取組
等を増やす

学校給食に地場産物を使用し、食に関する指導
の「生きた教材」として活用することは、地域の
自然、文化、産業等に関する理解を深めるととも
に、生産者の努力や食に関する感謝の念を育む上
で重要である。

また、学校給食における地場産物の活用は、地
産地消の有効な手段であり、地場産物の消費によ
る食料の輸送に伴う環境負荷の低減や地域の活性
化は、持続可能な食の実現につながる。さらに、
地域の関係者の協力の下、未来を担う子供たちが
持続可能な食生活を実践することにもつながる。

このため、子供たちへの教育的な観点から、栄
養教諭による地場産物に係る食に関する指導の取
組を増やすことを目標とするとともに、引き続
き、生産者や学校給食関係者の努力が適切に反映
される形で、学校給食において地場産物を使用す
る割合を増やすことを目指す。

具体的には、栄養教諭による地場産物に係る食
に関する指導の平均取組回数を、令和元年度の月
9.1回から、令和7年度までに月12回以上とす
ることを目指す2。

また、学校給食において都道府県単位での地場
産物を使用する割合について、現場の努力を適切
に反映するとともに、地域への貢献等の観点か
ら、算出方法を食材数ベースから金額ベースに見
直し、その割合を現状値（令和元年度）から維
持・向上した都道府県の割合を90％以上とする
ことを目指す3。

加えて、都道府県内において、当該都道府県産
の農林水産物の供給が不足している場合にあって
は、当該都道府県産に限らず国内産の農林水産物
を活用していくことも、我が国の自然や食文化、
食料安全保障、自然の恩恵と農山漁村から都市で

働く多くの人に支えられた食の循環等への関心を
高めることができ、学校給食に地場産物を使用す
る目的に鑑みれば有効である。既に、学校給食に
おける国産食材を使用する割合については、全国
平均で令和元年度は87％と高い数値となってい
るが、政策目的の重要性に鑑み、引き続き、こう
した高い数値を維持・向上することを目標とす
る。

具体的には、国産食材を使用する割合（金額
ベース）を現状値（令和元年度）から維持・向上
した都道府県の割合を90％以上とすることを目
指す3。

（6）�栄養バランスに配慮した食生活を実践する
国民を増やす

生涯にわたって心身の健康を確保しながら、健
全な食生活を実践するためには、国民一人一人が
栄養バランスに配慮した食事を習慣的にとること
が必要である。このため、国民にとってもわかり
やすく、食事全体における栄養バランスを表して
いる「主食・主菜・副菜を組み合わせた食事」を
栄養バランスに配慮した食事の目安とし、そのよ
うな食生活を実践する国民を増やすことを、引き
続き目標とする。

具体的には、令和2年度は36.4％となってお
り、令和7年度までに50％以上とすることを目
指す1。

また、生涯にわたって健全な心身を培うために
は、若い世代から健全な食生活を実践することが
必要なことから、栄養バランスに配慮した食生活
を実践する20歳代及び30歳代の若い世代を増や
すことを、引き続き目標とする。

具体的には、令和2年度は27.4％となってお
り、令和7年度までに40％以上とすることを目
指す1。

あわせて、栄養バランスに配慮した食生活の実
践を促すため、健康寿命の延伸を目指す「健康日
本21（第二次）」の趣旨を踏まえ、栄養・食生活
に関する目標として掲げられている、食塩摂取量
の減少、野菜の摂取量の増加及び果物類を摂取し
ている者の増加を目標とする。

具体的には、令和元年度でそれぞれ1日当たり

1　194ぺージの注釈1を参照
2　文部科学省による「学校における地場産物に係る食に関する指導の取組状況調査」で把握
3　文部科学省による「学校給食における地場産物・国産食材の使用状況調査」で把握
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の食塩摂取量の平均値10.1g、野菜摂取量の平均
値280.5g、果物摂取量100g未満の者の割合
61.6％となっている現状値を、令和7年度まで
に、それぞれ1日当たりの食塩摂取量の平均値
8g以下、野菜摂取量の平均値350g以上、果物
摂取量100g未満の者の割合を30％以下とするこ
とを目指す1。

（7）�生活習慣病の予防や改善のために、ふだん
から適正体重の維持や減塩等に気をつけた
食生活を実践する国民を増やす2

生活習慣病の予防や改善には、日常から望まし
い食生活を意識し、実践することが重要である。
しかし、エネルギーや食塩の過剰摂取等に代表さ
れるような栄養素等の偏り、朝食欠食等の食習慣
の乱れ、それに起因する肥満、やせ、低栄養等、
生活習慣病につながる課題は、いまだ改善するま
でには至っていない。

このため、ふだんから適正体重の維持や減塩等
に気を付けた食生活を実践している者を増やすこ
とを、引き続き目標とする。

具体的には、令和2年度は64.3％となってお
り、引き続き、令和7年度までに75％以上とす
ることを目指す。

（8）ゆっくりよく噛んで食べる国民を増やす2

国民が健やかで豊かな生活を送るには、口腔機
能が十分に発達し、維持されることが重要であ
る。健康寿命の延伸のために噛み方や食べる速さ
にも着目し、口腔の健康や口腔機能の獲得・維
持・向上と関連させた食育が重要となっているこ
とから、引き続き、ゆっくりよく噛んで食べる国
民を増やすことを目標とする。

具体的には、令和2年度は47.3％となってお
り、引き続き、令和7年度までに55％以上とす
ることを目指す。

（9）�食育の推進に関わるボランティアの数を増
やす3

食育を国民運動として推進し、国民一人一人の
食生活において実践してもらうためには、食生活
の改善等のために全国各地で国民の生活に密着し

た活動に携わる食生活改善推進員等のボランティ
アが果たしている役割は重要である。

一方、人口減少や高齢化の進行により、ボラン
ティアの数は減少する可能性があり、ボランティ
ア活動の活発化に向けた環境の整備が引き続き必
要である。

このため、食育の推進に関わるボランティアの
数を増やすことを目標とする。

具体的には、令和元年度に36.2万人となって
おり、引き続き、令和7年度までに37万人以上
とすることを目指す。

（10）農林漁業体験を経験した国民を増やす2

食に関する関心や理解の増進を図るためには、
広く国民に農林水産物の生産に関する体験活動の
機会を提供し、農林水産業についての意識や理解
を深めてもらうことが重要である。特に、農林漁
業体験を経験した子供は、食べ物を生産する現場
をしっかり見たことにより、食べ物を大切にする
意識や食べ物への関心を持つようになり、食べ残
しが少なくなること等が報告されており、子供の
頃の農林漁業体験は重要である。

国民の更なる食や農林水産業への理解増進を図
る観点から、「新たな日常」に対応しつつ、子供
を始めとした幅広い世代に対する農林漁業体験の
機会の提供を拡大していくことが必要である。

このため、引き続き、農林漁業体験を経験した
国民（世帯）を増やすことを目標とする。

具体的には、令和2年度に65.7％となってお
り、令和7年度までに70％以上とすることを目
指す。

（11）�産地や生産者を意識して農林水産物・食品
を選ぶ国民を増やす2

農林漁業者や農山漁村人口の著しい高齢化や減
少及び耕地面積の減少という事態に直面する中、
できるだけ多くの国民が我が国の農林水産業の役
割を理解し、自らの課題としてその将来を考え、
それぞれの立場から主体的に支え合う行動を引き
出していくことが必要である。

このため、産地や生産者を意識して農林水産
物・食品を選ぶ国民を増やすことを目標とする。

1　厚生労働省による「国民健康・栄養調査」で把握
2　194ページの注釈1を参照
3　農林水産省による把握
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例としては、地元産品や、被災地の産品など自分
が応援したい地域の産品や、応援したい生産者を
意識して選ぶことが想定される。

具体的には、令和2年度に73.5％となってお
り、令和7年度までに80％以上とすることを目
指す。

（12）�環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国
民を増やす1

食料の生産から消費等に至る食の循環におい
て、温室効果ガスの排出、化学農薬・化学肥料の
過剰投入、食品廃棄物等、地球の資源量や環境に
与える影響を配慮しない生産や消費により環境へ
の負荷が生じ得る。国民の食生活が自然の恩恵の
上に成り立つことを認識し、環境に配慮した農林
水産物・食品を選ぶことは、環境への負荷を減ら
し、持続可能な食料システム（フードシステム）
の構築につながる。

このため、環境に配慮した農林水産物・食品を
選ぶ国民の割合を増やすことを目標とする。例と
しては、化学農薬や化学肥料の使用を避けること
を基本とした有機農産物・食品や輸入に伴う輸送
に係る二酸化炭素の排出量が抑制される国産飼料
を活用した畜産物、過剰包装でなくゴミが少ない
商品など、環境への負荷をなるべく低減すること
に配慮して農林水産物・食品を選ぶことが想定さ
れる。

具体的には、令和2年度に67.1％となってお
り、令和7年度までに75％以上とすることを目
指す。

（13）�食品ロス削減のために何らかの行動をして
いる国民を増やす2

食品ロスは、年間612万トン（事業系328万
トン、家庭系284万トン（平成29年度推計））
発生していると推計されている。

持続可能な開発目標（SDGs）のひとつに、「持
続可能な生産消費形態を確保する」ことが掲げら
れ、「2030年までに小売・消費レベルにおける
世界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減させ、
収穫後損失などの生産・サプライチェーンにおけ
る食料の損失を減少させる」ことがターゲットと
なるなど、食品ロス削減は国際的にも重要な課題

であり、国民一人一人が食品ロスの現状やその削
減の必要性について認識を深め、自ら主体的に取
り組むことが不可欠である。

このため、引き続き、食品ロス削減のために何
らかの行動をしている国民を増やすことを目標と
する。

具体的には、令和元年度は76.5％となってお
り、引き続き、令和7年度までに80％以上とす
ることを目指す。

（14）�地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料
理や作法等を継承し、伝えている国民を増
やす1

四季や地理的な多様性による特色を有し、地域
の伝統的な行事や作法と結び付いた我が国の豊か
で多様な食文化は、世界に誇ることのできるもの
である。しかし、近年、核家族化の進展や地域の
つながりの希薄化、食の多様化により、日本の食
文化の特色が徐々に失われつつある。「和食；日
本人の伝統的な食文化」がユネスコの無形文化遺
産に登録され、その継承のため必要な措置をとる
ことが重要である。

このため、伝統食材を始めとした地域の食材を
生かした郷土料理や伝統料理、地域や家庭で受け
継がれてきた料理や味、箸使い等の食べ方・作法
を受け継ぎ、地域や次世代（子供や孫を含む）へ
伝えている国民を増やすことを目標とする。

具体的には、令和2年度は50.4％となってお
り、令和7年度までに55％以上とすることを目
指す。

また、日本の食文化の特徴である地域の多様な
食文化を体現している郷土料理の継承状況は、令
和元年度の調査で、「教わったり、受け継いだこ
とがある」（17.1％）、「教えたり、伝えたりして
いる」（9.4％）と、次世代に確実に継承されてい
るとは言い難い結果であった。地域や家庭で受け
継がれてきた郷土料理を調理し、様々な場面で食
べることにより、将来にわたり、着実に料理や
味、食文化を次世代へ継承していくことが重要で
あることから、郷土料理や伝統料理を食べる国民
の割合を増やすことを目標とする。

具体的には、郷土料理や伝統料理を月1回以上
食べている国民の割合を、令和2年度の44.6％

1　194ページの注釈1を参照
2　消費者庁による「消費者の意識に関する調査」で把握
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から、令和7年度までに50％以上とすることを
目指す。

（15）�食品の安全性について基礎的な知識を持ち、
自ら判断する国民を増やす1

健全な食生活の実現に当たっては、食品の選び
方や適切な調理・保管の方法等について基礎的な
知識を持ち、その知識を踏まえて行動していくこ
とが重要であり、引き続き、食品の安全性に関し
て、基礎的な知識に基づき自ら判断する国民を増
やすことを目標とする。

具体的には、令和2年度は75.2％となってお
り、引き続き、令和7年度までに80％以上とす
ることを目指す。

（16）�推進計画を作成・実施している市町村を増
やす2

食育を国民運動として推進していくためには、
全国各地で、その取組が推進されることが必要で
あり、食育基本法においては、都道府県及び市町
村に対して、食育推進計画を作成するよう努める
ことを求めている。

いまだに食育推進計画が作成されていない市町
村があることから、引き続き、食育推進計画を作
成・実施している市町村の割合を100％とするこ
とを目指す。

食育推進計画を既に作成・実施している市町村
については、その効果的な実施に資するよう、食
育推進計画の見直し状況等の把握に努める。

第3　食育の総合的な促進に関する事項

1．家庭における食育の推進
（1）現状と今後の方向性

食に関する情報や知識、伝統や文化等について
は、従来、家庭を中心に地域の中で共有され、世
代を超えて受け継がれてきた。

家庭においては、基本的な生活習慣づくりへの
意識を高め、生涯にわたって切れ目なく、心身の
健康の増進と豊かな人間性を育む基盤づくりを行
うことが重要である。

また、家庭での共食は食育の原点であり、食を
楽しみ、家族とのつながりを大切にする食育を推

進していくことが重要である。家族との共食につ
いては、全ての世代において、家族とコミュニ
ケーションを図る機会の1つである等、重要と考
えられている一方で、若い世代における実際の共
食の頻度は少ない傾向にあり、若い世代を含む
20～50歳代では、仕事の忙しさが困難な要因の
一つとなっている。

加えて、朝食を食べる習慣には、規則正しい就
寝・起床などの基本的な生活習慣による影響が考
えられ、親世代の朝食を食べない習慣が、朝食を
食べない家庭環境に影響している可能性があるこ
とも考えられる。

さらに、「新たな日常」への対応として、テレ
ワークが増加し、通勤時間が減少していることに
より、家庭で料理や食事をする機会が増加してい
る。こうした状況は、家族で食について考え、食
生活を見直す機会となっていると考えられる。

これらを踏まえ、食育活動を通じて学んだこと
が家庭で共有されること等により、家庭において
も食育に関する理解が進むよう、引き続き取組を
行うことが必要である。

また、成育過程にある者及びその保護者並びに
妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供
するための施策の総合的な推進に関する法律（平
成30年法律第104号。以下「成育基本法」とい
う。）が令和元年12月に施行されたこと等を踏ま
え、引き続き、妊産婦や乳幼児に対する栄養・食
生活の支援を行うことが重要である。

（2）取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共

団体等はその推進に努める。

（子供の基本的な生活習慣の形成）
朝食をとることや早寝早起きを実践することな

ど、子供の基本的な生活習慣づくりについて、
個々の家庭や子供の問題として見過ごすことな
く、社会全体の問題として捉えることが重要であ
る。子供の基本的な生活習慣づくりや生活リズム
の向上に向けて、地域、学校、企業を含む民間団
体等が家庭と連携・協働し、子供とその保護者が
一緒に生活習慣づくりの意識を高め、行動するた
めの取組を推進する。

1　194ページの注釈1を参照
2　農林水産省による把握
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また、乳幼児期を含む子供の頃からの基本的生
活習慣づくりに資するよう、科学的知見を踏まえ
ながら、引き続き、優れた「早寝早起き朝ごは
ん」運動の推進に係る文部科学大臣表彰、保護者
向け啓発資料の作成等を始めとする「早寝早起き
朝ごはん」国民運動、「健やか親子２１（第2次）」
等により全国的な普及啓発を推進する。

特に、生活圏の拡大や行動の多様化等により生
活リズムが乱れやすい環境にある中高生以上への
普及啓発を推進する。

（望ましい食習慣や知識の習得）
子供が実際に自分で料理をつくるという体験を

増やしていくとともに、親子料理教室等による食
事についての望ましい習慣を学びながら食を楽し
む機会を提供する活動を推進する。

また、学校を通じて、保護者に対する食育の重
要性や適切な栄養管理に関する知識等の啓発に努
めるとともに、各地域で実施している食育に関す
る保護者向けプログラムを始めとした様々な家庭
教育に関する情報をホームページに掲載し、様々
な学習機会等での活用を促す。

さらに、栄養教諭の食に対する高い専門性を最
大限生かすとともに、学校はもとより、スクール
ソーシャルワーカー等、福祉の専門性を有する者
とも積極的に連携を行いながら、貧困家庭やひと
り親家庭等、様々な困難を抱える児童生徒の家庭
に対しても、食に関する支援や働きかけを行って
いく。

このような活動等に際し、主食・主菜・副菜を
組み合わせ、栄養バランスに配慮した食事を組み
立てる力を伸ばす食育を推進する。

（妊産婦や乳幼児に対する食育の推進）
妊娠期や授乳期においても、健康の保持・増進

を図ることは極めて重要である。妊産婦の望まし
い食生活の実現に向けて、各種指針やガイドライ
ン等を活用した食育の取組を推進する。

加えて、乳幼児期は成長や発達が著しく、生涯
にわたる健康づくりの基盤となる重要な時期であ
ることから、授乳や離乳の支援に関する基本的な
考え方等を示したガイドラインを活用した食育の
取組を推進する。

また、成育基本法を踏まえ、成育過程（出生に
始まり、新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期
の段階を経て、おとなになるまでの一連の成長の

過程）にある者及び妊産婦に対する食育を推進す
る。あわせて、疾病や障害、経済状態等、個人や
家庭環境の多様性を踏まえた栄養指導等による母
子保健の取組を推進する。

（子供・若者の育成支援における共食等の食育
推進）

様々な子供・若者の育成支援に関する行事、情
報提供活動等において、食育への理解を促進す
る。

特に、家族や友人等と一緒に食卓を囲んで共に
食事をとりながらコミュニケーションを図る共食
を、「新しい生活様式」に対応しながら推進する
とともに、食に関する学習や体験活動の充実等を
通じて、家庭と地域等が連携した食育を推進す
る。

（在宅時間を活用した食育の推進）
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）が推進されていることや働き方や暮らし方の
変化により通勤時間が減少したこと等により、自
宅で料理や食事をすることも増えていることを踏
まえ、家族との共食や栄養バランス、食文化、食
品ロスなど、食に関する意識を高めることにつな
がるよう食育を推進する。

2．学校、保育所等における食育の推進
（1）現状と今後の方向性

社会状況の変化に伴い、子供たちの食の乱れや
健康への影響が見られることから、学校、保育所
等には、引き続き、子供への食育を進めていく場
として大きな役割を担うことが求められている。
例えば、様々な学習や体験活動を通し、食料の生
産から消費等に至るまでの食の循環を知り、自然
の恩恵として命をいただくことや食べ物が食卓に
届くまでの全ての人に感謝する気持ちを育むこと
は重要である。また、子供への食育は家庭へのよ
き波及効果をもたらすことを期待できるため、農
林漁業体験の機会の提供等を通じた食育の推進に
努めることが求められている。

学校においては、学童期、思春期における食育
の重要性を踏まえ、給食の時間はもとより、各教
科や総合的な学習の時間等、農林漁業体験の機会
の提供等を通じて、積極的に食育の推進に努め、
子供たちの食に対する意識の変容の方向性や食に
対する学びの深化の程度等を、食を営む力として
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評価していくことが求められている。
学校給食における地場産物・国産食材を使用す

る割合については、様々な取組を進めるも、第3
次食育推進基本計画作成時の値からほぼ横ばいで
推移している。地域によっては、域内農産物の入
手が困難であったり、価格が高い、一定の規格を
満たした農産物を不足なく安定的に納入すること
が難しいなどにより使用量・使用品目の確保が困
難であること等も一因となっている。そのような
現状がある中、生産者や学校給食関係者の様々な
努力により当該数値を維持してきた。

一方、給食現場と生産現場の互いのニーズが把
握されていない等の課題も存在しており、地場産
物・国産食材の使用割合の向上には、供給者側の
取組並びに学校設置者及び学校等の取組の双方が
重要である。このため、目標に記載した重要性を
関係者が共通認識として持ち、両者の連携・協働
が促進されるような施策の展開が重要であり、目
標についても両者の努力が適切に反映される形と
することが必要である。

給食における地場産物使用等の取組により、地
域の文化・産業に対する理解を深め、農林漁業者
に対する感謝の念を育むことが重要であり、その
ためには、給食における地場産物等の安定的な生
産・供給体制の構築を図ることが求められてい
る。

加えて、栄養教諭・管理栄養士等を中核とし
て、保護者や地域の多様な関係者との連携・協働
の下で、体系的・継続的に食育を推進していくこ
とが一層重要となっている。

また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う
食生活の変化など子供たちの食をめぐる状況が変
化する中で、バランスのとれた食生活を実践する
力を育むため、健康教育の基盤となる食育の推進
を担う栄養教諭の役割はますます重要になってき
ており、学校栄養職員の栄養教諭への速やかな移
行を図るなど栄養教諭の配置促進を進めることが
重要である。

（2）取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共

団体等はその推進に努める。

（食に関する指導の充実）
学校においては、体育科（保健体育科）、家庭

科（技術・家庭科）及び特別活動はもとより、そ

れ以外の各教科等においてそれぞれの特質に応
じ、令和2年度より順次実施される新学習指導要
領や本計画に基づき、学校教育活動全体を通じて
主体的に行動できる子供を育成するための食育を
組織的・計画的に推進する。

栄養教諭は、学校の食に関する指導に係る全体
計画の策定、教職員間や家庭との連携・調整等に
おいて中核的な役割を担う職であり、各学校にお
ける指導体制の要として、食育を推進していく上
で不可欠な教員である。栄養教諭・管理栄養士等
を中核として、関係者が連携した体系的・継続的
な食育を推進する。

全ての児童生徒が、栄養教諭の専門性を生かし
た食に関する指導を等しく受けられるよう、栄養
教諭の役割の重要性やその成果の普及啓発等を通
じて、学校栄養職員の栄養教諭への速やかな移行
に引き続き努める。また、栄養教諭配置の地域に
よる格差を解消すべく、より一層の配置を促進す
る。

学校教育活動全体で食育の推進に取り組むため
には、各学校において食育の目標や具体的な取組
についての共通理解を持つことが必要である。こ
のため、校長や他の教職員への研修の充実等、全
教職員が連携・協働した食に関する指導体制を充
実するため、教材の作成等の取組を促進する。

また、食に関する指導の時間が十分確保される
よう、栄養教諭を中心とした教職員の連携・協働
による学校の食に関する指導に係る全体計画の作
成を推進する。

さらに、給食の時間等での栄養教諭による指
導、校内放送、教材作成・配布等を充実する。ま
た、学校における農林漁業体験の推進、食品の調
理に関する体験等、生産者等と子供たちとの交流
促進、地産地消の推進等、食の循環を担う多様な
主体のつながりを広げ深める食育を推進する。あ
わせて、各都道府県の創意工夫を促すため、都道
府県ごとの栄養教諭の配置状況や学校給食におけ
る地場産物等の使用割合の見える化を図る。

加えて、効果的な食育の推進を図るために、各
地域において、校長のリーダーシップの下、栄養
教諭を中核として、学校、家庭、PTA、関係団
体等が連携・協働した取組を推進するとともに、
その成果を広く周知・普及する。

（学校給食の充実）
児童生徒が食に関する正しい知識や望ましい食
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習慣を身に付け、適切な栄養の摂取による健康の
保持増進が図られるよう、引き続き、十分な給食
の時間の確保及び指導内容の充実を図る。

また、各教科等の農林水産業や環境、健康等を
含む食に関する指導と関連付けた活用がされるよ
う献立内容の充実を図るなど、学校給食を「生き
た教材」として活用することで、食育を効果的に
推進する。

さらに、食生活が自然の恩恵や食に関わる人々
の様々な活動の上に成り立っていることについ
て、児童生徒の理解を深め、感謝の心を育むよ
う、学校給食への地場産物活用に向けて、市町村
が中心となり、食材需要に対応できる生産供給体
制の構築などの供給者側の取組並びに地場産物の
生産供給体制や地域の実情を踏まえた学校設置者
及び学校等の取組の双方が重要であり、密接に連
携・協働することが必要である。そのため、給食
現場と生産現場の互いのニーズを調整する「地産
地消コーディネーター」の養成や各地域への派遣
など、生産側と学校側の連携・協働を推進するた
めの取組を引き続き行い、多様な優良事例の普及
の横展開を図る。

加えて、引き続き米飯給食を着実に実施すると
ともに、児童生徒が多様な食に触れる機会にも配
慮する。また、地場産物や国産食材の活用及び我
が国の伝統的な食文化についての理解を深める給
食の普及・定着等の取組を推進するとともに、児
童生徒が世界の食文化等についても理解を深める
ことができるよう配慮する。

地場産物の活用は、生産地と消費地との距離が
縮減されることにより、その輸送に係る二酸化炭
素の排出量も抑制される等、環境負荷の低減にも
寄与するものであり、SDGsの観点からも推進す
る。

加えて、学校給食の一層の充実を図るため、関
係各省と連携しながら、全国学校給食週間に係る
取組の充実を図る。

（食育を通じた健康状態の改善等の推進）
栄養教諭は、学級担任、養護教諭、学校医、学

校歯科医等と連携して、保護者の理解と協力の下
に、児童生徒への指導において、やせや肥満が心
身の健康に及ぼす影響等、健康状態の改善等に必
要な知識を普及するとともに、偏食のある子供、
やせや肥満傾向にある子供、食物アレルギーを有
する子供、スポーツをしている子供等に対しての

個別的な相談指導を行うなど、望ましい食習慣の
形成に向けた取組を推進する。

（就学前の子供に対する食育の推進）
乳幼児期は成長や発達が著しく、生涯にわたる

健康づくりの基盤となる重要な時期である。就学
前の子供が、成長や発達の段階に応じて、健康な
生活を基本とし、望ましい食習慣を定着させると
ともに、食に関する体験を積み重ねていくことが
できるよう、保育所、幼稚園及び認定こども園等
において、保護者や地域の多様な関係者との連
携・協働により食に関する取組を推進する。

その際、保育所にあっては「保育所保育指針」
に、幼稚園にあっては「幼稚園教育要領」に、認
定こども園にあっては「幼保連携型認定こども園
教育・保育要領」に基づき、食育を教育及び保育
の一環として位置付けている。食育の指導に当
たっては、施設長や園長、保育士・幼稚園教諭・
保育教諭、栄養士・栄養教諭、調理員等の協力の
下に食育の計画を作成し、各施設において創意工
夫を行うものとする。

また、特に保育所及び認定こども園にあって
は、その人的・物的資源を生かし、在籍する子供
及びその保護者のみならず、地域における子育て
家庭からの乳幼児の食に関する相談への対応や情
報提供等に努めるほか、地域の関係機関等と連携
しつつ、積極的に食育を推進するよう努める。

取組を進めるに当たっては、保育所にあって
は、健康な生活の基本としての「食を営む力」の
育成に向け、その基礎を培うことを目標とし、子
供が生活と遊びの中で意欲をもって食に関わる体
験を積み重ねていくことを重視する。その際、自
然の恵みとしての食材や、調理する人への感謝の
気持ちを育み、伝承されてきた地域の食文化に親
しむことができるよう努める。

また、児童福祉施設における食事の提供に関す
るガイドラインを活用すること等により、乳幼児
の成長や発達の過程に応じた食事の提供や食育の
取組が実施されるよう努めるとともに、食に関わ
る保育環境についても配慮する。

幼稚園においては、先生や友達と食べることを
楽しむことを指導する。その際、①幼児の食生活
の実情に配慮し、和やかな雰囲気の中で教師や他
の幼児と食べる喜びや楽しさを味わうこと、②
様々な食べ物への興味や関心を持つようにするこ
となど、進んで食べようとする気持ちが育つよう
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配慮する。
さらに、幼保連携型認定こども園にあっては、

学校と児童福祉施設の両方の位置付けを有し、教
育と保育を一体的に行う施設であることから、食
育の実施に当たっては、保育所と幼稚園双方の取
組を踏まえて推進することとする。

加えて、保育所、幼稚園、認定こども園におけ
る各指針、要領に基づいて、生活と遊びを通じ、
子供が自ら意欲をもって食に関わる体験を積み重
ねていく取組を進めるとともに、子供の親世代へ
の啓発も含め、引き続き、就学前の子供に対する
食育を推進する。

3．地域における食育の推進
（1）現状と今後の方向性

心身の健康を確保し、生涯にわたって生き生き
と暮らしていくためには、人生の各段階に応じた
一貫性・継続性のある食育を推進することが求め
られる。

日本人の最大の死亡原因となっている生活習慣
病を予防し、健康寿命を延伸する上では健全な食
生活が欠かせない。このため、生活習慣病の予防
及び改善や健康づくりにつながる健全な食生活の
推進等、家庭、学校、保育所、生産者、企業等と
連携・協働しつつ、地域における食生活の改善が
図られるよう、適切な取組を行うことが必要であ
る。

また、主食・主菜・副菜がそろう栄養バランス
に優れた「日本型食生活」の実践の推進も重要で
ある。

特に、若い世代から健康な生活習慣を身に付け
る必要があり、食物や情報へのアクセスなど、健
康な生活習慣を実践しやすい食環境づくりが重要
である。そのためには、食品関連事業者等による
健康に配慮した商品等の情報提供等を推進し、健
康に配慮した食事や健康づくりに資する情報を入
手しやすい食環境の整備が求められている。さら
に、多くの国民が一日のうち多くの時間を過ごす
職場（企業等）における健康の保持・増進の取組
が重要である。

様々な家庭の状況や生活が多様化することによ
り、家庭での共食が困難な人が増加するととも
に、健全な食生活の実現が困難な立場にある者も
存在する。このため、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止のため共食の機会が減少している
中にあっても、感染防止策を講じた上で、希望す

る人が共食できる場の整備が必要である。また、
食品ロスの削減の取組とも連携しながら貧困等の
状況にある子供等に食料を提供する活動等、地域
で行われる様々な取組が一層重要となっている。
家庭における食育の推進に資するよう、関係省庁
が連携して地域における食育を促進し、支援す
る。

加えて、近年多発する大規模災害に対する備え
の観点から、食料備蓄を推進するなど災害に備え
た食育の推進が必要となっている。

（2）取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共

団体等はその推進に努める。

（「食育ガイド」等の活用促進）
「食育ガイド」や「食事バランスガイド」につ

いて、食をめぐる環境の変化等も見据え、国民一
人一人が自ら食育に関する取組を実践できるよ
う、関係機関や関係団体はもとより、家庭や学
校、小売や外食、職場等を通じて国民への普及啓
発に努める。

また、国民の食生活の改善を進めるとともに、
健康増進や生活の質的向上及び食料の安定供給の
確保等を図るための指針として公表した「食生活
指針」について、引き続き普及啓発を進める。

これらについては、食に関する指針や基準の改
定等や本計画の第1の1．（2）持続可能な食を
支える食育の推進の考え方も考慮しつつ、必要に
応じて見直しを行う。

（健康寿命の延伸につながる食育の推進）
「健康日本２１（第二次）」や「スマート・ライ

フ・プロジェクト」の推進等、生活習慣病の予防
及び改善や健全な食生活、健康づくりのための身
体活動の実践につながる食育を推進する。

特に、20歳以上の糖尿病が強く疑われる者及
び可能性が否定できない者は約 2,000万人と推
計されていることから、生活習慣病の重症化予防
も重要である。糖尿病については、ひとたび発症
すると治癒することはなく、症状が進行すると腎
臓の障害等の様々な合併症を引き起し、生活の質
を低下させることから、日頃より、適切な食事管
理を中心とした取組を推進する。

また、減塩は血圧を低下させ、結果的に循環器
疾患を減少させると考えられる。日本人の食塩摂
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取量は減少傾向にあるが、ほとんどの人は必要量
をはるかに超える量を摂取していることから、引
き続き、食塩摂取量の減少に向けた取組を推進す
る。

加えて、減塩を軸に、健康に資する食育に対し
ての無関心層への啓発を含め、適切な栄養・食生
活情報の提供方法の開発など自然に健康になれる
食環境づくりを、産学官等が連携して推進する。
「『野菜を食べよう』プロジェクト」、「毎日くだ

もの200グラム運動」、その他生産者団体が行う
消費拡大策やそれにつながる生産・流通支援等や

「スマート・ライフ・プロジェクト」等の取組を
通じて、減塩及び野菜や果物の摂取量の増加を促
進する。

食育を通じて、生活習慣病の予防等や健康寿命
の延伸を図るため、保健所、保健センター等にお
いて、管理栄養士が食育に関する普及や啓発活動
を推進するとともに、市町村等が行っている健康
診断に合わせて、一人一人の健康状態に応じた栄
養等指導の充実を図る。

また、複数の学会による民間認証である「健康
な食事（スマートミール）・食環境」認証制度の
活用など、外食や中食でも健康に資する食事の選
択がしやすい食環境の整備のために、食品関連事
業者や消費者に対して周知を図る。

さらに、「栄養ケア・ステーション」等の民間
主導の取組や、食生活改善推進員や食育ボラン
ティア等の活動を推進する。

（歯科保健活動における食育推進）
健康寿命の延伸には、健全な食生活が大切であ

り、よく噛んでおいしく食べるためには口腔機能
が十分に発達し維持されることが重要である。こ
のため、歯科口腔保健の推進に関する法律（平成
23年法律第95号）に基づき、摂食・えん下等の
口腔機能について、乳幼児期における機能獲得か
ら高齢期における機能の維持・向上等、生涯を通
じてそれぞれの時期に応じた歯と口の健康づくり
を通じた食育を推進しており、その目標として、
12歳児でう蝕のない者や60歳で24歯以上の自
分の歯を有する者、80歳で20歯以上の自分の歯
を有する者、60歳代における咀嚼良好者の割合
の増加などを掲げている。

具体的には、80歳になっても自分の歯を20本
以上保つことを目的とした「8020（ハチマル・
ニイマル）運動」やひとくち30回以上噛むこと

を目標とした「噛ミング30（カミングサンマル）」
等の推進を通じて、乳幼児期から高齢期までの各
ライフステージに応じた窒息・誤えん防止等を含
めた食べ方の支援等、地域における歯と口の健康
づくりのための食育を一層推進する。

（栄養バランスに優れた日本型食生活の実践の
推進）

高齢化が進行する中で、生活習慣病の予防によ
る健康寿命の延伸、健康な次世代の育成の観点か
ら、健全な食生活を営めるよう、関係府省が、地
方公共団体等と連携しつつ、食育を推進する。

ごはん（主食）を中心に、魚、肉、牛乳・乳製
品、野菜、海藻、豆類、果物、お茶など多様な副
食（主菜・副菜）等を組み合わせ、栄養バランス
に優れた「日本型食生活」の実践を推進するた
め、内容やメリット等をわかりやすく周知し、誰
もが気軽に取り組めるよう推進する。

また、これらの推進に当たっては、年代、性
別、就業や食生活の状況等に応じて国民の多様な
ニーズや特性を分析、把握した上で類型化し、そ
れぞれの類型に適した具体的な推進方策を検討
し、実施する。

さらに、健康で豊かな食生活を支える役割を担
う食品産業において、「日本型食生活」の推進に
資するメニューや商品に関する消費者への情報提
供等の取組を促進するとともに、米に関して企業
等と連携した消費拡大運動を進める。

こうした「日本型食生活」の実践に係る取組と
併せて、学校教育を始めとする様々な機会を活用
した、幅広い世代に対する農林漁業体験の機会の
提供を一体的に推進し、食や農林水産業への国民
の理解を増進する。

（貧困等の状況にある子供に対する食育の推進）
「子供の貧困対策に関する大綱」（令和元年11

月閣議決定）等に基づき、フードバンク等と連携
し子供の食事・栄養状態の確保、食育の推進に関
する支援を行う。

また、ひとり親家庭の子供に対し、放課後児童
クラブ等の終了後に学習支援や食事の提供等を行
うことが可能な居場所づくりを行う。

さらに、「子供の未来応援国民運動」において、
民間資金による基金の活用等を通じて、貧困の状
況にある子供たちに食事の提供等を行う子供食堂
等を含むNPO等に対して支援等を行う。
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加えて、経済的に困難な家庭への食品等の提供
や子供の居宅を訪問するなどして子供の状況把
握・食事の提供等を行う、子供宅食等の取組に関
する支援を実施する。

（若い世代に関わる食育の推進）
栄養バランスに配慮した食生活の実践につい

て、若い世代はその他の世代よりも割合が低く、
男性は将来の肥満が懸念されることや女性はやせ
の者が多いなど、食生活に起因する課題が多い。

このような状況を踏まえ、若い世代が食育に関
心を持ち、自ら食生活の改善等に取り組んでいけ
るよう、マスコミ及びインターネット、SNS

（ソーシャルネットワークサービス：登録された
利用者同士が交流できるWebサイトの会員制
サービス）等デジタル化への対応により、若い世
代に対して効果的に情報を提供するとともに、地
域等での共食によるコミュニケーションを通じ
て、食に関する理解や関心を深められるように食
育を促進する。

また、一日のうち多くの時間を過ごす職場等で
朝食や栄養バランスに配慮した食事を入手しやす
くする等、健全な食生活を実践しやすい食環境づ
くりを促進する。

（高齢者に関わる食育の推進）
高齢者には、咀嚼能力の低下、消化・吸収率の

低下、運動量の低下に伴う摂取量の低下等の課題
がある。特に、これらは個人差が大きく、高齢者
の多くが何らかの疾患を有しているという特徴が
挙げられることから、年齢だけでなく、個人の状
態に応じた取組を推進することが重要である。

健康寿命の延伸に向けて、高齢者に対する食育
の推進においては、個々の高齢者の特性に応じて
生活の質（QOL）の向上が図られるように食育
を推進する必要がある。また、増大する在宅療養
者に対する食事支援等、地域における栄養ケア
サービスの需要増大に対応できるよう、管理栄養
士の人材確保等に取り組む。

加えて、高齢者の孤食に対応するため、「新し
い生活様式」を踏まえながら、他の世代との交流
も含めた地域ぐるみの様々な取組が促進されるよ
う、優良事例の紹介等の情報提供を行う。

さらに、地域の共食の場等を活用した、適切な
栄養管理に基づく健康支援型配食サービスを推進
し、地域高齢者の低栄養・フレイル予防にも資す

る、効果的・効率的な健康支援につなげる。

（食品関連事業者等による食育の推進）
食品関連事業者等は、様々な体験活動の機会の

提供や、健康に配慮した商品やメニューの提供等
に、「生活習慣病予防その他の健康増進を目的と
して提供する食事について（目安）」等も活用し
つつ、積極的に取り組むよう努める。あわせて、
地域の飲食店や食品関連事業者等の連携を通じ
て、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事や地域
の食文化を反映させた食事を入手しやすい食環境
づくりに取り組むよう努める。

また、健康で豊かな食生活を支える役割を担う
食品関連事業者等においては、減塩食品や健康に
配慮したメニュー開発などの健康寿命の延伸に資
する取組を行うことが重要である。そのため、地
域の農林水産物を活用し、地域の食文化や健康等
にも配慮した持続的な取組（ローカルフードプロ
ジェクト（LFP））の創出を推進する。食品関連
事業者等は、消費者に対して、商品やメニュー等
食に関する情報提供、工場・店舗の見学、調理体
験、農林漁業体験、出前授業の開催等の多様な取
組を行うことを推進する。

加えて、「地域高齢者等の健康支援を推進する
配食事業の栄養管理に関するガイドライン」を踏
まえた健康支援型配食サービスの推進により、地
域高齢者の低栄養やフレイル予防に資する効果
的・効率的な健康支援につなげ、高齢者等に向け
た健康な食事の普及を図る。また、介護食品の普
及促進に努める。

さらに、国産農林水産物等を活用した介護食品
等の開発支援やスマイルケア食等の普及促進に努
める。

また、野菜や果物摂取を促すため、カット野
菜、カットフルーツ等新たな需要に向けて、加工
設備への支援を行い、とりわけ現在食べていない
人が手に取りやすい食環境づくりに取り組む。

これらの活動を支援するため、国及び地方公共
団体において必要な情報提供等を行う。

（専門的知識を有する人材の養成・活用）
国民一人一人が食に関する知識を持ち、自らこ

れを実践できるようにするため、大学、短期大
学、専門学校等において、食育に関し専門知識を
備えた管理栄養士、栄養士、専門調理師等の養成
を図るとともに、食育の推進に向けてその多面的
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な活動が推進されるよう取り組む。
また、地域において、食育の推進が着実に図ら

れるように、都道府県や市町村における管理栄養
士等の配置を推進するとともに、高度な専門性を
発揮できる管理栄養士の育成を図る。

あわせて、食生活に関する生活習慣と疾患の関
連等、医学教育の充実を推進するとともに、適切
な食事指導、ライフステージに応じた食育の推進
等、歯学教育の充実を図る。

（職場における従業員等の健康に配慮した食育
の推進）

従業員等が健康であることは、従業員の活力向
上や生産性の向上等の組織の活性化をもたらし、
結果的に企業の業績向上につながると期待されて
いる。

従業員等の健康管理に資する健康経営が広がっ
ていることも契機とし、企業の経営層がコミット
した職場の食環境整備が進むよう、関係者と連
携・協働を深め、健康づくりに取り組む企業への
支援が広がるよう、必要な情報提供を行う。

（地域における共食の推進）
高齢者の一人暮らしやひとり親世帯等が増える

など、家庭環境や生活の多様化により、家族との
共食が難しい場合があることから、地域において
様々な世代と共食する機会を持つことは、食の楽
しさを実感するだけでなく、食や生活に関する基
礎を伝え習得する観点からも重要である。「新し
い生活様式」に対応した形で推進する必要があ
り、屋外で農林漁業体験等と併せて実施するなど
の工夫が考えられる。

このため、食育推進の観点から、子供食堂や通
いの場など地域での様々な共食の場づくりを進め
る活動の意義を理解し、適切な認識を有すること
ができるよう、国及び地方公共団体は必要な情報
提供及び支援を行う。

（災害時に備えた食育の推進）
近年、頻度を増す大規模災害等に備え、防災知

識の普及は重要である。国の物資支援による食料
品の提供や、地方公共団体、民間企業等における
食料品の備蓄に加え、家庭での取組も重要であ
り、普及啓発を推進する。

また、家庭においては、水、熱源、主食・主
菜・副菜となる食料品等を最低でも3日分、でき

れば1週間分程度備蓄する取組を推進する。主に
災害時に使用する非常食のほか、ローリングス
トック法（普段の食料品を少し多めに買い置き
し、消費した分を補充する方法）による日常の食
料品の備蓄を行い、各家庭に合った備えをするよ
う情報発信を行う。特に、災害時には、物流機能
が停滞する可能性もあることから、高齢者を始
め、食べる機能が弱くなった方、食物アレルギー
を有する方等に配慮した食品を備えておくことが
重要である。

加えて、栄養バランスへの配慮や備蓄方法な
ど、災害時の食の備えの重要性について、家庭の
みならず、学校教育の現場、食品小売店等におい
ても、必要な知識の普及啓発を推進する。

地方公共団体は、被災者が災害発生時も健全な
食生活の実践ができるよう、家庭における食料品
の備蓄について普及啓発を行うほか、災害時の栄
養・食生活支援に関して、その体制や要配慮者へ
の支援体制などに関する地域防災計画への記載や
マニュアルの整備等を通じ、関係者が共通の理解
の下で取り組めるよう努める。

4．食育推進運動の展開
（1）現状と今後の方向性

食育の推進に当たっては、今後とも国、地方公
共団体、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業
者、ボランティア等、食育に係る多様な関係者や
食育に新たな広がりをもたらす多方面の分野の関
係者が主体的かつ多様に連携・協働して地域レベ
ルや国レベルのネットワークを築き、明るく楽し
く多様な食育推進運動を国民的な広がりを持つ運
動として全国的に展開していく必要がある。

食育の推進に関わる食生活改善推進員等の食育
ボランティアは、令和元年度時点で36.2万人に
のぼり、今後とも地域での食育推進運動の中核的
役割を担うことが期待される。

また、若い世代等、食育に対し無関心な層に食
育への関心を持ってもらうことが課題であるた
め、幅広い食育関係者が参画する「全国食育推進
ネットワーク」を通じた食育推進の取組に関する
情報等の発信力の強化が必要である。

特に、若い世代は働く世代でもあることから、
企業等（職場）においても食育を推進すること
が、若い世代が食に関する知識を深め、健全な食
生活を実践できるようになる一つの方策でもあ
る。このため、企業等（職場）における食育の推
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進事例や企業等（職場）側のメリットを発信して
いくことが重要となっている。

加えて、デジタル技術の活用により「新たな日
常」の中でも新しい広がりを創出する食育の推進
が求められている。

また、一部の都道府県では域内の市町村食育推
進計画の作成割合が低い状況であることから、食
育推進計画の作成・実施の促進が必要であり、地
域で多様な関係者が課題を共有し、各特性を活か
して連携・協働して実効的に食育を進めることが
重要である。

（2）取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共

団体等はその推進に努める。

（食育に関する国民の理解の増進）
食をめぐる諸課題や食育の意義・必要性等につ

いて広く国民の理解を深め、あらゆる世代や様々
な立場の国民が、自ら食育に関する活動を実践で
きるよう、「新たな日常」の中でもライフステー
ジに応じた具体的な実践や活動を提示して理解の
増進を図り、全国において継続的に食育推進運動
を展開する。

また、年代、性別、就業や食生活の状況等に応
じて国民の多様なニーズや特性を分析、把握した
上で類型化し、それぞれの類型に適した具体的な
推進方策を検討し、実施するとともに、地方公共
団体、関係団体、教育関係者、農林漁業者、食品
関連事業者、ボランティア等、食育関係者による
国民の多様なニーズに対応した取組を支援する。

その際、世代区分やその置かれた生活環境や健
康状態等によっても必要な情報が異なる場合があ
ることに配慮するとともに、各種広報媒体等を通
じて提供される食に関する様々な情報に過剰に反
応することなく、国内外の科学的知見や伝統的な
知恵に基づき、的確な判断をすることが重要であ
るとの認識が国民に十分理解されるよう留意しつ
つ取り組むこととする。

（ボランティア活動等民間の取組への支援、表
彰等）

食育を国民に適切に浸透させていくために、国
民の生活に密着した活動を行っているボランティ
ア活動の活発化とその成果の向上に向けた環境の
整備を図り、地域での食育推進の中核的役割を担

うことができるよう支援する。
その際、食生活改善推進員を始め、各種ボラン

ティアの草の根活動としての食育活動を、学校等
との連携にも配慮して促進する。

また、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業
者、ボランティア等の民間等の食育関係者が自発
的に行う活動が全国で展開されるよう、関係者間
の情報共有を促進するとともに、優れた活動を奨
励するため、民間等の食育活動に対する表彰を行
う。

（食育推進運動の展開における連携・協働体制
の確立）

食育推進運動の展開に当たっては、教育関係
者、農林漁業者、食品関連事業者、ボランティア
等、食育に係る多様な関係者による主体的な取組
を促すとともに、国や地方公共団体も含めた関係
者による広範かつ横断的な連携・協働を呼びか
け、関係者相互間の情報及び意見の交換が促進さ
れるように実施する。

また、国民にとって身近な地域において、新た
な食育の推進が図られるよう、地方公共団体の食
育推進会議を設置・活性化し、食育推進計画の中
で地域の地産地消に関する目標や本計画を踏まえ
た目標を設定する等、地域の関係者の協力による
取組を推進する。

（食育月間及び食育の日の取組の充実）
毎年6月を「食育月間」と定め、関係者の緊密

な連携・協働を図りつつ、食育推進運動を重点的
かつ効果的に実施することにより、国民の食育に
対する理解を深め、食育推進活動への積極的な参
加を促し、その一層の充実と定着を図る。

特に、「食育月間」中、国は、地方公共団体、
民間団体等の協力を得て、「食育推進全国大会」
を毎年開催して、食育について国民への直接的な
理解促進を図るとともに、関係者相互間の連携が
推進されるよう実施する。
「食育月間」の実施に当たって、食育推進を担

当する大臣は、同月間で重点的に実施していく
テーマ等を示した実施要綱をあらかじめ定め、関
係機関、団体等に通知するとともに公表する。

また、一年を通じて継続的に食育推進運動を展
開するため、毎月19日を「食育の日」と定め、

「家族そろって食卓を囲む」など実践的なものに
なるよう十分配慮しつつ取り組む。
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（食育推進運動に資する情報の提供）
様々な分野での食育を推進し、全国的な運動と

して、全国各地において食育推進運動を促進する
ため、食育を推進して成果を挙げている地域の事
例や手法を収集し、広く情報提供する。

また、「スマート・ライフ・プロジェクト」に
おいて、生活習慣病予防の啓発活動や、健康寿命
を延ばすことを目的とする、優れた取組を行って
いる企業・団体・自治体を表彰する。

さらに、食と農のつながりの深化に着目した新
たな国民運動を展開し、我が国の食と環境を支え
る農業・農村への国民の理解の醸成を図っていく
中で、食育推進にもつながる情報等を消費者へ発
信する。

（全国食育推進ネットワークの活用）
「新たな日常」やデジタル化に対応した食育な

ど、最新の食育活動の方法や知見を食育関係者間
で情報共有するとともに、異業種間のマッチング
による新たな食育活動の創出や、食育の推進に向
けた研修を実施できる人材の育成等に取り組む。

加えて、食育の取組を分かりやすく発信し、食
品関連事業者や食育に関心のある企業が共通して
使用することにより効果的に食育を推進すること
ができる啓発資材の周知を図る。

（「新たな日常」やデジタル化に対応する食育の
推進）

デジタルトランスフォーメーション（デジタル
技術の活用による社会の変革）が一層進展する中
で、SNS活用やインターネット上でのイベント
開催及び動画配信、オンラインでの非接触型の食
育の展開などを推進する。

また、個人がいつでも手軽に使える優れた食育
アプリ等について情報提供を行い、国民の行動変
容を促す。

5．生産者と消費者との交流の促進、環境と調和
のとれた農林漁業の活性化等

（1）現状と今後の方向性
食育の推進、特に食に対する感謝の念を深めて

いく上で、食を生み出す場としての農林漁業に関
する理解が重要であり、「食」と「農林水産業」
のつながりの深化を図ることが求められている。

そのような中、農林漁業体験は、農林水産物の
生産現場に対する関心や理解、食生活が自然の恩

恵や食に関する人々の様々な活動により成り立つ
ことについての理解を深める上で、引き続き重要
である。

農林漁業体験に参加していない理由の中では
「体験する方法が分からない」という意見が多い
ことから、参加方法等の周知や優良事例の横展開
等を通じ、更なる参加者の増加に取り組む必要が
ある。

農林水産物の生産、食品の製造及び流通等の現
場は、地域で食育を進めていく上で食に関する体
験機会を提供する貴重な場であり、人々のふれあ
いや地域の活性化を図るためにも、これを支える
農山漁村コミュニティの維持・再生が必要であ
る。

加えて、農林水産業・食品産業の活動が自然資
本や環境に立脚していることから、その持続可能
性を高めるよう、環境と調和のとれた食料生産と
その消費にも配慮した食育を推進する。

我が国では、食料や飼料等の多くを輸入に頼る
一方で、毎年大量の食品ロスが発生しており、
国、地方公共団体、食品関連事業者・農林漁業
者、消費者など多様な主体が連携し、国民運動と
して食品ロスの削減を推進する。また、その際に
は、様々な家庭環境や生活の多様化に対応し、貧
困の状況にある子供等に食料を提供する活動にも
資するよう取り組む必要がある。

（2）取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共

団体等はその推進に努める。

（農林漁業者等による食育の推進）
農林漁業に関する体験活動は、農林水産物の生

産現場に関する関心や理解を深めるだけでなく、
国民の食生活が自然の恩恵の上に成り立っている
ことや食に関わる人々の様々な活動に支えられて
いることなどに関する理解を深める上で重要であ
ることから、農林漁業者等は、学校、保育所等の
教育関係者を始めとした食育を推進する広範な関
係者等と連携・協働し、幅広い世代に対して教育
ファーム等農林漁業に関する多様な体験の機会を
積極的に提供するよう努める。

その際、食に関する体験活動をより充実させる
ため、オンラインでの活動を実体験と組み合わせ
る等新たな取組を進めることが必要である。

これらの活動を支援するため、国や地方公共団
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体において必要な情報提供等を行う。

（子供を中心とした農林漁業体験活動の促進と
消費者への情報提供）

子供を中心として、農林水産物の生産における
様々な体験の機会を拡大し、食に対する関心と理
解を深める必要があることから、農林漁業体験活
動を促進するため、情報提供の強化、受入体制の
整備等を進める。その際、子供の学びや生産者の
やりがいにつながるような異世代交流が進むよう
配慮する。

また、子供の農山漁村体験については、「ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく「子ど
も農山漁村交流プロジェクト」の一環として、送
り側（学校等）への活動支援や情報提供、受入側

（農山漁村）の体験プログラムの充実・強化など
の受入体制整備への支援を行うなど、送り側、受
入側双方への体系的・総合的な支援を関係省庁が
連携して行う。

さらに、国民の体験活動への関心を高めるた
め、SNSなど様々な媒体の活用により周知し、
食料の生産から消費等に至るまでの継続した体験
につながるよう、関係機関等の連携を深める。

（都市と農山漁村の共生・対流の促進）
農泊やグリーン・ツーリズムを通じた都市住民

と農林漁業者の交流を促進するため、都市住民へ
の農山漁村の情報提供と農山漁村での受入体制の
整備等を推進する。

（農山漁村の維持・活性化）
食を生み出す場である農山漁村は、農林漁業者

だけでなく、多様な地域住民により支えられてい
ることから、関係府省が連携した上で、①農業の
活性化や地域資源の高付加価値化を通じた所得と
雇用機会の確保、②安心して地域に住み続けるた
めの条件整備、③地域を広域的に支える体制・人
材づくりや農村の魅力の発信等を通じた新たな活
力の創出の「三つの柱」に沿った施策を総合的か
つ一体的に推進することにより、維持・活性化を
図る取組を推進する。

（地産地消の推進）
直売所等における地域の農林水産物の利用促進

を図るため、多様な品目の生産・供給体制の構築
及び加工品の開発を推進するとともに、学校、社
食等施設の給食における地域の農林水産物の安定
的な生産・供給体制を構築し、地域の農林水産物
の利用拡大を図る。また、農林漁業者と加工・販
売業者、外食・中食業者など地域の多様な関係者
が参画して、地域資源を活用した持続的な取組

（ローカルフードプロジェクト（LFP））の創出を
推進する。

また、食と農のつながりの深化に着目した新た
な国民運動を展開し、地域の農業・農村の価値や
生み出される農林水産物の魅力を伝える取組や、

「地理的表示保護制度」（GI保護制度） 1の登録推
進や認知度向上を図る取組等、地産地消の推進に
もつながる取組を実施する。

さらに、食品循環資源の再生利用等の促進に関
する法律（平成12年法律第116号）の再生利用
事業計画（食品リサイクル・ループ）制度の活用
等により、地域で発生した食品循環資源を再生利
用して得られた肥料や飼料を利用して生産された
農林水産物の地域での利用を推進する。

（環境と調和のとれた持続可能な食料生産とそ
の消費にも配慮した食育の推進）

SDGs時代にふさわしい農林水産業・食品産業
を育成するためには、環境と調和した生産方法で
作られた農林水産物・食品を消費することが、消
費者の幸福や満足度の向上につながるとともに、
その評価が農山漁村に還元され、環境と経済の好
循環が生まれるという社会システムへの転換が必
要であり、消費者に持続可能な農林水産物の価値
を伝えるため、消費者の役割の自覚と日々の購買
行動の変化を促す取組を推進していくことが必要
である。

我が国の食料・農林水産業の生産力向上と持続
性の両立をイノベーションで実現する「みどりの
食料システム戦略」の策定に向けて検討が進めら
れている。引き続き、有機農業をはじめとした持
続可能な農業生産や持続可能な水産資源管理等、
生物多様性と自然の物質循環を健全に維持し、自
然資本を管理し、又は増大させる取組に関して、

1　伝統的な生産方法や気候・風土・土壌などの生産地等の特性が、品質等の特性に結びついている産品の名称
（地理的表示）を知的財産として登録し保護する制度
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国民の理解と関心の増進のため普及啓発を行う。
例えば、学校給食での有機食品の利用など有機農
業を地域で支える取組事例の共有や消費者を含む
関係者への周知が行われるよう、有機農業を活か
して地域振興につなげている地方公共団体の相互
の交流や連携を促すネットワーク構築を推進す
る。

持続可能な食料システム（フードシステム）に
つながるエシカル消費を、「あふの環プロジェク
ト」を活用して、関係省庁や参画する企業・団体
と連携・協働して推進する。

多様な食の需要に対応するため、大豆等植物タ
ンパクを用いる代替肉の研究開発等、食と先端技
術を掛け合わせたフードテックの展開が産学官連
携の下進められており、新たな市場を創出する中
で、その理解醸成を図る。

（食品ロス削減に向けた国民運動の展開）
我が国においては、食料を海外からの輸入に大

きく依存する一方、年間612万トン（平成29年
度推計）の食品ロスが発生している。これは、国
連世界食糧計画（WFP）による食料援助量約
420万トンの約1.5倍に相当する。

このような現状を踏まえ、令和元年10月に食
品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律
第19号）が施行され、国、地方公共団体、事業
者、消費者等の多様な主体が連携し、国民運動と
して食品ロスの削減を推進していくこととされ
た。政府としては、法律に基づき、関係省庁が連
携しつつ、様々な施策を推進していく。

特に、食品ロスの約半分は家庭からの排出であ
ることを踏まえ、国民がそれぞれの立場で食品ロ
スの削減に「もったいない」という精神で、自発
的に取り組んでいくため、食品ロス削減の重要性
についての理解と関心を増進するための教育や普
及啓発を推進する。加えて、食品ロス削減に配慮
した購買行動や、外食時における食べ残しが発生
しないよう、料理の食べきりや、食品衛生面に配
慮した食べ残しの持ち帰りについて、事業者から
の理解・協力を得ながら普及啓発を図る。

（バイオマス利用と食品リサイクルの推進）
地域で発生・排出されるバイオマスの計画的な

活用に向けて、「バイオマス活用推進基本計画」
（平成28年9月16日閣議決定）に基づき、効率
的な収集システムの確立、幅広い用途への活用、

バイオマス製品等の標準化・規格化など、バイオ
マスを効果的に活用する取組を総合的に実施す
る。

また、食品リサイクルについて、食品関連事業
者、再生利用事業者及び農林漁業者等の関係主体
の連携の強化を通じて、特に取組の少ない地域を
中心に、飼料化を含めた食品リサイクルの取組を
促進する。

加えて、食品廃棄物の発生抑制や再生利用等の
必要性等を普及啓発するため、ホームページ等を
通じた情報提供を実施する。

さらに、家庭や外食における食品の廃棄状況等
を把握するための調査や、食品産業における食品
廃棄物等の発生量や再生利用等の実施状況を把握
するための調査を実施するとともに、必要な取組
を進める。

6．食文化の継承のための活動への支援等
（1）現状と今後の方向性

長い年月を経て形成されてきた我が国の豊かで
多様な食文化は、世界に誇ることができるもので
ある。

戦後、和食の基本形である一汁三菜の献立を
ベースに、ごはん（主食）を中心に、魚、肉、牛
乳・乳製品、野菜、海藻、豆類、果物、お茶など
多様な副食（主菜・副菜）等を組み合わせ、栄養
バランスに優れた「日本型食生活」が構築され、
国民の平均寿命の延伸にもつながった。

しかしながら、長期的には経済成長に伴う所得
の向上等を背景として、国民のライフスタイル、
価値観、ニーズが多様化する中で、「日本型食生
活」や、家庭や地域において継承されてきた特色
ある食文化や豊かな味覚が失われつつある。

このような社会構造の変化に伴い、食の多様化
が進む中で、引き続き伝統的な食文化を次世代に
継承していくため、食育活動を通じて国民の理解
を深めるべく、次世代を担う子供や子育て世代を
対象とした取組を始め、地域の多様な食文化を支
える多様な関係者による活動の充実が必要であ
る。

特に、「和食；日本人の伝統的な食文化」が、
「自然の尊重」という日本人の精神を体現し、①
多様で新鮮な食材とその持ち味の尊重、②健康的
な食生活を支える栄養バランス、③自然の美しさ
や季節の移ろいの表現、④正月などの年中行事と
の密接な関わり、という4つの特徴を持つ食に関



210

	

参
考
３	

第
4
次
食
育
推
進
基
本
計
画

する社会的慣習としてユネスコの無形文化遺産に
登録されたことも踏まえ、和食文化の保護・継承
を本格的に進める必要がある。

また、和食は、栄養バランスのとれた食生活に
資するものであり、循環器疾患死亡等のリスクが
低いとの報告もあることから、このような健康面
でのメリットも発信していくことが必要である。
さらに、地域の風土を活かした和食文化の保護・
継承は、地域活性化及び環境への負荷低減に寄与
し、持続可能な食の実現に貢献することが期待さ
れるとともに、他国の多様な食文化や食習慣への
理解にも資することが期待される。

（2）取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共

団体等はその推進に努める。

（地域の多様な食文化の継承につながる食育の
推進）
「和食；日本人の伝統的な食文化」のユネスコ

無形文化遺産の登録の趣旨を踏まえ、国民の関心
と理解が深まるようにするため、地方公共団体、
教育関係者、食品関連事業者等からなる各都道府
県の体制を構築・活用し、各地域の郷土料理の調
査・データベース化及び活用、SNS等を活用し
た国内外への情報発信等デジタルツール活用を推
進することにより地域の多様な食文化の保護・継
承を図るとともに、管理栄養士等や地域で食にま
つわる活動を行う者を対象とした研修等による和
食文化の継承活動を行う中核的な人材の育成に取
り組む。

また、調査研究の促進等による食の文化的価値
の明確化とその普及・発信が必要であり、和食の
栄養バランスの良さや持続可能な食への貢献につ
いて、国内外への発信を強化し、理解を深める。

さらに、和食文化の保護・継承に当たっては、
食育に関わる国、地方公共団体、教育関係者、農
林漁業関係者、食品関連事業者、ボランティア
等、多様な関係者が密接に連携し、産学官一体と
なって効果的に進める。

加えて、手軽に和食に接する機会を拡大するた
め、簡便な和食商品の開発や情報発信等、産学官
協働の取組を推進し、「いいにほんしょく」の語
呂合わせで「和食の日」として定められている
11月24日を中心に学校給食における取組等も含
め、国民に対する日本の食文化の理解増進を図

る。
また、郷土料理や伝統野菜・発酵食品を始めと

する伝統食材等の魅力の再発見や「日本型食生
活」の実践を促すため、地域における地方公共団
体、農林漁業者、食品関連事業者等が連携した食
育活動を推進する。

さらに、我が国の食文化の理解の助けとなるも
のであるため、お茶の普及活動を行っている団体
等の多様な主体と連携・協力するなど、お茶に関
する効果的な食育活動を促進する。

（ボランティア活動等における取組）
食生活改善推進員等のボランティアが行う料理

教室や体験活動等において、地域の郷土料理や伝
統料理を取り入れることにより、食文化の普及と
継承を図る。

（学校給食等での郷土料理等の積極的な導入や
行事の活用）

我が国の伝統的な食文化について子供が早い段
階から興味・関心を持って学ぶことができるよ
う、学校給食を始めとした学校教育活動において
郷土料理の歴史、ゆかり、食材などを学ぶ取組を
推進する。

さらに、各地の食関連行事や文化関連行事等も
活用し、我が国の伝統的な食文化や地域の郷土料
理等とその歴史や文化的背景等を学ぶ機会の提供
を促進する。その一環として、毎年度開催してい
る国民文化祭を活用し、地域の郷土料理やその歴
史等を全国に発信する。

（専門調理師等の活用における取組）
我が国の食事作法や伝統的な行事等、豊かな食

文化を醸成するため、高度な調理技術を備えた専
門調理師等の活用を図る。

7．食品の安全性、栄養その他の食生活に関する
調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進

（1）現状と今後の方向性
健全な食生活の実践には、科学的知見に基づき

合理的な判断を行う能力を身につけた上で、食生
活や健康に関する正しい知識を持ち、自ら食を選
択していくことが必要である。国民の食に関する
知識と食を選択する力の習得のためには、食に関
する国内外の幅広く正しい情報をSNS等の多様
な手段で提供するとともに、教育機会の充実を図
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ることが必要である。
一方、SNSの普及等により、食に関する様々

な情報があふれ、信頼できる情報を見極めること
が難しいといった状況もあり、健全な食生活の実
践に当たっては、国際的な研究を含めた最新の科
学的知見に基づく客観的な情報の提供が不可欠で
ある。また、情報の提供に当たっては、国民自身
がその内容を理解し、自律的に健全な食生活の実
践につなげられるよう配慮が必要である。

国は、各種関連団体等と連携を深めながら、食
品の安全性、栄養成分等の食品の特徴、食習慣そ
の他の食生活に関する国内外の調査、研究、情報
の提供等がなされるよう、適切な取組を行うとと
もに、我が国の食育の理念や取組等を積極的に海
外へ発信していくことが必要である。

（2）取り組むべき施策
国は以下の施策に取り組むとともに、地方公共

団体等はその推進に努める。

（生涯を通じた国民の取組の提示）
国は、子供から高齢者まで、生涯を通じた食育

を推進するため、一人一人の国民が自ら食育に関
する取組が実践できるように、「食育ガイド」を
活用するとともに、国民のニーズや特性を分析、
把握した上で、それぞれの対象者に合わせて具体
的な推進方策を検討し、適切な情報を提供する。

（基礎的な調査・研究等の実施及び情報の提供）
食育に関する国民の意識や食生活の実態等につ

いて調査研究及び分析を行うとともに、その成果
を広く公表し、関係者の活用に資する。

また、食育に関する関心と理解を深めるため
に、必要な情報を容易に入手することができるよ
う、総合的な情報提供を行う。

（リスクコミュニケーションの充実）
国、地方公共団体、各種団体が連携しつつ、食

品の安全性についてのリスクコミュニケーション
を積極的に実施する。

特に、国民の関心の高いテーマについては、科
学的知見に基づいた正確な情報提供によって、消
費者を始めとする関係者間での意見交換会を開催
し、理解の増進に努める。

（食品の安全性や栄養等に関する情報提供）
国民が健全な食生活を実践するために必要な食

品の安全性や栄養等に関する様々な情報につい
て、国民が十分に理解し活用できるよう考慮しつ
つ、SNSなどの様々な媒体や各種イベント、食
育ツールなどを活用し、国民にとってわかりやす
く入手しやすい形で情報提供する。

地域において地方公共団体、関係団体やNPO
等が行う意見交換会等への取組を支援する。

また、「健康日本２１（第二次）」による健康づ
くり運動として、国内外の科学的知見に基づく食
生活の改善に必要な情報の普及啓発を図る。

さらに、摂取すべきエネルギーや栄養素等の量
を定めた「食事摂取基準」を定期的に作成・公表
し、その活用を促進するとともに、食品成分の基
礎データを収載した「日本食品標準成分表」の充
実を図り、幅広く提供する。

また、国民健康・栄養調査を実施し、食育推進
の基礎的なデータとして、その成果を活用すると
ともに、肥満や糖尿病等の生活習慣病を効果的に
予防することや、食物アレルギー対策をするため
には、食生活や栄養と健康に関する医学的知見・
科学的根拠の蓄積が必要であることから、関係府
省や関係研究機関が連携しつつ、様々な分野にわ
たるデータの総合的な情報収集や解析等を推進す
るとともに、その成果を公表し周知する。

農林漁業や食料の生産、流通、消費に関する統
計調査を実施し、公表する。

（食品表示の理解促進）
令和2年度から全面施行された食品表示法（平

成25年法律第70号）に基づく新たな食品表示制
度について、消費者の更なる食品表示の活用に向
け、原料原産地表示、栄養成分表示等を含め、戦
略的な普及啓発に取り組む。

（地方公共団体等における取組の推進）
地方公共団体や関係団体等は、本計画の内容を

踏まえながら、地域の実情に沿った情報や当該団
体等の活動内容に即した情報を収集・整理し、よ
り多くの国民が関心を持ち、また、活用できるよ
う、その提供に努める。

（食育や日本食・食文化の海外展開と海外調査
の推進）

我が国の食育の理念や取組等を積極的に海外に
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発信し、「食育（Shokuiku）」という言葉が日本語
のまま海外で理解され、通用することを目指す。

また、「食育ガイド（英語版）“A Guide to 
Shokuiku”」について、インターネット等を活用
して海外に対する食育推進の普及啓発を図る。

さらに、オンライン配信も利用しながら、海外
に向けて日本食・日本の食文化について情報発信
する。

加えて、海外において行われてきた食生活の改
善等に関する取組について、その具体的な手法と
成果を調査し、その活用を図る。

このほか、2020 年東京オリンピック競技大
会・東京パラリンピック競技大会におけるホスト
タウンを通じた異文化交流等の機会を積極的に活
用し、食を通じた相互の理解を深めつつ、日本食
や日本の食文化の海外展開を戦略的に推進するた
め、官民合同の協議会を通じて、関係者が連携し
た取組を推進する。

（国際的な情報交換等）
国際的な情報交換等を通じて、食育に関する研

究の推進や知見の相互活用等を図るため、海外の
研究者等を招へいした講演会の開催や海外におけ
る食生活等の実態調査等を進める。

また、国際的な機関の活動に協力するととも
に、これを通じて積極的な情報の共有化を推進す
る等、国際的な連携・交流を促進する。

さらに、国際的な飢餓や栄養不足の問題等に対
して、国民の認識を深めるために、その実態や国
際的な機関による対策等の情報を積極的に提供す
るほか、栄養改善事業の国際展開に取り組む。

第4　食育の推進に関する施策を総合的か
つ計画的に推進するために必要な事項

1．多様な関係者の連携・協働の強化
食育に関連する施策を行っている主体は、国の

関係府省庁や地域に密着した活動を行っている地
方公共団体、教育、保育、社会福祉、医療及び保
健の関係者、農林漁業の関係者、食品の製造、加
工、流通、販売、調理等の関係者、料理教室、そ
の他の食に関わる活動等の関係者、更には様々な
民間団体やボランティア等に至るまで多様かつ多
数である。

また、「第1 食育の推進に関する施策について
の基本的な方針」や「第3 食育の総合的な促進
に関する事項」で述べたように、食育は幅広い分

野にわたる取組が求められる上、様々な家族の状
況や生活の多様化といった食育をめぐる状況の変
化を踏まえると、より一層きめ細やかな対応や食
育を推進しやすい社会環境づくりが重要になって
いる。

したがって、食育に関する施策の実効性をこれ
まで以上に高めていくためには、食育に係る多様
な関係者や食育に新たな広がりをもたらす多方面
の分野の関係者が、その特性や能力を生かしつ
つ、主体的に、かつ、互いが密接に連携・協働し
て、地域レベルや国レベルの緊密なネットワーク
を築き、多様な取組を推進していくことが極めて
重要であるため、「全国食育推進ネットワーク」
も活用しつつ、その強化に努める。

2．地方公共団体による推進計画に基づく施策の
促進とフォローアップ
食育基本法第17条及び第18条においては、都

道府県及び市町村に対し、国の基本計画を基本と
して、都道府県及び市町村の区域内における食育
推進計画を作成するよう努めることを求めてお
り、令和元年度までに全都道府県及び87.5％の
市町村において食育推進計画の作成がなされた。

食育推進計画を既に作成した都道府県及び市町
村においては、食育推進計画に基づき、また、第
4次食育推進基本計画を基本として、新たな計画
の作成や改定を行い、その食育推進会議を活用し
ながら多様な主体との連携・協働を推進すること
が求められる。

このため、国は、都道府県及び市町村における
食育の推進が一層充実するよう、食育推進計画を
把握しつつ適切な支援を行う。

一方、全国各地で地域に密着した食育に関する
活動が推進されるためには、食育推進計画の作成
がなされていない市町村についても可能な限り早
期に作成することが求められる。

このため、国は都道府県とともに、市町村にお
ける食育推進計画の作成が促進されるよう積極的
に働きかけ、地産地消を始めとする地域での食育
の推進がより一層充実するよう必要な資料や情報
を提供するとともに、技術的な支援にも努めてい
くなど、適切な支援を行う。

また、都道府県及び市町村は、食育に関する活
動を行う教育関係者、農林漁業者、食品関連事業
者、ボランティアや関係機関等の協力も得つつ、
地域において多様な関係者の連携・協働の下、食



213

	

参
考
３	

第
4
次
食
育
推
進
基
本
計
画

育を推進する中核となる人材の育成と地域の特性
に応じた実効性の高い食育の推進に一層取り組む
ことが期待される。

国は、そのための情報の提供等適切な支援を行
う。

3．積極的な情報提供と国民の意見等の把握
食育は、個人の食生活に関わる問題であること

から、子供から成人、高齢者に至るまで、国民一
人一人による理解と実践を促進することが何より
も重要である。

このため、ライフステージのつながりを意識し
つつ、生涯にわたって大切にしたい食育について
具体的な取組を促す「食育ガイド」や効果的な情
報発信を行う「全国食育推進ネットワーク」の活
用も含め、多様な手段を通じて積極的な情報提供
を行うよう努める。

また、食育に対する国民の関心や意識を高めて
いくためには、対象者の特性や多様なニーズも考
慮しつつ、国民の意見や考え方等を積極的に把握
し、できる限り施策に反映させていくことが必要
であることから、その促進に努める。

4．推進状況の把握と効果等の評価及び財政措置
の効率的・重点的運用
食育に関する施策を計画的に推進するために

は、その推進状況を把握しつつ取り組むととも
に、限られた予算を有効活用することが必要であ
る。特に「1．多様な関係者の連携・協働の強
化」で述べたように、食育は幅広い分野に関わ
り、多様な関係者による一体的な取組が必要であ
ることに鑑みると、その必要性は一層大きいと考
えられる。

このため、本計画に基づく施策の総合的かつ計
画的な推進を図るとともに、目標の達成状況を含
めたその推進状況について、毎年度、適切に把握
し、その効果等を評価し、広く国民にも明らかに
するとともに、評価を踏まえた施策の見直しと改
善を図る。また、厳しい財政事情の下、限られた
予算を最大限有効に活用する観点から、引き続
き、選択と集中の強化、施策の重複排除、府省庁
間連携の強化、官民の適正な役割分担と費用負
担、執行状況の反映等の徹底を図る。

5．基本計画の見直し
国内外の社会経済情勢は常に変化しており、今

後、食育をめぐる状況も大きく変わることも十分
考えられるため、基本計画については、計画期間
終了前であっても必要に応じて見直しの必要性や
時期等を適時適切に検討する。

また、基本計画の見直しに当たっては、「4.推
進状況の把握と効果等の評価及び財政措置の効率
的・重点的運用」において述べた施策の成果の検
証結果を十分活用する。
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